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那覇市議会





会議録目次（その２）

上程案件処理結果

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月６日（招集日）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開会・開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の氏名

○　会期の決定

○　提案理由の説明

施政方針

（第４８号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

（第４９号　那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について）

（第５０号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

（第５１号　市有財産の取得管理及び処分条例の一部を改正する条例制定について）

（第５２号　議会の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例の一部を改正する条例制定について）

（第５３号　工事その他請負契約条例の一部を改正する条例制定について）

（第５４号　那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について）

（第５５号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

（第５６号　那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について）

（第５７号　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

（第５８号　那覇市ごみ処理場条例制定について）

（第５９号　那覇市宿所提供施設設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

（第６０号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

（第６１号　那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例を廃止する条例制定について）

（第６２号　那覇市公営企業組織条例制定について）

（第６３号　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例制定について）

（第６４号　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について）

（第６５号　那覇市水道事業業務状況の提出に関する条例制定について）

（第６６号　那覇市水道事業基本計画について）

（第６７号　市有地を売却処分することについて）

（第６８号　国場川（漫湖）の公有水面埋立について）

（第６９号　市有地を売却処分することについて）

（第７０号　ごみ処理場建設用地の取得について）

（第７１号　牧志公設市場建設債を起こすことについて）

（第７２号　第２次若松公設市場および市営住宅建設債を起こすことについて）

（第７３号　真和志公設市場建設債を起こすことについて）

（第７４号　１９６８年度公営住宅建設債を起こすことについて）

（第７５号　漫湖風致地区整備事業債を起こすことについて）

（第７６号　継続費を設定することについて）

（第７７号　１９６８年度那覇市歳入歳出予算）

（第７８号　一時借入金について）

（第７９号　１９６８年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算）

（第８０号　１９６８年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算）

（第８１号　１９６８年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算）

（第８２号　１９６８年度那覇市水道事業会計予算）

（第８３号　１９６８年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算）

（第８４号　下水道事業債を起こすことについて）

（第８５号　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について）

（第８６号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について）

（第８７号　那覇教育区教育委員会報酬および費用弁償規則の一部を改正する規則制定について）

（第８８号　那覇教育区教育委員会関係職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について）

（第８９号　那覇教育区幼稚園教員給与等に関する規程の一部を改正すす規程制定について）

（第９０号　１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算）

（第９１号　１９６７年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算）

（第９２号　那覇教育区債を起こすことについて）

（第９３号　学校建設事業費を継続費とすることについて）

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月８日（２日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　施政方針に対する質疑

○　赤嶺保三郎議員

市長

○　椿秀義議員

市長

建設部長

経民部長

○　赤嶺慎英議員

市長

建設部長

土木部長

水道部長

○　平良真次郎議員

市長

○　儀間真祥議員

市長

○　宮良永昌議員

市長

建設部長

○　友利栄吉議員

市長

建設部長

土木部長

市長公室長

○　黒潮隆議員

市長

経民部長

市長

○　久高友敏議員

市長

建設部長

市長

建設部長

○　仲本安一議員

市長

建設部長

水道部長

○　金城重正議員

市長

総務部長

市長公室長

○　金城庄瑞議員

市長

建設部長

土木部長

○　瀬長フミ議員

市長

経民部長

水道部長

○　喜舎場盛一議員

市長

経民部長

○　瀬長フミ議員

経民部長

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月９日（３日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　一般質問

○　大山盛幸議員

市長

経民部長

建設部長

第一助役

教育次長

○　山川正平議員

土木部長

水道部長

土木部長

市長

○　仲宗根昌弘議員

土木部長

総務部長

市長公室長

経民部長

○　金城庄瑞議員

土木部長

建設部長

○　瀬長フミ議員

建設部長

教育次長

○　大浜長弘議員

経民部長

建設部長

水道部長

○　久高友敏議員

経民部長

市長

経民部長

土木部長

市長

○　黒潮隆議員

建設部長

土木部長

経民部長

土木部長

○　金城重正議員

建設部長

教育次長

○　又吉久正議員

市長

○　椿秀義議員

市長

○　儀間真祥議員

土木部長

水道部長

土木部長

水道部長

○　金城吾郎議員

建設部長

財政部長

建設部長

○　仲本安一議員

市長

経民部長

○　喜舎場盛一議員

総務部長

土木部長

○　真栄城嘉園議員

市長

第一助役

教育次長

市長

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月１０日（４日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　議案上程（第４８号議案　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

黒潮隆議員

市長公室長

儀間真祥議員

市長公室長

市長

久高友敏議員

市長

市長公室長

大山盛幸議員

総務部長

○　委員会付託

○　議案上程（第４９号議案　那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

黒潮隆議員

市長

大山盛幸議員

第一助役

仲本安一議員

市長公室長

○　委員会付託

○　議案上程（第５０号議案　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

大山盛幸議員

市長

市長公室長

○　委員会付託

○　議案上程（第５１号議案　市有財産の取得管理及び処分条例の一部を改正する条例制定について）

（第５２号議案　議会の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

大山盛幸議員

市長公室長

○　委員会付託

○　議案上程（第５３号議案　工事その他請負契約条例の一部を改正する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第５４号議案　那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

黒潮隆議員

総務部長

大山盛幸議員

○　委員会付託

○　議案上程（第５５号議案　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第５６号議案　那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第５７号議案　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第５８号議案　那覇市ごみ処理場条例制定について）

○　質疑

久高友敏議員

経民部長

黒潮隆議員

経民部長

○　委員会付託

○　議案上程（第５９号議案　那覇市宿所提供施設設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

儀間真祥議員

経民部長

○　委員会付託

○　議案上程（第６０号議案　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第６１号議案　那覇市消防職員の勤務時間および休日等に関する条例を廃止する条例制定について）

○　質疑

黒潮隆議員

市長公室長

○　表決

○　議案上程（第６２号議案　那覇市公営企業組織条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第６３号議案　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第６４号議案　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第６５号議案　那覇市水道事業業務状況の提出に関する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第６６号議案　那覇市水道事業基本計画について）

○　委員会付託

○　議案上程（第６７号議案　市有地を売却処分することについて）

○　質疑

黒潮隆議員

水道部長

○　委員会付託

○　議案上程（第６８号議案　国場川（漫湖）の公有水面埋立地について）

○　委員会付託

○　議案上程（第６９号議案　市有地を売却処分することについて）

○　委員会付託

○　議案上程（第７０号議案　ごみ処理場建設用地の取得について）

○　委員会付託

○　議案上程（第７１号議案　牧志公設市場建設債を起こすことについて）

○　質疑

黒潮隆議員

第二助役

○　委員会付託

○　議案上程（第７２号議案　第２次若松公設市場および市営住宅建設債を起こすことについて）

○　委員会付託

○　議案上程（第７３号議案　真和志公設市場建設債を起こすことについて）

○　委員会付託

○　議案上程（第７４号議案　１９６８年度公営住宅建設債を起こすことについて）

○　委員会付託

○　議案上程（第７５号議案　漫湖風致地区整備事業債を起こすことについて）

○　質疑

黒潮隆議員

建設部長

○　委員会付託

○　議案上程（第７６号議案　継続費を設定することについて）

○　委員会付託

○　議案上程（第７７号議案　１９６８年度那覇市歳入歳出予算）

○　委員会付託

○　議案上程（第７８号議案　一時借入金について）

○　表決

○　議案上程（第７９号議案　１９６８年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算）

○　委員会付託

○　議案上程（第８０号議案　１９６８年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算）

○　委員会付託

○　議案上程（第８１号議案　１９６８年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算）

○　委員会付託

○　議案上程（第８２号議案　１９６８年度那覇市水道事業会計予算）

○　委員会付託

○　議案上程（第８３号議案　１９６８年度那覇市水道事業特別会計歳入歳出予算）

○　委員会付託

○　議案上程（第８４号議案　下水道事業債を起こすことについて）

○　委員会付託

○　議案上程（第８５号議案　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規定制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第８６号議案　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について）

○　質疑

黒潮隆議員

教育次長

○　委員会付託

○　議案上程（第８７号議案　那覇教育区教育委員会報酬および費用弁償規則の一部を改正する規則制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第８８号議案　那覇教育区教育委員会関係職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第８９号議案　那覇教育区幼稚園教員給与等に関する規程の一部を改正する規程制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第９１号議案　１９６７年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算）

○　委員会付託

○　議案上程（第９０号議案　１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算）

○　委員会付託

○　議案上程（第９２号議案　那覇教育区債を起こすことについて）

○　委員会付託

○　議案上程（第９３号議案　学校建設事業費を継続費とすることについて）

○　質疑

黒潮隆議員

教育次長

○　委員会付託

○　提案理由の説明

（第９４号議案　牧志公設市場建設用地と市有地との交換について）

○　質疑

久高友敏議員

総務部長

○　委員会付託

○　提案理由の説明

（第９５号議案　市有地を無償で貸し付けることについて）

○　質疑

久高友敏議員

建設部長

又吉久正議員

経民部長

黒潮隆議員

経民部長

仲本安一議員

経民部長

○　委員会付託

○　諸般の報告

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月２１日（５日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　議案の訂正について

○　議案上程・提案理由の説明

（第９６号議案　工事請負契約の変更について）

（第９７号議案　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて）

（第９８号議案　工事請負契約の変更について）

（第９９号議案　　　　　　　〃　　　　　　）

（第１００号議案　　　　　　〃　　　　　　）

（第１０１号議案　　　　　　〃　　　　　　）

（第１０２号議案　１９６７年度那覇市一般会計予算の繰越しについて）

（第１０３号議案　予算外義務負担について）

（第１０４号議案　１９６８年度那覇市歳入歳出追加更正予算）

（第１０５号議案　１９６７年度那覇市水道事業特別会計予算の繰越しについて）

（第１０６号議案　工事請負契約を結ぶことについて）

（第１０７号議案　予算外義務負担について）

○　委員会付託

○　委員会審査報告

経済民生教育委員長（第７０号議案　ごみ処理場建設用地の取得について）

○　質疑

久高友敏議員

経済民生教育委員長

経民部長

儀間真祥議員

経済民生教育委員長

経民部長

○　表決

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月２６日（６日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　委員会審査報告

総務委員長（第４８号議案　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

○　少数意見の留保

○　質疑

儀間真祥議員

総務委員長

市長

○　討論

儀間真祥議員（反対）

山川正平議員（賛成）

黒潮隆議員（反対）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第４９号議案　那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について）

○　討論

瀬長フミ議員

山川正平議員

久高友敏議員

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第５０号議案　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第５１号議案　市有財産の取得管理及び処分条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

儀間真祥議員

総務委員長

○　修正案の提案理由説明

黒潮隆議員

○　討論

仲本安一議員

金城重正議員

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第５２号議案　議会の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第５３号議案　工事その他請負契約条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第５４号議案　那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第５５号議案　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育副委員長（第５６号議案　那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育副委員長（第５７号議案　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育副委員長（第５８号議案　那覇市ごみ処理場条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生教育副委員長（第５９号議案　那覇市宿所提供施設設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

黒潮隆議員

経民教副委員長

市長

経民部長

○　討論

瀬長フミ議案

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第６０号議案　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第６２号議案　那覇市公営企業組織条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第６３号議案　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第６４号議案　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第６５号議案　那覇市水道事業業務状況の提出に関する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第６６号議案　那覇市水道事業基本計画について）

○　質疑

赤嶺慎英議員

建設委員長

水道部長

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第６７号議案　市有地を売却処分することについて）

○　討論

儀間真祥議員

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第６８号議案　国場川（漫湖）の公有水面埋立について）

○　質疑

黒潮隆議員

建設委員長

建設部長

○　討論

儀間真祥議員

金城庄瑞議員

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第６９号議案　市有地を売却処分することについて）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第７１号議案　牧志公設市場建設債を起こすことについて）

○　質疑

黒潮隆議員

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第７２号議案　第２次若松公設市場および市営住宅建設債を起こすことについて）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第７３号議案　真和志公設市場建設債を起こすことについて）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第７４号議案　１９６８年度公営住宅建設債を起こすことについて）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第７５号議案　漫湖風致地区整備事業債を起こすことについて）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第８４号議案　下水道事業債を起こすことについて）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第７６号議案　継続費を設定することについて）

○　表決

○　委員会審査報告

経民教副委員長（第８５号議案　那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経民教副委員長（第８６号議案　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経民教副委員長（第８７号議案　那覇教育区教育委員会報酬および費用弁償規則の一部を改正する規則制定について）

○　質疑

大浜長弘議員

経民教副委員長

金城吾郎議員

経民教副委員長

仲本安一議員

経民教副委員長

○　討論

椿秀義議員

渡口麗秀議員

仲本安一議員

瀬長フミ議員

○　表決

○　委員会審査報告

経民教副委員長（第８８号議案　那覇教育区教育委員会関係職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経民教副委員長（第８９号議案　那覇教育区幼稚園教員給与等に関する規程の一部を改正する規程制定について）

○　質疑

仲本安一議員

経民教副委員長

教育次長

○　表決

○　委員会審査報告

経民教副委員長（第９２号議案　那覇教育区債を起こすことについて）

○　表決

○　　委員会審査報告

経民教副委員長（第９３号議案　学校建設事業費を継続費とすることについて）

○　表決

○　委員会審査報告

経民教副委員長（第９４号議案　牧志公設市場建設用地と市有地との交換について）

（第９５号議案　市有地を無償で貸し付けることについて）

○　質疑

久高友敏議員

経民教副委員長

総務部長

又吉久正議員

経民教副委員長

経民部長

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第９６号議案　工事請負契約の変更について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第９８号議案　工事請負契約の変更について）

（第９９号議案　工事請負契約の変更について）

（第１００号議案　工事請負契約の変更について）

（第１０１号議案　工事請負契約の変更について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第９７号議案　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第１０５号議案　１９６７年度那覇市水道事業特別会計予算の繰越しについて）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第１０６号議案　工事請負契約を結ぶことについて）

○　表決

○　動議（議事日程変更）

赤嶺慎英議員

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第１０２号議案　１９６７年度那覇市一般会計予算の繰越しについて）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第１０３号議案　予算外義務負担について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第１０７号議案　予算外義務負担について）

○　表決

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月２７日（７日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　委員会審査報告

○　　建設委員長（第７９号議案　１９６８年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算）

○　質疑

黒潮隆議員

建設委員長

建設部長

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第８０号議案　１９６８年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第８１号議案　１９６８年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第８３号議案　１９６８年度那覇市水道事業特別会計歳入歳出予算）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（第８２号議案　１９６８年度那覇市水道事業会計予算）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第７７号議案　１９６８年度那覇市歳入歳出予算）

○　質疑

儀間　真祥議員

総務委員長

土木部長

久高友敏議員

儀間真祥議員

総務委員長

議会事務局長

黒潮隆議員

経民教副委員長

経民部長

金城吾郎議員

総務委員長

主計課長

久高友敏議員

経民部長

○　討論

黒潮隆議員（反対）

喜舎場盛一議員（賛成）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第１０４号議案　１９６８年度那覇市歳入歳出追加更正予算）

○　質疑

金城吾郎議員

主計課長

○　表決

○　委員会審査報告

経民教副委員長（第９１号議案　１９６７年度那覇　教育区歳入歳出追加更正予算）

○　表決

○　委員会審査報告

経民教副委員長（第９０号議案　１９６８年度那覇　教育区歳入歳出予算）

○　質疑

金城吾郎議員

経民教副委員長

教育次長

大山盛幸議員

教育長

儀間真祥議員

経民教副委員長

○　討論

金城吾郎議員

喜久山朝重議員

○　表決

○　決議案上程・提案理由の説明

金城重正議員（第３号決議案　軍３号線の開放に関する要請決議）

○　質疑

黒潮隆議員

金城重正議員

○　表決

○　決議案上程・提案理由の説明

真栄城嘉園議員（第４号決議案　水源開発の早期実現に関する要請決議）

○　表決

○　議案上程・提案理由の説明

総務部長（第１０８号議案　所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（泊港海上清掃消毒事業について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（字樋川地内排水溝開設方について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（旧潮渡橋改修に伴う陳情）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（排水溝新設について　）

（安謝市営住宅付近の浸水対策について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（真和志郵便局通りの道路改修工事施行方について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設委員長（汀良町内水道管布設工事方について）

（安謝川西方堤防護岸修築について）

○　表決

○　委員会審査報告

経民教副委員長（市立保育所の改善方について）

○　表決

○　日程第２３～４７（継続審査）

○　閉会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～














第93回那覇市議会会議録




定例会







上程案件　処理結果







第９３回那覇市議会（定例会）処理結果




開催年月日　　１９６７年６月６日

会期　　　　　　　　　　２２日間




１．本会議　　１９６７年６月６日（初日）




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	67

	6

	6

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	２１番議員

２２番議員




	〃

	〃

	〃

	


	会期を定めることについて

	〃

	２２日間




	〃

	〃

	〃

	


	施政方針

	市長

	聴取




	〃

	〃

	〃

	


	議案第４８号ないし第９３号

	〃

	説明聴取





～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




２．本会議　　１９６７年６月８日（２日目）




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	67

	6

	8

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	２３番議員

２４番議員




	〃

	〃

	〃

	


	施政方針に対する質疑

	


	質疑








３．本会議　　１９６７年６月９日（３日目）




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	67

	6

	9

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	２６番議員

２７番議員




	〃

	〃

	〃

	


	一般質問

	


	質問











～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




４．本会議　　１９６７年６月１０日（４日目）




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	67

	6

	10

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	　２番議員

３０番議員




	〃

	〃

	〃

	48

	那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

	市長

	総務委員会　付託




	〃

	〃

	〃

	49

	那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	50

	那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	51

	市有財産の取得管理及び処分条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	52

	議会の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃










	67

	6

	10

	53

	工事その他請負契約条例の一部を改正する条例制定について

	市長

	総務委員会　付託




	〃

	〃

	〃

	54

	那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	55

	那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	56

	那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	経済民生教育委員会付託




	〃

	〃

	〃

	57

	那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	58

	那覇市ごみ処理場条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	59

	那覇市宿所提供施設設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	60

	那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	建設委員会　付託




	〃

	〃

	〃

	61

	那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例を廃止する条例制定について

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	62

	那覇市公営企業組織条例制定について

	〃

	建設委員会　付託




	〃

	〃

	〃

	63

	那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	64

	那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	65

	那覇市水道事業業務状況の提出に関すする条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	66

	那覇市水道事業基本計画について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	67

	市有地を売却処分することについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	68

	国場川（漫湖）の公有水面埋立について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	69

	市有地を売却処分することについて

	〃

	総務委員会　付託




	〃

	〃

	〃

	70

	ごみ処理場建設用地の取得について

	〃

	経済民生教育委員会付託




	〃

	〃

	〃

	71

	牧志公設市場建設債を起こすことについて

	〃

	総務委員会　付託




	〃

	〃

	〃

	72

	第２次若松公設市場および市営住宅建設債を起こすことについて

	〃

	〃










	67

	〃

	10

	73

	真和志公設市場建設債を起こすことについて

	市長

	総務委員会　付託




	〃

	〃

	〃

	74

	１９６８年度公営住宅建設債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	75

	漫湖風致地区整備事業債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	76

	継続費を設定することについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	77

	１９６８年度那覇市歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	78

	一時借入金について

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	79

	１９６８年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

	〃

	建設委員会　付託




	〃

	〃

	〃

	80

	１９６８年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	81

	１９６８年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	82

	１９６８年度那覇市水道事業会計予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	83

	１９６８年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	84

	下水道事業債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	85

	那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	経済民生教育委員会付託




	〃

	〃

	〃

	86

	那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	87

	那覇教育区教育委員会報酬および費用弁償規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	88

	那覇教育区教育委員会関係職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	89

	那覇教育区幼稚園教員給与等に関する規程の一部を改正する規程制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	90

	１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	91

	１９６７年度那覇教育区歳入歳出追加更生予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	92

	那覇教育区債を起こすことについて

	〃

	〃










	67

	6

	10

	93

	学校建設事業費を継続費とすることについて

	市長

	経済民生教育委員会付託




	


	〃

	〃

	94

	牧志公設市場建設用地と市有地との交換について

	〃

	〃




	


	〃

	〃

	95

	市有地を無償で貸し付けることについて

	〃

	〃








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




５．本会議　　１９６７年６月２１日（５日目）




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	67

	6

	21

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	１番議員

３番議員




	〃

	〃

	〃

	


	議案の訂正について

	市長

	承認




	〃

	〃

	〃

	96

	工事請負契約の変更について

	〃

	建設委員会　付託




	〃

	〃

	〃

	97

	１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	98

	工事請負契約の変更について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	99

	工事請負契約の変更について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	100

	工事請負契約の変更について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	101

	工事請負契約の変更について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	102

	１９６７年度那覇市一般会計予算の繰越しについて

	〃

	総務委員会　付託




	〃

	〃

	〃

	103

	予算外義務負担について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	104

	１９６８年度那覇市歳入歳出追加更正予算

	〃

	〃










	67

	6

	21

	105

	１９６７年度那覇市水道事業特別会計予算の繰越しについて

	市長

	建設委員会　付託




	〃

	〃

	〃

	106

	工事請負契約を結ぶことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	107

	予算外義務負担について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	70

	ごみ処理場建設用地の取得について

	


	原案可決








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




６．本会議　　１９６７年６月２６日（６日目）




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	67

	6

	26

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	４番議員

５番議員




	〃

	〃

	〃

	48

	那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

	市長

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	49

	那覇市報酬および費用弁償条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	50

	那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	51

	市有財産の取得管理および処分条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	52

	議会の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	53

	工事その他請負契約条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	54

	那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	55

	那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃










	67

	6

	26

	56

	那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について

	市長

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	57

	那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	58

	那覇市ごみ処理場条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	59

	那覇市宿所提供施設設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	60

	那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	62

	那覇市公営企業組織条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	63

	那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	64

	那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	65

	那覇市水道事業業務状況の提出に関する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	66

	那覇市水道事業基本計画について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	67

	市有地を売却処分することについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	68

	国場川（漫湖）の公有水面埋立について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	69

	市有地を売却処分することについて

	〃

	同意




	〃

	〃

	〃

	71

	牧志公設市場建設債を起こすことについて

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	72

	第２次若松公設市場および市営住宅建設債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	73

	真和志公設市場建設債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	74

	１９６８年度公営住宅建設債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	75

	漫湖風致地区整備事業債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	84

	下水道事業債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	76

	継続費を設定することについて

	〃

	〃










	67

	6

	26

	85

	那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について

	市長

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	86

	那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	87

	那覇教育区教育委員会報酬および費用弁償規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	修正可決




	〃

	〃

	〃

	88

	那覇教育区教育委員会関係職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	89

	那覇教育区幼稚園教員給与等に関する規程の一部を改正する規程制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	92

	那覇教育区債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	93

	学校建設事業費を継続費とすることについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	94

	牧志公設市場建設用地と市有地との交換について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	95

	市有地を無償で貸し付けることについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	96

	工事請負契約の変更について

	〃

	同意




	〃

	〃

	〃

	98

	工事請負契約の変更について

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	99

	工事請負契約の変更について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	100

	工事請負契約の変更について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	101

	工事請負契約の変更について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	97

	１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	105

	１９６７年度那覇市水道事業特別会計予算の繰越しについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	106

	工事請負契約を結ぶことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	102

	１９６７年度那覇市一般会計予算の繰越しについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	103

	予算外義務負担について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	107

	予算外義務負担について

	〃

	〃





～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

７．本会議　　１９６７年６月２７日（７日目）




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	67

	6

	27

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	６番議員

７番議員




	〃

	〃

	〃

	79

	１９６８年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

	市長

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	80

	１９６８年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	81

	１９６８年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	83

	１９６８年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	82

	１９６８年度那覇市水道事業会計予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	77

	１９６８年度那覇市歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	104

	１９６８年度那覇市歳入歳出追加更正予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	91

	１９６７年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	90

	１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算

	〃

	修正可決




	〃

	〃

	〃

	決3

	軍３号線の開放に関する要請決議

	24番議員外27名

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	決4

	水源開発の早期実現に関する要請決議

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	108

	所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて

	市長

	〃




	〃

	〃

	〃

	陳情

	泊港海上清掃消毒事業について

	


	不採択




	〃

	〃

	〃

	〃

	字樋川内排水溝開設方についての陳情

	


	採択




	〃

	〃

	〃

	〃

	旧潮渡橋改修に伴う陳情

	


	〃










	67

	6

	27

	陳情

	排水溝新設について（請願）

	　

	採択




	〃

	〃

	〃

	〃

	安謝市営住宅附近の浸水対策について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	真和志郵便局通りの道路改修工事施工方についての陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	汀良町内水道管布設工事方について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	安謝川西方堤防護岸修築について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	市立保育所の改善方について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	復帰協に対する補助金交付方について

	


	継続審査




	〃

	〃

	〃

	〃

	久米町土地返還に関する陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	公会堂建設に対する陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	那覇市職員の生命と身体の安全保障に関する陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	沖縄子供を守る会運営協力に対する陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	らい予防事業に対する補助について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	国場川治水対策について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	樋川通り大平楽（食堂）横下水溝改修並びに道路工事方について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	区画整理地区指定の取消し陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	那覇市の新幹線道路開南より神里原に通じる第一期工事区における下記二項目に対する反対陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	非細分地料の一部を区画整理の費用に充当することについての陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	王冠工場をポリエチレン工場に変更する件について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	西武門会館用途変更に対する反対陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	横断橋架設の必要性について

	


	〃










	67

	6

	27

	陳情

	西新町地内道路新設について

	継続審査




	〃

	〃

	〃

	〃

	国場地内排水溝設置について

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	古島地内の排水溝改修方について

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	道路改修および側溝設置について

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	小又原道路開設に関する陳情

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	水上店舗隣り南銀横通り舗装方に関する陳情

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	壺屋地内道路開設並びに補修について

	〃





～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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１９６７年第９３回那覇市議会定例会議事日程第１号

１９６７年６月６日（火）午前１０時開議




第１　　　会議録署名議員の指名について

第２　　　会期を定めることについて

第３　　　施政方針

第４　　　議案第４８号ないし第９３号

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○会議に付した事件

　（議事日程と同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○議長（高良　一君）

　これより、本日をもつて招集された１９６７年６月の第９３回那覇市議会定例会を開会いたします。

　これより、本日の会議を開きます。本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第１号のとおりであります。

　諸般の報告をいたします。

　６月３日付　那総総第４．１７４号「議案の送付について」および

　６月５日付　那総総第４．１８９号「議案の説明者について」市長から文書が送付されておりました。「議案」ならびに「議案の説明者写」は、お手元に配付してあります。

　６月５日付　那選第２５号「定例会出席について」那覇市選挙管理委員会委員長赤峯正一から文書が送付されておりました。写しは、お手元に配付してあります。

　６月５日付　那教委第６５３号「第９３回那覇市議会出席者名簿送付について」那覇教育区教育委員会教育長阿波根直成から文書が送付されておりました。写しは、お手元に配付してあります。

　５月３０日付　那監第１４号「出納検査の結果について」那覇市監査員中山興忠ほか３名から１９６７年度４月分の例月出納検査の結果報告書が提出されておりました。写しは、お手元に配付してあります。

　５月１８日付　「沖繩の祖国復帰に関する決議について」釧路市、枕崎市、久留米市、北条市議会議長から、それぞれ決議した旨、文書が送付されておりましたので、報告いたします。

　２月２７日付　琉球映画興行協会会長宮城嗣吉からの「公会堂建設に対する陳情」は、会議規則第８７条の規定により、総務委員会に審査を付託します。

　４月２４日付　那覇市首里汀良町３の１０３比嘉恵清ほか２８名からの「汀良町内水道管布設工事方について」

　５月２２日付　那覇市字国場２２１の２自治会長伊集成子ほか６３名からの「国場地内排水溝設置について」

　５月２６日付　那覇市字古島１５５番地泉水朝光他１４名からの「古島地内の排水溝改修方について」の陳情は、会議規則第８７条の規定により、建設委員会に審査を付託します。

　３月３１日付　財団法人沖繩らい予防協会理事長上原信雄からの「らい予防事業に対する補助について」の陳情は、会議規則第８７条の規定により、経済民生教育委員会に審査を付託します。

　５月２３日付　那覇市西新町３丁目４０番地の２沖繩瓦斯株式会社取締役社長湧川善三郎からの「西新町地内道路新設について」

　５月２３日付　那覇市字楚辺３４３浦崎直吉からの「城岳小学校前の排水溝設置方について」

　５月２９日付　那覇天久８７７番地長渡幸一からの「私設簡易水道補償方についての陳情」は、お手元に配付してあるとおり、それぞれ、陳情者から、取下げ届が提出されておりましたので、会議規則第１９条の規定により、それぞれ取下げることを御了承願います。

　全沖繩市議会議長会の会務報告については、別紙のようにお手元に配付してあります。６月定例議会の会期中において議長は、１３日から２０日まで全九州市議会議長会、２６日から３０日まで全国市議会議長会出席のため不在で、副議長が、１１日から２５日まで全米市長会議出席のため不在であります。よつて、１９６６年１月開催の第７８回議会において、市町村自治法第４６条第３項の規定により、仮議長の選任は、議長に委任されましたので、第９３回議会における正副議長不在中の仮議長は、議員大山盛幸君を選任いたしました。

　よろしく御了承願います。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１　「会議録署名議員の指名について」を議題にいたします。

　本日の会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定ににより議長において金城重正君、赤嶺保三郎君を指名いたします。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２　「会期を定めることについて」を議題にいたします。

　第９３回議会の会期日程については、去る３日の議会運営委員会に諮り、その案をお手元に配付してあります。お諮りいたします。会期は、お手元の案のとおり、６月６日から６月２７日までの２２日間と定めることに御異議ありませんか。

　（「異議なし」と云う者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議ないものと認めます。よつて会期は、６月６日から６月２７日までの２２日間と定めることに決定いたしました。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３　「施政方針」を議題にいたします。市長の施政方針を願います。






○市長（西銘順治君）

　第９３回那覇市議会を招集し、１９６８年度予算のご審議をお願いするにあたり、施政に対する私の所信を申し述べたいと存じます。

　那覇市は、近年の琉球経済の高度成長と、日米琉政府の援助ならびに、市民のたゆまざる努力により、順調な発展をとげ、市民生活の水準も一段と向上してまいつたのでありますが、御承知のように、市街地は都市への近代的機能の急激な集積、交通機関の激増、加えて人口の急速な膨張に対しそれに伴う都市公共施設の整備が遅れたため、跛行状態が顕著となり、このことが産業経済．社会文化など、各面に多大の支障をきたしているのであります。

　このことにつきましては、私が市長就任以来指摘しこれらの対策にあたつてまいつたのでありますが、今後におきましても、都市整備を推進するため、公共投資を重点的かつ総合的に行うとともに、土地利用．道路その他交通施設．住宅．上下水道．環境施設等について長期計画にもとづき、強力に整備を推進していきたいと思います。

　このような考えにもとづき、１９６８年度におきましては、次の施策を重点として事業を推進していく所存であります。




都市計画事業の推進

　都市の整備にあたつては、都市機能を十分発揮出来るよう土地利用．道路その他都市交通施設．住宅．上下水道．環境施設等について広域にわたつて都市計画を策定するため、１９５６年に策定の本市の都市計画マスタープランを修正する必要があり、目下都市計画委員会に諮問中であります。１９６８年度は都市計画の専問家を招へいし、都市計画修正案の診断を受け、的確なマスタープランを決定いたしたいと考えております。

　那覇市における交通事情は、経済の飛躍的発展に対して、交通施設の整備がいちじるしく立遅れ、主要幹線の交通あい路を激化させ、経済の円滑な発展を阻害する原因となり、交通投資の画期的な拡充が必要であり、さらに地域開発の基礎として現在の連絡関係を考慮し、効果的な交通体系をたて重要幹線道路の整備拡充を政府に要請するとともに、那覇市においては、地域を有機的に結ぶ道路網を優先して整備する必要があります。また近年における自動車の急増によつて街路交通に障害が生じているので交通の緩和をはかる必要があります。以上のことから道路整備事業を重点的に施行していく考えであります。１９６８年度におきましては、１号線のバイパスとして旧鉄道線の拡張整備計画が政府事業として実施されておりますので、これに対して唯一の環状線の一部である安謝橋から内間橋間の延長１，８００メートルをバイパス計画と並行して実施し交通緩和の基本的解決をはかるほか、都心部の交通緩和策として実施中の開南交審前から大洋琉映館前の道路、繁多川売店前から繁多川公民館前の道路およびむつみ橋、美栄橋間の道路工事を前年に引き続き実施するとともに、美栄橋から泉崎橋間の久茂地川左岸、牧志公設市場前および小禄公営住宅入口道路の整備を図る計画であります。また、１９５６年３月都市計画幹線街路として決定されましたサイオン橋から姫百合市場前の間およびラジオ沖繩前から古波蔵三差路間の調査測量を実施する計画であります。その他市道改修舗装工事としてアスフアルト舗装５本、タール舗装１２本、道路改修２本を実施するほか、車両交通の円滑化をはかり歩行者の安全を図るため泉崎交通広場および安里三差路に横断歩道橋を架設する計画であります。

　本市の排水は国場川、ガーブ川、久茂地川および安里川によつて分担され、国場川を除いては自然流のままで湾曲が多く、さらに、こう配が緩やかなため、排水能力は著しく低い状態であり、排水施設の整備事業については今後とも重点的に施行する計画でありますが、１９６８年度におきましては、１９６７年度に引き続きガーブ川下流両岸の排水工事を施行するとともに、美栄橋際にポンプ場を設置し、樋川、牧志、松尾および久茂地の一部２２．５ヘクタールの低地帯の雨水をポンプアツプして久茂地川に排出する計画をたて、新年度においてポンプ場の設計および用地買収費を計上し、１９６９年度に完成する予定であります。その他浸水防止対策として安里琉銀支店前ほか７ケ所の排水工事を計画いたしております。泊．安謝間の地先公有水面埋立事業につきましては、安謝港湾計画の修正とも関連がありますので、港湾計画が決定次第埋立計画を検討のうえ実施いたしたいと考えております。

　区画整理事業につきましては、山下地区を前年度に引き続き実施し、袋廻し原地区は基本調査を終了し、１９６８年度に認可申請準備をいたしたいと考えております。また寄宮地区につきましては、現在係争中でありますが、判決があり次第事業を進める計画であります。真嘉比、古島、壺川地区につきましては、土地区整理法の制定をまつて実施したいと考えております。なお、１９６８年度におきましては、組合施行による区画整理を推進させるため、宇栄原地区を指定し技術指導を行つております。さらに、不良住宅街改造事業につきましても１９７０年度までに完成すべく、１９６８年度におきましても道路の整備を施行する計画であります。公園．緑地は市民の憩いの場として欠くことのできない都市施設であり、特に市街地が繁華になるにつれ防災．美観．教化．環境の改善．児童を交通事故から護るに必要な施設であるばかりでなく、健康で明るく衛生的な生活環境の都市を形成するためにも、公園の造成は重要な課題であります。そこで、新年度におきましては、与儀公園、希望カ丘公園を前年度に引き続き実施するほか、識名霊園の整備を行い市内に散在する墳墓を整理して、都市計画事業特に公園事業の推進に役立てたいと考えております。なお、１９６８年度におきましては漫湖風致地区を整備し、公園化するため、起債によりしゆんせつおよび緑地帯の造成をなし、市民の憩いの場にしたいと考えております。さらに、海岸線の美化および地域環境の整備をはかるため、辻町、若狭町一帯の緑地計画を推進する所存であります。




市民生活および社会福祉対策　　水道事業

　人口の都市集中に伴い、給水需要は年々増加し、自己水源の乏しい那覇市におきましては、その大半を琉球水道公社に依存しているのが実情であります。したがいまして、渇水期において必要とする水量が得られず、時間給水あるいは隔日給水の非常措置により市民需要者に多大のご迷惑をかけ遺憾に存ずる次第であります。全琉の需要を充すには、目下琉球水道公社の全琉統合水道計画に基づく北部の水源開発計画以外にないのでありますが、市といたしましても、自己水源開発については、今後とも努力を続ける所存であります。また、施設の拡張につきましては水道事業の基本計画に基づき年次的に未配管地域あるいは、不良給水地域の解消を図りたいと考え、新年度におきましては前年度に引き続き小禄の不良給水地域を主体に市内の未配管地域に対する新設工事、その他重点的に改良工事を行ない早期に不良給水地域の解消を図りたいと考えております。住宅対策といたしましては、市民が適正な規模および質的水準を有する住宅に住み良好な生活環境を整備することにより、市民の福祉向上をはかるうえからも、住宅の整備は重要な課題であります。１９６３年度以来、日米琉政府の財政援助により着々その効果をあげておりますが、需要に応えるには程遠いものがあり、公営住宅供給の拡充強化が強く要望されれている現況から、１９６６年９月に琉球土地住宅公社が設立され、住宅供給は１９６８年度から実施される予定であり、これにより市の住宅事情は一歩前進するものと考えられます。１９６８年度におきましては、１９６７年度継続事業として第１種住宅１６８戸、第２種住宅１０４戸、１９６８年度分として第１種住宅９６戸、第２種住宅１６８戸、第３種住宅として第２次若松市場併存住宅の４４戸を建設する計画であります。牧志公設市場の建設につきましては、かねて設計中でございましたが、新年度において起債により鉄筋コンクリート建地下２階地上２階延面積５，２３４平方メートルの近代的かつ、衛生的な公設市場を建設する計画であります。なお第２次若松公設市場を建設するほか、真和志地区住民の利便を図るため、真和志公設市場を建設する計画であります。市民集会の場として、また教養娯楽の場として、公会堂の建設については早くから市民の要望がございましたが、今度公会堂建設計画を検討いたし、１９６８年度におきまして調査設計費を計上致してございます。

　社会福祉対策といたしましては、住民の最低限度の生活を保障することを根本理念といたします社会福祉行政は市民と直接結びつく事業として従来から努力が払われてまいりましたが、近年における経済の飛躍的な発展に伴つて、市民の生活水準の向上にはめざましいものがありますが、その反面市民総てが等しく向上したものではなく疾病、老令、失業等の原因により生活保護を受けている者あるいは保護寸前のボーダーライン階層もなお少なくない現状であり、このような格差を是正し福祉水準の向上をはかることが要請されているところであります。本市におきましても政府の施策にそつて社会福祉行政の推進をはかる所存であり、１９６７年度において宿所提供施設として建設計画いたしました愛生寮の完成により、市内５ケ所に散在いたしておりました入居者を１カ所に統合し、入居者の更生指導に努力していきたい所存であります。

　老人福祉対策といたしまして「老令年金に関する暫定措置法」にもとずく老令年金の業務を新年度から開始することにより、従来市の行つております見舞金と合せて行うことにより効果が期待されるものと思います。」また、児童福祉の増進といたしまして前年度に引続き１２０人収容の大型保育所を建設するとともに、これまでの５０人収容を６０人収容の施設に改め、保育に欠ける児童をより多く収容する計画であります。その他青少年健全育成事業の充実、失業対策事業従事者の待遇改善等に努力し、今後とも社会福祉の増進につとめる所存であります。

環境衛生対策について

　生活環境の整備は市民が健康で文化的生活を営むための基礎条件であり、この充実向上につきまして、今後とも強くおしすすめていく所存であります。

　ごみの終末処理につきましては、前年度は日本政府の援助によりまして、旧５０トンの処理能力をもつコンポスト工場を建設いたしましたが、新年度においては約１００トンの処理能力をもつ焼却炉を日本政府援助により１９６９年度までに建設する計画であります。下水道工事は１９６８年度におきまして、前島町および栄町地区と区画整理地区内の下水道枝線工事を行なうことにより、計画排水面積１，７８０ヘクタールの１８パーセント３２５ヘクタールの配管布設工事を終える計画であります。

　保健衛生につきましては、前年同様政府施策の協力事業として結核検診による早期発見、治療、各種予防接種の実施その他伝染病源の消毒、そ族昆虫の駆除を行ない、市民の健康を保持するとともに保健思想の普及をはかる考であります。

産業経済対策について

　本市の産業は全琉の中核をなし、年々向上しつつありますが、産業別、規模別、組織別にみますと、商工企業の大部分が中小企業で占めており、企業の助成を図るとともに、特に中小企業の近代化に意を用い、資金融資、経営指導その他側面から、積極的な施策を講ずることにより、商工企業の合理化を促進する考えであります。新年度におきましては、市内商工業の実態を適確には握し、商工施策の基礎資料を得るため、商工業実態調査を実施するとともに、中小企業を科学的に診断し、その欠点を除去するため、商店診断を併せて実施し、中小企業のレベルアツプを図りたい所存であります。企業経営につきましては、商工相談の改善強化、信用保証制度の助長育成、工芸伝習技術者養成、特産品業の体質改善等について、前年度に引き続き指導育成事業を実施するとともに、また、観光につきましては、内外でも沖繩がクローズアツプされている現在、外客実態調査、観光宣伝事業、観光総合展示会の開催等を実施し、さらに、オフシーズンにおける外客誘致策として、関係団体との連係のもとに「沖繩祭り」を盛りあげるとともに、本土への宣伝活動を積極的に実施して、観光事業を推進していく所存であります。

　農業水産業につきましては、前年度に引き続き農業基本施設の整備、優良品種の普及、耕種対策、耕うん機の購入補助を行い農業の合理化を助長し、干害防止のため畑地かんがい施設の整備、家畜、家きんの伝染病の予防並びに家畜改良増殖事業をなし、また、街路樹の肥培管理と樹苗養成の事業を実施し、公園、子供のあそび場等市街の緑化を実施していく考えであります。なお漁業の調査研修指導を強化するとともに漁船の装備の近代化をはかるため、科学装備の補助育成を図りたいと考えております。

　安謝港の建設について

　那覇港および泊港は、その能力が限界に達し、琉球経済の今後の発展に致命的支障をきたすおそれがあり、安謝港の築港について琉球政府および本土政府に強く要請してまいつたのでありますが、今回、本土政府運輸省港湾局より係官が来島し、再調査の結果、これまでの計画を修正する必要が生じ、現在琉球政府において検討中であり、また漁港についても早急に整備する必要があり、両港とも本土政府援助により計画される明るい見通しを得たのであります。

市の財政と内部体制の強化について

　諸事業の施行とあいまつて、市の財政規模は年々増大し、都市機能が発揮されつつありますが、建設事業を始めとする諸般の財政需要を充足するには、いまだ、ほど遠いものがあります。したがいまして、健全財政のたてまえから自主財源の確保につとめ、諸事業の推進に充当できるよう努力するとともに、首都建設のために日米琉政府の援助拡大を強力に折衝する所存であります。中央税の一部移譲、負担区分の明確化につきましては、いまだ実現にいたつておりませんので、今後とも、さらに折衝を重ねていく考えであります。

　次に、内部体制の強化でありますが市の施策を強力に推進し、行財政をより効果あらしめるため、前年度行政監察課を新設し、事務手続きを改善し、市民サービスの向上を図つてまいりましたが、さらに、事務分析、適正定員査定等につきまして、本土よりビジネスコンサルタントを招へいし、検討を加えておりますが、この調査の完成により、内部体制の強化を一段と高めたいと考えております。

　また、１９６６年１１月１０日市町村公営企業法施行規則の公布にともない、水道事業は新年度から公営企業として運営されることとなりましたので、水道部を水道局と改称するとともに、内部を強化し、経営の合理化をはかり、能率的な水道事業を営みたいと考えております。さらに、真和志支所庁舎は老朽化し、改築の時機にあたりますので、これを機会に水道局を主体とする総合庁舎を建設し、真和志支所および消防出張所を配置し、能率的な行政サービスの向上を期す所存であります。

　以上、１９６８年度における重点施策の概要について、申し述べましたが、議員各位のきたんのないご意見を拝聴いたし、市政の運営にあたつては、最善の意を払い、これが実現に万全の努力をいたしていく所存であります。

○議長（高良　一君）

　日程第４　議案４８号ないし第９３号まで一括議題といたします。順次当局の説明を求めます。










○市長公室長　（城田清才君）

　議案第４８号那覇市職員の給与に関する条例、の一部を改正する条例制定について、提案理由を説明いたします。

　改正の要点は、市町村公営企業法の施行に伴つて、水道局企業職員の給与については、別に条例が制定されているので、この条例の適用を除外することゝ、市長、助役、収入役、および一般職員の、給与を引上げるための、別表１．および、別表２をそれぞれ改正するものであります。　すなわち

１．市町村公営企業法第３７条第３項の企業職員の給与の種類および基準は、条例で定めるという規定に基いて、那覇市水道局企業職員の給与に関する条例は別に制定されるので、、これを除外するため、条例第１条中、「本市職員」を本市職員（水道局企業職員を除く。）」に改めるものであります。

２．次に職員の給与の引上げについては、社会一般の情勢に適応させるため、物価ならびに、政府および民間事業の給与等を考慮し、市長、助役、収入役の給与を別表１のとおり改正し、一般職員の給与を別表２のとおり改定することゝしたものであります。一般職員の給与は、今回の改定で、平均９．５２％上昇することになり、配分については、給与曲線の「中だるみ」に相当する部分を是正するとともに全体のバランスをあわせて、考慮いたしました。その結果職員数のもつとも多い階層は特に上昇率を高くする等適当な措置を講じました。よろしく御審議下さるよう御願いいたします。







　議案第４９号那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について、提案理由を説明致します。議会議員の報酬は本来生活給的、性格を有するものであり、物価および、生活費の上昇、その他社会一般の情勢並に本土類似都市との比較検討の結果、現行の、月額１５０＄は低いので、これを２００＄に引き上げることにしたものであります。よろしく御審議下さるよう御願いいたします。







　議案第５０号那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について、提案理由の説明いたします。

　市町村公営企業法の施行に伴つて水道局企業職員の特殊勤務手当については別に定められることとなつたので本条例中の水道料集金手当　　点検手当交代制勤務手当　　未納徴収手当　　閉せん手当　　夜間修理手当　　車両運転手当の７つの手当を除外するとともに危険手当中の水道事業にかゝわる部分を改正することとしたものであります。　よろしく御審議下さるようお願いいたします。









　議案第５１号「市有財産の取得管理及び処分条例の一部を改正する条例制定について」の提案理由をご説明いたします。「市有財産の取得管理及び処分条例」は、１４年前の１９５３年に制定されたもので、今日まで１度も改正していないのでありますが、制定後の経済の発展、市財政の拡大を勘案し、行政事務を合理的、能率的に処理するため、本土における自治制度を参考にして、今回改正いたすべくここに提案いたしたのであります。　改正の概要を説明いたしますと、　その第１点は、財産の範囲を明らかにして、物品の区別を明確にするためであります。　　　現行条例においては動産のうちで財産として取り扱うべきものと、物品として取り扱うべきものとが判然とせず、事務に支障をきたしているのであります。申すまでもなく財産と物品は、管理者を異にしますのでこれを明確に区分し、取得、管理および処分にいかんのなきよう処置しなければならないのであります。　第２点は、議決を要する財産の取得処分についてその種類と金額を改正することであります。本土においては、自治法財務規定の全面的改正により、条例で定める場合には、その種類および金額について政令で定める基準にしたがわなければならないことになり、政令で最低基準が定められております。本市においても行政を円滑かつ能率的に執行するためこの基準を参考にして議決を要する財産の種類および金額を改める必要があるのであります。　第３点は、財産を無償または減額して貸し付けることができる場合および交換できる場合を条例化することであります。市町村財政法第８条においては、条例で定める場合には無償または減額して貸し付けることができ、また他の財産と交換することができると定められているので、これを受けて、それらのできる場合を条例化するものであります。　このほかには、財産の取得、管理および処分にあたつて指名競争、入札または随意契約によることができる場合を整理統合すること。財産の貸付期間を借地法との関係で改めること、および水道事業にもこの条例が適用されますので、必要な読み替え規定を設けることが今回の改正の概要でございます。　行政の円滑かつ能率的な執行を目指すうえでの最少限度の改正でございます。よろしく御審議下さいますようお願いいたします。









　議案第５２号「議会の議決または住民の投票に付すべき財産、営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例の一部を改正する条例制定について」の提案理由をご説明いたします。

　現行条例は、１２年前の１９５５年に制定し、議決を得べき契約の基準については、１度も改正していないのであります。制定後の経済の発展、市財政の拡大を勘案し、行政を円滑かつ能率的に執行するため議決基準を引き上げるものであります。金額そのものは２培額に引き上げるわけでありますが、実質的には制定当時のわくにもどすことを目的とした改正でございます。また、この条例は、水道事業にも適用されますので、それに関する必要な改正をしなければならないのであります。　以上がこの条例の改正の内容でございます。　　よろしく御審議下さいますようお願いいたします。









　議案第５３号「工事その他の請負契約条例の一部を改正する条例制定について」の提案理由をご説明いたします。　工事その他の請負契約の締結にあたつては、もつとも留意しなければならないことは、公正であるということと、経済性の確保ということであります。この二つの要請を実現するもつとも妥当な方法として、公開方式、機会均等をたてまえとする一般競争入札が原則としてとられているわけでありますが、実際はすべての場合に一般競争入札が公正で妥当するとは限ぎらないのであります。すなわち一般競争入札は、広く誰でも参加することができるのであるが、信用ある者に果して落札したかどうか、また確実な契約の履行を期待することができるかどうか、かえつて市が損失をこうむるおそれかないか等問題があり、場合によつては、指名競争入札の方法が妥当する場合もあり、また随意契約によらなければ、契約できないという場合もありますので、本土における自治法財務規定の改正を参考にしまして、指名競争入札または随意契約によることのできる場合について条文を整備する必要があるのでございます。　次に、契約事務の公正な執行を図るために、契約の締結または契約の履行に際して不正、不当の行為があつた者およびそういう者を代理人、支配人、その他の使用人として使用する者をその事実があつた後２年間競争入札に参加させないことにするほか、長は、必要があるときには、競争入札に参加する者の資格を別に定めることができるようにし、その際の基準を条例で定めたのであります。

　このほかには、以上の改正と関連して条文を整備することがこの条例の趣旨でございます。慎重なるご審議のうえご承認いただきますようお願いいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○総務部長　（新里　博一君）

　議案第５４号「那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について」の提案理由をご説明申し上げます。　この案は、市史編集の調査および資料収集面をなお、一層強化するために委員会構成の学識経験者定数８名以内とあるのを１名増やし、９名以内と改正したいと考えて提案した次第であります。　よろしくご審議下ださいますようお願い申し上げます。




　議案第５５号の提案理由を御説明申し上げます。　本案は那覇市職員定数条例の一部を改正するものでその内容は、市長事務部局職員３５人と消防本部職員３人計３８人を増員するものであります。

　増員の理由について簡単に説明いたしますと、

　保育所新設に伴うもの１０人、保育所入所児童数も増加に伴うもの１０人、老令年金支給事務に従事するもの８人、泊港西ゲイト新設に伴うもの４人、事務量の増に伴うものその他６人、となつておりまして、それは施設の新設、あるいは新規事務の発生によるものがそのほとんどをしめているのであります。よろしく御審議下さいますようお願いします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　議案第５６号那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について御説明いたします。　１９６７年度事業として建設中でありました若松公設市場が近く完成いたしますので、これを条例で設置しようとすることであります。この市場には元同所におつた店子２７名を収容するものでありまして、小間数もそのように計画しております。使用料は一平方米当り、月額１ドル３０セントとなつております。よろしく御審議のほどお願いいたします。







　議案第５７号那覇市保育所設置および管理条例制定について御説明申し上げます。　児童福祉法の改正に伴ないまして措置権が市町村長に移管されるにあたりその適用基準および範囲が改正拡大されますので、それにしたがいまして本市条例を議案のとおり改正しようとするものであります。すなわち第１点は今後は政府が設定する措置費の改定たびごとに保育料が変わつていくものでありますので、従来の３段階による保育料を政府の定める基準により市長が定めると改めます。　第２点は収容定員については政府では措置費算定基準を６０人収容の場合と、６１名から９０名、９１名から１２０名の３区分にしてありますので、本市の条例もそれに合わせて改正したいと考えおります。　第３点は従来保育料は入所期間が一か月に足りない場合は日割り計算でありましたが、これも政府の措置費の支払い方法と一致させて改正したいと考えております。以上三つの改正についていて提案いたしました。よろしく御審議のほどお願いいたします。







　議案第５８号那覇市ごみ処理場条例制定について御説明いたします。

　１９６７年度事業として建設中でありました５０トン処理コンポスト工場がほとんど完成いたし現在試運転中でありますが、この試運転が終わり次第本格的操業に移りますので自治法に基づきその設置管理を条例で定めようとするものであります。この条例作成にあたりましては本土都市の関係条例を参考にいたしました。よろしく御審議お願いいたします。




　議案第５９号、那覇市宿所提供施設設置および管理条例の一部を改正する条例制定について御説明いたします。従来５か所の愛生寮に収容されていた入居者を一か所に統合するために首里に建築中でありました施設が近く完成しますので、これを条例で設置するために現行条例第２条の名称、位置を議案内容のとおり改め、なおこの施設設置に対する政府からの補助金交付指令の条件として施設には入居者の更正指導と施設管理をする管理人を置くことになつております。現行条例の第８条を議案内容のとおり改めようとするものであります。　よろしく御審議のほどお願いいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○建設部長（花城直政君）

　議案第６０号を説明する前に訂正箇所がございますのでよろしくお願いいたします。　提案理由に、近く完成する第３種括孤、那覇市若松市営住宅とありますが、括孤の前に第３種市営住宅を挿入願います。それから議案の２頁の別表の中でありますが、２行目の那覇市松山町２町目とあるのを那覇市松下町に御訂正願います。







　議案第６０号那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定についてご説明申し上げます。改正点は、かねて建設中の那覇市若松市営住宅が６月中に完成し、７月から入居の運びになりますので、その設置および家賃額を定める点であります。若松第３種住宅は１階市場で５階建４８世帯収容、１室９坪型で家賃月額２０ドル００として本案を提出してあります。よろしくご審議のほどお願いします。　甚だ申しわけございませんが、議案第５６号の一部訂正をお願いいたします。提案理由に那覇市松山町とあるのを松下町に御訂正願います。それから条例案の括孤の中にあります那覇市松山町２丁目とあるのを那覇市松下町２丁目に御訂正願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○消防長（宮平栄治君）

　議案第６１号　那覇市消防職員の勤務は、毎日勤務者と隔日勤務者に分かれており、毎日勤務者は法定休日に休むことができたが、隔日勤務者は休むことができなかつた。それで隔日勤務者も毎日勤務者同様休めるようにこれまでの那覇消防職員の勤務時間および休日等に関する条例を廃し毎日勤務者の休日．休暇に関しては那覇市職員の勤務時間、休日および休暇に関する条例を適用する。また隔日勤務者の勤務時間に関しては別に規則を制定するのでこの案を提出したわけであります。よろしく御審議の程お願いいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○水道部長（玉城定仁君）

　議案第６２号　那覇市公営企業組織条例制定について、ご説明申上げます。永い間の懸案でありました市町村公営企業法（１９５７年立法第８３号）の施行規則が１９６６年１１月１０日公布され１９６７年７月１日から実施される事になつて居ります。それに伴いまして同法第１４条の規定にもとづき管理者の権限に属する事務処理のための組織を設けるため、この案を提出した次第であります。すなわち市町村公営企業法制定の趣旨は、市町村公共団体の本来の目的である公共の福祉の増進を図る事はもちろんでありますが、公営企業は一方企業としての性格を有するものであるので常に企業としての経済性を発揮するよう運営されなければならないのであります。したがいまして企業としての経済性を十分に発揮させるため、実態に即応するような法制度が設けられたのであります。　なお従来の部を局に改称し業務の能率的運営を促進する所存でございます。なにとぞよろしくご審議の程お願い申し上げます。







　議案第６３号　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例制定について、ご説明申し上げます。企業職員の身分取扱いにつきましては原則的には一般職員と同様市長の補助職員に変わりはございませんが、その職務と責任の特殊性にかんがみ法第３７条第３項に基づいて、企業職員の給与について種類および基準を条例で定めることになつておりますのでこの案を提出した次第であります。なお市町村自治法におきましてはその額および支給方法等については、条例事項とされておりますが、市町村公営企業法においては、その種類と基準を定めることにとどまり、具体的事項については管理規程で定める事になつております。　以上簡単でありますがなにとぞよろしくご審議の程お願い申し上げます。









　議案第６４号那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について、ご説明いたします。その前にはなはだ申しわけございませんがミス．プリントがありますのでご訂正下さるようお願い申し上げます。　標題の「那覇市給水条例」とあるのは、「那覇市水道給水条例」の誤りでありますのでご訂正下さるようお願いいたします。　市町村公営企業法の施行に伴い水道事業管理者の権限に属する事項について那覇市水道給水条例中、市長の権限に属する事項を除き「市長」とあるのを「水道事業管理者」に改めるため、この案を提出した次第でございます。なにとぞよろしくご審議の程お願い申し上げます。









　議案６５号　那覇市水道事業業務状況の提出に関する条例制定についてご説明いたします。これは市町村公営企業法第３８条第１項の規定にもとづきまして、水道事業の業務状況を説明する書類の作成および長に提出する必要な事項を定めるため、この案を提出した次第であります。　これは市町村自治法第１７７条第１項の規定による市町村長の行う公表と同じでありまして、市町村公営企業の業務の状況を毎事業年度２回以上公表し、当該企業の経営に対する理解と批判の資料を住民に提供しようとするもので、公営企業は利用者である住民の不断の理解および協力がなくては、その健全な経営を確保することはできないので地方公共団体は住民に対して常に公営企業の実態について周知徹底させるように、その業務の状況を住民に公表することを義務づけたものであります。　なにとぞよろしくご審議の程お願い申し上げます。









　議案第６６号　那覇市水道事業の基本計画についてご説明申し上げます。市町村公営企業法第３条におきまして、公営企業は常に経済性を発揮するとともにその本来の目的である公共の福祉を増進するように運営されなければならないとの経営の基本原則が定められております。又同法第４条において、この基本原則に基いて、公営企業の基本計画を定めるよう規定されておりますのでこの案を提出した次第であります。基本計画の内容としましては、基本方針．給水予定区域．給水予定人口．予定給水量．取水および給水の方法．送配水管の予定総延長．計画年数．事業費総額等、当該企業に関する長期的計画および基本的事項を定めるもので、水道事業の計画が全体としてどのような計画で行うかといつた大綱を定めるものであります。

なにとぞよろしくご審議の程お願い申し上げます。









　議案第６７号「市有地を売却処分することについて」御説明申し上げます。

　この土地は１９５７年１１月自己原水量の確保を計かるため、地下水源用地として取得したもので、当時は水質水量ともに適した湧水でありましたが、次第に水道用水として好ましくない結果が生じたゝめ取水を一時中止し遊休水源として存続してきたのであります。その後の水質検査により将来水源地として使用できないものと断定されましたので用地を一般競争入札により売却したいと思います。　よろしく御審議の程お願いいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○建設部長（花城直政君）

　議案第６８号「国場川公有水面埋立について」の提案理由を説明いたします。　漫湖は１９５６年に都市計画風致地区として決定され、その自然美と風致を維持する目的で指定されてきたが、現在は周辺の整備がなされてないため、土砂や汚物などが投棄されていて、年々水深が浅くなつてきている。そのため、環境衛生を一層悪くしているうえに河川としての効果を著るしく低下せしめている現状である。　現在那覇市には市民のレクレエーシヨンの場所が少い現状にあり、したがつて漫湖を浚渫してボート競技場に利用し緑地帯を施設として環境衛生をよくし、市民に憩いの場所をあたえるため整備をはかりたいと思います。　よろしく御審議下さいますようお願いいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○総務部長（新里博一君）

　議案第６９号「市有地を売却処分することについて」ご説明申しあげます。

　この案は、提案理由にも示めしてありますとおり、１９６８年度都市計画関係事業に対する政府補助の対応費に充当する目的で、安謝第一次埋立地の残地のうち２，６１９坪と、第二次埋立地の残地の一部１８１坪を一般競争入札により売却処分したいため提案した次第であります。

　よろしくご審議くださるようお願いいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　議案第７０号　ごみ処理場建設用地の取得について説明いたします。

　先に取得いたしましたごみ処理場用地約１６，０００坪の中に議案の参考図面に提示してあります６６０番地の斜線印の土地は坪単価の件で地主との折合いがつかずに現在まで未取得のまゝになつておりましたが、この度隣接土地と同単価で取得することに話し合がつきましたので本案を提出いたしました。　取得面積３６９坪単価１４ドル取得総額５，１６６ドルとなつております。なお本件は現年度予算執行による土地取得でありますのでその点もお含みの上よろしく御審議の程お願いいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○財政部長（当間重美君）

　議案第７１号　牧志公設市場建設債を起こすことについて御説明申し上げます。　牧志公設市場建設事業につきましては、１９６７年度において建設用地の購入と設計を完了いたしましたので、１９６８年度で建築工事に着手する計画であります。　建設計画といたしましては、地下２階、地上２階の鉄筋コンクリート造り延べ５，２３４平方メートルで内部設備は地階と１階に冷房、１階から地階と２階への各１台のエスカレーターを設置する計画でありまして建設事業費総額が建築工事費の７５０，０００ドルと職員手当等の付帯経費３，８５８ドルをあわせまして７５３，８５８ドルとなつておりまして、このうち建築工事費の分については市債で充当する計画であります。

　完成後の管理につきましては、市場使用料収入を充当して、独立採算とする計画でありまして、財政計画は、さきに議決をいただきました用地購入借換債の元利償還金も含めて計画いたしまして、収入を月額平方メートルあたり４ドル７３セントとして、これの年間収入見込額１７１，２３５ドルに対し、支出は建設および用地購入借換債の元利償還金、人件費およびその他の維持管理費等を含めまして、１７１，０８４ドルとなりまして差し引き１５１ドルの剰余で収支の均衝をとる計画であります。

　以上簡単に説明を終ります。　よろしく御審議のほどお願い申し上げます。







　議案第７２号　第２次若松公設市場および市営住宅建設債を起こすことについて御説明申し上げます。　本事業は１９６７年度に建設いたしました、若松公設市場および市営住宅の第２次工事として前年度と同様市場併存住宅を建設する計画でありまして、１階の市場面積が８６６平方メートル、住宅を４４戸建設する計画であります。　建設事業費につきましては、建設工事費が１９２，９１０ドルと障害家屋の移転補償その他付帯経費１２，６５２ドルで合計２０５，５６２ドルとなりますが、そのうち建設工事の１９２，１９２ドルは市債で充当する計画であります。　完成後の管理につきましては、月額使用料を市場が１平方メートルあたり１ドル３０セント、住宅が１戸あたり２０ドルとして収入見込額を算定し、支出は公債償還金と管理維持費を算定して財政計画をたてました、それによりますと市場で約１，５００ドルの剰余、住宅が約３，２００ドルの不足となり、合計しますと１，７００ドルの不足となる計画でありますが、さきに完成した第１次工事分とあわせて管理し独立採算とする計画でありますので第１次および第２次の事業をあわせた収支をみますと年間収入見込額４３，４８１ドルに対し、支出は４１，８４６ドルでありますので差引き１，６３５ドルの剰余となり、収支の均衝をとる計画であります。　以上で説明を終ります。よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。









　議案第７３号　真和志公設市場建設債を起こすことについて御説明申し上げます。　現在の真和志支所庁舎を改築して、水道庁舎をあわせて総工事費約８０万ドルの地下２階、地上４階の鉄筋コンクリート建て延べ５，７７６平方メートルの庁舎を建設する計画でありますが、地下１階に付近市民の買物の便をはかるため公設市場を設置する計画であります。　公設市場計画としましては、市場面積７５６平方メートルで建築工事９３，６６１ドル、冷房施設２０，０００ドル職員手当および管理料等の付帯経費２，０６１ドル　　合計１１５，７２２ドルの建設事業費となりますが、このうち建築工事と冷房ダクト工事の分１０３，６６１ドルは市債を充当する計画であります。　完成後の管理につきましては、独立採算とする計画で、使用料を算定しまして月額平方メートルあたり２ドル８３セントとして、これの年間収入見込額１７，８７５ドルに対し、支出の方は公債償還金、光熱水費その他の維持管理費を含めまして年間１７，８２０ドルの見込みでありますので収支の差は５５ドルの剰余となります。　以上簡単に説明を終ります。よろしく御審議のほどを御願い申し上げます。









　議案第７４号　１９６８年度公営住宅建設債を起こすことについて御説明申し上げます。　那覇市における住宅難の解消をはかるため、１９６３年度から公営住宅法による公営住宅を、久場川．識名．宇栄原の各地に１，０５４戸を建設し、１９６７年度も２７２戸を建設中でありますが、さらに１９６８年度におきましても、第１種住宅９６戸、第２種住宅１６８戸あわせて２６４戸の公営住宅を建設する計画であります。　この建設に要する経費は建設工事と宅地造成工事その他の付帯経費で第１種公営住宅が３４６，２３２ドル、第２種公営住宅が５３５，５１２ドルとあわせて８８１，７４４ドルとなつておりまして、これに対し政府補助金が４８０，１９２ドルでありまして残りの４０１，５５２ドルを市が負担するわけでありますが、この金額を市財政から捻出することは困難でありますのでこのうち建設工事と宅地造成工事分の３７５，４０８ドルについては市債を充当する計画であります。　完成後の管理につきましては、公営住宅法施行規則による乗率で使用料および管理費を算出いたしまして１戸あたり月額使用料が第１種住宅で１７ドル１１セント第２種住宅で１２ドル７６セントとなりまして、これの年間収入見込額と支出額の差は第１種で６９４ドルの不足、第２種で３５３ドルの剰余となりまして合計３４１ドルの不足となりますが、この分は一般財源を充当して管理を行なう計画であります。　以上簡単に説明を終ります。よろしく御審議のほどを御願い申し上げます。









　議案第７５号　漫湖風致地区整備事業債を起こすことについて御説明申し上げます。　現在那覇市においては、公園緑地が少ないので市民の憩いの場となる公園緑地の整備を実施していく計画であります。　本事業は１９５６年に都市計画風致地として指定された奥武山漫湖の自然と風致を維持し、環境を整備するため漫湖１６万５千平方メートルのしゆんせつ工事とその土砂を利用して７万平方メートルの埋立造成工事をあわせて実施し、緑地を造成する計画であります。　この事業費につきましては、埋立およびしゆんせつ工事が１９６，０００ドル１９６９年度に実施する埋立地内の道路工事１４４，３００ドル、測量調査その他付帯経費が８，７７２ドル合計３４９，０７２ドルとなりますが、埋立工事およびしゆんせつ工事と道路工事については市債を充当する計画でありますが、今回は埋立およびしゆんせつ工事分の１９６，０００ドルの市債を起こし、道路工事分の１４４，３００ドルは１９６９年度において新らたに市債を起こす計画であります。　この市債の償還は１９６９年度の道路工事完了後に埋立造成地の一部２６，４００平方メートルを処分して償還金に充当する計画であります。

　以上で説明を終ります。よろしく御審議下さるよう御願い申し上げます。









　議案第７６号　継続費を設定することについて御説明申し上げます。

　本案は政府補助による事業および市債による事業で１９６８年度から１９６９年度の２か年にまたがる事業の予算措置として提案したものであります。継続費としました事業は　１９６８年度公営住宅建設事業８６１，６００ドルごみ焼却炉建設事業５６５，３００ドル　牧志公設市場建設事業７５０，０００ドル　真和志公設市場建設事業１１５，０８５ドル　計２，２９１，９８５ドル　以上の四つの事業でありますが、これらの事業はいづれも１か年以上の工事期間を要しますので支出額を１９６８年度１，２６６，９２０ドル、１９６９年度１，０２５，０６５ドルと定め継続費として事業を執行したいので本案を提出した次第であります。　よろしく御審議のほど御願い申し上げます。









　議案第７７号　１９６８年度那覇市歳入歳出予算について御説明申し上げます。　はじめに１９６８年度の予算編成にあたりましては、近代的な都市づくりの促進　市民の日常生活に直結する生活環境の充実　を編成の基本方針とし、健全財政の堅持　財源の効率的　重点的配分を基本態度として編成いたしました。その結果歳入歳出予算総額は１０，４１７，５９２ドルとなつておりましてはじめて１千万ドル台をこえる予算となりました。これを前年度の当初予算と比較しますと１１０万余ドルの増加であります。　この予算の財源別および経費別の分類をみますと財源別で　自己財源６，７９５，０４５ドル６５．２％　依存財源３，６２２，５４７ドル３４．８％　経費別では　事業費５，７９７，６０５ドル５５．６％　人件費２，２１６，２４４ドル２１．３％　公債費４９４，４５９ドル４．７％　物件費その他５８６，６８９ドル５．７％　教育費負担金１，３２２，５９５ドル１２．７％となつておりまして、これを前年度と比較しますと　自己財源の増１４８万ドル　依存財源は３７万ドルの減となつております。　これは自己財源では経常財源の市税および市町村交付税の増額によるものであります。　依存財源の方は総額で減となつておりますが、これは前年度に実施した第３次泊安謝間埋立事業の充当財源である市債の９４万ドルの減によるものでありますが、むしろ内容的には都市計画事業に対する政府補助金が大巾に増額されております。　経費別は職員待遇改善のための給与改定と前年度中途における期末手当の改定増および普通昇給の平年度化等によつて人件費が４０万ドルの増となつております。事業費は都市計画事業に対する大巾な政府補助が見込めましたので、前年度の第３次泊安謝間埋立事業が約１０１万ドルの減となつたにもかかわらず、２５万ドルの増となつております。教育費負担金も職員待遇改善のための人件費と学校用地購入費の投資的経費等に対する負担金として３０万ドルの増で、公債費は第３次泊安謝間埋立債のすえ置き利子と１９６７年度に借入れた起債の元利償還金等の計上によつて１１万ドルの増、その他物件費よび営造物管理費等は５万ドルとそれぞれ増となつております。次に予算の内容について款を追つて説明してまいります。まず歳入の第１款市税につきましては経済の発展、賃金の上昇による資産および所得の延びとこれまでの実績を十分勘案して、３，９７１，３０６ドルを計上し、前年度と比較して７８０，０２２ドルの増となつております。　第２款の市町村交付税につきましては、これまでの実績を検討いたしまして８４２，０１０ドルを計上いたしました、前年度より４６３，０９３ドルの増でありますが、前年度の決定額に比べますと２０５，５４９ドルの増となつております。　第３款の公営企業及び財産収入について本款は基本財産としての株式配当金と育英事業奨学金に充当するための奨学基金の利息収入および市有地の賃貸料と軍用地収入ならびに土地売払代金等で４１１，３４６ドルを計上してあります。　第４款分担金及び負担金と第５款の夫役及び現品はともに費目存置であります。　第６款使用料及び手数料につきましては公設市場をはじめ各種の営造物の使用料５７９，５００ドルと条例、規則ならびに法規に基く手数料７１，０４５ドルとあわせて６５０，５４５ドルを計上し、前年度に比べ１２２，８２３ドルの増となつておりますが、これは市営住宅、公設市場および保育所等の施設が増えたことと港湾施設使用料ならびに証明手数料の増によるものであります。　次に第７款政府支出金につきましては２，０７０，２２０ドルを計上しました。これは前年度に比べ４４８，２８５ドルの増となつております。増額になつた主なものについて申し上げますとまず平和橋、大洋琉映間道路新設事業をはじめ横断歩道橋、公園建設等の都市計画事業補助金７２１，４９６ドル　土木事業補助金４０，４７１ドルそれに児童保護措置費負担金、老齢年金支給事務委託金等の新規に計上した政府支出金６１，５２９ドルその他８，１３０ドルでありますが、　一方公営住宅建設補助金、清掃施設設置補助金、宿所提供施設建設補助金等で３８３，３４１ドルの減となり差引き款全体では４４８，２８５ドルの増となつております。なお、１９６７年度予算に計上された政府補助事業の久茂地通産局間道路舗装工事ほか、３件の工事が予算繰越しとなる見込みでありますので、これに対する政府補助金１３６，４８８ドルもあわせて計上されております。　第８款寄附金は費目存置となつております。　第９款は那覇市債証券の償還金に充当するため、減債基金からの繰入金として４０，０００ドルを計上してあります。　第１０款の繰越金につきましては６６８，０００ドルを計上しまして前年度に比べ５４８，０００ドルの増で市税に次ぐ大巾な増となつておりますが、これは１９６７年度に計上しました政府補助事業の開南交番平和橋間道路工事ほか２件、自己財源による事業の牧志公設市場前道路新設工事ほか１件および災害土木事業等の未執行事業を１９６８年度に計上しておりますので、これに充当すべき財源として２５０，０００ドルが含まれております。残りの４１８，０００ドルは市税および使用料その他自己財源収入の増収見込分と予算不用額等による決算剰余金を見込んだことによるものであります。　次に第１１款雑収入は物品売払代金、預金利子、市税その他の収入の延帯金無地番賃貸料、その他競技場のへい使用料の雑収入等で２１３，９２３ドルを計上してあります。

　第１２款市債では継続事業である１９６７年度公営住宅の建設債と１９６８年度に新らしく市債を起こす第２次若松住宅、１９６８年度公営住宅建設事業に充当するための住宅建設債として６８７，０６０ドル、牧志公設市場第２次若松市場および真和志市場建設事業に充当する公設市場建設債６６７，１７６ドルおよび奥武山漫湖整備事業に充当する都市計画事業債として１９６，０００ドル合計１，５５０，２３７ドルを計上いたしました。　以上で歳入を終り歳出に移ります。







　第１款議会費について　この款は市議会議員の報酬および議会事務局職員の給料諸手当等の人件費と議会活動に要する経費として１４８，９５４ドルを計上してありますが、議員報酬の増額職員給与の改定のため前年度より２６，３２４ドルの増となつております。　第２款役所費では市職員の給与、諸手当等の人件費その他一般事務経費を計上してありますが、今回は新らしく公会堂建設に要する経費として設計委託料土質調査費等を計上いたしました。この款は前年度に比べ４２２，３７９ドルの増となつておりまして、増額の主なものを申し上げますとまづ職員給与改定による経費が約１５５，０００ドルと増員のための経費約１９，０００余ドル、職員による宿日直の廃止に伴う守衛業務委託料その他需要費で８，６００ドル、公会堂建設費の約６４，０００ドル等が主なものであります。　第３款の消防費は２７７，１９８ドルを計上し、前年度に比べ４４，３７８ドルの増となつておりますが、この消防職員の給与改定および増員による人件費ならびに消防司令車の購入経費を計上したことによるものであります。　次に第４款土木費に移ります。この款には土木関係事務費および市管理の道路排水、河川等の維持および新設改修に要する経費ならびに政府補助を得て行なう都市計画事業費を計上いたしました今回は道路維持および新設改良ならびに都市計画事業費が約２，２２８，０００ドルと大巾に増えたため、２，３９４，５２２ドルの予算額となり、前年度に計上した埋立事業費の１０１万ドル減となつたにもかかわらずなお前年度に比べ３６２，６９３ドルの増となつております。　都市計画事業費の主なものを申し上げますと政府補助による事業として　平和橋・大洋琉映間外５本の道路事業９８４，０００ドル　ガーブ川周辺下流排水工事が７７，０００ドル　美栄橋排水ポンプ場設置４１，０００ドル　横断歩道橋架設工事が２か所９２，０００ドル、自己財源による事業として　不良住宅街改造モデル地区内道路新設工事４１，０００ドル　牧志公設市場前道路新設工事１７０，０００ドル前年度から継続事業および前年度未執行となつた政府補助事業の分が２６３，０００ドルとなつております。　第５款港湾費では泊港の管理運営と港湾施設の新設および改修に要する経費として８５，２１３ドルを計上し前年度に比べて１１，００４ドルの減となつております。これは前年度に計上しました泊港内のしゆんせつ、構内の排水と舗装およびターミナルビル便所の改修等の事業が減となつたことによるものであります。　第６款の社会及び労働設費についてこの款には社会福祉、児童福祉および社会教育関係事業のほか公園および住宅の管理と建設費、奥武山競技場、市民集会所等の管理費と災害救助費それに労働関係事業費その他各種社会関係団体に対する負担金および補助金等を計上し総額で１，９９９，４５７ドルとなつております。　前年度に比べ増または減となつた主なものを申し上げますと、まず増となつたもので与儀保育所の完成に伴い保育所管理費が８，０００ドル児童福祉法の改正に伴い民間の保育所に委託する児童の保護措置費が２８，０００ドル　起債事業の奥武山漫湖整備事業および公園建設事業で３２３，０００ドル　市営住宅管理費で９，０００ドル　老人健康診断経費その他で１９，０００ドルが主なものであります。

一方減となつたものは愛生寮の完成に伴い保護施設費が８２，０００ドル　保育所建設費で６，０００ドル　公営住宅管理費で６，４００ドル　公営住宅建設費では１９６８年度分住宅建設を年度当初から継続費としたため２８４，０００ドル　災害救助費その他で約３，６００ドルが減となりまして、この款全体では前年度に比べ２４，９９６ドルの減となつております。　次に第７款保健衛生費に移ります。　この款には伝染病予防事業費、汚物掃除費、行旅死亡人取扱費およびと場、納骨堂の管理費を計上しまして合計で３２２，５６６ドルとなり前年度に比べて３３８，０２４ドルの減となつておりますが、これは前年度予算に計上しましたコンポスト工場建設事業の完了に伴い減となつたのであります。　この款で新規に計上した経費は公衆便所の新設費１，７００ドルコンポスト工場の運営開始に伴う管理費１２，０００ドルごみ焼却炉建設費　１９０，０００ドルでありますが汚物掃除費は前年度より１７，０００ドルを増額計上としてあります。　ごみ焼却炉建設につきましては事業費総額約６０万ドルのうち政府補助５５６，０００ドルを得て１９６８年度から１９６９年度までの２か年継続事業として執行する計画であります。　第８款産業経済費この款は商工観光事業農林水産事業ならびに公設市場の管理および建設費で７９７，４４２ドルを計上しまして前年度に比べ１９２，６９９ドルの増となつております。これは商店診断事業、商工実態調査および特産品紹介宣伝事業等の新規事業による商工振興費の増が５，３００ドル　農道および排水路工事　苗畑倉庫新築工事および共進会の開催経費等により農林水産費で６，２００ドルの増、第２次若松公設市場　牧志公設市場および真和志公設市場建設費の計上による市場費の増１８０，０００ドル等が主なものであります。　なお公設市場建設事業の牧志市場および真和志市場は１９６８年度から１９６９年度までの２か年継続事業として、市債を財源として建設する計画であります。　第９款の財産費では市有財産の管理に要する経費と市債証券の償還に充当するための減債基金積立金ならびに、奨学基金条例にもとづく特別基本財産造成のための積立金を計上いたしました。　第１０款の選挙費には選挙管理委員会の委員報酬をはじめ事務局職員の給料、手当等の人件費および事務費ならびに立法院議員選挙名簿調整費で３９，１３７ドルを計上し、前年度に比べ５，５００ドルの増となつておりますが、これは職員の給与改定によるものであります。　第１１款公債費についてこの款は一般会計市債の元利償還金と新規起債の手形利子のほか一時借入金の利息それに那覇市債証券償還のための事務費として合計４９４，４５９ドルを計上し前年度に比べ１１５，８５２ドルの増となつておりますが、これは１９６６年度小禄公営住宅建設債その他前年度まで手形借入れの分が事業の完了に伴い、６８年度から新らしく元利償還がはじまることによるものであります。　第１２款の諸支出金についてこの款には市が管理する指定文化財の維持管理、係争中の訴訟費用、市税の賦課、徴収に要する経費と市税の過誤納還付金、および各特別会計への繰出金ならびに各種団体への負担金および補助金をあわせて１９８，７２１ドル計上し、前年度に比べて１３，３１３ドルの減となつております。これは寄宮地区土地区画整理事業が、係争中のため事業が執行できないことによる繰出金の減が主なものであります。　第１３款の教育費負担金につきましては教育委員会法の改正により前年度から新らしく設けられたものでありますが、１９６８年度の市負担分として１，３２２，５９５ドルを計上いたしました。これは１９６８年度那覇教育区予算総額６，３９１，５７７ドルの２０．７％になつております。なお前年度に比べ３００，２５５ドルの増となつているのは教育委員会職員の給与改正および増員に伴う人件費それに寄宮中学校の敷地購入費等の計上によるものであります。　第１４款予備費については１０，０００ドルを計上してあります。　以上で１９６８年度那覇市歳入歳出予算についての説明を終ります。　よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。









　議案第７８号　一時借入れ金について説明申し上げます。　予算の執行につきましては、会計年度当初から職員の給与をはじめ経常的な経費が支出されるのでありますが、収入の方はかならずしも支出に見合うものではなく、調査および収入額の決定等の手続を要し、また年末等の資金需要期になりますと、収支のバランスがとれず歳計現金が不足することがあり、円滑な予算執行ができない場合がありますので、１９６８年度の予算内の支出にあてるため一時借入れをしたい。　これの借入れ方法につきましては、極度貸付の方法による手形借入れをしたいと思いいます。　よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○建設部長（花城　直政君）

　区画整理特別会計の議案説明のまえに現況、ならびに事業方針について概要を御説明申し上げましてから予算の説明に入りたいと思います。区画整理特別会計の予算は３つの特別会計になつております。一つ一つ説明します。まず６７年度においては各地区の調査、計画をスムーズに推進するため、組織を改め各地区の調査業務を進めるとともに組合による区画整理事業を促進するためその指導にあたつてきたのでありますが６８年度においても引続き組合施行による区画整理を促進していく計画であります。そこで現在実施中の各地区について説明いたしますと、　１．まず美栄橋地区ならびに第１地区の区画整理は一部補修工事を残すのみで工事は全部完了し現在換地処分認可の準備を進めるとともに仮清算金の徴収交付を実施中でありますが、現在約６０％の進捗をみており６８年度中に換地承認を受け本清算を実施していく方針であります。　２．寄宮地区の区画整理については１９６４年度から事業を進めてきたのでありますが、６６年度において減歩率の問題で地主の反対にあい計画どおり工事を実施することができず、現在事業認可取消し請求事件として係争中であります。したがつて事業としては全面的に中止の状態となつていますが、これが解決しだい事業を進めていく計画であります。３．山下地区の区画整理は６７年度から３ケ年計画事業として事業を完結するものとして計画をたてたのでありますが、実施にあたつては地域地主の全面的な協力を得るため現在各筆の概括的な減歩率の算出あるいは資金計画における負担率等について綿密な調査を実施するとともに事業の施行命令を申請中でありますが、これがすみ次第事業認可を得て事業を推進する計画であります。　４．真嘉比．古島地区は基礎調査、ならびに道路計画も全部完了し、事業設計の段階に至つていますが、地区内を貫通するバイパス線の実施計画に伴い一部変更があつたためこれに伴い計画の変更を余儀なくされ現在その調整中でありますが決定しだい事業の設計計画をたて本格的に事業を推進する計画であります。　５．小禄袋廻地区は６７年度から基礎調査を進め道路計画を全部完了し現在事業の設計中であるが、６８年度中に事業認可を得て事業を実施する計画であります。　６．小禄宇栄原地区の組合施行による区画整理については６７年度の方針に基き郊外地の早急なる整備改善をはかるため組合施行の指導育成の立場から積極的に技術的指導をしてきたが、６８年度においては、その基礎調査費として予算を計上いたしてありますので、この調査がすみしだい組合を設立させ事業を促進させる計画であります。なお、今後の組合施行に対する保護育成の立場から事業費の補助等を考慮し現在助成規則を整備中でありますが、これにより今後組合施行によるまち造りを促進していく計画であります。　以上が区画整理各地区の現況と事業方針でございましたが次に各特別会計の予算説明に入りたいと思います。









　議案第７９号１９６８年度那覇市土地区画整理事業特別会計才入才出予算について御説明申し上げます。　まず歳入のほうから御説明申し上げますと第１款の替費地処分収入に１６，５３０ドルを計上しましたが、これは辻工事区ならびに崇元寺工事区にある未処分替費地の処分計画による収入として計上いたしてあります。　第２款の使用料および手数料の７５ドルは公簿その他閲覧料および諸証明料として計上してあります。　第３款清算金に３９，９６３ドルとなつていますがこれは、現在実施中の仮清算による徴収金および利子ならびに売却済替費地の清算金となつております。仮清算金については分割徴収決定による本年度該当分を計上いたしてあります。　第４款繰越金に４，３０４ドルを計上いたしてありますがこれは前年度からの繰越金となつております。　第５款雑入に６００ドルとなつていますがこれは預金利子その他雑入として計上いたしてございます。　以上で歳入合計６１，４７２ドルとなつております。　次に歳出では第１款区画整理費に５９，４７２ドルを計上いたしてございますがこれの内訳といたしましては第１項職員費に９，２６５ドル第２項事業費に９，０６１ドル第３項清算金に４１，１４１ドルを計上し第４項訴訟費を費目存置してあります。　第２項の事業費は工事の一部改修費として計上第３項の清算金では仮清算による交付金および利子ならびに替費地の清算金を計上いたしたわけでございます。　第２款予備費に２，０００ドルを計上いたしまして歳出合計６１，４７２ドルとなつております。よろしく御審議下さいますようお願い致します。









　次に議案第８０号１９６８年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計才入才出予算について御説明申し上げます。この地区については先程も御説明いたしましたとおり現在事業認可取消請求事件として係争中であるため、工事の施行が不可能となつておりますがその間は事務的な諸調査を必要としますのでその調査費ならびに訴訟の上告費用を一応計上いたしてございます。

歳入については金額一般会計からの繰入金でもつて賄うことにしまして歳出合計７，３９６ドルとなつておりますよろしく御審議下さいますようお願い致します。









　次に議案８１号１９６８年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計才入才出予算について御説明申し上げます。　この案は先程も説明いたしましたとおり本年度から本格的に事業を実施すべく予算を計上いたしたわけでございますが、事業費負担については政府、市、地主の三者負担として計画をたてたわけですが本年度における歳入財源は一応政府補助金、ならびに市からの繰入金をもつてあてることにいたしまして予算計上したわけでございます。　それで歳入については第１款政府支出金として４５，０００ドル第２款繰入金に３１，５０９ドルを計上いたしまして歳入合計７６，５０９ドルとなつております。歳出では第１款区画整理費として７６，４０９ドルを計上いたしてありますが、これの内訳としては第１項職員費に２０，１５６ドル第２項事業費に５６，０３０ドル第３項土地評価委員会費に２２３ドルとなつており第２款予備費の１００ドルを合せまして才出合計７６，５０９ドルとなつております。　よろしく御審議下さいますようお願いいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○水道部長（玉城定仁君）

　議案第８２号　１９６８年度那覇市水道事業会計予算についてご説明申し上げます。　多年の懸案でありました市町村公営企業法施行規則が昨年１１月１０日づけで公布され１９６７年７月１日から本市の水道事業も市町村公営企業として経営されることになつたのであります。　従来水道事業の経営にあつては、その事業存立目的である低廉かつ、適切なサービスを住民に提供することが、地方公共団体の重要な事業として考えられてきたのであります。地方公共団体の経営する公営企業は、公共の福祉の増進を図ることが第一義であり、また一方公営企業として持つ性格に鑑み、常に企業としての経済性を発揮するように運営されなければならず、この点に限り私企業に類似する原則に立脚すべきでありますが、地方公共団体の経営している企業は、外部および内部の規制により、一般行政事象と同様に内部的には市町村自治法、財政法等一律に適用され、企業経営の特殊性に対応されず、一般の官公庁の行政事務を規制するのと同様な法規のもとにある限り、企業の能率的経営を促進し、その経済性の発揮は遺憾ながら望めないとして、ここに市町村自治法の特例法たる市町村公営企業法が制定されるに至つたのであります。　特に公営企業としての経理に関しましては、従来の現金主義会計である官庁会計を排除した発生主義に基づく企業会計を採用することとなつたのであります。　次に市町村公営企業の予算が一般会計予算と異なる特質をご説明申し上げますと、一番目は予算編成の目的および方法についてみますと、官公庁予算では、歳出規制に重点がおかれていますが、企業予算は、主として企業経営における最大の経済性を発揮するように作られるのであります。　この経済性を高めるためには、経費の節約はもちろん必要ですが、支出を見積る基準は収益を最大に確保するためにのみ行うのであつて、収入を増加させる見込があるときは、支出の増加に対して制限を加える必要はないのであります。二番目に予算の範囲については、官公庁予算は収入、支出という単に貨幣的な項目だけでありますが、企業予算は損益計算を主要な構成内容とし、貨幣と物との経営活動の全部におよぶ点において異つているのであります。すなわち現金主義と発生主義との相違であります。三番目に予算項目の相互関係は、官公庁予算は、収入と支出とは何等直接的依存関係はなく、一方の支出の増大は必ずしも収入の増加を伴いませんが、企業会計予算においては支出の増減は大部分の項目においてほとんど収入の増減に影響をおよぼすこととなります。四番目に予算の有する弾力性についても両者は異つており官公庁予算においても予算の執行中の事情変更による補正予算の編成は実際ありますが、決定された予算は厳格に強制力を有しているのであります。しかしながら、企業予算は予算としての拘束力はもつていますが、それはあくまでも企業の経済性を害さない範囲のものであり、予算実施過程において経済事情が変化すれば、官公庁予算におけるような煩雑な手続を要しないで、敏速に予算の補正を行い企業の経済性を持続させることができるのであります。すなわち、市町村公営企業の予算は、議会の議決を必要とすることは当然でありますが、特殊の科目以外の費目流用の権限を大巾に管理者に与えるとともに、業務量の増加に伴い収入が増加する場合に限つて当該事務に要する経費について予算超過の支出を認め、また建設改良費の予算については、支払義務が生じなかつたものがある場合は、その部分に限り、議会に対し単に報告だけで翌年度へ繰り越して使用することができる等、企業の経済活動が外部の事情の変動に応じて効率的に行ない得るよう相当の弾力性が持たされているのであります。五番目といたしまして予算の形式につきましては、一般会計予算は歳出の規制に重点がおかれ、予算科目、説明項目について制限が加えられているのであります。しかし、市町村公営企業の経済性を保持して、効率的運営をはからなければならないので、予算統制は前述のように一般会計と異つて弾力性をもたせ、したがつて予算形式も文言形式とされ、収益費用と、建設改良費および借入金の総額等を規定するにとどめ、いわゆる、予算総則的なものとなつているのであります。しかし、半面その細目については予算の付属書類である実施計画と資金計画または予定貸借対照表等で表わすこととし、それによつて、予算審議の適正を期することとされているのであります。　予算内容についてご説明いたします　と第一条は、１９６８年度水道事業会計の予算総則をうたつてあります。　第二条は、収益的収入、および支出でありまして、１９６８年度の企業の活動に伴い発生すると予定されるすべての収益およびそれに対応するすべての費用を計上してあります。この場合、この収益費用は、予定損益計算書につながるものでありまして、議決項目としては、２条予算、および３条予算とともに款、項のみでありまして２条予算の収入といたしましては、第１款水道事業収益１，６６４，０１０ドル第１項営業収益１，６５９，４５０ドル　第２項営業外収益４，５６０ドル支出におきましては第１款水道事業費用１，５０７，７９０ドル　第１項営業費用１，４３２，０２２ドル第２項営業外費用７２，７６８ドル　第３項予備費３，０００ドル以上のように区分すると云つた相当概括的に区分されており、目、以下は予算の実施計画において示され、付属資料として添付いたしてあります。特に収益的支出には、減価償却費、たな卸資産減耗費等、現金の支出を伴わないものも計上されております。特に本年度における特色を申し上げますと。

１．配水計画については、１日平均配水量は４２，０００トンと見込んだのであります。この内訳は自己原水１１，５００トン　公社原水１２，５００トン公社浄水１８，０００トンをそれぞれ受水費、動力費、薬品費を計上いたしたのであります。

２．経営の合理化と能率化を図るため、事務、作業の委託制度を採用したのであります。すなわち集金の一部委託による早期資金の回収を図ること、量水器修理委託の強化を図ること、量水器取替の強化により、適正水量を把握すること、給水装置修理の委託に伴い、作業の能率化を図ること、守衛業務の委託を図ること、これらの業務委託により、能率的かつ、合理的に運営するように計画し、これら委託による関係職員は、需要者のサービス部門に適材適所に配置し、内部体制の強化を図つたのであります。

３．人件費については、現在人員でもつて、重点的に配置を行い職員の待遇についても一般会計と同様に給与の改定を行つたのであります。

４．水源調査につきましては、前年度に引継き、自己水源の開発に意を注ぎ、地質、地下水の調査を重点的に行う計画であります。

５．その他消費的な経費については、極力圧縮し、費用の重点配分を図つたのであります。したがいまして収益的支出を経費別に分類いたしますと、人件費４１３，５０９ドル　動力費７４，１１２ドル　受水費４７８，５７４ドル　薬品費３４，４７５ドル　委託及び請負費９９，４３２ドル　材料費２４，０７５ドル　修繕費７，９５９ドル　水源調査費２３，０２８ドル　諸経費８３，４５２ドル　減価償却費１８３，５０８ドル　資産減耗費１０，０００ドル　支払利息７２，６６６ドル　予備費３，０００ドル　計１，５０７，７９０ドル　となつているのであります。

第３条は資本的収入支出でありまして、　２条予算は公営企業の単年度の経営計画を表すところの経常的な営業活動の予定を示すものでありますが、第３条予算は、サービスの継続的提供を維持発展させるため将来の経営活動に備えて行う建設改良と、現在の経営活動に用いられている施設にかかる企業債の元金償還等の収支を示すものといえるのであります。「また３条予算は貸借対照表勘定に関する予算であるとも云えるのでありまして、その取引の全てを予算化することは複雑とならざるを得ないので、その取引中、現金支出を伴う性質のものを支出に計上し、これに対する財源を収入として挙げ、さらに収入が支出に達しないときは補填財源をもつてあてることとされており、この点が２条予算と違つた性格であります。したがつて、３条予算においては、これら補塡財源は３条予算の収入そのものとはせず、本文かつこ書とされており、２条予算の費用のうち、現金支出を伴わないものは、３条予算に移行して資本的支出の財源にあてられることになるのであります。資本的収入支出の見積は収入におきましては、第１款企業債３５４，０００ドル　第１項企業債３５４，０００ドル　第２款補助金９０，０００ドル　第１項９０，０００ドル　第３款その他資本収入２１，５９５ドル　第１項その他資本収入２１，５９５ドル　収入合計４６５，５９５ドル　支出につきましては、第１款建設改良費９２３，８３９ドル　第１項水道改良費６００，１２８ドル　第２項水道拡張費３２３，７１１ドル　第２款企業債償還金６８，６３２ドル　第１項企業債償還金６８，６３２ドル　支出合計９９２，４７１ドルとなつております。特に本年度の建設改良費の特色について申し上げますと、１番目庁舎の建設計画でありますが、真和志支所敷地に水道庁舎を主体として総合庁舎の建設計画を立案したのであります。同敷地の立地条件とさらに土地の高度利用により、地下１階に公設市場を設置し、真和志支所、消防出張所を配置し、もつて、能率的な行政サービスの向上を図る計画であります。　建設規模といたしましては、地下２階、地上４階、総面積は１，７５０，８坪でありまして、公設市場は２２９坪、水道庁舎が１，５２１，８坪となつております。　建設工事費は７９５，００５ドルを必要といたしますが、水道会計において６２２，３４４ドル、一般会計においては、１１３，６６１ドルの負担区分によつて建設することとなつております。　財源捻出方法といたしましては、水道会計負担額のうち３５０，０００ドルを政府資金運用部から借入れ残り３３１，３４４ドルを自己財源で充当する計画であります。　また建設工事期間は１５カ月を必要といたしますので、１９６８年度から１９６９年度の２カ年継続事業となるのであります。したがいまして本年度は４４６，０５９ドルを計上いたしたのであります。　２番目に水道拡張工事計画につきましては前年度に引継き、小禄の不良給水地域の解消を主体として市内の未配管地域に対する新設工事、その他重点的に改良工事を行い早期にこれら解消を図る計画であります。　工事箇所は１５カ所でありまして延長１８，７８８メートルを予定いたしており拡張工事の総額は３２３，７１１ドルを計上いたしたのであります。以上が建設改良費の主なる事業内容であります。したがいまして、資本的支出が、９９２，４７１ドルに対し資本的収入は、４６５，５９５ドルしかないのでありまして、　第３条本文のかつこ書で引継金９１，４５０ドルと２条予算に計上した現金の支出を伴わない減価償却費等の当年度分損益勘定留保資金１９３，５０８ドル、２条予算の収入支出による当年度利益剰余処分額１５６，２２０ドル　および引継貯蔵品８５，６９８ドル　計５２６，５０８ドルをもつて補填財源としているのであります。　第３条の２は前年度の従来官庁予算は、１９６７年６月３０日をもつて終了し、決算されるのでありまして、本年度においては、公営企業会計が採用されると同時に前年度分は、未収金、未払金事項が生じるのであります。　第４条は継続費でありまして、さきにも申し上げましたとおり庁舎建設事業は２カ年に亘る継続事業でありますので建設工事費とこれに関連する経費を含め　１９６８年度４４６，０５９ドル１９６９年度２５７，８４６ドル　計７０３，９０５ドルを年度割に定めたのであります。　第５条は企業債でありまして、第３条予算に庁舎建設工事費と水道拡張工事費として計上されているのでありますが、これら企業債として５５４，０００ドルの借り入れ総額が、この５条予算に定めたのであります。第６条は、市町村公営企業法第２８条にいう一時借入れ金で、予算内の支出をするために借り入れられるものとして５０，０００ドルを限度として予算に定めたのであります。　第７条は議会の議決を経なければ流用することができない経費として職員給与費４２５，９１６ドル、交際費６００ドルを流用禁止項目としたのであります。　公営企業の予算は、予算上の科目としては議決科目の款、項のみであり、目および節は、実施計画、付属資料等において表われてくるに過ぎず、予算項目は営業費用とか営業外費用といつた項目であり、その内部の目、節の項目については、管理者において流用できることとなつております。しかしすべてに流動的な執行を認めることは不適当であり、特に予算に定めてその執行に特別の規制をしたものが、この流用禁止項目としたのであります。　第８条は建設改良費にあてるため政府補助金の９０，０００ドルと消火栓設置、管理費としての一般会計から水道会計に繰り入れされる金額を定めたのであります。　第９条は利益剰余金の処分事項でありますが、第３条予算の施設または建設改良を実施している場合においては、本年度にこれを第３条かつこ書の補填財源にあてる必要がでてくるわけでありまして、このため、このような公営企業の特殊性から第３条予算の資本的支出の財源として確実なものに限定して、法第３１条による決定をまたず、あらかじめ、予算上相当する金額を補てんにあてることができるとされているのであります。しかし、これはあくまでも剰余金の処分の予定であつて一種の予定処分に過ぎないので、補填にあてた場合、後日あてた目的に従い、あてた金額を法第３１条により処分しなければならないのであります。第９条予算はこれらの処分を予定する意味で、第３条の予算措置のほかにこの条項であらかじめ、これを処分する使途と金額を明らかにし、予算としての議会の議決を経るものでありまして、本年度利益剰余金のうち１５６，２２０ドルを建設改良費に充当するために処分するのであります。　第１０条は、たな卸資産購入限度額を決めたものでありまして、本来公営企業はたな卸資産として一定量の貯蔵品を保有しており、貯蔵品は一括して購入整理されております。一方２条および３条予算では貯蔵品と云う予算科目はなく、いずれも材料であり、備消耗品であります。しかも、これらの予算執行の時期は貯蔵品たる材料等の払出しのときをもつて行われます。貯蔵品の購入のときは直接予算の執行とはならず、単に貯蔵品の債務の発生にしか過ぎないのであります。したがいまして、この二つの時期が必ずしも同一時点に行われるとは限らないので、このため、たな卸資産購入限度額を２条および３条予算とは別に１条設ける必要があり、本年度のたな卸資産購入限度額を２２８，２００ドルと定めたのであります。　以上が、公営企業法による新らしい企業会計予算でありまして、従来の現金主義である官公庁予算とは、いちじるしく異つてまいつたのであります。　公営企業予算は、収入、支出全体について、合理的な企業運営を行い、公共の福祉の増進を図るような予算を編成するのが、法律の主旨でありまして、水道事業会計予算の編成にあつては、これらの主旨を十分考慮して編成したのであります。　なにとぞよろしくご審議のほどお願い申し上げます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○土木部長（金城　秀仁君）

　議案第８３号「１９６８年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算」についてご説明申しあげます。　下水道事業特別会計につきましては、１９６６年６月第８３定例議会におきまして、特別会計設置の議決を得まして、１９６７年度より会計経理を行なつておりますが、本予算について、主な内容を申しあげますと、歳入については、第１款政府支出金について、これは下水道工事を行なうための政府補助金で１，００９，４９４ドルは、１９６７年度分補助金７５９，４９４ドル１９６８年度補助予定額２５０，０００ドルで、計１，００９，４９４ドルであります。　次に第２款繰入金、７６，５７６ドルについては、下水道事業を行なうために必要な、人件費、需要費、公課費、および下水道工事設計に必要な諸調査委託費、ならびに下水道事業債利子、その他予備費にあてるための一般会計からの繰入金であります。　第３款市債については、下水道事業に対する政府補助金の１０パーセントにあたる１９１，０００ドルを計上してありますが、これは１９６５年度より１９６８年度までの政府補助金額１，９１０，０００ドルになりますので起債借り入れにより市負担分の対応工事を行なう予定であります。以上歳入合計といたしまして、１，２７７，０７０ドルとなつております。　次に歳出について、ご説明申しあげます。第１款下水道事業費、第１項職員費の予算額は５３，２６４ドルにつきましては、下水道事業に要する職員の給与、諸手当、各種保険料および負担金、その他経常的経費にあてる費用で、充当財源といたしましては、一般会計より繰入金をあてて、事業を行うものであります。　第２款下水道建設費、第１項下水道建設費、第１目事業費につきましては、下水道の建設工事を行なうための費用で、１，２２１，７７５ドル計上してありますが、内訳といたしまして、政府補助金による工事費１，００９，４９４ドル、市債による対応工事費１９１，０００ドルで、計工事請負費は１，２００，４９４ドルとなり、これに要する現場監督の職員手当４，８００ドルであります。委託料の１６，４８１ドルにつきましては、工事竣工に伴う下水道台帖作制費として２，４５０ドル下水道工事設計に必要な測量および土質調査を委託により行なうための調査費として、１４，０３１ドル計上してあります。　第３款公債費１，５３１ドルは市債１９１，０００ドルの借り入れに伴なう手形借入利子で、利率は年６．５パーセントの１９１，０００ドルの４５日分を計上してあります。　第４款予備費は５００ドルで、歳出合計１，２７７，０７０ドルとなつております。

以上下水道事業特別会計予算についての説明といたします。よろしくご審議のほどを、お願いいたします。







議案第８４号「下水道事業債を起こすことについて」ご説明申しあげます。この案は本市下水事業に対する政府補助金の１０パーセント額を対応費として負担することになつていますので、その財源を市債で充当するため本案を提出した次第であります。　本市の下水道事業計画につきましては、これまで再三ご説明申しあげておりますので、すでにご承知のことと思いますが、１９６５年度より現在までの事業内容を申しあげますと１９６５年度を第１年次といたしまして、当初２００，０００ドルの政府補助金を得て辻町、若狭町の枝線工事を行ない、１９６６年度第２年次の補助金、７００，０００ドルで西本町、久米町、松下町、久茂地町および重民町の久茂地川以西の地域を５工区に分けて、それぞれ工事を行ない１９６７年度じゆうに工事をおえる予定であります。　１９６７年度の第３年次分といたしましては、７５９，４９４ドルの補助金を得て、高橋町、崇元寺町、美栄橋町、上下泉町の枝線工事および久茂地準幹線、又吉準幹線、神原準幹線をそれぞれ施工する予定であります。　１９６８年度、第４年次の補助金予定額は２５０，０００ドルで工事予定地域といたしまして、区画整理の完了している前島町字安里（栄町）、字楚辺、を計画しておりますが、工事設計を行なうにあたつては、関係当局と調整のうえ実施する計画であります。　以上１９６５年度より１９６８年度までの本市下水道事業に対する政府補助額は、１，９０９，４９４ドルとなり、これに対する１０パーセント額１９１，０００ドルを対応費として、市が負担することになつておりますが、このような多額の資金を市財政から一時に捻出することは、困難であります。市債で充当するため本案を提出した次第であります。なにとぞよろしく、ご審議の程を、お願い申しあげます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～














○財政部長（当間　重美君）

　議案第８５号　那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について御説明申し上げます。　本案は現行規則の全面改正でありますが、その内容は定数増と教育委員会法第３５条に基づき、常勤職員のみに限定していた現行規則を改め、非常勤職員をも含めて規定するための改正であります。定数増につきましては、現在常勤職員は５１１人でありますが、事務量、学校図書館および幼稚園学級数の増加に伴い、事務局書記　電話交換手　学校世話人　調理員　図書館書記　幼稚園教諭等で２６人の定数増となり総数は５３７人となります。　非常勤職員の定数は２３０人と定めましたが、その内訳は、補習学級長および副学級長、補習学級嘱託教諭、幼稚園々長および副園長、社会教育委員、公民館長、体育指導委員、校医、歯科医、法律および建築顧問、学校給食共同調理場所長等となつております。　また現行規則は各職名ごとに定数を定めていたのをあらため、これを総わくで規定したのであります。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。







　議案第８６号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定についてを御説明申し上げます。　教育委員会職員の給与につきましては、これまで「一般職の職員の給与に関する立法」の行政職関係職員および教育職関係職員の給与基準に準じて定めております。ところが政府が現在一般職の職員の給与に関する立法の一部改正の立法勧告の手続きをしており、同法一部改正の内容が期末手当について４３パーセント、給料について８．７パーセントの増額をし１９６６年１２月１日にさかのぼつて適用する改正となつております。したがいまして教育委員会職員の給与基準を、政府職員のそれに見合うよう給与の改正をしたいのでこの案を提出したのであります。







　議案第８７号　那覇教育区教育委員会報酬および費用弁償現則の一部を改正する規則制定についてを御説明申し上げます。　本案は教育委員報酬および公民館長報酬の増額と公民館長の費用弁償を支給するために提案したものであります。　教育委員報酬は現在月額７０ドルでありますが、これを教育委員の職責および市町村議員の報酬額を考慮して、月額１２０ドルに増額したいのであります。　公民館長報酬月額１０ドルこれを１５ドルに引き上げまた、公民館長会議その他職務のために出席する場合に出席日数１日につき１ドルの費用弁償（日当）を支給する必要がありますので新しく規則化しました。　以上簡単に説明を終ります。　よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。







　議案第８８号　那覇教育区教育委員会関係職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定についてを御説明申し上げます。　現在那覇教育区教育委員会職員の退職金支給については「那覇教育区教育委員会関係職員退職金支給規則」と「那覇教育区教育委員会事務局職員退職金支給規則」の二つの規則があり、しかも幼稚園教諭　幼稚園書記　補習学級専任教諭　学校書記補および教育研究所書記は勤務年数が１か年　監視人　世話人および調理員は２か年に達しなければ退職金は支給されず、事務局職員は勤務年数が半年に達すれば支給されるという異なつた取扱いをしておりますので、これをあらため事務局職員と同様勤務年数が、半年以上は退職金が支給できるよう教育委員会職員の退職金については同一取扱いをしたいので、この案を提出したのであります。　よろしく御審議のほどお願い申し上げます。







　議案第８９号　那覇教育区立幼稚園教員給与等に関する規程の一部を改正する規程制定について御説明申し上げます。　これまで幼稚園教員の給与につきましては、小中学校教育職員の給与および幼稚園教育補助金の交付に関する規則の給料表準則に基づいて定めております。現在政府においては期末手当４３パーセント、給料８．７パーセントの増額とこれの１９６６年１２月１日への遡及適用を主とした「一般職の職員の給与に関する立法」の一部改正案を立法勧告中であり、小中学校教育職員もその対象となつているのであります。したがいまして幼稚園教員の給与についても小中学校教育職員の給与規準にみあうようこれを改めるため、本案を提出したのであります。よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。









　議案第９０号　１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算について御説明申し上げます。　１９６８年度那覇教育区予算の編成にあたりましては、学校の基本施設の整備、完全給食施設の整備、職員の待遇改善、ＰＴＡ負担の廃止を基本方針としたのであります。　１９６８年度那覇教育区予算の概要について説明しますと予算総額６３９万余ドルで１９６７年度に比較して１４２万余ドルの大巾な増加をみておりますが、これを財源別、経費別に分類しますと自己財源３９万余ドル、６．６パーセント、市教育費負担金１３２万余ドル、２０．７パーセント、依存財源４６５万余ドル７２．７パーセントとなつております。　　　経費別では教職員、委員会事務局職員等の人件費、学校維持管理経費、学校給食経費等の消費的経費５２０余万ドル構成比８１．５パーセント、学校建設費、共同調理場建設費、財産購入費等の建設的経費１１２万余ドル　１７．６パーセント、公債償還金５万余ドル０．９パーセントからなつております。　次に歳出のほうから款を追つて説明いたしますと　第１款教育総務費では教育委員の報酬、事務局職員の給与と一般事務経費および補習教育に要する経費等１５万余ドル計上しまして、１９６７年度に比較しまと１万２千余ドルの増となつておりますが、これは給与改正と増員に伴う人件費の増加によるものであります。　第２款学校教育費について　この款では小中学校および幼稚園等の教職員、学校給食関係職員の人件費、学校の管理運営費、教育備品購入、学校建設費等学校教育に要する経費で６１０余万ドルを計上してありまして、１９６７年度と比較して１３９万余ドルの増となつております。増加の主なものは給与改正と現場教職員の増員、学校建設費、給食共同調理場建設費、学校用地の購入費等の増によるものであります。なお内容の主なものについて申し上げますと教職員の給与４２３万余ドル、校舎および園舎建築６９万余ドル、学校施設の維持１９万余ドル給食共同調理場建築費１４万ドル、学校給食、備品購入、用地借上その他経費で８４万ドルからなつております。　第３款社会教育費について　本款は社会教育法に基く青少年および成人に対する教育活動と実生活に即する文化的教養を高めるために要する経費として１４，８４０ドル計上してあります。これを１９６７年度と比較しますと３，１４４ドルの増となつておりましてこの主なものは公民館長報酬の増額と各種団体に対する補助金であります。　第４款諸支出金では那覇連合教育区に対する負担金５７，６８０ドル、那覇教育区債の元利償還金５４，４５９ドル等が、主なもので、１９６７年度に比較して１１，７６１ドルの増となつております。これは庁舎建設債の元利償還金と１９６８年度で建設予定の給食共同調理場建設債利子の増によるものであります。

第５款予備費は前年度と同額計上してあります。　以上で歳出予算を終り次に、歳入予算の説明をいたしますと　第１款市負担金について　本款は市で負担する教育負担金収入と教育税収入の過年度分および滞納繰越分収入を１４５万余ドル見込んでありまして１９６７年度と比較して３０万余ドルの増となつております。このうち市が負担する教育費負担金は１３２万余ドルでこれを財源として委員会事務局職員の人件費、各学校管理運営費、一般事務経費、公債償還金、政府補助事業の対応費に充当してあります。　第２款の分担金および負担金について本款は沖繩学校安全会法に基くところの共済掛金のうち児童生徒および幼児が負担する学校安全会負担金１，５５８ドルと学校給食法に基いて児童生徒が負担する学校給食費負担金１２９，６９２ドルで計１３１，２５０ドルを予算化してあります。　第３款の政府支出金につきましては　本款は教育委員会法第１３６条に基くところの教職員給与および校舎建築費等の政府負担金が４３６万余ドル、幼稚園教諭人件費、同園舎建築費および備品購入費その他学校給食費、社会教育活動に対する政府補助金１８万余ドルで合計４５５万余ドルを計上し前年度と比較しますと１０１万余ドルの大巾な増となつておりまして、これは人件費の給与改正分と校舎建築費の増加および幼児教育振興法にもとづく園舎建築費が新らしく計上されたためであります。　第４款の使用料及び手数料について　本款は教育委員会の規則に基いて徴収する幼稚園授業料と入園料および補習学級の授業料収入ならびに諸証明手数料で計１２万余ドルを計上してあります。　第５款諸収入につきましては　従来の教育税滞納分に対する延滞金についてこれまでの実績を充分勘案して計上してあります。　第６款の繰越金につきましては１９６７年度決算見込みとして２２，０００ドル計上してあります。　第７款教育区債につきましては　歳出でも説明申し上げましたように１９６８年度で建設予定の学校給食共同調理場建設費に充当するため１００，０００ドルを計上しました。　以上簡単に説明を終ります。　よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。









　議案第９１号　１９６７年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算について御説明申し上げます。　まず今回の追加の主なものを申し上げますと、政府の一般職の給与に関する立法の一部改正案が勧告されておりますので、その勧告案に準じ教育委員会職員の給与を改めたいのであります。　改正内容について申し上げますと期末手当４３パーセント、給料の８．７パーセントの増額でありまして、１９６６年１２月１日に遡及して支給するための経費で３００，６７５ドルを追加計上してあります。この充当財源は政府負担分２６７，６７５ドルと区負担分３３，０００ドルとなります。また小中学校職員旅費、準要保護児童の給食扶助費についても若干追加してありますが、政府補助金の増額によるものであります。　次に更正分の主なものについて申し上げますと、教科書費として計上してありましたが、政府が直接購入し現物支給することになりましたので１２９，９９８ドルの減額とその他政府補助の減額によりまして、備品費、施設維持費、校舎建築費を減額したのであります。なお那覇中学校屋内運動場、寄宮中学校、与儀、前島小学校建築費等については年度内完成が見込めないので、継続費にすべく手続中でありますのでこれと関連して１９６８年度支出額を更正したのであります。　以上説明を終ります。よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。









　議案第９２号　那覇教育区債を起こすことについてを御説明申し上げます。本案は学校給食共同調理場建設費を那覇教育区債で充当するため、教育委員会法第５５条にもとづき、提案したのであります。　学校給食は児童生徒の健康増進および体位の向上をはかることはもちろんのこと食事マナーの教育および各家庭での食生活の改善等を目的として年次的に計画され現在では、２０校に完全給食を実施するに至つているのであります。　今回は残り１２校の児童生徒約２万人を対象に完全給食を実施するため、新たに学校給食共同調理場を、建物面積１，１５５平方メートル、総工事費１４０，０００ドルで建設する計画であります。そのうち政府補助金が４０，０００ドルで区負担分は１００，０００ドルとなりますが、この分については財源のねん出が困難でありますので、これを教育区債で充当したいため本案を提出した次第であります。　よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。









　議案第９３号　学校建設事業費を継続費とすることについてを御説明申し上げます。　本案は那覇中学校屋内運動場建設工事、寄宮中学校舎建築工事、前島および与儀小学校校舎建築工事が、１９６７年度から１９６８年度にまたがる工事となりますので、これを継続費とするために提出したのであります。　那覇中学校屋内運動場（体育館）は政府補助金５６，４９９ドル寄附金８，６０１ドル、一般財源１０，０００ドルを財源として総工事費は７５，１００ドルで工期は１０か月を要し、寄宮中学校校舎、前島および与儀小学校校舎建築は全額政府補助金を得て、施行するのでありますが、これらの工事は設計および政府との調整に相当の日数を要し、工事着手が遅れたために１９６７年度にまたがる工事となつたのであります。　以上簡単に説明を終ります。よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　以上もちまして本日の日程は全部終了いたしました。明日は議案研究のため休会明後日は８日の午前１０時再会いたします。



（午後１時２７分散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




　上会議録を調整し署名する。

１９６７年６月６日




議長　　　　高良一　　　㊞

署名議員　　金城重正　　㊞

署名議員　　赤嶺保三郎　㊞
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１９６７年第９３回那覇市議会定例会議事日程第２号

１９６７年６月８日（木）午前１０時開議




第１　　　会議録署名議員の指名について

第２　　　施政方針に対する質疑

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○会議に付した事件

（議事日程と同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～





○副議長（辺野喜　英興君）

　これより、本日の会議を開きます。

本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第２号のとおりであります。諸般の報告をいたします。

５月２５日付、復帰協発第１０号　沖縄県祖国復帰協議会会長喜屋武真栄からの「復帰協に対する補助金交付方について」の陳情は、会議規則第８７条の規定により、総務委員会に審査を付託いたします。

５月２０日付、沖縄県祖国復帰協議会会長喜屋武真栄から「４．２８復帰月間行動に対する協力について」お礼の文書が送付されておりましたので、報告いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第１　「会議録署名議員の指名について」を議題にいたします。

　本日の会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により議長において喜久山朝重君、平良真次郎君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第２　「施政方針に対する質疑」を議題といたします。

発言の順序は、抽選の結果、お手元に配付してある別表のとおりであります。なお、議会運営委員会で話し合いの結果大体質問の限度は２０分以内ということでございますので、したがいまして議長のほうとしてはこれを大体基準におきまして進めたいとかように考えております。あらかじめ御了承願いたいと思います。では２２番赤嶺保三郎君の発言を許可いたします。






○赤嶺　保三郎君

　市長の１９６８年度の施政方針において市政全般にわたり積極的かつ意識的に市政促進の計画をたてられておることを伺い議員として心強く感じ、その促進に対して全面的に協力をおしまない所存であります。ただし住宅対策と関連いたしまして一つの不明確なところがありますのでお尋ねいたします。ここ２年間に小祿地区では那覇市の公営住宅建設とともにその周辺を琉球団地、それから琉生団地の急ピツチの団地造成に伴ない都心部からの移住者が増え、急激に人口が増加しております。そのため地区内の高良小学校、小祿小学校、小祿中学校に転入してくる児童が多く、３校とも大へんな教室不足を起こしております。それで間に合わず間切り教室にさらに間切りを重ねてピンチを防いでおるという状態であります。幼稚園のごときは２部授業をさせるという状態にあり、そのしわよせをうける３校の子供らの学力低下が憂慮されております。これは住宅対策から生じた一つの欠陥であり、それの解決は社会問題であり、文教対策である。と考えるがこれに対する市長の考え方をお尋ねいたしたいのであります。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対しましてお答えいたします。市の公営住宅ならびに市営住宅の建設に伴ないまして、特に小祿団地ならびにその周辺における住宅が非常に増えまして、その結果、小祿地区への人口が年々激増いたしておりますことは御指摘になつたとおりでございまして、この問題と関連いたしまして、ただいま御指摘をうけました幼稚園の２部授業、さらに学力の低下といろいろ文教政策上ゆるがせにすることができない問題が出ております。したがいまして、この問題は小祿だけではなく那覇近郊地区における住宅の激増とそれに伴う学校用地の取得、これが大きな課題ではないかと考えております。学校用地の取得の件につきましては那覇教育委員会、さらに政府当局ともいろいろ協議を重ねまして、用地の取得ならびに確保につきましては万全の策を講じたいと考えております。




○赤嶺　保三郎君

　小祿地域の３校をみた場合にようやく中校だけが拡張の見込みがあるが高良小学校に対しては拡張の見込みも薄い状態でありますのでよろしく促進方をお願いいたします。






○椿　秀義君

　質問いたします。道路行政について。市長は環状線をとおすといつているが具体的対策を示してもらいたい。現在１号線があるがこれと平行して環状線を作るのか。また、泊港に橋を架けるのかお伺いしたい。２番目に市内に入つて来て又吉通り、国際通り、ひめゆり通りと大変混雑しているが、やがて施行される段階のバイパスは市外よりひめゆり通りに向かつて大量の車が流入してくるが現在のひめゆり通りは大混雑している現状であるが、バイパスによる多量の車の流入をどのようにさばく計画をされているかお伺いしたい。３番目に、このままでバイパスを受け入れたら人も車も動けなくなり大混雑がおきるのではないかと心配されます。もちろんバイパスは政府の計画であることはわかるが政府にこの対策を具体化されてるものがあつたら示してもらいたい。次に、マスタープランの一部である開南通りとその他の道路はいつごろ着工していつごろ完成するか、具体的に示して欲しい。以上、都市計画の立場から質問したがそれらの解決するまでの一応の措置としてあちらこちらにかなり巾員のある予備的な道路がある。たとえば、下水道工事のパイプを埋める又吉道路、あるいは裏の、１号線に通ずる泊小学校前の道路が一方交通になつており、そのために目と鼻の先に行くにも逆行できないのでたくさんの市民が苦労している。ところが両線の中間に同一方向に道路が一本とおつており、自動車が２台ぐらいとおれるが、それが不便を解決する大事な役目を果している。ところが路面がでこぼこで交通上非常に危険な状態である。グレイダーをちよつとかけたらりつぱな路面になるがそのまま放置されている。このように那覇市にはいたるところにもう一歩市民のことを考えたならば解決できるものが、大きな都市計画のかげにかくされている。これらの行政こそ市民の切実な要望でありながら未だに解決されない段階にある。道路行政は市民生活に直接利害を及ぼす大事な問題であり、当局の熱意でもつて解決できる問題であります。また、安謝港の埋立ての一時ストツプと関連して環状線の設置が遅れるのではないかと思うがその点についてもお伺いしたい。最近交通事故等が非常に多く、これは世界的な問題だからといつて安易な考えではいけないと思う。よそはどうあつても那覇市においては事故を起こさせないという観点からも道路行政はいたるところにおいてキチツト整備され、スムーズに通れるようにすればおのずから運転手も心にゆとりのある運転ができ、交通事故を防ぐことになります。次に、市民サービスについて。最近一階の窓口は住民票、印鑑登録証明を取りに来る人がたくさんおります。しかし中には字が読めない、書けない、印鑑証明や住民票をどこでとつていいかわからず、いろいろと迷つている人がたくさんおります。昨日も６０過ぎのお婆さんが朝から来て住民票を取るのに、いやこつちじやありません。それは小祿のほうです。ということで、　一つの書類を取るのに一日中費やしたという事例もございます。そこでお願いしたいことは案内係を付けていただいて、いらつしやるお客さんによつて、あなたは何の用件ですか、それはこちらです。といつたふうにしてキチツト教えてあげるくらいのサービスをしていただきたい。また窓口における人々も余り笑顔を見せてる人は少ない。みんなしかめつつらをして、私は市の職員であるという威張つたようすがみえる。大へん市民に悪評を買つております。その点についても今後注意していただきたいと思います。次にごみ収集車の件については最近新聞等によつてもいろいろ投書されておりますが、なかなかごみ収集車が廻わつて来ない。そのために雨が降ればごみは濡れる、腐されるで臭気ふんぷんとした中で生活しているということを訴えている主婦もございます。そのようにして、これは一例でございますけれども到るところに那覇市のごみ処理に対する苦情があり、議会のたびごとに要望されておりますけれども未だに何ら前進のあとがみられない。このことにつきましても具体的な対策を打ち出してそれが実行にあたつていただきたい。以上の点について申し述べ質問を終ります。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対しましてお答えいたします。最近の車両の激増に伴ないまして、市内各地域で交通混雑を招来しておりますことはまことに遺憾なことでございまして、毎月７００台から１０００台に近い新車が輸入されておることがこの交通混雑にますます輪をかけてるような現状であります。確かに御指摘になりましたとおり道路の維持管理、新設は那覇市の都市計画事業といたしましてももつとも重要な事業でございまして、本年度におきましても道路の新設、さらにアスフアルト舗装、タール舗装を前年度に引き続いて重点的に施行してゆきたいとかように考えております。また御指摘になりましたとおり環状線の計画は安謝埋立て、ならびに安謝港湾構築が完成したあとでなければこの計画が完成しないわけでございまして、同様、政府事業といたしまして旧鉄道路線の改修工事の第１歩といたしまして鉄道路線における用地の取得、さらに物件の補償等が着々進められておりますが、このバイパスが完成いたしますれば１号線ならびに市内各地における交通緩和もいくらか期待できるものだと考えております。次に開南から琉映館に通ずる道路の着工でございますが、この件につきましてはここ３年来用地の取得ならびに物件の補償等についていろいろ折衝を重ねて来たわけでありますけれども、それが思うとおりにいつておりません。それで今年度は土地収用法の手続きによりまして土地の取得、物件の補償を片付けまして次年度におきまして工事に着工したいと考えております。さらに御承知のとおり下水道工事が始まりまして那覇地区は路面が非常に悪くなつております。これは御指摘になつたとおりでございましてその点工事施行地区の住民に対しまして非常に御迷惑をかけておりますが、といつてこれをやらないわけにはいきませんし、さらに最近は雨が降りまして下水道工事が終つてもさらに路面の補修改修等の対策がまだ十分に講ぜられておりませんが、これにつきましては道路交通に支障のないような計画をたてておりますのでそれによつていくらかでも交通混雑を緩和したいとかように考えております。次に、市民サービスの向上の件でございますが窓口事務の改善につきましては関係部課におきましていろいろ検討もし人間も増やしておりますが、要は職員の心構への問題でございまして、字の書けない、字の読めない方々に対するよき指導、これがまだ徹底しておりませんことはまことに遺憾に思つております。この点につきましても逐次市民サービスの向上について意を用いたいと考えております。さらにごみ処理の問題につきましては御承知のとおりこの６月で本土政府の援助によつて施工いたしましたコンポスト工場も完成しますし、さらに次年度から２年計画で約１００トンのじん芥を処理する焼却場もできますので、これができましたらじん芥の処理も円滑にゆくのではないかと考えておりますけれども、問題は市内の収集でございますが、定期的に収集するという基本方針をたてていろいろやつておりますけれども、まだまだその点につきましても御指摘になりましたとおりいろいろ改善しなければならない点があるわけでございます。その点、具体的な対策につきましては関係部課長から答弁させることにいたします。さらに道路行政に伴う細部の技術的な説明につきましては建設部長から答弁させることにいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　バイパスの計画について御説明申し上げます。バイパスは現在政府道路４１号線ということで認定されておりまして、すでに道路の区域も告示されております。そして今５月３０日までに全部市民に関係者の閲覧をさせまして政府が買収の準備にかかつております。この計画は本年度と来年度で安里から内間橋まで巾員２７メートルで、延長が約１，７８０メートル、用地買収費が約２，４１３，３００ドルというふうに計上されております。そして物件移転費が３８２，９００ドル計上されまして合計２，７１０，２００ドルの予算で準備しております。しかし、やはりその買収工事は非常に難しいということで難行しているようでございますけれども、これは那覇市の重要な幹線道路でございますから完全執行が期待されておりまして、市のほうもこれについては協力していかなければならないというふうに考えております。この道路工事ができることによつて那覇市の１号線は非常に緩和されまするし、那覇市の交通事情が非常によくなりますので那覇市の都市の発展というものがこれによつて非常に促進されるというふうに考えてるわけでございます。そしてこれが６９年までには漫湖の橋も架けるというようなことで、政府のほうでは今予算を計上するというふうに聞いております。バイパスに関連いたしました環状線でございますが、これも先ほど市長が御説明いたしましたように安謝橋から内間橋までの間の都市計画決定道路は、これはずうつと首里の儀保に通じてそれからずうつと廻わりまして漫湖の周辺の道路につなぐということで大体那覇市の環状線を取り巻く環状線というようなことで計画されておりまして、これの工事も早く急がなければならないのでございますけれども、やはり主幹線であるバイパスこういつたものが完成しないとこれも難しいのでありますが、一応バイパス完成とともに安謝から内間橋の間は本年度で半分ぐらいの用地買収をすませて、来年度で全部用地の買収をすます。そして６９年度あたりから工事にかかるというような計画でございます。以上でございます。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　塵芥収集についてお答えいたします。現在、塵芥収集に当つております車は直営車が１７台、地域委託いたしましたのが１４台、それから商店街、学校、官庁そういつた多量排出地域の収集を受け持つ許可業者が６４台、そのうち１９台は馬車でありますが計９５台の車をもちまして日産１６０トンのごみの収集に当つております。御指摘の地域は恐らく直営車または委託車の３１台の地域じやないかと思いますが、この地域につきましてはわれわれといたしましては１週間に１回の配車ということで現在収集に廻わつておりますが、その間、運転手ならびに清掃夫の休み、あるいは車の故障あるいは検査そういつたこと等によりまして欠車が出る場合がありまして御指摘になつたように御迷惑をかける場合があろうかと思いますがその点につきましては今後とも台数の増車、それから古い車を廃車いたしまして出来るだけ新車に切り換える計画をもつて進めております。その間、塵芥車がなかなか来ないというような場合には、できますれば御連絡いただければ車の配車替えをいたしましてその地域に配車したい。現在もそういうような手を取つておりますのでその点も一つ御協力願いたいと考えております。




○椿　秀義君

　今の塵芥処理の問題につきましては手本になる地域があります。それは宮古の平良市でございます。向こうには市直営の塵芥収集車がおります。その車に音楽を備えております。夕焼け小焼けという音楽を流しながらずうつと市内を廻わつております。それが聞えますと遠くのほうからでもわかるわけでございます。収集車が来たというので主婦はみんな道のそばにごみを持つて来て用意してまつています。平良市においては塵芥収集については何ら支障がないわけでございます。これは前に何かのときにもこのことをお話ししまして、ぜひともそのようにして市民にサービスしてもらいたいとお願いしたわけでございますけれども今部長から説明がありましたように旧態依然とした姿であり、環境衛生の点からいつても重点的になされなければならないごみの収集がまだなされてない。そこでお願いしたいことはいいところは真似をして悪いところは捨てる。ですから、つまりそういうりつぱな塵芥の処理をやつてるところがお隣りの宮古市にあるんですから那覇市においてもその点について予算を計上していただいて今後一般市民のサービスをはかつてもらいたいということをお願いして質問を終ります。






○赤嶺　慎英君

　本員は都市計画のうち区画整理事業と水の問題を市長にお尋ねしたいと考えております。

都市計画委員会に諮問中の都市計画の修正案の中で区画整理事業の計画はどういうふうにして施行するという方針の案ができておるかどうかということをお尋ねしとうございます。

２点は、本員は今日まで区画整理事業は既成の法律で十分できるという説明と御答弁に接してきております。しかしながらも御承知のとおり区画整理事業というものは、予算は費やしておりますけれども実になることは少ない。そして施政方針の中に真嘉比、古島、壺川地区は区画整理法の制定をまつて実施したいと述べられており、今日までの市長の考え方とは非常に違つてきておるということを施政方針の中にうたつております。

このことは、今日までやつてきた区画整理が頓挫したために、これじやいかぬから、これに移るんだというふうになつてきているが、いかなる理由で、区画整理法が成立してから真嘉比、古島、壺川地区はやるんだというふうに施政方針にうたわれたかということを具体的に御説明を願いたい。

それから小祿方面、袋廻し原方面においては組合施行によつて区画整理を推進するというふうにうたつております。非常にけつこうなことであります。けつこうなことではありますが、これは今後の区画整理事業全体に対して組合施行という方針で臨むのかどうか、単にその地区だけにこの組合施行の方法で臨むかということをお尋ねしたいと思います。

４点目は、区画整理法というものは１，２年来当局から、法案もできており、すぐ立法勧告される準備もできておるというふうな説明も受けておりまして、本員の調べたところによりますと、すでに立法院に送付されたが、継続審査中のようでございますけれども、事務当局の予想ではどうも今年度は暗い、時期がなく重要法案を審議するにとどまるんじやないかというふうな心配の声もあるやに聞きます。もちろんこれが急に審議されれば幸でありますが、もしこれが本年度に立法されない場合に区画整理事業というのは１年間のブランクを待たなければならない。それで市長の区画整理事業についての施政方針はこれでいいかどうかということをお尋ねしたいと思います。以上が都市計画に対するところの本員の質疑であります。

次に水の問題であります。水の問題は自己水源の開発と水道公社に依存するということはこれは施政方針にもう何か年も繰り返えされておることでありまして今さら申し上げることもない、もうこれは施政方針の中に書かぬでもいいくらいです。本員がお尋ねしたいのは、石川にダムができ上間にタンクができれば、那覇市民に水の御不自由をかけないという今日までの御答弁に接しておつたわけでありますが、まだ夏にもならないのに、市営住宅の２階、３階、４階の御婦人、主婦が“水を水を”というあの新聞のニユースは、一議会人として見るにもしのび得ない。また某所においてある建築業者が「那覇市は空気を売つておるが水道局舎ができるんだろうか。こんないい商売はないね。」と私が議員であるかということを百も承知でそういうことを言われた。非常に苦しい限りであります。水の問題の事務段階は、本員の考えではとおりすぎております。那覇市の多くの市民の水不足の声をこれだけ聞きながら政治的解決に市長はどういう御努力をなされたか。また政治的解決で不可能であるかどうか、できなければ水道公社のいうままに何か年でも水のために御不自由をしのんで下さいというのかどうか。積極的に打ち込みポンプでもやつて市の全精力を傾けてやるかどうか、そこには政治的な解決方法もあるし、人為的解決の方法もあると本員は考えます。その点を市長にお尋ねしたい。　さらに下水道工事がどんどん進められております。この下水道工事は近代都市には絶対なくちやならない施設であり、本員ももろ手をあげてこの工事に賛成するものでありますが、これに伴う水は一体考えておるかどうか、ミルクを飲ます水もない那覇市は下水道の起債をやり下水道をつくつていくがこれと並行して水の問題についてその解決に努力しておるかどうか。万一並行された考えがなければこの下水道事業というのも新年度の予算から大いに考えていかなければならない、非常に重要な問題だと本員は考えております。以上水の問題で２点お尋ねし、市長の真剣なる御答弁でわれわれ議員に安心させるような政治的接衝とその可能性、不可能のことがあればどういうふうにするんだということを打ち出していただきたい。以上をもつて質疑を終わります。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対しましてお答えいたします。区画整理事業につきましては、従来繰り返えし申し上げておるとおり、これは都市計画事業推進の母体でございまして、万難を排してでもやつていかなければならない事業であり、これをそのままにしておくことは那覇市都市計画の上に１００年の悔を残すことだと考えておるわけであります。

従いまして今御指摘になつた区画整理法ができなければ市長はそれに対応していかにして真嘉比、古島地区の都市計画を施行していくかということでございますけれども、区画整理法が現在、立法院で審議中でございます。この法案のもつ特色、また現在の関係法規と比較いたしまして、どういう点が利点があり、またどういうところに特徴があるかについてはのちほど建設部長から詳しく説明させることにいたしまして、ただいま御指摘になりました組合施行の方法でございますが、これも同時に取り上げまして一日でも早く那覇市の区画整理事業を完成するということが市の基本になつておるわけでありまして、那覇市各地におきまして組合施行をやつていくという地域の要望があればこれを取り上げ技術的に、あるいは財政的にこれに援助していきたいと、かように考えております。

現在都市計画基本計画が修正の最中でございますけれども、この都市計画修正案の中で今後の区画整理事業をどう取り扱つていくかということについては建設部長から詳しく答弁させることにいたします。

次に水の問題でありますが、全く御指摘になつたとおりでありまして、現在全琉で毎日使用されておる水の量が約１３万トンないし１３万５，０００トンだと推定されておりますが、そのうち４万トンは那覇市で消費されておるような現状でございます。確かに御指摘になりましたとおり、水源開発の問題につきましては那覇市もまた同時に琉球政府も全く政策不在でございましてもつぱら軍の水道公社の計画に頼つておる姿は御指摘になつたとおり幾ら非難を受けましても、これに私たちは弁解する余地はないのでございます。

政府において先年水資源開発についての審議会がつくられ、各面から検討されたようでございますけれどもしかしながら沖縄本島、あるいは宮古、八重山における畑地灌漑、あるいは上下水道計画、こういつた問題につきまして、真剣に取り上げて計画をたてておりません。もつぱら水道公社依存ということになつておりましてその点は残念に思つております。ただこれを政治的に解決する方法は可能か不可能かということでございますけれども、那覇市が４万トン使用しておる水の中で自己原水はわずかに１万トンでございまして残る３万トンは水道公社からの原水、浄水を買つてまかなつておる現状でございます。

那覇市の自己水源開発と申しましても、年間やつてもわずか３，０００トンから４，０００トンぐらいの自己水源の開発でございまして、年々ふえる水の需要には到底追いつかない。そういたしますといきおい大きな水源開発ということになりますけれども、それに伴う土地の取得にいたしましてもあるいは地上物件の補償問題にいたしましても、到底那覇市の財源ではどうにもできない問題でありまして、私といたしましては政府に水の問題、あるいは水源開発の問題等についてこれを処理する部課を独立させて、そこで十分検討していただくように強く要請していきたいと考えております。また水道公社の計画がどうなつているかということでございますけれども、現在水道公社は年次的な水源開発の計画をもつておりまして、北部における福地川、羽地における河川改修、ダム造成といつたようなことで、いろいろ計画が盛られておるわけでありますけれども、この計画が完成いたしますれば、下水道に使われる水の問題と合わせまして私は心配はないと考えております。ただし、これも雨が降らなければどうにもならないが、年平均の雨量があり、よほどの旱魃期でない限り水道公社の計画が完成したあかつきにおいては水道に必要な水の確保につきましては、さほど心配ないと考えております。

以上御質問にお答えしましたが、細部の具体的な点につきましては建設部長並びに土木部長から答弁させることにいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　区画整理のことにつきましてお答え申し上げます。

区画整理法は現在立法院で継続審議になつておりましで、去年から審議をしておりますが、今議会で審議するようになつております。

これは私が４，５日前事務局を訪ずれて調べたわけでありますが、現在経工委で２４件の議案があるそうでございますが、その中で１０件はどうしても今会期で審議しなくちやならないということで１０件の中の１０件目に入つておるということで今議会でできるものと私たちは考えております。

次になぜ区画整理法ができなければならないかということは寄宮地区の区画整理の反対から考えましても、やはり耕地整理法ではどうもいかないというようになつてきておるわけであります。これはなぜかと申し上げますと耕地整理法は農耕地をつくる法である。ただ都市の中の宅地を整理するのにも、今までは法律がなかつたのでこの方法を準用しなさいということで都市計画法でうたつておるわけであります。これをわれわれは使つておるわけでありますけれども、この耕地整理法の法律では地主だけしか関係者にならない。

つまり地主といろいろ話しをつければいいんだということでございますけれども、新しい土地区画整理法では地主だけじやなくして、そこに借地権を持つておる権利者も関係者となりまして、この方々の意見も聞かなくちあならない、こういうことで借地権の換地もしなくちあならないということになつております。結局耕地整理法よりは民主的な立法になつておるということでありまして、権利というものが非常に尊重されておるということであります。耕地整理法でも借地権者が関係者になり得ないということじやございません。これには地主がこれを承諾したときには、借地権者が関係人となつて、市といろいろ相談することができるということでございますけれども、その場合は地主が一言の発言力もないということになるわけであります。

そういうところに新しい土地区画整理法との差が出てくるわけであります。それからもう一つは耕地整理法を準用した区画整理では、市が立案をして、そして住民にはかつて、告示をしてはかつてから執行していくということでございますけれども、土地区画整理法ではその地主の中からまた権利者の中から委員を選びます。これは法律でちやんと規定されておりまして、土地区画整理審議会というものをつくつて、その審議会の中で区画整理のいろいろな計画をたてるということになりまして、地主の意見が非常に重んじられるということであります。ただその場合でもやはりこれは地主だけじやなくして学識経験者、これも入つてきますし、また認可することについても、この審議会できまつたものがそのまま認可になるということじやございませんでやはり都市計画の考え方が入つてこなくちあならない、ただ地主の利益だけを考えるということじやないわけです。

また施行者はやつぱり従来と同じでございまして、現在の耕地整理法でも組合もできれば共同施行もでき、それから町村ができ、市長もできる、この４つがあるわけでありまして、新しい立法におきましても個人もできれば共同施行もできるし、組合施行もできるし、那覇市という団体もできるし、また市長もできるとこれは同じでございます。

それから今の耕地整理法を準用した都市計画では補助額がはつきりきまつておりません。ところが新立法では３分の２以内を補助するということで、補助の額が法律できめられてきますので、そういう点が利点になると考えられます。

こういうわけで真嘉比、古島、それから壺川地区の地主は耕地整理法を準用した区画整理では、私たちは反対だというようにはつきりした意思表示がございます。真嘉比、古島地区については１９６４年１０月１７日、それから１９６５年３月９日島袋セイキチさんと宮城セイコウさんの代表する二人から陳情書が参つております。また陳情書だけじやなく数回にわたつて私たちも陳情を受けております。そういうことでどうしても新しい法律ができなければわれわれはいやだということで真嘉比、古島地区は新しい法律ができてからやるというようなことでございます。

真嘉比、古島の問題はバイパスとの関係もありまして、一部修正しなければなりませんし、施行する時期は、やはり新しい立法ができたころになるんじやないかというふうに考えておりまして、そういうように施政方針でもうたわれておるわけであります。

それから都市計画の修正案の中でどう取り扱つていくかということでございますが、この修正案の中では別に区画整理をどうするかということじやございません。ただ、今の都市計画のマスタープランによつて決定された道路計画、その中の施設、これが１０年前と随分情勢が変わつておりますので、これをどうしても修正していかなければならない都市計画の施設の変更でございまして、この区画整理をどうするということについては自由になつておりますので、やはり現在と同じように、さつき市長がいわれましたように都市計画の母体というふうにいわれておる重要な事業でございますので、あくまでもこれを強力に推進していくということで御承知願いたいと思います。

以上でございます。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。ただいま施行いたしておりますところの下水道が各家庭に連結され実際に使用開始になりますのは１９６９年度でございます。５人の家族が下水道に使用する水量は一日２０リツトルないし２５リツトル、それだけの水量は水道部の給水計画の中に入つておりますので心配ないと思つております。細部については水道部長が答弁いたします。






○水道部長（玉城　定仁君）

　お答えいたします。水の問題で政治折衝したことがあるかという１点について市長からの御答弁がございましたが、さらにつけ加わえて申し上げたいと思つております。

琉球政府には建設局の都市計画の中に水道係があり係長ほか２名の職員で計３名の職員しかおりません。それで琉球全体の一応水道開発の問題につきましては琉球政府自体でも計画をたてるべきじやないかということで、沖縄水道協会長西銘市長の名前で行政主席に陳情要請を去年と今年２か年続けてやつております。　さらにさきほど申し上げました３名の職員では各市町村の指導は不可能であり、ただ補助金に対するところの割り当て程度と工事の施行指導、監督する程度しかできないのであります。それで今年になりまして政府の機構改革前に助役と二人で各市町村長を代表いたしまして３回にわたつて、琉球政府に機構改革の陳情をやつております。そのときの建設局長、総務局長のお話しでは新年度からその機構改革をしまして、いわゆる陣容の充実をはかり各市町村の指導と将来の計画に対しても仕事をさせたいというような明るい御答弁でございましたけれども、最近の新聞からしますと、これがどうも不可能だということを聞きまことに遺憾に思つております。

次に下水道ができたら水の使用量が多くなるが、下水道に使用する水量も含んだところの水道計画をやつておるかという御質問に対してお答えいたします。　先ほど土木部長からも説明がございましたが、下水道で使用する一人の一日の使用量は生理的に摂取される必要な水が２ないし３リツトル、それから洗たくとかフロ、そういうのに使う量が約５０リツトル、さらに水洗便所にだいたい２０リツトルから２５リツトル、それから散水、掃除用の水にだいたい２０リツトルから３０リツトル、計だいたい一日１０３リツトルから１２０リツトルというのが東大の広瀬六郎医学博士の論文から見た使用量でありそれを大体の基準にすればいいんじやないかということで、那覇市における水道計画もそれを十分考慮に入れましての計画でございます。

それじや将来の計画はどういうふうになつておるかということについて水道公社の計画を簡単に説明申し上げます。水道公社の水源開発によりますと、１９６７年次に完成される工事は天願ダム工事、貯水量、１２４万９，０００トン、工事費が１０２万２，０７７ドル、天願深井戸取水が７，５７０トンから８，７０５トン、これは６月中に完成の予定でございます。その工事費が１８万２，７３４ドル、３番目に３０号線から漢那間の送水管工事の完成によりまして５，６７７トンから６，４３４トン、これが６月中に完成される予定で工事費が２６６万３，５００ドルでございます。

さらに４番目に石川浄水場が一日浄水能力７万５，６００トン、これが６月中に完成する予定で工費が２８６万３，２９２ドル、５番目に比謝川、タイベース間の送水管の完成によりまして７，５６０トン、これが６月下旬に完成の予定で工費が４４万９，８５３ドル、６番目に嘉手納のヘンザの深井戸の工事が完成しますと１万３，２４７トンが取水されます。これが８月初旬ごろ完成の予定で工費が４０万５，２３３ドル、７番目にタイベースポンプ場の改良工事によりまして８月初旬ごろ完成の予定で工事費が２０万４，３９９ドル、以上の工事が８月まで完成しますと、３万４，０６５トンないし３万５，９５７トンの水が送水されるわけであります。現在の生産量が約３，０００万ガロンと合わせて約４，０００万ガロンの水が今年度いつぱい、９月までには取水できますのでその取水量が１５万１，４００トンになります。

しかしこの水量も最大需要期に対処できる絶対量としては必ずしも安定した水量とはいえないのであります。と申しますのは、那覇市の今年の８月、９月に使用予想量が約４万４，５２０トンで、軍のほうから５万トン、中南部１１か町村が約４万トン程度の使用量と推定しますと、その量が１３万４，５２０トンとなります。１万６，８８０トンの増となつておりますけれども、これはあくまでも平年並みの降雨量があるものとしての水量でございます。今年から来年まではこのような不穏な水の情況下にあることからいたしまして水道事業に携わるものといたしましては需要者に対しましてまことに心苦しい限りではございますけれども、続けて市民の需要者の方には節水の協力を仰がなければならないと考えております。そうでないとピンチを切り抜けることはできないと考えております。なお、水道公社のほうでは年々延びる需要量に備え、北部水源開発の計画といたしまして２０４０９，０００ドルの莫大な工費を投じて第一期平南の工事が６８年の６月に、それから福地川が１９６９年の６月までに完成の目標で直接に工事を進めております。これらの完成によりまして１，４００ガロン、５，３００トンの水がさらに開発されるわけであります。それから第２期工事は福地ダムを完成し石川浄水場の工事を含め、１９７３年度に完成することになつております。この工事の完成により２４０００万ガロン９０，８４０トンの水がさらに増水される。総計７，８００万ガロン２９５，２３０トンが確保できる。第３期工事の送水ポンプ敷設補修工事による最大能力が９，０００万ガロン約３４０，６５０トンの水が生産されるべく計画されております。これらの一連の開発工事の完成によりまして平年並みの降雨量さえあれば不穏な水事情が解消される。長期ゆう水計画に基く円滑な水道行政ができるものと考えております。これはあくまでも下水道を含めたところの水源開発の計画を申し上げたわけでございます。




○副議長（辺野喜　英興君）

　大体基準を２０分において議事を進めております。ただいままでに質問は約８分程度、それに対する当局の答弁が長引きまして約１２分超過しております。それというのもきようの質問におきまして区画整理、水道に関する問題が多々あると思いますが答弁は制約せずに十分させておるつもりでありますので御了承願いたいと思います。






○平良　真次郎君

　１点だけ質問いたしたいと思います。安謝港についてでございますが、施政方針の中で、那覇港および泊港はその能力が限界に達し琉球経済の今後の発展に致命的支障を来たす恐れがあり安謝港の築港について琉球政府および本土政府に要請してまいつたのでありますが、今回本土政府運輸省港湾局より係官が来島し、再調査の結果、これまでの計画を修正する必要が生じ現在琉球政府において検討中である、うんぬんとあります。

安謝港の構築につきましては那覇市における多年の計画であるとともに埋立てとあわせまして現在埋立てを進めておりますが、ところが現在の那覇港、泊港の状態を新聞で見ました場合、あるいは民間の経済団体の動きからいたしましても、この構築問題が非常に重大な時機に来ている。いわゆる市長のいうように致命的支障を来たす恐れがあるというよりも、むしろ支障を来たしつつあると私は考えまして質問をいたしたいと思います。那覇港の施設標準能力は年間８４万トン、とうたわれており、泊港が４０万トン、１９６５年におきましては那覇港が１７５万トンの取り扱いをし、泊港におきましては１０６万トンの取り扱いをしている。比率から申しますと那覇港においてはその能力の２．１倍、泊港においては２．６倍のいわゆる能力の２倍６分という実績であります。しかも船舶の輻輳時においては３倍、４倍の輻輳を来たしておると統計上はつきり示しておりますし、現在１０隻ないし１５隻は沖待ちの船がありまして、那覇港、泊港といわず、この問題については経済団体におきましても港湾建設促進委員会というのを作りまして強力に日本政府あるいは琉球政府に折衝しつつあるわけでありまして、琉球政府におきましてもこれの計画に特に力を入れてる状態であります。しかも沖待ちの、いわゆるチヤーター料というものが期間が長ければ長い程荷主にとつては相当の損失になりますし、さらに沖縄航路は沖待ちがあれば、あるいは荷役の面において手数がかかれば運賃を上げなければいかないし、いわゆる運賃面にもからむわけでございます。こういつたことが積み重なることによつてわれわれの経済生活が非常な高価なものにつきますしさらに物価対策上からも由々しい問題だと思います。特に泊港につきましては敷地が狭隘なために作業能率が低下しまするし、さらに運送も不如意で、いわゆる接岸荷役というものが非常な混雑を来たしているような状態であります。そのために沖待ちの船がバースはあいてるけれども接岸しようと思つても接岸を待たなければいけないという状態を来たしつつあります。こういうように安謝港の構築ということは沖縄のあるいは琉球政府の、そして那覇市の大きな問題として取り扱われ、また日本政府としてもそういうような意向のようでございますが、ここで市長にお尋ねしたいのは最初これは那覇市として当然この安謝の埋立地にあわせまして安謝港を作るということになつておりましたが、那覇市としてはそういうような意味で那覇市自体が補助金をもらつて安謝港を作るということが非常に好ましいことではありますが、この施設というものは国家的な施設である以上、日本政府としても琉球政府としてももつとこの問題について力を入れてもらわなければいけないということで、那覇市としてはその計画を琉球政府と一体どういうような打ち合わせをしているのか。あるいはこの施設の件については琉球政府とどういうような提携をしているのか。いわゆる那覇市自体で本土政府、あるいは琉球政府と折衝してゆくということになりますと、この港湾問題は非常な暗礁に乗り上げると思います。こういうような意味からやはり沖縄の全機関がこの安謝港をいかような方法で設計し、いかような方法で構築するというようなことでまとめの立場になければいけないと思います。そういうような意味において、あるいは技術的な修正もありましようし、これの補助金の対象という問題からも日本政府としては考えているやに聞きおよんでおります。そういうようなことにつきまして市長はどういうふうに考えてるか。

この安謝港の構築促進についてはどうしても那覇市長がまつ先に立つて琉球政府ならびに本土政府と統一した一つの方向を見い出してやるべきじやないかと考えおります。特に琉球商工会議所を中心として港湾荷役関係の会社あるいは港連その他の団体が、特にこの港湾問題について大きな働きかけをし主席あるいは関係当局に強力な折衝をして、市長としてもまとめ役としていわゆる沖縄の安謝港という立場に立つて推進すべきじやないかと考えるわけでございます。これは私の憶測かもしれませんが何か那覇市の計画と琉球政府の計画がしつくりいつてないんじやないかという気がいたします。その点関係団体においても非常に心配しぜひこれを一本化して協力に推進しなければいけないという意向もあるやに聞いております。さらに、６９年度においては現在のバース難を解決するために早急に接岸できる程度の岸壁をこさえてもらいたいというような陳情あるいは接渉がなされております。こういうような意味におきまして安謝港構築の問題は非常に国家的な施設として重要性を加えてまいりました。こういう点について市長の見解をお尋ねし今までの折衝の過程をお聞きしたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

ただいまの御質問に対してお答えいたします。御指摘になりました那覇港、泊港における年間荷揚量の適性能力をオーバーいたしまして、那覇港におきましては２．１倍、泊港におきましては適性能力の２．６倍という荷役がなされている現状でございます。したがいまして、沖待ちが多く、さらに接岸についても先を争う。各船会社が接岸の順位等についていろいろ苦情を那覇市あるいは琉球政府に対しまして提出されているような現状でございます。その意味におきまして安謝港の構築が急速に促進されなければならないということになりましたけれども、この安謝港構築計画は那覇市の多年の懸案でございまして、那覇市の都市計画事業といたしまして政府の認可を受けた事業になつております。ただ最近後藤、鮫島両先生に御来島いただきまして従来の計画が大巾に修正されておりますので、この修正について、さらに政府の認可を受けて、この事業を日米両政府の援助によつてやつてゆきたいと考えております。御指摘になりましたように、一体この港湾は琉球政府の事業としてやるのか、あるいは那覇市の事業としてやるのかということでございますけれども、私自身の考え方といたしましては、市長の考え方といたしましては、この事業は那覇市の埋立事業と相まつて構築される港でありますので、那覇市に対する補助事業として琉球政府あるいは日本政府に強力に私は要請するつもりであります。問題は第１年次において６０，０００坪、第２年次において２５，０００坪、第３年次において６０，０００坪、あと３００，０００坪近く残つておりますけれどもこの３００，０００坪の埋立てをやらない限りはこれとの関連なくしては泊港の構築は到底考えられない。したがいまして、埋立事業は那覇市だけでやるのであります。ですから私は残された３０万近くの埋立てを年次計画をたて、財政計画をたてて一挙にやろう、そのほうが得だという考え方に立つて計画を進めております。そういつたことで埋立事業との関連を無視しては港湾構築はなされませんのでこの港湾構築事業は埋立てとは別個に約２千万ドルの資金が必要でありますが、この２４万ドルの資金を那覇市に対する助成としてやつていただきたいというのが私の基本的な考え方であります。端的に申し上げますと埋立ては那覇市にさせておいて中味は琉球政府がとるということは怪しからんということであります。しかし、琉球政府はどういう観点に立つているかこみいつたことは話しておりまませんが、恐らく那覇市だけに２千万ドルの金をやるということは他の市町村との関連から好ましくない。しかし、琉球政府がこれをやつて、ただし安謝港の管理権だけを那覇市にやろうという行き方もありましようし、さらに那覇港、泊港、安謝港、とこの三つの港湾を管理する独立した港湾局でも作つて港湾事業の独立採算制の形で三つの港を管理してゆくかどうか、いろいろ問題はありますけれども端的に申し上げまして市長といたしましては事業としては那覇市の事業として強力にやつてゆきたいということであります。






○儀間　真祥君

　本員は市の財政と内部体制の問題についてお伺いしたいと思います。市長は６７年度の施政方針の中で自主財源の確保について検討するというふうになつております。今年度におきましては施政方針の中で健全財政のたてまえから自主財源の確保につとめるというふうになつております。要するに検討する段階を通りすぎて自主財源を確保するというところまで来ております。その方法としては施政方針にも書いてありますとおり中央税の一部移譲というふうになつております。そしてこれを折衝してゆきたいというふうに述べておりますけれども、その場合、中央税の一部を移譲してもらうことによつて自己財源を確保するわけですが、折衝を重ねてゆくという考えですということですが、これは単なる考えとして終るんじやなくて、これを本当に実現させるためにどの程度まで話を進めているか、あるいは今から進めてゆくのかその点についてお答え願いたいと思います。それから建設事業を始めようとするには諸般の財政需要を満たすために自主財源では足りないので中央税の那覇市への一部移譲ということですがそれでもまだ十分ではない。だからして日米琉政府の援助を拡大してもらうということを強力に折衝する考えだということをいつておりますが、市長は今年度中において米民政府、琉球政府の授助をあてこんだところの自主財源を中心とする市独自の都市計画に対する裏付けである資金計画をたてる考えであるかどうかその点についてお尋ねいたします。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対しましてお答えいたします。御指摘になりましたとおり那覇市の自己財源の確保につきましては私数年来心を砕いてまいつて来たのでありますがその施策の一環といたしましてたばこ消費税、娯楽税を中心とする政府税の移譲を強力に推進してまいつたのでありますが、今日まで実現を見るに到つてないことはまことに遺憾であります。先ほどの税制審議会におきましても地方財政の強化という面からいろいろ政府に対しまして答申がなされておるのでございまするけれども御案内のとおりプライス法の改正が実現せず、さらに琉球政府の歳入欠陥と相まつて税制の全般的な検討が実現されておらず、また政府税の移譲も実現されておりません。しかしながら、この問題は機会あるごとに私は主席に常に申し上げておる次第でございまして所得税の減税の問題と関連いたしまして、地方税の移譲、地方財政の強化という点も同時に取り上げて検討していただきたいということを機会あるたびに私は主席にお願いいたしておるわけでございます。御承知のとおり建設事業等につきましても自己財源でできる事業というものはほとんどありません。少なくとも経常財源の中で建設事業に振り向ける資金は僅かに４，５０万ドルでございまして埋立地を売却処分することによつて那覇市の建設事業の自己負担分がまかなわれてる現状でございます。したがいまして、そのためにも、どうしても政府税の地方税への移譲ということは強力に進めなければなりませんし、また関係法規の中で先ほど建設部長から区画整理法の内容についてお話しがあつたと思いますが、各事業における政府の負担区分というものを明確にする。３分の２なら３分の２、あるいは半額なら半額と、と同時に単に負担の区分の明確化ということだけではなく、できれば各事業における予算単価を引き上げてもらいたい。

予算単価が低いために那覇市の一般財源で負担する面が多きいのでこの面も同時に琉球政府にお願いし、その実現の見通しも明かるくなりまして今年度予算におきましても前年度と比較いたしまして予算単価も大分上がつております。そういうことをやりながら建設事業を進めていく以外に方法はないのでございまして、到底那覇市の現在もつている自己財源、特に経常的な収入では那覇市の建設事業は進められないのでありまして、あくまでもこれは日本政府、米国政府、ならびに琉球政府の援助拡大をまつて那覇市の都市計画事業を進めてゆくこと以外に方法はないということを申し上げておきたいのであります。




○儀間　真祥君

　市長の説明によると十分なあてはない、事業の計画はたてられないということになると思います。要するにそういうふうなことでありますので一応計画がたたないと思います。さらに、日米琉政府の援助ということがうたわれておりますが、その場合にこれは民政府あるいは琉球政府が那覇市と一体となつて資金計画を作るということではないかと思いますが、そういう点からしましてこの琉球内の援助、あるいは日本政府の援助、これが市長の折衝する段階において、折衝するだけで果して法的な拘束力をもつて資金の裏付けによる事業計画ができるかどうか。




○市長（西銘順治君）

　お答えいたします前に儀間議員の質問の趣旨がよく呑み込めないわけでございますが、こういうことでございますか。結局、市長が日本政府、米国政府と一緒になつて資金計画をたてるだけでは法律上の根拠はない。そういうことでございますか。




○儀間　真祥君

　要するに、日米琉政府の援助について折衝するとうたわれておりますが、市長が折衝するだけで法的な裏付けができてもらえるかということであります。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。法的な裏付けということはそれぞれ各事業によつていろいろ関係法規が出て来ます。これは都市計画なら都市計画法、あるいは区画整理ですと区画整理法と関係法規の上で少なくとも琉球政府の負担が明確であればそれだけ当然政府としては義務費として、策定経費として支出しなければならない。市町村あるいは住民に対す琉球政府の義務であります。

したがつて関係法規の上からは当然策定経費となつてあらわれてくるものもあるし、またそうでなくしていわゆる政治的な配慮によつて補助金を余計にもらう、日本からの支出金を増やす。これは策定計画に伴なうというよりもむしろ政治折衝が大きいわけでございます。以上であります。




○儀間　真祥君

　琉球政府あるいは米国政府または日本政府の援助については十分なあてがない。要するに法的な裏付けもないわけであります。そういう点で向こうが出すときにしか資金も組めないしその場においての勝負であります。そういう点で資金の裏付けによる都市計画これができないわけであります。それと同時に市長は負担の区分を明確にしてゆきたいということでありますが、今のようなあり方で負担の区分ができるかどうか。　　　というのは前の学校負担の問題についてでありますが、浦添高校にしても真和志高校にしても、特に真和志高校においては新しく負担区分を明らかにするといいながらも自分で法の裏をくぐつて出しておる。そういう点からいいまして負担区分を明らかにするというよりも本当にできるかどうか。その点では矛盾を感ずるのであります。時間もありませんので資金の計画についてどういうふうにすれば確保できるか、これを政治折衝だけで終らせるのか、お答え願いたい。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。なるほど真和志高校の敷地購入の問題につきましては私は政府のとつた措置が適正な措置とは考えておりません。少なくとも地方財政の負担を軽減するというのが、琉球政府の財政のたて方でなければならないと思います。

ところが先年教育費の負担というものが、関係市町村にのしかかつておるような現状でありまして、教育予算を御覧になつてもおわかりのとおりであります。ただ那覇市の子弟を教育する高校敷地でございまするので、これはなるほど琉球政府に対しては、この負担の区分をやれということで迫つておりますものの、そういつた諸般の情勢からいたしまして、早くつくらなければならない、また政府があの当時においてはつきり負担するということは財政の上から到底期待できなかつたということでやむを得ずとつた措置でございまして、その点からは理論と一貫しないことは率直に認めます。

しかし日本政府に対する援助要請にいたしましても、米国政府に対する援助要請にいたしましてもだれも約束できるものではございません。プライス法にいたしましても、まだ増額なるともならぬともだれもこれは予言できません。しかしながらただプライス法を増額するように努力して政治折衝をする。これはなるならないにかかわらずやらなければならないことでございましてもちろん日本政府、アメリカ政府において那覇市の都市計画事業について年次的にこれだけの金を負担するという立法でもつくつてもらえばこれにこしたことはございませんけれども、現在の段階におきましては何と申しましても援助獲得の原動力は政治折衝だということを申し上げたいのであります。




○儀間　真祥君

　今政治折衝ということを申しておりますが、私は折衝だけではあてにならぬというふうに考えております。といいますのは、今まで、たとえば豊見城の学校敷地の負担をしております。その場合でも、あの豊見城の村長選挙においてわれわれは相当戦つてきた、そのために政府はとうとうあの６万ドル近くの支出をしてきた、そういう点からいいましても戦う以外にはないんだというふうに本員は考えます。その場合に一応今アメリカが沖縄から相当の収奪をしている。これを取りかえすためにわれわれは戦わなければならないと思います。私が申し上げておることは市長にその獲得するために先頭にたてということではない。尻りからついてきてもいい、とにかくみんなと一緒にやつていくということがなければならないと思います。現在アメリカが沖縄でどれだけ収奪しているか説明しますと、１９６６年で開金より２０３万４，０００ドル、余剰農産物これからの利潤が２２万４，０００ドル余り、琉銀から３３万３，０００ドル、電力公社から２９５万３，０００ドル、水道公社から９４万４，０００ドル、油脂販売税金から４１０万ドル、その他国県有地をただで使つておる、あるいは沖縄住民に使わしてその使用料を取つております。そういうのが４１７万ドル余り、それから外人税が非常に優遇されておる。そういうのから３３１万ドル余り、こういうものを合計しますと莫大な金になる、つまり８，０００万ドル余りになります。こういう金を全部琉球政府に繰り入れて、そしてこれを全沖縄の市町村に配分していくというふうになつてくれば今の市長のいう政治折衝はやらなくてもいいわけです。

そういうことも考えました場合に　当然そのような方法を取るべきだと思う。そういう意味において本員はさつき申し上げましたように市長は先頭にはたたなくてもいい、できればそのほうが・・・。しかしながら今の場合は市長が先頭にたたなくてもみんなとともに戦つていく姿勢を堅持してもらいたいと思います。これは答弁を求めたいとは思つておりません。それで質問を終わります。






○宮良　永昌君

　施政方針の内容を聴取しさらにプリントをとうして拝読いたしましたが、市政については市民平等、諸地域公平の原則どおり、市民の上に各地区にわたつて万遍なく市政が盛られてある点、あたかも美しい花火を見る感じでございまして、やがてはその花が実を結ぶことを期待するものであります。

従つて従来の施政方針に比してやや具体性があつて大なる迫力を感じ、一応紳士のエチケツトとして御苦労さまと感謝の意を表し総点数においては８５点をささげたいと思います。ありがとうございました。

さて施政方針の冒頭にある那覇市の今日あるは、さらに将来の願いは日米琉政府の積極的な援助と市民の絶大なる協力がその要因であることは何人もそれを否定することはできないと存じます。そこで市長の姿勢を正したいと思うんですが、何と申しましても、お金だけではあらゆるものの施行実現することはできないということ。そのためにはどうしても市民の絶大なる協力とあいまつてはじめて実を結ぶんだということを前提としまして、今までの市議会議員のあり方、あるいは市執行部のあり方に対して本員の２か年間の経験をとうしまして考えてみますと、もちろん執行部は執行部であつて議案を提出するところである。それから議員はこの議案に対して議決する機関であつて相対立し牽制して進歩があるんだというその理論はわかりますけれども安易な妥協をしていいかどうかということはぬきにしまして、一応提出された議案に対してその議会におきましては口角あわを飛ばして反対意見を述べるのもよろしい、しかしながら一旦決定されたら、みなが一体となつて市政に協力していくところの義務がある。ところが過去を見ますと、寄宮地区にしましても、かくのごとくきまつた問題を逆コースをたどつてブレーキをかけるような問題もあつたように伺つております。これはだれが悪いかということになりますと総体的に問題でございまして、その根本的な理由は、そこにはやはり党派、派閥というものが介在しておるところに大きな原因があるんじやないかと思います。

原則的には自治体においては、イデオロギーは要らないんです。学校をつくるにしましても、港湾をつくるにしても、道路をつくるにしましてもそれが早いかおそいか、是か非か問題でありまして、そこに思想問題は横たわつていないというのが原則であるにもかかわらず、市執行部においては、そこにはからずも野党とか与党というものをつくりあげたような形になりまして、どうも野党を白眼視する、与党に対しては協力を頼むということじやなくして、みな一視同仁になつて大きな莫大な予算を遂行するために、もちろん積極的な外交手段とあいまつて市民の理解ある協力によつてできるんだというところの大きな腹でガラスばりで、ただ市会において質疑をすることによつて事を進めるということじやなくして、やはり平素が大事でございまして、この問題がここまで進んでおるんだと、今折衝中だと、もう一歩したらできるんだというところまでその市議員と執行部と一体となつていくところに美しい実を結び問題が起らないとこう思うわけでございます。たとえばときどき田舎から立法院へ押しかけてくるところの陳情団を見ましても、村会議員と村長が一体となつて主席のところにぶつかつておる。ところが那覇市においてはそういうことがない、われわれ執行部だけでやるんだということじやなくして、たとえばどんな問題でも場合によつては協力してくれるかと、こういう美しい気持で民政府にも、政府にも、場合によつてはワシントン白亜外交まで行つてもいいし、東京の首相官邸に押しかける、そういうフアイトを持つて執行部と議員が一体となつて過去の陋習を破りまして非常に民主化された運営のやり方、たとえて申し上げますと、ホノルルでは市会議員が８名で執行部と密な連絡をとつてガラスばりでやつていくということを聞き、その結果は世界屈指の都市として大きな形態をなしておるという実例がありまして、沖縄の人間も同じ人間です。やればできぬことはない。そういう意味におきまして何と申しましても執行部の反省、今後のあり方、また市議員が執行部に対する考え方を一応お互に考えまして、執行部、議員一体となつてこの問題を取組んでわが家の大事という気持でやつていくということが根本じやないかしらんと思います。そういうわけで、そのためには何と申しましても執行部の市長が低姿勢になつて頭をペコペコ下げて説得するのもよかろう、しかし説得も大事でありますけれども、やはりその人の心を改造する一切を生み出すのは愛であり生み出すのが心であるとすれば心の模様替えと申しますか、ややもすれば、われわれは環境に支配されまして環境の中の小さい視野を持つておる場合がありまするけど、それを気ずかぬ場合があるわけです。そういう意味におきまして、まず大きな事業をなす前の心構えをつくる前に人づくりをする。人づくりといいましても孝行息子をつくれという意味ではございません。本当に国際的な視野をもつという意味におきまして行政視察を拡大しましてホノルルまで延長してもらうような考えはないかどうか。そういうスケールがあるかどうか。そういう意味におきまして市長の考えをただしたいと思います。次にこれは小さい問題のように思われて一笑に付しては困りますけれども、漫湖風致地区の整理という問題が載つております。この漫湖という言葉が、どうも名称がおかしい、漫湖とはつまり漫然として名もなき湖だという意味で漫湖にしたんじやないかと思いまして字典をひつぱつたら漫湖という字句はありませんでした。そこで近江の琵琶湖があるし、箱根には芦の湖があるし、日光には中禅寺湖があるし、何かしらそこに地名があるかしらと、聞くところによると漫湖は地名じやないらしい、しかも奥武山の漫湖という言葉があまりぴつたりしませんし、しかも風致という問題は風流をあらわす問題でありまして、あの字は体をあらわす、名は運命を決するという意味におきまして、国際都市を建設する上においてもひびきのいい、名前を漫湖公園とつけずにそこにかわつた名称をもつていきたいという腹がないかどうか、以上質問いたします。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対してお答えいたします。市執行部と議会との協力関係についていろいろ御指摘を受けたわけでありますが、私も全く同感でございまして、特に野党と与党を構えたり、また問題をこのことによつて破棄しようとは考えておりません。御指摘になりましたとおり市政の問題は党派を越えて常に具体的な明確な命題が多いのでありまして、その点は今後野党の方々とも腹を割つて話し合つていきたいと考えております。ところが話し合つてもわからぬ場合がありますので、そういう場合は仕方がありません。

あまんじて批難を受けます。攻撃も受けます　それが市長の仕事の一つではないかと考えておりまして、基本的な態度といたしましてはひざをまじえて野党の方々とも話し合つていきたい。さらに議員の方々とも対談を数多くもつことによつて相互理解を深めてそして一緒になつて市民の福祉向上に邁進していきたいと考えております。

そういう意味で行政視察をホノルルと海外旅行まで一つ考慮してみたらどうかということでございますけれども、この点につきましては十分検討いたしまして実現するような方向で努力したいと考えております。名称の件につきましては建設部長から説明させることにいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　大変な質問でございまして、どうお答えしていいか私も迷つておりますが、これは固有名詞でございます。字をかいたらりつぱな字でございます。このごろが悪いからかえる。これがみんなの考えであればかえなくちやならないと思いますけれども、このかえなくちやならない理由がどこにあるか、固有名詞にはたくさん変なものがありますが、世論がこれをかえなくちあならないということであればこれはかえなければならないと思います。




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩します。

	（午前１１時４６分　休憩）

	（午前１１時４７分　再開）







○副議長（辺野喜　英興君）

休憩前に引き続き会議を開きます。






○友利　栄吉君

　ただいままでの当局の答弁で幾らか明らかになつた点もございますので、本員は簡単に質問を申し上げます。

都市計画のマスタープランの修正については市長は就任以来、これを施政方針の中にその修正が必要であるということを解いてきております。幸にしてこのたびの施政方針においてはその修正案ができ上つたような感じを受けるわけでありますが、非常に今まで長すぎた、その期間のかかりすぎた原因について、さらにどういう点が重点的に諮問されたか、この２点についでお伺いいたします。

第２番目に埋立事業の推進の件でございますが、市長は土地利用の計画については長期計画が必要であるということをうたつております。確かに埋立事業によつて土地造成しそれを利用していく。さらに膨大な都市計画補助事業に対する対応費としても大事な事業であると思いますが、その長期計画についてわれわれ市民に安心できるような見通をお伺いしたいと思います。

第３番目に公園計画でありますが、漫湖を埋め立てて緑地を造成するというお考えのようであります。一体あの漫湖はどの程度まで埋め立て可能なのであるか。先に那覇市議会は全会一致でこれ以上の埋め立てを認めないという決議をしたことがございますが、市当局の考えはどうであるのか、どの辺まで埋め立てられるのか、それが１点。

次に従来旭が丘公園計画として立案されてきたにもかかわらず、現在ある公園予定地でさえも整備しきれないで、それをそのままにしているがどういうわけで新らたにその公園の予定地をつくつたのか。その辺の理由について伺いたい。

次に下水道事業についてでありますが、この事業は９か年計画となつており１，０００万ドル余りの事業となつておりますが、年平均しても１００万ドル以上の建設費が必要です。ところが６８年度は２５万ドルしか計上されていない。一体今後の１，０００万ドルの建設費がこれはもらえるのかどうか、非常に不安を覚えるものであります。その不安がないように市民に納得できるように御説明を願いたい。水量の問題については、先ほど答弁もありましたが、現在でも上水道でも非常に足らないで困つており、さらに下水道が完備した暁にははたしてこれだけの水量があるか。水道部長は机上の計画プランだけを説明しているようでありますが、市民は非常に不安である。その点について自信のほどをお伺いしたい。最後に中央税の一部移譲について、市長も就任以来努力をしてきたようでありますが、不幸にして未だ実現を見ていない。その申請をしてそれが却下された理由についてまだあいまいであります。しかもまた税制審議会委員のメンバーも新らたに構成されておるようでありますが、この際申請して新らたな構成メンバーでこれが審議され、市長の申請どおりになる可能性はあるのだろうか。

さらに中央税の一部移管によつて市はどれぐらいの額の収入を見込んでおるのか。以上について御答弁をお願いします。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問についてお答えいたします。都市計画基本計画、マスタープランの修正案についての御質問でございますが、これが今日までなかなか結論が出なかつたことを深くおわび申し上げるものであります。この修正案の審議について長期の期間を要した理由とまた御指摘になりました諮問の重要なポイントにつきましては建設部長から答弁させることにいたします。さらに安謝港構築と関連いたしまして公有水面の埋立事業の長期計画でございますが、那覇市といたしまして、この安謝の港湾構築に伴う埋立事業は、できるだけ早くやりたい。今土木部におきましてその工事の計画、さらにそれに伴う資金計画とがいろいろ研究されておりますので、その見通しについて土木部長から答弁させることにいたします。ただ申し上げたいことは今日まで埋立事業の利益によりまして、政府補助事業に対する自己負担金を賄つてきたのでありますが、この安謝地先の埋立てが完成いたしますと、那覇市にはこれといつた埋め立て事業はほとんどございません。従いまして自己負担金だけでも賄うという点から考えてみましても非常に見通しが暗い、財政の問題が非常に心配になつてくるわけであります。御承知のとおり先ほども話しがありましたが、漫湖のグリーンベルト造成は別に目新しい事業ではございません。従来の都市計画基本計画で策定された事業でございまして、これは客土ではなくして約１メーターぐらい新設いたしまして、このグリーンベルトの造成をしていきたい。これがちようど満湖を取りまく一周道路の一部になりますが、　その意味で約１１５万ドルの起債を予定しておるような現状でございますが、この実施計画等につきましては建設部長をして答弁させることにいたします。

与儀公園の造成の面、希望が丘公園の整備等についても関係地主あるいは、その他の関係者といろいろ話し合つておるわけでありますが、これも今年度引き続いてやつていきたいと考えております。与儀公園につきましても、道路の造成、さらに安全柵の建設、いろいろございまして、修正どおり前年に引き続いてやつていくわけでありまして、けつして漫湖のグリーンベルトの造成だけして与儀公園、希望が丘公園計画を捨てたということじやございません。

さらに下水道事業の見通しでございますが、これは前年度に繰り越しが多いために今年度は額が２５万ドルになつておるわけでございまして、資金の見通しは非常に明るいわけであります。ただそこで心配になりますのは、この長期計画でございますけれども、この資金の一部がまず水資源の開発ということでユースカーの資金計画の中で水源地の建設資金、そういつたものに向けられるんじやないか。従つてこの計画が幾らか延びるんじやないかという懸念もなきにしもあらずでございますけれども、この点につきましては上木部長から説明させることにいたします。

それと政府税の移譲につきましては　先ほども申し上げましたとおりまことに不徳のいたすところと申し上げますか、実現を見ておりませんが、このたび税制審議会のメンバーが全部かわつております。

従つて先に答申されました税制審議会の内容をそのままその答申案を引きつぐとは考えられませんけれども、少なくとも地方税の一部移譲ということを考えてみました場合に、現在の政府の財源から考えてみました場合、あの税審の内容を大きく修正するわけにはいかない、あくまでもあれは所得税の軽減ということが主体になつておりまして、それに伴う保管税の設定等いろいろ考えております。それに伴つて目的税を設定して地方の行財政水準を引き上げていこう、あるいは道路を整備していこうといつたような案が出ておりますけれども、あの案を大きくかえるわけにはいきません。その見通しでございますけれども、問題はプライス法との関連、新年度の日本政府援助の額の問題でございますけれども、この見通しが明るくなれは政府税の一部移譲も私は実現できるんじやないかと確信をいたしておりますしその線で琉球政府に強力に折衝していきたい、かように考えております。額でございますが、たばこ消費税、それから娯楽税、遊興飲食税、いろいろありますけれども、その大体の計画をし要請しておる金額でございますがこれにつきましても公室長から答弁させることにいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　都市計画修正案が延び延びになつた理由はどういうところが重点になつてるかという御質問でございますが都市計画修正案が都市計画委員会に提案されたのが２か年前でございます。２か年の審議期間を要しております。

ここでどうして長引いたかということでございますが、これは道路計画において那覇市の推定いたしております自動車の推計と、政府で推計している台数これに相違がございます。この相違の結果によつて道路の系統をみんなかえなければならないということで政府の推計している自動車の推計量とあわせまして、そして道路の巾員を再検討したわけでございます。それから公園計画については具体的に案をたてなさいということでこれも時日を要したわけでございます。この案ができてから都市計画委員会に審議を願う段取りになつておりまして、これができましたら内地から専門家をお呼びしてわれわれがたてた計画を診断していただいて将来の体系でございますので慎重に取り扱つてゆきたいと考えております。大体年内には決定いたしまして、また用途地域につきましてはどうしても議会の同意を得なければなりませんがその他の施設につきましては議会の同意は法的に必要ないということでございますけれども、そういつた資料も全部提出いたしまして議会の同意を得て行政主席の認可を得たいと考えております。重要な点は、１０年前に決定されたマスタープランは結局自動車の推計に大きな相違があり、道路の巾員が非常に小さい。それで、この道路の形態をかえるということが重点であります。もう一つは、ただ那覇市の行政区域だけの都市計画であつてはいけない。やはり周辺の隣接市町村を含めた広域の考え方でゆかなければあとで支障を来たすんじやないかというようなことで隣接市町村の１町５村を含めた計画をしております。そういう点が今度の修正案の大きな骨子になつております。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。安謝の地先の埋立の見通しについてでございますが、安謝の埋立事業は一般財源の確保の観点からいたしまして分割して施行してまいつたのでございますがこの計画は７カ年計画で始められてあと４年残つております。ところが最近の物価の値上がりによりまして諸経費がかさみますし、もう一つは安謝の港湾計画が本格的に１９６９年から始まると少なくともこれに先行して埋立てをしなければならないということになりますのでどうしても残こりの事業は一括してやらなければならないと思つております。先だつても運輸省から鮫島技官がまいりまして再調査の結果当初の計画に大巾な修正が加えられておりますので埋立面積に相当の変化が出てまいります。当初の計画４８３，８１８坪が今度の計画では４９８，３０５坪というふうに変わつてまいりまして、面積が大きくなります。埠頭用地が大きくなります。宅地の面積は小さくなる予定でございます。工期は大体２か年半くらいでできるんじやないかという予想であります、資金量は先ほど申し上げましたとおりまだ港湾の地域がはつきりしておりませんので確たる御答弁はできませんが概算しまして１，３００万ないし１，４００万ぐらいと思つております。もう一つ下水道工事についてお答えいたします。６８年度の補助金が２５万ドルに減つてるが資金の見通しはどうするかということでございますが下水道計画は９か年計画で始めております。この９カ年計画の中における資金の１，０５９万ドルという計画は変わつておりません。年度によつて資金の操作をすることになつておりますのでこれによつて９カ年の基本計画が狂うということはございません。






○市長公室長（城田　清才君）

　お答えいたします。中央税の地方税移管によつてどの程度の収入が見込めるかという御質問でございますが税審の地方税分科会におきましては現在の全琉市町村におきまするところの自主財源の状況は２４％となつておりましてこれを第１案といたしまして３０％に引き上げる場合と、第２案は３５％に引き上げる場合を想定しております。したがいましてこれによりますというと、第１案によりますと約１，０５７，１９０ドルこれは全琉でございます。

第２案は２，７６１，６５９ドルということになりまして、これを基礎にいたしまして那覇市の増税案を推定いたしましたところ第１案によりますと約４０万ドルの増ということになります。今、現在第２案につきましてはまだ推計しておりませんが恐らくこの数字でゆきますと１００万程度になるかと想像しております。




○副議長（辺野喜　英興君）

　昼食のため休憩いたしまして午后１時再開いたします。

	（午后１２時０８分　休憩）

	（午后　１時　０分　再開）







○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。






○黒潮　隆君

　西銘市長の施政方針は四つの柱からなつております。第１番の柱が都市計画事業の推進について。第２番目が市民生活および社会福祉対策。第３番目が産業経済対策について。第４番目が市の財政と内部体制の強化について。以上四つの柱からなつておりますが本員は３番目の産業対策についてただしてみたいと思います。施政方針の中で、本市の産業は全琉の中核をなし年々向上しつつあるが産業別、規模別、組織別にみると商工企業の大部分が中小企業で占めており、その企業を助成するために融資の問題、あるいは経営指導の問題、あるいは商工企業の合理化、さらに中小企業を科学的に診断してその欠陥をなくし中小企業を保護育成したいと述べておりますが、その場合市長の那覇市における、そういう企業のほとんどが中小企業で占められているという分析が誤まつているのではないか。それが誤まる場合にはその対策においても十分な施策ができないんじやないかというような疑問をもつております。なぜかと申し上げますと、那覇市内における全産業の中で占める割合いは商業が多いわけでございます。どういうふうになつてるかと申し上げますと、もちろん卸、小売りの業者が８９％占めております。しかも、８９％はそういつた小さな商売人で占めておりそのうち従業員数も５８．７％になつております。そして４人以下で常時仕事をしている数が９４％、家族で営業している事業数が６８．９％規模から見るとこの企業が零細性を示しているということが数字の上からはつきりいえるのではないかと思います。５人以上傭つて営業しているのは僅かに１．１％しかないというところからみても決して中小企業ではないんじやないか、むしろ零細企業が多く占めているというふうに見なければならないというふうに本員は考えます。それでここでいう中小企業というのは零細企業というのを指しているのか。なぜならば資金融資の面でいろいろ施策を打ち出したにしても今の零細企業ではほとんど金が借りられないわけでございます。なぜならば銀行の選別融資、つまり儲かる事業にしか貸さないということで選別融資がひどくなつております。それでは零細企業の場合は福祉資金を利用すればいいんじやないかということになりますが、それもボーダーライン層に限られ、しかも予算の枠が規制されて最高３００ドルしか借りられないというふうに私記憶しております。その分析によつてここに打ち出されている市長の施策が中企業だけに振り向けられているんじやないかというふうに疑問をもつからであります。それでまづその点を明らかにしていただきたいと考えます。２番目に観光事業の問題であります。観光事業の問題については前年度に引き続いて保護育成あるいは指導してゆきたいというふうにうたい、内外でも沖縄がクローズアツプされているということからはじまつて外客を沖縄に誘致するためにいろいろ実態調査もしあるいは観光宣伝事業あるいは展示会などを開くというふうにあげられております。そして僅かでありますが予算化もされておりますが、沖縄の観光事業を発展させてゆくにはどうしても観光事業の開発という点も大きな問題だと思いますが、それにもまして重視しなければならないと考えるのは渡航の問題であります。これは非常に重要でありますが市長は一言半句もふれておりません。なぜならば渡航の手続きがいくらか緩和されたといわれてますが基本的にはアメリカの許可を受けなければ沖縄に入つてこられず、しかも手続きが緩和されたとはいえまだまだ多くの時間がかかります。したがつて、沖縄に行きたいということで旅券の申請を行つている本土の同胞が余まり時間がかかりすぎるので北海道に行つたとか、あるいは取りやめたとかいうことが本土の新聞報道の中ででも明かにされております。したがつてこの渡航の問題は観光事業を発展させるという点から欠くことのできない問題ではないかというふうに考えます。したがつて市長は施政方針には触れてないがその渡航の問題をどのように解決し、あるいは自由をかちとるという面に近付けてゆくという努力をなさろうとしているのか、この点についてもお尋ねしたいと思います。それから農業水産についてただしてみたいと思います。ここでは、前年度に引き続き農業基本施設の整備、優良品種の普及、あるいは耕うん機の補助、農業の合理化、干害防止の点など触れられております。そして家畜、伝染病の予防などというふうにうたわれておりますが、基本的には農業の問題をどのように発展させなければならないかといえばこれは自治体よりも琉球政府のほうで進めるべきだというふうに考えます。しかし市としても市民の中に農民がいるだけにその農民の問題、あるいは水産事業の問題、これをおろそかにしてはならないという立場からただしてみたいと思います。　ここで市長は耕うん機などの補助をうたつておりますが、　そう効果を上げてないんじやないかというふうに本員は考えます。たとえば去年でしたかトラクターを購入して農民に補助をする。農業組合などでそれを管理するなどいろいろな方法をとられておりますが、このトラクターを使用しないままにほとんど放置しているのが現状であります。なぜならば沖縄の農業がみんなで利用できるような農業形態ではないというところから生まれてるというふうに本員は考えます。たとえば畑が飛び飛びにあるとか、あるいは農道が整備されてない、したがつて人の畑の上かトラクターを入れる。あるいは畦道が小さくて入らないとかいろいろ問題があると思います。だから深く耕やすことは５年に１回はやつたほうがいいということはわかります。しかしそれが実情に合わない。そういうところから今年度は施政方針などにトラクターの問題が出ずに耕うん機になつてると思いますが、耕うん機にしても助成しているようには効果は上がつてないんじやないかというふうにいわれております。大体那覇市から補助金をもらつて耕うん機を購入した市民の多くは３か年過ぎると売つてしまうというケースが出ております。なぜかと申し上げますとその運用にも問題はあると思いますが自分の畑を耕うん機でたがやすと短時間で終つてしまいほかは遊ぶということになる。それでほかの農民から頼まれてやる場合もあるでしよう。しかしそれが連用の面でも歩合制、交替制などでやつております。それがむしろ農業の規模、つまり先ほど申し上げました耕地が狭いという面も相まつてそう効果は上げてないというふうに本員は考えております。これについても市は今後のそういう補助と相まつてもつと基本的なところに多く力を入れるべきじやないかというふうに本員は考えますが、これについて市長は前年度に引き継ぐ同じような政策をとつていかれるのかどうかについてお尋ねしたいと思います。以上３点をお尋ねして答弁によつてはまた質疑を続けたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。御質問の第１点は中小企業の対策についてでございます。中小企業の基本的な対策といたしましては私が申し上げるまでもなく資金の面からの挺子入れ、さらに指導の面からの挺子入れ、さらに加えまして税制全般についてのことも同時に伺わなければならないと思います。

資金、指導、税制この三つが中小企業対策の基本的な問題として取り上げていかなければならないと考えております。琉球政府におきましても資金の面指導体制の面、いろいろ大所高所から検討がなされておるわけでございまするが、何しろ現在の経済体制下におきましては中小企業は大企業に圧迫されてる現状でございまして企業の系列化、あるいは資本の系列化という問題は本土でも沖縄でも同じような形で進んでると思います。御質問の第１点は中小企業の中で卸、小売りの例をとつてそれらの業者が８９％を占めており、しかも中小企業の人口の点から見てもほとんど４人以下で仕事をしているという点から零細企業であるということを御指摘になつておりますが、もちろん施政方針の中で述べました中小企業はこれらの零細企業も含めての中小企業ということで施策を進めてゆくつもりであります。次に観光事業でございますが観光事業は何と申し上げましても関連産業の多い事業でございまして観光資源の開発の問題もこれは同時に取り上げていかなければなりませんし交通の問題、あるいは史跡、旧跡の保存の問題、道路整備の問題、さらに観光客に対するサービスの問題、いろいろありましようけれどもこういつた観光事業に必要な処置は早急にしなければなりませんが幸い立法院で観光事業団法が提案されまして今日まで継続審議になつておりますけれども、こういつた観光事業団法が成立いたしますれば政府の施策と相まつて那覇市といたしましてもできるだけの施策を取りたいとかように考えております。しかし、この問題よりももつともつと基本的な問題、渡航の自由、少なくとも渡航手続がもう少こし緩和されなければならないということは御指摘のとおりでございますが近年この手続きにつきましては非常に緩和されておりまして一昨年沖縄に来島いたしました観光客が約６万人、昨年が８万人を越えておりまして、これも渡航手続きの緩和が一つの原因になつているんじやないかと思います。これにつきまして市長はどういう施策を取るかということでございますが、これは専ら琉球政府に対しまして手続きの緩和を訴える以外に方法はないと考えておりますし私の権限に属しないのではつきり答弁できないことを残念に思つております。次に農水産業の振興対策についての御質問でございますが確かに御指摘になりましたとおり耕種農業に対するいろいろな補助、特に農機具、耕うん機、トラクターの助成につきましては本土におけるような効果はあげておりません。これは琉球農業の持つ大きな欠陥でございまして耕地整理がなされてない。畑が飛び飛びにある。畦道が小さい。耕うん機、トラクターなどの農業機械が十分効果を上げるような体制にないことを残念に思つております。さらに農業経営規模別から見ましても全琉一戸当りの平均耕地面積が４反２畝、日本では５反百姓といいますけれども零細規模にあることが大きな原因になつております。しかしいくら規模が小さくても現在農業人口が急激に減つております。これは第２次、第３次産業に対しまして相当吸収されております。砂糖きびの刈り入れ時期を見てもわかるとおり農民といたしましても零細規模とは別に人手の不足を補うという意味から耕うん機、トラツクターに対する補助要請が強いわけでございましてこれに対して全部こたえることができない現況下にありまして、したがいましていくらかでも農民の農繁期における人手不足を補うという意味から今後継続して耕うん機に対する助成をしなければならないと思います。効果は少ないかもしれませんけれども現在の段階においてはやむを得ない措置と考えております。耕うん機に対する助成の今日までの状況につきましては経済民生部長から答弁させることにいたします。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。ただいまの耕うん機の実績でありますが１９６１年度から６７年度までの間に補助して出した台数が２２台であります。それで現在那覇市内に普及しておる台数が２７台ぐらいでありましてほとんどは市の補助に基くものということになつております。補助の対象は個人はできるだけ避けてできるだけ実行組合あるいは団体に対して交付する。したがいまして、先ほど御指摘のあつた農耕面積の狭少、農道の不備等があつてその利用度が低いということは考えられますが、組合員全体がフルにこれを利用すればあえて効果が上がらないものでもないと考えております。個人的にやる場合はおつしやるとおり僅か３反あるいは２反の面積でありますがそういつもいつも使うもんじやない。これを組合でフルに使えば有効に利用ができるし、先ほど市長から説明がありましたとおり、その要望も毎年強く、むしろ予算が少なくて各組合とも分どり合いという状態であります。先ほど売るような人がいるというお話しがありましたが、われわれはこの話は聞いておりません。あるとすればその後農耕地が宅地に転換してそのために利用度が少なくなつてきたということではないかと考えております。それから中小企業の分析が誤つているんじやないかというようなお話しでございましたが、これはもちろん日本と沖縄における中小企業の基準は違いますけれども沖縄における中小企業の基準というのが政府で定められております。１番目が資本金または出賃金の額が１０万ドル以下の会社並びに常時使用する従業員が１００名以下の会社、または個人でもつて工業、もう一つは鉱山鉱業、運送業その他の業種に属する事業を主たる事業として営むもの。２番目が資本金または出資金の額が２万ドル以下の会社並びに常時使用する従業員が２０人以下の商業またはサービス業を営むもの。したがいましてわれわれがいうこの実績は全部沖縄でいう中小企業であります。日本のものに適用しますと零細企業になりますが、沖縄の企業にはめると中小企業になります。これに対する融資を銀行はやらないという点を御心配のようでありますが、そういつたことがあるから沖縄信用保証協会というのを、われわれはできるだけ育成する。現段階まで市が出資したのが２６，０００ドルで去年からは政府も立法に基いて資金を出しておりまして、これによりまして信用を保証しまして銀行は貸付けするということであります。その営業状態さえ健全であればあえてこばまれるものではないと考えております。




○黒潮　隆君

　１点だけお尋ねしたいと思います。西銘市長の施政方針は琉球経済の高度成長あるいは順調な発展というふうな表現を用いておりますがこれはオーバーな表現ではないかというふうに考えます。それがそうであるならば都市計画、道路面の整備、各産業にわたつて非常に大きな障碍となつているということで実際には打ち消しているというふうに本員は見ますが、そのような表現を事実として市長が考える場合は市政を進めてゆく上においてもむしろ障碍になるんじやないかと思います。なる程、年々前進しているということは本員も認めます。ところが市長がいう発展というのは実際にはかたよつているというふうに本員は見るわけでございます。つまり、その経済発展というのはもてる側がますます蓄積していつているのではないかというふうに考えているからであります。そこでその点で確めたいと思いますのは、沖縄の経済発展は矛盾と不安定性がかさなり合つてるというふうにいわれております。対外ドル収支の面からも現われております。これは政府統計であります。６６年度上半期は受取総額１億４，１４６万ドル、支払らい総額１億４，５１０万ドルで総額収支じりが３７０万ドルの赤字を出しているというふうに統計ではなつております。対外ドル収支は今まで普通上半期は黒字、下半期は赤字というふうになつておりましたが、しかし今年の上半期は赤字を記録しております。この主な要因が移出品の王座を占める砂糖の日本政府買い上げによるキビの買い叩き、つまりキビ代が安くなつて来たところにもそのバランスが崩れてきているというふうに指摘されております。それから見てもそう飛曜的な発展とかいうふうな言葉は使うべきじやないと思います。たとえば、最近立法院の山川議長が本土政府に対するいろいろの要請のため上京したときに沖縄の問題を特別委員会でこのように述べています。「ますます本土との較差が広がるばかりだ、したがつて財政援助ももつと増やしてもらいたい」。これからみても飛躍的な発展ではないというふうに考えるからであります。そこでこの政府統計を見てみますと年々農民や漁民の人口が減つてきております。そしてむしろそれが労働者への転落となつて現われております。そこで那覇の都心にそういつた貧困層が集結してくるということが分析できると本員は考えるわけでございます。たとえば、農林漁業就業人口が６４年は家族就業者や雇傭者を含めて１４９，０００人、これが３７％強であります。ところが６５年度は１４３，０００人となり実数で６，０００人減つております。就業総人口に対する比重は３５％低下しております。６４年度に比べて６５年度は農林漁業の自営業者から６，０００人、家族従業者から２，０００人、計８，０００人が減つている。したがつて中農が減少し貧農と季節労働者といわれている層が多くなつているということを政府統計は示しております。したがつてそういつた面から独占企業に富が蓄積されているという分析を市長が確認できれば市政を進めてゆく面からもおのずから変わつてくるんじやないかという点からそれだけを確認しておきたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対しお答えいたします。私は確かに施政方針の中で琉球経済の高度成長と飛躍的発展という言葉を使つておりますが、国際収支の面、あるいは輸出入貿易実績の面を検討いたしましても決してこの言葉は不適当とは考えておりません。また、年間国民所得のほうも１人あたり増えてきておりますし決して減つてはおりません。年々向上いたしておるわけでございます。なる程国際収支の面におきまして実際の帳簿の上に現われた収支は御指摘になりましたとおり３７０万ドルの赤字を出しておりますけれども、いわゆる輸出入の手続きによらない現地における労務の購入あるいは資材の購入、こちらから申しあげますと労務の提供、あるいはその他商品、物品の販売等があるわけでございまして、国際収支の、いわゆる貿易上の取引きによらない目にみえざる取引きがあるわけでございます。ところが、いわゆる基地経済これらの国際収支が不足を補つて余つてるということがいえるんじやないかと考えております。したがつて単に輸出入の貿易面で見た国際収支の赤字だけを検討して琉球経済の実態を把握することはできない。かように考えまして申し上げたいことは、この年々ふえる一人当りの国民所得の面からいたしまして、また輸出入の貿易の実績の面からいたしまして、私は確かに飛躍的な高度成長をとげておると思つております。ただ問題は、この高度成長が配分の点において　第２次、　第３次産業の飛躍的な発展と比較いたしまして、第１次産業の農業、水産業が、特に水産業の場合は、私はそうじやないと考えております。農業の場合におきましては年々就労人口は減つていく、７、８年前までは全産業就業人口の５２％が第１次産業を占めておつたわけでありますが、段々減つてきております。これはけつして悲しむべきことじやない、むしろ農業の合理化という面から２次、３次産業に人口が集中するということは当然のことでありまして、ただこの１次産業に従事する農民の所得をどういうふうに向上させていくかという問題は別の面でいろいろ取り上げ検討されなければならないと考えております。

私は琉球経済の高度成長としてのその発展がそのまま所得の配分の面こおいて均霑にいつてるとは考えておりません。勤労所得の場合におきましては毎年毎年ベースアツプによつて、生活は向上しておりまして、最近の電機製品の売れゆき、あるいは毎月毎月７００台から１０００台の乗用車が輸入されておりますが、こういうマイカー族もふえておる。また軍作業関係においてもオートバイ、軽自動車を利用している連中が毎年ふえております。そういう現状からみましても、けつして高度成長という言葉は不適当な言葉とは考えておりません。






○久高　友敏君

　私は市長の施政方針に対して質疑を行ないますが、今まで各議員が質問したのと、あるいは重複する点もあるかと思いますが、しかし同じことを聞くんじやなくして議員の質問に対する答弁を聞いて納得のいかない点を質問するかもしれませんのでその点は御了承いただきたいと思います。

市長は、この施政方針の中に、先に黒潮議員からも質問がありましたが、「那覇市は近年、琉球経済の高度成長と、日米琉政府の援助、並びに市民のたゆまざる努力により順調な発展をとげ市民生活の水準も一段と向上してまいつた」ということを前置きされておりますが、後段では、しかし市長は「就任以来、この那覇市の都市計画を推進するためにいろいろ都市の整備を推進するため公共投資を重点的にかつ総合的に行うとともに土地利用、道路その他交通施設、住宅、上下水道、環境施設等について意を用いてこの那覇市の都市計画を進めていく」ということをうたつておりますが、しかしその中で「市街地は都市への近代的機能の急激な集積、交通機関の激増、加えて人口の急速な膨張に対しそれに伴う都市公共施設の整備がおくれたため跛行状態が顕著となつている」ということをうたわれております。いいかえますならば子供はすくすくと成長しているけれども、かたちんばで小児麻痺であるということで表現したのであります。つまり那覇市のいろいろの交通問題その他いろいろ問題が山積してこれが産業、経済、文化いろいろの面に非常に障碍をきたしておりますけれども、市長は那覇市においては順調な発展をとげ市民生活も一段と向上しているということを最初にうたわれております。その点について、現在はまがりなりにも何とか市の形態を維持していることにすぎないんじやないか、これを抜本的に解決するにはあくまでも法による日本政府の補助、あるいは援助金によつてしかなされないんじやないかというふうに考えておるわけであります。

市長は施政方針のあるたびごとに日米琉政府の援助を仰いで那覇市の都市計画を推し進めるということを重ねて訴えておりますが、市長は今まで那覇市の都市計画を推し進める中でいろいろの角度から日米琉政府に援助を訴えてきたはずであります。

しかしながらこれが過去５、６か年に及んで市長が努力したにもかかわらず、この那覇市に人口が集中しているがそれに応えるだけの資金の裏付けがないためにこういう結果になつたんじやないかと本員は考えます。市長は、従来どおりの計画を推し進めていくということをいつておられますが、特に今度市長は那覇市が５６年に策定した都市計画のマスタープランを修正して、これを長期計画に基づいて強力にこれを年次的にこのマスタープランに準じて整備していくということを言つておられます。しからば前のマスタープランは５６年に策定されたけれども、このマスタープランによる整備、これが執行できなかつたということは、今日明らかであります。これの理由は資金の裏付けがないために、あのマスタープランによる執行ができなかつたということも一つであります。また市長が２，３年前から打ち出しております広域都市計画、これによつてもマスタープランの変更が余儀なくされております。もちろん、市長は、那覇市のみの小さい都市形態では、このような事態を解決するのは困難であるので、隣接の５町村を含めた広域都市計画を打ち出すために、今度マスタープランを修正し都市計画委員会のほうに２，３年前に提案したけれども、つまり諮問したけれどもそれが一向に今までらちがあかなかつた。それでようやく新年度においてはこの案ができ上つたので本土から専門家を招へいしてその診断を仰ぐというふうなことをするということでありますが、この都市計画のマスタープランなるものが今日まで都市計画委員会に諮問をしているがこの答申がなされているかどうか。市長が諮問した案に対して答申が的確になされて今度日本本土からあるいはその他から専門家を招へいして診断を仰ぐとなつているのかどうか。委員会では結論が出ないままに原案の診断を仰ごうとしているのかどうか。この２点をお尋ねしたいと思います。

　さらにこのマスタープランなるものは、市長がいわれたように暫定的なものじやなくして長期計画に基づくマスタープランだと思います。そうしますと、この長期計画なるものが、また資金の裏付けがない場合には、またこのマスタープランの修正も余儀なくされるおそれもあると憂えるものであります。　そういつた資金の計画なども考えておられるかどうか。何年次においてはこの構想を行う。何年次においてはこのプランを執行するというプランがあるかどうか、これについてもお尋ねしたいと思います。

あと１点は、特に長期計画ということになりますと今問題になつております琉球立法院も日本政府に訴えております祖国復帰の問題もありますので、この長期計画ということになりますと、現在那覇市が諮問委員会に諮問しておるマスタープランなるものは、那覇市を中心とする５町村を含めたマスタープランだと思いますが、その中にはかなりの軍用地、あるいはアメリカさんが使用しておる土地もあります。つまり小祿の空港を中心とする周辺の膨大なる地域、あるいは天久高台を軍が使つておる何１０万坪という土地が広大にわたつております。さらに与儀にあるガソリンタンクの周辺、こういつたものまですべて総合的にマスタープランができておるのか、あるいはこういうものを除外してのマスタープランであるのかどうか、これについてもお尋ねいたします。さらに答弁あり次第また質問を行ないたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対しましてお答えいたします。那覇市の都市計画事業、特にマスタープランは現在委員会でその修正が検討されているが、その答申は委員会の答申であるのか、また答申が出ない前に日本から専門家を呼んでその答申案を完成するのかという御質問でありますが、この件につきましては建設部長から詳しく答弁させることにいたします。

さらにこの長期計画については相当の資金が伴うわけでありまして、それに伴う資金計画につきましても建設部長から答弁させることにいたします。

問題は、この長期計画と日本復帰をした場合の近郊軍用地の利用計画、こういつた点との関係はどうなつているかということでありますが、おそらくこの点につきましては軍用地の利用計画は除外されておることと考えております。残つた点につきましては建設部長から答弁させることにいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　都市計画のマスタープランの修正案が答申されておるかどうかということでありますが、まだ答申されておりません。現在委員会のほうで検討中でありまして、先ほど午前中の９番議員にお答えしたとおりでありまして、今検討している最中であります。これはどうしてこう長引きのびのびになつたかということについてもお答えしたとおりでありまして　道路計画、公園計画に修正しなくちやならぬところがございまして修正をしたいので遅くなつたということであります。それでまだ答申はなされておりません。おそらく年内には答申があるものと私たちは考えております。その答申がなされないままに予算に計上されたとおり日本から専門家を呼ぶかどかということでありますが、これはやはり答申がなされたあとこの答申案を診断していただこうというふうに考えております。

それから資金計画があるかどうかということでありますが、これはあるわけであります。さつきも申し上げましたように道路計画に大巾な修正がございましたので、それによつてまた資金計画もかわりますのでその計画を今作成中でございます。




○久高　友敏君

　市長の施政方針の中に長期計画を行うということがうたわれておりますが、しかしこの那覇市を中心とする５町村を含めた広域都市計画のプランをたてる意味において、長期にわたる計画があるが、しかしこの中で現在アメリカの軍用地として使われているのは、その計画の中に入つていないということになると、われわれ沖縄県民が悲願しておる祖国復帰、これについても支障をきたすんじやないか。つまり恒久的、永久的にその那覇市を中心とするマスタープランをたてる意味において、軍用地が除外されるということになると、このマスタープランが意味をなさないんじやないか。つまり、永久に祖国復帰しない、つまりアメリカが使つておる土地はそのまま恒久的にアメリカが使うんだということを前提にたつてしかプランはたてられないんじやないかというふうに考えます。

さらに市長は都市計画委員会に諮問したが道路計画が変更になつたために、まだ具体的に諮問に対する答申がなされていないということでありますが、費用は毎年計上されているにもかかわらず、あまり審議が進捗していないという感じがするわけであります。

従つて、この都市計画委員というメンバーは市長が諮問して以来、どのような方々が指名されてこの委員会を何回開いておるか、これを御説明を願いたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。先ほど私は長期計画の中に周辺の軍用地の計画は含まれていないという答弁をいたしましたが、これは間違いでございまして、一部は入つておるようであります。まあ日本復帰の問題と関連して長期計画をどういうふうにたてたほうがいいかという問題でありますが、復帰するにいたしましても、アメリカが全部基地を撤去して復帰するのか、基地のあるまま復帰するのか、どういう形で復帰するのかもわかりませんけれども、少なくとも軍用地の利用計画につきましては復帰をした段階でこれが利用できるかどうかを検討して修正していくべきではないかというふうに私は考えております。

さらに委員会の招集期日につきましては建設部長から答弁させることにいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。都市計画委員のメンバーの構成でございますが、委員数は１９名であります。委員は市の部長全部と、それから議会議員の各委員会の委員長が入つておられます。

それから学識経験者として琉大の先生が４名、それから衛生関係といたしまして、大宜見朝計さん、その他委員の名前につきましては今資料を持つておりませんが、あとで資料を委員会のときに出してもいいと思います。よろしゆうございますか。それから今までの委員会の回数でございますが、過去１８回やつております。






○仲本　安一君

　本員は都市計画全般について質問するつもりでございましたけれども、先ほどからいろいろ質問が出ております。

従つてまず市長にお尋ねしたいのは「１９６８年度の予算の御審議をお願いするにあたり施政に対する私の所信を申し述べたい」というふうに書いてありますけれども、この「私の所信」というのは、いわゆるああしたいこうしたいという希望の意味で所信という言葉をお使いになつておるのか。それともやはり予算との裏付けがありどうしても年度内に手を付け、少なくともそれを実施していきたいというふうな意味でそういう表現をしたのかはつきりしていただきたいと思いますと同時に、１９６７年の施政方針と現年度の、１９６８年度の施政方針がどのようにかわつてきておるか、これをまず…。

別にあげ足をとるつもりはありませんからあらましのところを御説明願いたいと思います。　本員が見たところでは、ページ数が昨年度が１１ページ、今年度は１５ページで４ページふえております。内容において具体的にどうかわつているか、市長が特に今年力を入れてやらなければならないものは何であるか、それを御説明願いたいと思います。

本員が見たところでは字句においてページ数においても去年とかわりません。市長は２期目当選されてから２か年、１期目から通算しますと６か年となり今年で７か年目を迎えております。今日まで確かにわれわれは党派を越えて、党派がありますけれども、その関係上、いろいろ市長を追求したり、攻撃をしたこともありましたけれども、また反面実にフアイトがあり敵ながらあつぱれだと思つたことも事実でございます。なかなかやるなというふうに思つておりましたが、この７か年目を迎えて施政に対する倦怠期が出てきたのかもしりませんけれども、どうも意欲が見られません。本当に今年度は何を大体重点的にやつていきたいというふうにお考えになつているか、これをまず御説明を願います。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対してお答えいたします。施政方針の中で私の所信を披瀝するということで所信という言葉を使つておりますが、　これは思いつきからは出てはおりません、予算の裏付けをもつて自信をもつて自分の考えておることを述べ、しかもそれを執行したいという意味の所信であります。

次に６７年度と６８年度の施政方針の中で、特にかわつたところは何かということでございますけれども、これは単的に申し上げまして、何もかわつたところはございません。事業箇所があるいは予算の面でふえたところもありますけれども、那覇市の事業というものは就任当初から申し上げましたとおりいわゆる当初のマスタープランをいかに、資金を獲得して一日も早くこれを実現するかという点にかかつているわけであります。その点前年度の予算さらに前年度の予算編成における私の施政方針とはつきり申し上げましてあまりかわつておりません。ただ今年度特にやりたいということにつきましてもそれほど今年度はこれこれやりたいという目新しいものは何もありません。

前年度に引き続いて道路を整備し、さらに生活環境を明るい住みよいものにしたい。こういう点で具体的な面で申し上げておるとおり別に目新しい点はございません。




○仲本　安一君

　正直なところけつこうだと思います。そこで先ほど２４番議員が安謝港の新設問題に対して、政府に対する市長の態度について質問がございました。

これに対しまして市長としては那覇市民の利益を守るというような立場から敢然と政府に対処するというような意欲を示しておられましたが、この点本員も全面的に支持をいたします。そのようなつもりで今後の質問にお答えしていただきたいと思うんですが、……。

まず去年度の施政方針に広域都市構想というものを打ち出しております。

これには具体的に書いてございます。「近隣市町村の住民の生活行動圏内にあることを意味し、今後の都市計画事業は、本市のみを対象にしたものではなく、近隣市町村を含めた広域都市構想のもとに計画を樹立しなければならないと」ずつと続いております。このようにございますが、今年の施政方針にはございません。そこでどうもこの施政方針から伺えますことは、人口は増加する、車の交通量はふえる、いろいろ都市集中化に関連いたしまして、どうしても近隣市町村との合併、そして広域都市の推進ということに力をそそがなければならないと思います。単なる那覇市内の小手先だけの操作ではそれをおぼつかないというふうに本員考えておりますが、今年度の運動方針にその広域都市構想なるものが出ておりません。これは何も出さんでもやるという意味でこのようにしたのか、それとももうそれは今度やる意思はない、あるいはそつとしておけというような意図があつて本年度の施政方針から除いたのか。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。広域都市計画の件につきましては従来どおり私といたしましてはその基本的な態度に何も変わりません。現在の都市計画というものは那覇市だけではなく隣村を含めたところの広域都市計画でなければならないと考えておりまするし目下検討中の修正案もその構想に基いて答申がなされるものと期待しております。しかし広域都市構想すなわち都市合併だとは考えておりません。都市合併はしなくても都市構想は十分できることでございまして要は資金の獲得であります。現在那覇市の行政区域におきまして道路の整備数、舗装数は十分できておりません。やることはたくさんありますけれども資金の関係で遅々として進まないというのが現状であります。したがいまして、私は政府の財政的な裏打ち、保証がない限り近隣の市町村をあえて合併しようという考えはもつておりません。現在の行政区域で残されたものを集中的に取り上げてこの実現をはかるということが私の残された３年間の大きな課題ではないかと考えております。ただし琉球政府が音頭をとつて隣接町村を合併し都市計画事業についてこれだけの資金の準備があるからやつてくれということであれば改めてこの問題を検討してゆきたいと考えております。




○仲本　安一君

　ただいまの答弁では結局、西銘市長としては近隣市町村合併はみずからあえてやるというようなことはない。ただしかし政府あるいは近隣市町村からどうしても那覇市と合併させてくれという要望があればそれに応じてよろしいということで解釈してよろしゆうございますか。




○市長（西銘　順治君）

　そうではありません。近隣市町村から合併してくれという要望がありましてもこれには何ら財政的な裏打ちがないわけでございます。私が申し上げたいのは、現在の行政区域のうちでもいろいろと取り上げてやつていかなければならない問題がございますが、その問題すら資金の不如意のために遅々として進まない現状にありますので、琉球政府が音頭をとつて隣村を合併しろ、そのためにはどれだけの資金をやろう、また合併に伴ういろいろな諸経費についても琉球政府が責任をとつて支出するということであれば、保証の裏付けがあれば隣村との合併問題はその時で検討するということにしたいのでございますけれども、都市合併をしなくても広域都市計画はできると思います。

これはあくまでも計画であり想定でございまして、問題はその資金の裏付けでございまして、一日も早く資金を獲得して事業を実施するということでございます。そこで申し上げたいことは残された３年間都市合併は考えておりません。ただ琉球政府から隣村合併について財政の保証があればその時点でこの問題を検討したい。また合併しなければ広域都市計画はできないということでもありませんので、私としては当面の、現在の行政区域の中で、残された任期を精一ぱい働いてみたいということであります。




○仲本　安一君

　町字、丁目、地番の整備についてでございますが、これは６７年度の施政方針の中に織り込まれてございますが本年度はございません。これはどうしてもやらなければならない問題でございます。まず本員が先に指摘したいのは特に郵便局の配達人から直接聞いておりますけれども、専門の人でさえわからない所がある。たとえば同じ番地に世帯が１００あるところもあるし、５０あるところもあると聞いております。そのような面で感じましたのは那覇市には地図がない。恐らく全国で地図がないのは那覇市だけではないかと思います。これは那覇市の土地台帳の図面でありますが、実際土地台帳には道があるようになつております。行つて見るとそこは家になつていたり、道は裏のほうに廻わつてたりして一致しません。さらに美栄橋とか、あるいは旧那覇市を中心とした区画整理地域は区画整理課の図面を持つて来てつぎ合わす。それも美栄橋あるいは東町、旭町というふうに断片的にございます。区画整理課にそれが６０何枚かございます。さらに都市計画課の図面を持つて来る。この７０枚近い図面を合わさないと那覇市の一枚の地図にはならない。少なくとも丁目、丁界というのは早急に明確化すべきじやないかと思います。たとえば手紙を出しましても戾つて来る。行つてみると現に本人はおるというふうな事実が過去においてたくさんございます。そういつた面からどうしてもこれは市民のために丁目、丁界というのは早急に整備すべきである。少なくとも土地番と一致せずに東京方式の住居表示といいますか、ああいつた方法でも早めにやるべきじやないかと思いますが市長はどうお考えになりますか。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。丁目、地番の整備の件につきましては従来に引き続いてこの問題を検討し着々準備を進めております。ところが日本の各都市におきましても丁目、地番の整理が必ずしもうまくいつてるわけではございません。いろいろな問題を抱えまして不成功に終つた例も多々あるわけでございます。先ほど御指摘になりましたそれにかわる住居表示方式ができまして、これによつて各都市は丁目、地番の整備の問題と関連してやつてるようでございます。最近住居表示に関する専門家を福岡から招へいいたしましていろいろ那覇市の現状を分析していただき、今後の住居表示の問題についての私案ができ上がつております。これを中心に丁目、地番の整備、同時にあわせて住居表示の問題を考えてゆきたいと思います。




○仲本　安一君

　時間がありませんのであと３点。一つは排水の問題であります。施政方針の４頁の下のほうに書いてございますが、これから暴風雨の時期を迎えます。那覇市は晴れれば断水するし、雨が降れば浸水といつた皮肉な立場におかれております。これは西銘市長の責任ではないと思いますが、そこでお尋ねしたいのはついこの前の雨でさえ皮肉にも水が増えたと、断水がなくなると喜んでおりましたら、今度は農連市場付近が浸水したとか、あるいはその他の地域が浸水したとか、いろいろ新聞に書いてあります。こういうようなことは今年に限らず毎年でございます。排水の問題等いろいろありますがこれを具体的に一体どういうふうに解決してゆくか考えておられますか。たとえば一号線の潮渡橋にしましてもあれは少なくとも一方の久茂地川に流れるだけよりもその潮渡橋をとうして重民町に流す場合にはそれの倍近い処理能力があると思います。これについては建設部長も、前の議会から話しはついておる時間の問題だということをいつておりますがちつとも進展してないがどうなつてるか。もう一点は都市施設の環境の改善ということになつております。これは観光面、その他とも関連いたしますが、都市施設であり特に市街地が繁華になるにつれ防災、美観、教化、環境の改善、児童を交通事故から守るに必要な施設であるばかりではなく、うんぬん、健康で明るく衛生的な生活環境の都市を形成するためにもとなつておりますが、そこで１点お尋ねしたいのは、都市計画の一環としてまちを整備しなければならない。丁目、丁境を改正するとともに私は用途地域を明確にする。特に具体的に申し上げたいのは飲食店街、こういつたのは従来、桜坂、あるいは波の上、あるいは栄町というふうになつておりますことはまことにけつこうなことだと思います。しかし、昨今とみに若狭町の通りとか、あるいは美栄橋の教育会館前の通りとか、あちらこちらにそういつたバーとかそういつた飲食店街が進出している。これは何も飲食店そのものが悪いとは申しませんけれども、少なくとも都市の美化、都市計画の面からすればある程度統合整備する必要がある。

どこにもかしこにも無条件に認めるということはよくないと思いますが、この点を当局はどう対処されるかお尋ねいたします。次に水道問題について、水道部長はむしろ非常に運がよろしゆうございまして議会前に必らず雨が降ります。徹底的に追求しようと思つておりましたがそれも出来ませんし、部長から局長に栄転なされますので私は１点だけ、水道局の合理的な運営というふうに施政方針にございますのでお尋ねしたいのは２年前の施政方針の中にいわゆる青小堀これの自己水源を開発する、それから上間の貯水槽を設置する。そうすることによつてもうほとんど断水の御心配はございませんというのが４番議員の質問に対する答弁であります。ところがすでにまだまだ夏にもならんうちから断水が現にありまして、これは水道部長に責任を負わすわけではありません。いまさら責めてもしようがありませんが、ところでお尋ねしたいのは分水協定は一体どうなつているのか、あれは期限があつたと思いますがあと何か年ぐらい残つてるのか。その場合に、分水協定の中に那覇市に対する、いわゆる先ほど部長は琉球水道公社が全琉の水道計画の一環として相当計画をしているからもう大丈夫だといつておられましたが、それだけじやなしにとにかく那覇市にあといくら、現在３万トンということでありますがこれをさらに増やすというような折衝はできないものか。願わくば分水協定なるものをなくして水道公社は電々公社方式に民に移管すべきだと思います。それができないとすれば現実の問題として那覇市に対する給水の枠を拡げるような折衝をしたことがないのか。あるいは今後するような計画があるのかこの点についてお答え願いたいと思います。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。治水、排水の件でございますが、これも年次的に整備する以外に方法はないのでございまして、今年度も前年度に引き続いて治水、排水の計画をいたしておりますが、特に久茂地川、安里川上流の改修工事等につきましては今度河川法ができますのでそういつた面から政府事業として取り上げるように強力に折衝したいと考えております。それとの関連で潮渡橋の造成でございますが、軍といろいろ折衝いたしまして１号線の路面改修工事と平行してやつてくれということを強く要望もしいい返事をもらつたわけでございますが、１号線の路面改修工事は橋梁の新設工事を含まないということで、次年度において予算の都合がつき次第その改修を軍のほうでやるということになつております。私といたしましては軍ができなければ琉球政府が肩代わりしてやつてくれということをたびたび建設局に対しまして折衝してまいつたのでありますが、軍の予算の都合がつけば軍のほうで軍の責任でやるという回答に接しております。次に、都市計画の見地からさちに都市美化という見地から用途地域の設定に対する御質問がございましたけれどもこれは建設部長から答弁させることにいたします。次の水の問題、特に分水協定における那覇市への給水の枠の件につきましては水道部長から答弁させることにいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。用途地域の問題でございますが、バー街を何とか整理できないものかということでございますが、これは商業地域であればバーはできるわけでございます。これは住居地域ではできない。商業地域であればどこへでもできるということでございます。それをまとめるということになると商業地域の中の用途地域をもつと細分化しなければならない。ここ以外はバーを作つてはいけない。そういうような地域を指定しなければいけないということでこれは非常に重要な問題であります。現在バーがあちらこちら散在しておりますがこれをまとめるということになると補償の問題が出てくる。これはお説のとおりあちらこちらにバーがあるよりは適する場所にあつたほうが市民生活の上からいつてよろしうございますが、そうしたいと思いますが、それについてはなかなかいろいろな問題が関連してまいりますのでむづかしい問題でございます。これは日本の建築審査会長会議でもしよつ中問題になつておりまして、いわゆる地域の細分化を早くやるべきじやないかということで、日本でも法律の改正を盛んに検討しているようでございます。それでやはり沖縄の事情に即するような用途地域をわれわれも考えなければならないと思います。






○水道部長（玉城　定仁君）

　お答えいたします。青小堀系統の水源開発についてどうなつてるかということでございますが、自己水源の開発はこれまでずつと努力してまいりましたが、青小堀水源開発の問題で宜野湾との用地の問題で思うように話し合いがまとまらず今日まで長引いておりますけれども、遅くとも７２年度までに青小堀系統だけで１，８８０トンの取水は十分できるものと予想しております。その以前に７１年に銘苅川の水源開発で１，０００トン、さらに６８年度には銘苅川からさらに１，０００トン、牧港から２，０００トン７２年度には現在の自己水源取水平均一日の量を１０，０００トンから１７，２８０　トンまでは開発したいと思つております。次に、上間のタンクができたら那覇市は今後断水がないといわれたが、どうして上間タンクができても断水するかということについてお答えいたします。上間タンク完成以前の水道公社の計画といたしましては夜間に各中南部の市町村が水を使用しないときの生産水量を上間タンクに貯水する。常に満タンさせるというのが水道公社の計画でありますが、ここ１，２年の間に各市町村の水の使用量の延びが予想外でありまして、今まで平均毎年１２％の延びが普通の考え方でございましたが、これが３０％程度の延びだというところに、いわゆる需要と生産のアンバランスが生じたというところに大きな原因がございます。さらに分水協定は何か年かということでございますが１０か年でございます。さらに分水協定の枠を増やすことはできないかということでございますがこれはできます。これまでも分水協定以上の枠をとつております。水道公社自体といたしましては全生産能力の中でフルに動かして各市町村へ配水すべく責任をもつていますので、分水協定に各市町村はいくらとうたつてあるから必らずその量以内でやるということはあり得ないのであります。さらに新しい分水協定、現在話合いをもつておりますけれども、それには各市町村の将来の長期計画によるところの水量をうたうようになつております。以上でございます。






○金城　重正君

　本員は施政方針に対して四つばかり質問をしたいと思つておりましたがその中の水道問題については２０番議員、１６番議員に対しまして水道部長が克明に御説明しておりますのでこれを省きたいと思います。それで３点ばかり質問いたしたいと思います。市長の施政方針を伺いますとその冒頭に那覇市は近年の琉球経済の高度成長と日米琉政府の援助並びに市民のたゆまざる努力により、順調な発展をとげ市民生活の水準も一段と向上してまいつたのでありますが、市街地は都市への近代的機能の急激な集積、交通機関の激増、人口の急速な膨張、それに伴う都市公共施設の整備が遅れたため、産業経済社会文化など多大の支障を来たしているとうたつておりますけれども、その重点政策といたしまして都市計画事業の推進、市民生活と福祉対策、産業経済対策、財政と内部体制の強化を上げておりますが、市民に対するより以上のサービスといたしまして、市政を調和のとれた輝やかしい文化都市の実現のための不断の努力と意欲に対しまして私たちは那覇市に明かるい希望がつなげると思いますが、何か今年度の施政方針の所信は前年度からの継続事業の延長みたいで物足りないような感じがするのでございます。そこにおきまして那覇市政をふりかえつてみまするに都市計画事業の中核をなす区画整理事業も進展せず、市民生活になくてはならない給水事情のピンチ、住宅問題に対する敷地確保の困難性、建設事業推進に対する地価との対決、産業経済対策に対する政府の投融資の貧弱化、財政需要の延びに対する自主財源確保の困難性等、市政は前後左右、はなはだ難しい壁をかかえているような状態でございます。そこにおきまして、まず産業経済社会文化の向上にブレーキをかけておる都心部の交通事情をどのように解消してゆく計画があるのか。生活文化の向上による車両の増加の率と、道路の整備率からいたしましても相容れないような状態が生まれつつありますが、具体的にどのように解消してゆくおつもりであるのか。このような状態ではますます交通地獄はひどくなるばかりでありますが、バイパスの実現によつて交通地獄が解消されると考えられておるのか。本員はいたちごつこみたいになるのではないかと憂慮いたしますが、当局は都市計画のマスタープランの修正までどのように計画を進めてゆくかお伺いしたいと思います。次は、自主財源の強化でございますけれども、６番議員の御質問に対しまして市長から御説明がございましたがなにか物足りないような気がいたしますのでもう１回御質問いたして御答弁を願いたいと思います。市長は中央税の一部移譲については施政方針のたびごとに打ち出されておりますけれども、これが未だに見通しがつかないのでございますけれども、政府においてはこれを真剣に現在検討しておられるかどうか。またできる可能性があるかどうか。本員が伺つた範囲におきましては那覇市は別にいたしましても、他市町村の受入れ体制に問題があるので難かしい問題だと伺つておりますがどのように進展しているか承わりたいと思います。次に、内部体制の強化についてでございますが当局はサービスの向上をはかるとされておりますが、サービスの向上を具体的にどのようにやつて来たか。２番議員の指摘のとおり市民不在のサービスになつてないかどうか。施政方針の中に事務分析、適正定員査定について本土よりコンサルタントを招へいして診断させるということでございますが、これは事務量調査とそれに対するところの適正定員査定に終るのかどうか。だとするならば職員の第一義的市民へのサービス奉仕精神の涵養についてはどういう観点をもつておられるか。この三つについて御答弁をお願いしたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。御質問の第１点は交通緩和対策についての御質問でございますけれども、これは１９５６年にマスタープランを策定いたしましたときに誰も予想しなかつたことであります。　すなわち、車輛の激増ということでありまして先ほども申し上げましたとおり毎月１，０００台ぐらいの増加を見ておりまして、その車輛激増に伴う道路の新設、改修、そのためにマスタープランの修正案も遅れてるような現状でございまして、これの抜本的な解決策といたしましては何といいましても主要幹線道路でありますところの第１号線これのほうはバイパスとして現在計画されているところの旧鉄道路線の改修新設工事をまづ基本的に取り上げていかなければならないと考えております。この面につきましては御説明がありましたとおり、政府事業として現在政府が土地の取得、補償等について苦労しておりますのでそれが出来上がり次第事業の着工も早くなりはしないかと考えております。しかし、これは単に琉球政府の事業としてではなく、アメリカ政府といたしましてもこのバイパスの造成につきましては相当の関心をもつており、さらに農連前から漫湖に架ける橋までいろいろ計画されているようでございまして、それが一日も早くできるように折衝したいと考えております。先ほど申し上げましたとおり環状線の一環として安謝橋から内間橋間の用地の取得を本年度でやりまして、次年度はその改修工事にあたる。そういつたことだけではなくして現在市内各地における道路の新設、補修等も行います。さらに交通緩和の問題として一番大事なことは児童の保護でございますけれども、今年横断橋が泊とさらに若狭にできます。さらに引き続いて泉崎橋、さらに安里三差路にできますのでこういつた点から人命の損傷ということもいくらか緩和されると思います。問題は道路の整備、さらに横断橋等の整備、その他交通施設の整備ということで、この問題は単に那覇市だけの問題じやなくして琉球政府の問題としても取り上げて一緒にやつていかなければならない問題だと考えております。

次に自己財源の確保でございますが、これは何べんも申し上げておりますとおり政府税の移譲の問題につきましては、いろいろ折衝を続けてまいつたのでありますが、諸般の情勢によりましてまだ実現を見ておりません。

先ほど友利議員の御質問に対しましてお答えしましたとおり、現在政府事業の自己負担分は公有水面埋立事業による利益でもつて賄われておる現状でございまして、今年度約３万坪埋める予定になつておりますけれども，段々単価が高くなつておりましてそれほどもうけは期待できない。従つて次年度からは自己負担資金造成について当局といたしましては相当苦心をしなければならない段階にあるわけでございまして、その点強力に政府税の移譲につきましては折衝いたしていきたいと考えておりまするし、さらに新らたに任命されます税制審議会におきましても、先の審議会で答申された案を大きくかえるようなことはないのではないかと、こういうふうに考えております。

内部体制の強化でございますが、御承知のとおり、昨年行政監察課を新設いたしましたが主なる仕事といたしましては事務量の調査、それに基づいて適正人員の配置ということでございますが、この点につきましてはもつと詳しく総務部長から答弁させることにいたします。






○総務部長（新里　博一君）

　市民サービスの面でどのように改善していくかということでございますが行政監察課ができましてから窓口事務の一部改善をしてございます。具体的に申し上げますと、今まで資産税課で取り扱つておりました資産証明、家屋証明、こういつた証明の発行事務が地番照会のために土地課に廻わる、あるいは建築確認がなされているかどうか確認のために建築課に合議する、あるいは市税の滞納があるか、どうなつているかということで徴税課に合議をする、それからその土地が市有地である場合は用度管財課に合議をする。それから区画整理地区であるということで区画整理課に合議をするというふうに、非常に複雑な仕組みになつておりましたが、それを改善いたしまして、特に地番照会のため土地課との連絡、直接資産税課と土地課に直通電話を設けまして、電話による照会で事務を早くする。それから建築課に対しましては事後の報告だけにとどめる。それから徴税課に対しましては土地建物の所有権の移転したものに限つてやるというふうにしていろいろ検討いたしまして、これの改善をやつております。もう一つは御承知のとおり役所の事務は文書によつて始まり文書によつて終わるわけですが、この文書事務の取り扱いで市民に多大の迷惑をかけることもありますので、文書事務取り扱い状況を調査いたしまして、これの欠陥について勧告をしてございます。

さらにこれは過去１年足らずの仕事でございまして、行政監察課が本当に動き出すのは新年度からということになるわけでありまして、新年度といたしましては、大きく分けまして事務の標準化と、窓口事務を中心とする執務状況の調査と、こういつたものに対して勧告をした場合は、その勧告後の改善措置状況をどうするかこの３点にしぼつて新年度は事業をやつていきたいというふうに考えております。

それから現在の調査は定員査定だけにとまるのかということでございますが、現在コンサルタントを招へいして仕事を進めておりますのは、仕事の種類、仕事の順序、そういつた処理時間を詳細に調査いたしまして、そして係ごとに定数を査定したいということと、処理過程における欠陥を是正するというような調査をいたしてございます。で、それ以後の改善事項については新年度からの計画によつて仕事を進めていきたいというふうに考えております。




○金城　重正君

　一番と二番については十分承りましたけれども、総務部長の今の答弁の中では機構の問題だけを解決すれば、いわゆる市民に対するサービスが十分行われるというような考え方をもつておられますけれども、本員が質問いたしたいことは２番議員からも御指摘がございましたとおりに市民の方が窓口にきても、いばつたような顔をする職員がたくさんおる、さらに親切にやろうとする職員がいないというようなことをよく耳にするわけであります。

従いまして、職員の市民へのサービス精神を涵養、こういうものを具体的にどういうふうにやつていくかということでございます。

それに平行いたしまして市民にサービスする職員に誇りを持たすために、那覇市は職員名札はい用規定がつくられておると思いますが、現在その職員名札をはい用しておるのは３０％しかないというような状態でございます。私は３日間にわたりまして、ちよつと職員の事務しておるところを見てきたわけでありますけれども、いわゆる職員が名札をはい用いたしまして、そこにおいて職員としての誇を持つて市民にサービスするという精神、これの涵養についても十分努めるべきではないかと、かように考えます。当局は大は小をかねるという意味から大きいことに重点を置くのもけつこうでございますけれども、真先に市民サービスへの配慮も十分はらうべきだと考えますけれども、そういうお考えがあるかどうかお伺いしたいと思います。






○市長公室長（城田　清才君）

　ただいまの御質問にお答えいたします。１，０００数百名の職員の中からは、やはり相手のある仕事でございますのでときたまその売り言葉に買い言葉でいろいろ　住民の不信を買うこともあるかと思いますが、いずれにいたしましても、これは職員の訓練のゆきとどかないところと思つて非常に恐縮しております。

窓口の業務につきましても、今年から職員の研修もいたしておりますので、逐次よくなつていくものと確信しております。さらに職員の名札のはい用についてでございますが、これは規程によりましてぜひともはい用しなければならないようになつておりますので、お説のとおり７０％ぐらいはい用しないのがおるとすれば厳重にこれをはい用するように通達をして実施していきたいと考えております。






○金城　庄瑞君

　私が１３番目でありますので、ほとんどの施政方針に対する質疑が出尽くしておりますので、ごく簡単に４点だけお尋ねしたいと思います。１９６８年度の施政方針について全般的にりつぱな計画方針であると私は思います。１９５６年度に那覇市の都市計画マスタープランがつくられており、１９６８年度に専門家をまねいて修正案の診断を受けて的確にマスタープランを決定したいとのことでございますが、けつこうなことだと思います。マスタープランのおくれた理由について９番議員、あるいは資金の見通しについて１５番議員が質問しておりましたので簡単に３点だけお尋ねいたします。

このたびの修正されるマスタープランは最終的なものであるかどうか１点。それから現在の那覇市の財政規模でいくと何年ぐらいでその修正されたマスタープランの目的達成ができるか。１点。

それから３番目に「市街地は都市への近代的機能の急激な集積、交通機関の激増、加えて人口の急速な膨張に対しそれに伴う都市公共施設の整備がおくれたため跛行状態が顕著となりこのことが産業経済、社会文化など各面に多大の支障をきたしている。」と施政方針の中にうたわれておりますが、その打解策として長期計画により強力に推進していきたいということでありますが、その長期計画ということは何年度から何年計画であるのか、それが１点。この３点とさらに安謝港の建設の問題もありますが、４番議員から質問がありましたので１点だけお尋ねいたします。

安謝港構築問題は今までの計画を修正する必要が生じて、現在琉球政府で検討中とのことでありますが、安謝埋立計画を取り入れての修正をするのかどうか。また琉球政府の立場だけで検討されておるのか。以上４点だけ簡単にお尋いたします。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。現在マスタープランが検討されておりますが、この修正案は最終的なものかということでございますが、当面の計画といたしましては、これは最終的なものになります。５年後、１０年後、あるいは２０年後になるかもしりませんけれども、この修正案を検討しなければならないことが起こればこれを修正したいということで、現在の段階ではこれが最終的なものであると考えております。

何年ぐらいで目的達成できるかということでございますが、これは策定された当初におきましては、だいたい２０年間、資金量において１億３，０００万ドルという計画になつておりましたが、財政の不如意によりまして、思いどおり進んでおりません。従いましてこの修正案で総資金量がどれだけになるのか、また目標達成年度がいつになるかということについては、建設部長から答弁させることにいたします。安謝港計画につきましては土木部長から説明させることにいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　このマスタープランの修正は何年後を目途としているかということでございますが、ただいま市長がいわれましたように、だいたい２０年後を目途として計画されております。それでやはりこの計画は２０年で全部完成しなければ意味がないということでございますが、　　やはり財政力がこれに伴わないというと、そこでまた修正というものが起こらなければならないというふうになつてくるかと思います。

それでこの財政計画についてさつき１５番議員にお答えしましたとおり、道路計画、公園計画の一部変更によりまして、今財政計画をたてなおしておりますので、これもやはり２０年を目途にして２０年間でこの工事を全部やるんだということでこれをたてなければ意味をなさないと考えております。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。安謝港湾計画は埋立事業と関連して考えておるかと、あるいは政府だけで検討しておるかということでございますが、先ほどお答え申し上げましたが、最近運輸省の港湾局のほうから鮫島技官が見えまして具体的に検討を加えまして、当初の港湾計画が大巾に修正されるような可能性をもつております。従いまして、安謝の埋立計画もこれまで７か年計画で進めてまいりましたが、新しい鮫島構想によりますというと、当初に計画した埋立計画の中に港湾の地域が入り込んでまいりました。従いまして現在の埋立計画も大巾に変更しなければならないということになります。

それから港湾計画は最南のほうに漁港、その次の南のほうに商港が計画されていたのでありますが、今度は北側のほうに工業港が計画されておりますので従来の計画よりも大きく計画がかわつてまいります。

当初の計画では港湾面積が３４万１，１９２平方米でございましたが、新しい計画では７３万９５平方米となつております。それから埋め立てでございますが、当初が４１万３，１１８．７７坪、これが変更後は４９万８，３０５．８３坪というふうになつております。この問題につきましてはただいま琉球政府のほうで検討いたしておりますが、那覇市のほうからも常に連絡をとりまして相互の調整を進めております。






○瀬長　フミ君

　本員は２項の市民生活及び社会福祉の面の４点だけお伺いしたいと思います。　市長は施政方針の中で琉球の経済の高度成長とか、あるいは飛躍的発展というふうな言葉を使つていらつしやいますが先ほどの８番議員がおつしやつていましたようにこのような高度成長の中で裏には非常に生活に困つておる人たちがたくさんおります。

たとえば零細企業が８４％もおるということは、いかに那覇市民の生活が困つておるかということを物語つておるんじやないかと思いますが、そういうことに対しまして市長もそれは認めておりまして、「市民の生活水準の向上はめざましいものがあるがその反面、生活保護を受けておるものや保護寸前のボーダーライン階層もなお少なくない現状であり、このような格差を是正し福祉水準の向上をはかることが要請されている」とおつしやつております。もちろんこれは一般市民から要請されておるかと思いますが、それに対してどのように是正していくか。これをお伺いします。十分ではないが補助を受けてある程度保護されておりますが、しかしボーダーライン層は保護も受けられず病気でもすると病気治療もできないで困つておる家庭がたくさんあります。２月１５日の市民の友の中に６４年度現在の生活保護を受けておる人が３，１４９人、生活困窮者がその倍の６，０００人余りと書かれておりました。もちろんまだこれ以上おると思います。

憲法第２５条により最低限度の生活を保障する根本理念を市長は施政方針に述べておりますように十分持つておられます。市民の友にも生活に困つておる市民に必要な最低限度の生活を保障するのは市の重要な仕事であるといわれておりますが、どのような措置をしていかれるのか、その計画がありましたらお伺いします。

１０ページの老人福祉対策についてでありますが、老令年金に関する暫定措置法に基づいて年金事務も市に一本化されるということになつておりますがこの見舞金は、もちろん保護世帯の人ももらうことになつております。あるいは金持ちも貧乏人も一応にもらうようになつておると思いますが、この見舞金は税金が賦課されるかどうかお伺いします。

３番目にごみ処理の問題は２番議員から質問がありましてお話がありましたが経民部長は、この中でごみ処理は車をふやし、そして配車も多くするとおつしやつておりますが、この車は何台ふやしそしてどのような車をお買いになりますか、これをお伺いします。

水道の問題についてもたくさんの議員の方から質問もございましたので私は一つだけお伺いいたします。

断水が起こりましてから私たちもこの問題について水道部長、並びに水道公社にまいりましたが、そのときに水道部長、水道公社の方は今の分水協定は改正しなければならないところにきているとおつしやつておりましたが、この分水協定の改正はどのように改正するかその点をお伺いします。

もちろん私たちはこの分水協定は破棄してもらいたいのが建前でございますが、この改正する場合にどのように改正されるか、その点をお伺いします。

以上。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。現在の高度成長に伴つてその反面その谷間で非常に苦しい生活を続けておられる方がおることはまことに遺憾でございまして、これらの零細企業の育成、さらに生活保護の対象とならないボーダーライン層の今後の生活をどう保障していくかという具体的な件につきましては経民部長をして答弁させることにいたします。

さらに老人福祉対策と関連いたしまして見舞金に対する課税の問題、さらにごみ処理の問題、この件につきましても経民部長から答弁させることにいたします。

水道問題と関連いたしまして分水協定の改定、さらにその内容の問題でございますが、これは現在水道部、水道公社との間に内容の検討をいたしておりますので、まだ協定を結ぶところまではいつておりませけれども、だいたい水道公社が考えておりますところの協定の内容につきまして水道部長が知つておりますので水道部長をして答弁させることにいたします。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。ボーダーライン層、あるいは扶助世帯の格差是正をどうするかという第１点の御質問でございますが、これは結局つまりますところ基本的には、生活保護法に基づいて一応現段階の保護を与えそして福祉貸付資金、あるいは那覇市社会福祉協議会を那覇市が設置してあります助け合い金庫、こういつたものを利用しまして、できるだけ更生をはかつていくと、それから市の直接の施設としましては愛生寮に入居させましてそこで更生指導していくと、そういうふうなことでだんだんその層から離脱させて向上させていくということが具体的なことだと考えております。

それから市が生活に必要な資金を直接支給すると、いわゆる生活保護法でいう扶助者に対する現金の給付ということは、ちよつとこれは市では困難ではないかというふうに考えておりますので、そのほかのことでただいま申し上げましたような更生指導、それから困窮者に対して、あるいは扶助者に対してはできるだけリバツク物資を多くして支給していくと、それからこういつた扶助困窮世帯が一番困るのは子弟の教育でありますが、学校における学習経費はこういつた世帯の子弟はほとんど免除されておると考えております。ただ定期的な修学旅行がありますこのときに、ややもすると参加できないというといたいけない純真な心をいためるということがありますのでそういうことがないように市では全面的に旅費補助をやつております。こういつたことがいわゆる格差是正の方法であり、即保障の方法であるというふうに考えております。

それから老令年金法に基づく見舞金は課税されているかどうかということにつきましては、今資料を持つておりませんので調査にいかしておりますので返事が　き　次第お答えしたいと思います。それからごみ車をどういうふうにふやしていく考えかという御質問でございますが、先ほど２番議員の御質問にお答えしましたとおり、できるだけ老朽車を廃して新車に取りかえていくとその台数をふやしていくというふうに考えております。そうすることが機能の発揮、絶対数量の増加ということになろうかと思いますが、その計画としましては、１９６８年に２台廃車する、そしてロードパツカー、　　いわゆるプツシユ式の押し込むやつ２台、　　　これはオルゴール付きであります。現在オルゴール付きが２台ありまして首里地区、真和志地区を廻わつておりますが、今後はすべてオルゴール付きに全部切り換えていきたいというふうに考えております。６９年度にさらに２台廃車しましてダンプカー２．５トンのものを３台入れると、７０年２台廃車しまして３台新しくダンプカー２．５トンを入れる。７２年２台廃車しましてロードパツカー２トン車２台を入れようと、７３年２台廃車してダンプ２．５トン車を２台入れようと、一応７３年までの計画をこういうふうに計画したのであります。それに合わせまして人口の増になりますので委託地域をふやしていく、あるいは業者の許可をふやしていく、そういうふうにもつていきまして委託制度と市営制度を合理化してやつていきたいというふうに考えております。






○水道部長（玉城　定仁君）

　分水協定はいかように改正されるかという御質問でございますが、現在の分水協定の中で一番問題視されてるのが三つございます。一つはいわゆる最低量を取らなくても分水協定でうたわれている　その年度末においてそれだけの料金を支払らわなければいけないという問題がございますがこれは削除。２番目の問題は、料金の値下げ、改訂する場合は６０日前に水道公社の承認を得るということでございますがこれも削除。３番目は１６番議員から先ほど御質問がありましたが、水道公社に対するところの水の責任量はそれぞれの市町村がその年の最大需要量をうたう。これは各市町村がまとめる。この三つの難しい問題を水道公社は了解されておりまして、さらにそれ以外の問題に対しましても現在折衝中でございます。実は今議会に分水協定の案を出すつもりでございましたが理事会にかけられておりませんので次の議会までに案を出したいと思います。




○瀬長　フミ君

　今、水量の問題で最大の水量を規定するといつておりますが、もし量が少なくなつてそれまでにできなかつた場合にはどうなりますか。




○水道部長（玉城　定仁君）

　各市町村のその１カ年間の１０カ年分を出すわけであります。市町村としてはこれだけの水が必要だという最低量を水道公社は出します。それを給水すべく最善の努力ををするという責任がうたわれております。




○瀬長　フミ君

　水道公社の責任はどうなりますか。




○水道部長（玉城　定仁君）

　お答えいたします。水道公社の設立は高等弁務官布令第８号によつて水道公社の設立がうたわれております。その目的は、琉球住民に対するところの水の供給、利益産業の発展のために水道公社はその水を供給しなければならないという責任がありますので、各市町村の需要量に対しましてはあくまでも水道公社が責任を負うようになつております。






○喜舎場　盛一君

　本員は福祉行政についてお伺いいたします。政治の究極の目的は市民の福祉を増進し市民生活の福祉向上をはかることであり、市長も施政方針において十分表明しているところである。しかりとすれば、福祉向上のために市の行政機構の勉強は果して完壁にして十分かというと必ずしもそうとは思えないのであります。琉球政府は近年社会保障、社会福祉に対する諸政策を打ち出している。たとえば昨年から実施をみましたところの老人福祉法、本年７月から施行されますところの老令年金に対する暫定措置法等は、その運用実施はことごとく市町村に委託されているのであります。さらに、政府は重症精薄児児童手当支給法、母子福祉法、国民年金法等の法制定を急いでいる現状であり、これら一連の施策の財政的裏付けはほとんど日本政府援助金をあてこんだものであり、むしろ遅きに失したというべきである。このようにして本土並みの福祉制度が次々と実施され、また実施されようとしているが、現在那覇市はこれに対処できる体制にあるかどうか、今一度考えなければならないのであります。そこで特に次の３点についてお伺いしたいわけでございます。１点は、当局は経済民生部の機構改革を検討したことがあるかどうか。２点目に検討したことがあればその検討の中において政府行政機構と比較対照したことがあるか。３点目に、経済民生部の中でも特に民生課の業務分野が近年著しく増大し、煩雑化することが十分予想される。しかも、施設の増大等は、たとえば保育所、児童小公園、オリンピツクプール等に伴う管理業務、非行児施設問題等の複雑化、在外私有財産補償や戦前郵便貯金獲得等の新規事業等がすべて民生課の分野とすれば到底１課によつて処理するということは不合理といわなければならない。したがつて、当局は民生課を部に昇格するか、あるいは政府機構との関連性において同課を２課もしくは３課に分課して適正迅速な行政を期すべきだと思います。なお、業務量の増大は単に職員の頭数でカバーするということは論外であります。本員の調べた資料によりますと政府と市の機構の比較するところは次のとおりでございます。那覇市の民生課が政府の民生課に類似する仕事は、那覇市の民生課一つに対しまして琉球政府の民生課の仕事、すなわち生活保護等の仕事。２番目に児童福祉課の仕事でございます。これは保育所等でございます。３番目に援護課の仕事もやつております。４番目の社会教育課、保健庁、保健所、文化財保護委員会、保健体育課、総務局総務課という九つの課の仕事を一挙に那覇市の民生課は背負つてるわけでございます。したがつて、市としてはこの点を十分に検討する必要があると思うがどうかお伺いいたす次第でございます。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。琉球政府の社会福祉事業関係が大分伏在しているわけでございますが、それに対処する市の施策についての御質問につきましては経済民生部長から答弁させることにいたします。また、経済民生部の機構改革、特に御指摘になりました民生課の事務分量による部課の再検討ということでございますけれども、先ほど申し上げましたとおり行政監察課の資料も近いうちまとまると思いますのでその結果をみまして機構改革の面は検討してゆきたいと考えております。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　４番議員にお答えする前に先ほどの７番議員の課税の件についてお答えいたします。この年金は遺族年金と同様に非課税ということになります。次に４番議員にお答えいたします。おおせのとおり日本政府の福祉面に対する大巾な援助拡大ということで琉球政府も年々この事業の拡大を認めまして、それは法に基きまして市町村の協力する分野が非常に多いわけでございます。これに対してわれわれは増員をしまして、その調査、連絡ということでやつていかなければなりませんし、さらに政府のほうで定期的な研修がありまして、その研修にできるだけ職員を多く派遣して事務能率を上げてゆき、できるだけ専門化してゆくというふうに考えております。現に老人福祉法の実施並びに高令者年金暫定措置法に対する事務ということで６８年度から定員化すべく、現在すでに傭人を８名とつてその事務に当らせております。そういうふうにその事務の必要に応じて即時人員の体制を整え、さらに職員の質の向上をはかつてゆきたいというふうに考えております。






○瀬長　フミ君

　老令年金には課税されないということについてですが、これはもちろん見舞金として課税されないのが建前でございます、現在、資本家もボーダーラインの人も一率に５ドルとか１０ドルもらつております。しかし被保護世帯はこれをもらつても、これだけ収入があつたということでこの人たちは補助をうけてる保護費から差し引かれている状態でございます。ですから、貧乏人には非常に不利であります。こういう問題に対しまして当局はどう処理してゆかれるかその点をお伺いしたいと思います。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。先ほど非課税と申し上げましたのは政府の法に基く高令者年金であります。したがいまして、もちろん市が支給します。敬老年金も非課税ということになります。そういつた収入があつた場合に扶助世帯がはづされるかどうかということでございますがその点につきましては、これは一応福祉事務所の査定に待つよりほかはないのでありまして、向こうは年金であろうが、何であろうが、とにかく収入は全部計算するということに規則上定まつておりましてどうすることもできないわけであります。それで非常に支障を来たして貧困で困るという方には、さらに実態調査をしまして福祉事務所と打ち合わせをしてできるだけ配慮してもらいたいというふうに申し入れることがたまたま過去においてありましたので今後もそういうふうにしてゆきたいと考えております。




○副議長（辺野喜　英興君）

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。明９日午前１０時より開会いたします。なお引き続き議会運営委員会を開催いたします。



（午后３時１４分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～





○議長（高良　一君）

　これより、本日の会議を開きます。本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第３号のとおりであります。

諸般の報告をいたします。

　６月７日付、那覇市下泉町２丁目１０番地　那覇市職員労働組合執行委員長岸本忠三郎からの「不当、不法免職の撤回について（請願）」

那覇市久茂地町１の１０番地　沖縄全逓信労働組合執行委員長亀甲康吉からの「那覇市職員労働組合執行委員長岸本忠三郎以下同組合員１２名の不当な免職の撤回について（請願）」、及び第５回国際婦人デー沖縄集会実行委員長那覇市字寄宮３０６番地与儀久子からの陳情は、お手元に配付してあるとおり、それぞれ、取り下げ届が提出されておりましたので、会議規則第１９条の規定により、それぞれ、取下げることを御了承願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１「会議録署名議員の指名について」を議題にいたします。

本日の会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により議長において、比嘉佑直君、比嘉朝四郎君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２「一般質問」を議題といたします。

発言の順序は、抽選の結果、お手元に配付してある別表のとおりであります。先ず、１８番議員大山盛幸君の発言を許可いたします。






○大山　盛幸君

　建設的意見を申し上げたことが実施に移されて、これが実を結ぶということは公私を問わず喜ばしいことであります。一昨年、私が取り上げました新庁舎の清掃の問題につきましては市当局がよく御検討の上実施されまして今日ではお隣りの琉球政府と比べて雲泥の差があるという賞讃の言葉をちようだいするくらい管理がゆき届いております。また山彦の鐘の移転問題につきましても早速実施していただきましてありがとうございます。去年、取り上げました文化財である円鑑池の浚渫につきましては見事に実施をされまして新聞報道でも写真入りでほめられております。

その他着々と議会で討議されました問題が現実に施行されておりますことは市民福祉の上からも市の発展の上からもまことに喜ばしいことで当局の御努力に対して満腔の敬意を表する次第でございます。さて、今回は二つの事件を取り上げたいと思います。その一つは子供の国の問題でございます。本件につきましては２年程前から子供の国の建設用地は平和公園とも関連して末吉周辺に予定しているという噂さでございましたが、去る５月２日吉田南援事務局長との会談で奥武山漫湖に決定し３３，０００平方メートルの島を埋立て造成して建設することになつたとのことであります。しかも来たる８月から着工と新報は報道しております。そこで一体子供の国は市当局だけの独善的構想で着工に踏み切ることが適切な処置であると市長はお考えになつておられるかどうかお伺いいたします。

次に、那覇市制施行記念日について御質問いたします。１９２１年５月２０日に那覇市制が施行されてから今年は４６周年であります。市制施行当時６万人ぐらいの人口が今日では２７万人にふくれ上がり九州地方でも屈指の大都市に発展いたしました。終戦の苦難を乗り越え、努力と前進とを続けて来ました全市民の汗の結晶が今日の繁栄をもたらしたものと信じております。

しかし、那覇市の理想的発展は今後なお幾多の年月を経なければならないと思いますし、老若男女を問わず全市民の協力態勢が必要なるゆえんでありますが、そういう観点から那覇市制施行記念日の５月２０日には市職員だけではなく全那覇市民が祝つていただく行事にする方法はないものか、この件について市長の御見解をお伺いしたいのであります。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。子供の国の施設場所の件でございますが、この件につきましては琉球政府ともいろいろ協議いたしまして平和公園との関連において首里地区を選定することに相成つておつたのでありますが、琉球政府の意向が固まらず、ただ南援事務局長に対しまして首里地区が政府の都合で具合が悪ければ、漫湖に島を造成して約２万坪ぐらいの予定でございますが、そこへもつていつたほうがいいんじやないかということでございます。都市計画の管理、その公園造成の件について技術的にあるいは漫湖の浸水との関連もございますので、こういつた点からいろいろ検討したのでございますがまだ結論に達しておりません。漫湖の流水について琉球政府においても適確な指導がないのでございまして、その点グリーンベルトを造成いたしまして、今後に残された問題でございますが、決して漫湖に島を造成して作るという結論には至つておりません。恐らくその件につきましては琉球政府とも今後いろいろ協議して適切な場所を選定したいと考えております。１９２１年５月２０日に那覇市の市制が発足しております。市制記念日につきましては御指摘になりましたとおり従来市職員だけ休日をとつて祝つておりますが、市民全部に喜ばれる方法を考えてみたらどうかということでございますが、この件につきましては次年度からいろいろ検討いたしまして市民を挙げて喜ばれるような行事にしたい、かように考えております。




○大山　盛幸君

　お答えによりますと都市計画課に命じてさせてあるということでございますが、本員も都計上の問題としてこれは慎重に検討する必要があると思います。それで都市計画委員会あるいは都市計画審議委員会などの組織をとおしても審議をすることが大事じやないかとかように思つております。この建設は市の観光課が中心になつて施行すると新聞は報道しておりますが、先ほど市長は都計課にいいつけてあるとおつしやつておりますが、いずれの部課が担当すべきであるか、子供の国の建設目的を内容的に検討なされたかどうかお伺いいたします。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。当初、南方同胞援護会から市のほうにその話しが持ち込まれまして、これをどこで担当するかということで十分検討いたしまして、子供の国という要するに児童福祉という立場に立てば民生課の担当であるわけでございます。一面、これは観光資源として取り扱つたほうがむしろ非常に開放的に明朗さをもつてやつてゆけるんじやないかということで商工観光課の担当ということにいたしました。しかし、先ほど大山議員がおつしやつたとおり南方同胞援護会から吉田さんがお見えになりまして、その場所選定についていろいろ話し合いをしている間に漫湖の、要するに奥武山公園地域の一環としてこれをやろうじやないかということで話しが出されまして、そういうことであるならば一応向こうの治水関係いろんなこともあるし、公園計画との問題もあるしということで政府の都市計画課もお呼びいたしましていろいろ検討を進めておりますが、一応建設までは那覇市のほうでは都市計画課のほうにお願いしようじやないかということで現在まで進めております。完成の暁は管理の段階になると経民に移つてくると考えております。




○大山　盛幸君

　建設までは建設部で、完成後は経民のほうでやるというふうにおつしやつておりますが、結局この問題は児童福祉施設としても該当するし、なお公園としての性質も兼ね備えております関係上、どうしてもその筋の政府の厚生局建設局の行政指導が必要であると思います。その面との折衝を見ると新聞報道によりますとどうも芳ばしくいつてない。新聞の報道を見ると那覇市はすでに決定ずみという文句を使つてるし、政府は環境衛生に不適当だというふうな見出しで対決している印象を市民に与えております。この子供の国は、山や川、林を含めた広大な自然の中に子供たちを送りこみ、自然に親しむことを通して子供たちに楽しい夢を与え、科学に親しむ態度を通して子供の健全育成をはかることを目的に建設されるといわれておりますが、漫湖を埋立てて作つた１万坪の島でその目的が果せると当局は思つておられるのかお伺いいたします。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。おおせのとおり子供の国の建設にあたりましては唯、遊ぶということではなくてそこで遊びながら学ぶということは非常に大切な要素でありますので、そういつた意味からしますと既存の資源を利用するということで末吉の亜熱帯林を利用して、それを科学的に指導するということは非常に重要であります。吉田嗣延さんがお出になりまして実情を調査して土地の取得問題いろいろかれこれありまして、結局奥武山のほうがいいんじやないかという案を打ち出されております。ただいま申し上げました科学性の問題は造成によりましてその要因を十分果し得ると考えております。またそのように設計を進めてゆきたいと考えております。




○大山　盛幸君

　今の御答弁ではわかりませんが次に変わつたお尋ねをいたします。子供の国は１万坪では狭いといわれております。漫湖に１万坪である３３，０００平方メートルを埋め立てて建設目的にそうように島を作ることが何の抵抗もなくスムーズに運ぶと当局はお考えでございましようか。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。漫湖の中に島を作つて子供の国を作るということは今の浸水の問題も影響いたしますので十分検討しなければならない問題が多々あると思います。そういうことで政府と折衝中でございまして、この件につきましては政府のほうでもまだはつきりした結論は出てないようでございます。と申しますのはこの漫湖の浸水の問題は今の那覇港に土砂が流れ込まないようにシートパイプを打つてダムを作つてございますがこれをどういう具合に解決してゆくかということが大きな問題でありまして、また、ある説では埋め立てても浸水には大した影響はない。ということは大体あの地域の一帯が非常に低いから浸水するんだ、埋立てをするから浸水するということじやないという説もあるんでありまして、この件につきましては今技術的に検討いたしております。政府のほうでもそういうことが検討なされたあとでなければこれをどうするということははつきりできないと思います。そういうことで今、都市計画のほうでも政府と折衝中でございましてまた、これは非常に重要なことでありますので検討させていただいております。




○大山　盛幸君

　先ほど市長の御答弁にもありましたとおり漫湖のほうに建設するということが最終決定ではないというようなことでございましたのでほつといたしました。

当局のおつしやるとおり政府と那覇市が子供の国建設用地問題で意見が対立してこれがスムーズに建設ができないということになつたら大へんでございますので関係当局とも十分に意見を調整して、部長がおつしやるような技術的、　科学的な見地からも十分検討していただきたいとかように思います。６月３日の新聞報道によりますと厚生局民生部の意見として出ているのが記録されておりますが、この件につきましては理論的には十分納得しませんが意見よりはいいような感じがするんでございます。ちよつと読んでみます。

(1)建設用地が不適格である。　(2)児童厚生施設が遊園地なのか明らかでない。(3)面積が狭いといつた点から同建設計画の大巾な変更を希望している。特に奥武山の湖に小島を作る場合、経費がかさむほか国場のベニヤ工場はじめ隣接した工場からの煤煙でおおわれる。また湖の水質は汚れて悪臭をはなつており、樹木を植えても潮害で根つく率が低いことをあげ、環境衛生の立場から建設用地の変更を打ち出している。さらに、面積が３３，０００平方メートルでは、建設の目的である山や川など自然環境を作るには狭く、遊園地の機能しか果せないとみている。この意見は確かに傾聴に値すると思います。とにかくこの問題につきましては衆智を集めて将来悔のないような子供の国を建設すべきだと思います。用地の最終的決定までは議会筋の意見、政府関係筋の意見、学識経験者の意見を聴取したり、日本本土で建設されている既設の子供の国の現場調査などして、慎重に検討してのち決定をして実現に踏み切つてもらうように強く要望いたします。この件は終りまして市政記念日の問題についてさらにお尋ねいたします。全市民を代表して私の個人的な見解を述べさせていただきます。那覇市内の幼稚園や小中学校の児童生徒を公休日として休ませ記念日を祝つてもらうことが市民に周知徹底させるためにも便利であり一番手つとり早く効果的な方法だと思います。

将来の那覇市を背負つて立つ子供に社会科の勉強をとおして郷土那覇市に対する認識を深めさせ郷土を愛する心情を養なうことができると思います。こういう社会科の勉強につきましては学年別に相応の指導計画を立案することはいたつてたやすいことだと思料いたします。那覇市民憲章の徹底をはかる上からも得策なことだと思います。この件につきましては日本本土でも川崎市や静岡市などがすでに実施しておるようでございます。もちろんこの問題は市長独自で決める問題ではなくむしろ教育委員会で決めるべきだと思いますが、何といつても市制記念日に関する問題でありますから市長としてこの市内幼稚園、小中校に休みを与えて祝うという方法に御賛同願えるかどうか。この件につきましては教育委員会の代表として見えられました教育次長の個人的な御意見もお伺いしたいと思います。






○第一助役（古堅　宗徳君）

　お答えいたします。市制記念日の休日の件でございますが、学校生徒を休ませたらどうかという御意見でございますが、実はこの問題につきましては各市で実施しています休日の取り扱いを検討したことがございます。しかし、学校だけが休んで市民が休んでないという場合はいわゆる生徒の遊ぶ時間が多くなりはしないかといういろいろな問題があると思います。それでその点についても先ほど市長から答弁がありましたとおり今後検討してゆきたいと思います。






○教育次長（喜久山　添釆君）

　御質問にお答えいたします。市制記念日に生徒たちも休ませたらどうかということにつきましては私たち今はじめてお聞きいたしますので、いろいろの学校行事、その他授業日数かれこれで今ここでどうするということをすぐには申し上げかねますのでこのことにつきましては私たちもよくこれから検討してみたいと思います。




○大山　盛幸君

　５月２０日は今年は土曜日で市職員は連休をとつて喜んだと思いますが、新聞で市長がメツセイジを出しておりますが市民の中にはそれを御覧にならなかつた方もおつたと思いますが、休みに役所に来て不思議な顔をして帰つたという話も聞いております。こういうことになると、市民に喜ばれるどころか不便を与え、あるいはおこられるようなことになるかもしれません。そこで、市民によく理解させて喜んで祝つてもらうためにもこの問題は一方法であります。あるいは５０周年、あるいは６０周年になると大々的に全市民を挙げて祝賀行事をするということも当然考えられましよう。手つとり早く市民に周知徹底させるためにも先ほど申し上げましたような方法をとおしてやることが一番やりやすい便利な方法じやないかと思料いたしましたので提案いたしましたのでございます。この件につきましては教育委員会の先生方、市内の小中校の校長先生方とよく検討いたしまして、もし、これが可能だとすれば市制５０周年までには実施できるように御検討をお願いいたします。






○山川　正平君

　本員は泊、安謝間の公有水面埋立事業と水道問題の２点についてお尋ねいたします。泊、安謝間の公有水面埋立事業は市当局といたしまして１年次から７年次にかけて７カ年にわたつての事業でありましてその２年次は完成いたし３年次も９０％程度完成しておる現在でございます。残こり４年次から７年次にかけてでありますが、これは私日ごろからこの４年次から７年次にかけては市当局といたしましてはどうしても一挙にやるべき仕事だというふうに考えておるのでありますが、きのうの平良真次郎議員の港湾問題に対して市長から、この事業は一挙にするんだと、そして現在計画を進めてるというふうな御答弁があり議員といたしまして心強く思い、市長に敬意を表するわけでございます。それでこの問題についてお尋ねしたいことは、きのう土木部長の説明ではあと残された工事について、１，３００万ドルから１，４００万ドルの工事費がかかるということでありまするが、これはわれわれが知つておる範囲では、第１回目の市の計画によりますと１，１００万ドルからおそらく１，２００万ドルというふうに聞いておりまするがすでに３年次の工事も終わりましてあと残されたのは４年次から７年次の工事であります。それであと１，３００万ドルから１，４００万ドル工事費がかかるということは、これは埋め立てのみの工事費であるのか、あるいは港湾施設全部に対する工事費であるのかその点をお伺いしたいと思います。

　第２番目の水道問題でありますが、これも長期計画にわたつての質問をいたすつもりでありましたが、きのう赤嶺慎英議員の質問に水道部長がるるお答えになりましたので、私はただ１点だけ。雨が降らなくて水がないということはよく聞かされたのでありますが、最近先月からは雨も順調に降つているが、また特に今月になりましてからは毎日のように雨があつて水は海に流れるような現状でありますが、なにがゆえに今日までまだ断水を続けておるか、どういう理由で断水になつておるか。その点についてお伺いします。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。安謝の地先の埋立工事については７カ年計画で進めた場合に、当初の資金計画は御指摘のとおり１，１７４万９，９８８ドルでございました。

　ところが第１年次、第２年次、第３年次の工事が終えて、第４年次から第７年次までの工事費用が概算でございますが１，３００万ドルから１，４００万ドルぐらいかかる予想でございます。これは御承知のとおり最近の資材の値上り、労務賃の値上りに起因するものでございます。

　従いまして安謝港湾の施設をする前に埋め立てを先行しなければならぬと。もう一つは諸物価が高騰しつつあるとこういうふうな客観情勢に対処しまして早急に一挙にやるべきだというふうに考えております。

　つぎにこの１，３００万ドルないし１，４００万ドルの工事費は港湾計画を含むかということでございますが、港湾計画は含みません。埋立工事費だけでございます。港湾計画は当初の予算で１，７００万ドルが予想されておりましたが、ただいまの鮫島構想では、これも概算でございまして確実なものではございませんが、だいたい１，９００万ドルから２，０００万ドル程度だと思います。






○水道部長（玉城　定仁君）

　雨が降つても断水しておる理由について御説明申し上げます。５月６日に嘉手納、比謝川からタイベース間の送水管１６インチパイプが現在２本敷設されております。しかしタイベースの能力は５万７，０００トンの浄水能力を持ちながら、その送水管は５万７，０００トンに見合うところの能力ではないので、現在３０インチパイプをさらに新しく敷設工事中でございます。

その工事の途中５月６日に１６インチパイプの１本を破損しまして、翌朝午前８時ごろ一応修復しましたものの、８日の午前においてさらに同じ箇所を破損しました。それが２日間にわたつて１６インチパイプの２本のうちの１本が破損しましたので５万７，０００トンの浄水能力の半分しか浄水できなかつたということに第１点の原因がございます。

　第２点の原因は需要と供給のアンバランスでございます。いわゆる軍民の泊浄水場を含めての浄水能力が最大１２万５，０００トンでございますが、実際の需要は１３万から１４万トンの需要の伸びでございますのでそれに見合うところの生産能力がないということでございます。その生産能力は月平均いたしますと１１万５，４００トンでございます。そこで最近の需要の状況を申し上げますと、１月において軍の需要が４万５，５００トン、民の需要が６万６，６００トンその計が１１万２，１００トンで１月においては３，３００トンの余剰で水は余つております。２月において軍が４万５，５００トン、民６万５，８００トン計１１万１，３００トンで４，１００トンの余剰水でございます。

３月において軍が４万５，５００トンに対し、民が６万８，２００トン、計１１万３，７００トンで１，７００トンの余剰水でございます。

４月において軍の需要が４万５，５００トンに対し民の需要が７万４，０００トン計１１万９，５００トンで不足４，１００トンでございます。

５月において軍が４万５，５００トン、民が７万５，３００トン、計１２万８００トン不足５、４００トン、こういうふうなアンバラスによりまして、雨が降つても浄水能力がそれだけしかないので、結局やむを得ず断水をやつておるということでございます。今度の断水の場合には那覇市のみならず水道公社から取水しておるところの１２カ市町村が５月７日から最近にいたるまで夜間断水を続けております。那覇市も晩８時から翌朝の６時まで断水をしております。しかし地域によつては、そういう時間とは関係なく給水されておる地域もございますけれども、しかし１２カ市町村の約束がございますので、一応そういう約束を守つております。

　なお６日の大雨によりましてタイベースの比謝川のポンプ場の取水口、いわゆる川から水を吸い上げる取水口が土砂や木板によつて埋められまして、取水できずに中部地区は全部断水しておりますが、那覇市においては上間のタンク、首里タンク、識名のタンクがあつたために断水せずに済まされております。

　なおきのうは軍の送電の故障によりまして中部地区は６日から断水しております。しかし那覇市はきのうは上間タンク地域でまかなうところの一部だけを夜間断水しております。そういうことは上間タンクのおかげで中部地区よりも断水が少ないということははつきり申し上げられることであります。




○山川　正平君

　土木部長にお伺いします。埋立工事の１，３００万ドルから１，４００万ドルについてでありますが、これはもちろん港湾施設にも関係がありますので、この額につきまして琉球政府や、あるいは日本政府からの埋立事業の工事費に対して幾らかの援助があるかどうか、まるまる那覇市の負担であるのかどうか。一つお聞きしたいと思います。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。埋立工事につきましては琉球政府並びに日本政府援助は考えておりません。すべて市の起債でやることになつております。




○山川　正平君

　市長にお尋ねいたします。これは１，３００万～１，４００万ドルとなりますと莫大な資金でございますが、その借入れにつきましては、これまでの実績から市長は自信があるというふうに私は推定いたしますが、その借入れにつきまして一つ。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。１，３００万ドルの莫大な金額にあいなつておりますけれどもその工事の年次計画、さらにそれに見合う財政資金計画、こういつた点をいろいろ検討いたしております。

　御承知のとおり段々海が深くなつていますので、工事単価もいきおい高くつきます。従つて市の利益も１次、２次、３次埋立事業と比較にならないぐらい低いものになるのではないか。場合によつては赤字を出すかもしれない。

　従つて工事の施行の方法でありますが、これは年次的にやるにいたしても最小限市としては道路用地、学校用地、公園用地、埠頭用地、そういつた公共用地をただでもらえるような計算になればあとは業者が銀行の保障によつて事業を３年なら３年、４年なら４年でかたずけて、そこであとは金利、元金の計算になりますが、残つた公共用地以外の土地の処分は、これは埋め立て業者に任してもいいんじやないか、これは今のところ私案でありますけれどもいろいろ考えております。あまりもうからないところでありますので必要とする公共用地についてはただで、ロハでできるような方法はないかといろいろ考えておるわけであります。






○仲宗根　昌弘君

　本員は３点ばかり質問いたします。まず最初に本員は去る８３回定例会の一般質問の中で旧区画整理地域は地域住民の多額の負担によつて事業が行われた関係から公共施設の設置、道路の完全舗装の整備は優先して行われなければならない問題だと質問したのに対し、建設部長は、旧区画整理地域は地主の協力によつて３０％の土地を提供してもらつて道路をつけたわけでありますので、それだけの負担をかけた所には、それ相当の経済公共投資をしなければならないと考える。

下水道工事が済んだ所から逐次舗装して整備して行くというように考えているとの答弁に接しております。また市長の施政方針の中にも地域を有機的に結ぶ道路網を優先して整備する必要があり、また自動車の急増によつて街路交通に障碍が生じており交通の緩和をはかる必要があるので、道路整備事業を重点的に施行していくと、このように道路行政を重要政策の一つに上げておられます。

　しかしながら本年度の予算に旧区画整理地域内の以前下水道工事の済んだ辻町、若狭町等周辺の地域の道路の舗装費が計上されてない、この事は下水道工事が終わり次第、全面的に舗装してもらえるものとして我慢して工事を進めさせた地域住民の期待を裏切るものである。そこで予算に十分計上されなかつた理由がありますならばその理由を主管部長にお伺いしたい。

第２点は徴税吏員の増員と処遇についてでありますが、　市税の才入予算額から見ると、６７年度の市税額に対し６８年度の市税額は、約７８万ドル余の増額となつております。この増額の分と滞納税に対する完全徴収をなすためには、一つには徴税吏員を増員して陣容を整えること、二つには職員の処遇を改善することが必要であると考えられます。すなわち課税件数による予算額の増加は市民の税負担の能力の向上で市財政の健全増長を意味するもので喜ぶべきことですが、これが完全に徴収をなすためには担当職員を増強することだと思いますが、これに対して職員を増員して陣容を強化する計画があるか、この事については政府においても徴税の完壁を期すため本年度に徴税職員を増やす計画があると過日新聞で報道されております。

さらに徴税職員が喜んで働き、そして徴税成績をあげるためにも、徴税担当職員に制服、靴、夏に帽子等を支給して気軽に徴収作業にあたれるよう配慮されるべきだと思いますが主管部長の御意見をお伺いしたい。

　第３点は観光外客誘致の促進についてであります。このことについては過日当市の経民部長を団長とする観光業者や旅行業社が他府県を行脚して沖縄を宣伝し、後日沖縄祭りを催し、沖縄に観光客を誘致し、沖縄を見聞させそして沖縄の観光事業を推進しあわせて沖縄を認識させる意味で努力してこられたと聞いております。

　しかしながらいくら宣伝しても、現在の制度では到底その目的とする期待は望めないんじやないかと考えます。それは沖縄本土間の渡航問題の複雑さもありましようが、最も重要な問題は本土において沖縄を国外扱いにしているということです。つまり日本政府の一般登録免許取得旅行業社は４、５千社あると聞いています。その中に外国に観光客を送り出す旅行社はたつたの６０社程度であり、沖縄に旅行するためにはどの旅行社でも取扱えない。国内扱旅行社は沖縄へ行く団体があつた場合は一応世話する約束で国外扱旅行社に手数料を取つて売付けるということをしている。一人や二人の旅行客は手数料が少ないので世話もしない、そのために旅費が重み沖縄観光を遠慮する。このような状態では多数の観光客誘致は望めない。このような問題を解決する方法はお持ちになつているかどうか、例えば日米政府によつてある種の制約のある渡航問題の解決策も必要だが日本政府の主管大臣の通達によつて国外扱いにされている沖縄をこのような通達事項を改めて沖縄を国内扱いする方法で解決できれば本土の全旅行業社が容易に低いコストで沖縄に客を送り出すことができ、当市の観光事業の飛躍が期せられると思います。

経民部長は他府県を行脚されまして気付いた点もあるかと思いますので、その点をお伺いしまして私の質問を終わります。以上。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。ただいまの御質問は旧那覇地区の区画整理は地域地主の協力によつてなされたので、下水道工事が済み次第優先して施行するという約束だが新年度予算にそれが計上されていないがどういうことかということでございますが、この問題につきましては、道路の新設改良費には予算計上いたしておりません。道路維持管理の中に含めて考えております。去年の６７年度の予算は道路維持管理費が当初予算において１１万４，７５５ドルでございますが、次年度の当初予算における道路維持管理費は２５万９，７８６ドルと２倍余になつております。

　従いましてこの予算をもちましてただいまの御質問の旧那覇市の区画整理地域を最優先して舗装いたしたいと思つております。






○総務部長（新里　博一君）

　御質問の第２点のうちの徴税職員の増員に対してお答えいたします。このたびは徴税課に一人、小禄支所の徴税係に一人計２名の増員をすべく定数条例の改正を提案してございます。なお増員もけつこうでございますがと同時に市民の自主納税の奨励と各地域における移動徴収の方法、これも今後強化していきたいというふうに考えております。






○市長公室長（城田　清才君）

　徴税吏員の処遇の問題についてお答えいたします。ただいまの処遇というのは衣服支給の件と解しておりますがこの件につきましては、あらゆる角度から検討してみたいとこういうふうに考えております。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。御質問の要旨は観光事業におきまして、最も重要なポイントでありまして、われわれとしましても各面からの努力をはらつております。

　御質問の内容のとおり、去る４月１３日から１９日までの一週間、大阪、福岡、東京と３カ所で、本土のあつせん業関係者の中の企画担当者、報道機関、それから各団体、郷友会の代表、こういつた全部の方々と懇談をしてまいつてきたわけであります。

　この観光宣伝隊派遣報告書というのが今日まいつておりますが、みなさんにおあげしようと思つたんですが部数が足りませんのでコピーしてあとでおあげしますが、この報告書をつくりまして、去る５月１１日観光協会の理事会におきまして、この報告をいたしまして、その理事会の席上でその中から重要な事項に対して協会名において政府に陳情書を出しております。その陳情書の項目は、「沖縄観光の基本計画を樹立してもらいたい」それから「日本航空の本土～沖縄間の航空運賃を国内扱いにしてもらいたい」「沖縄からのおみやげ品の免税基準を緩和してもらいたい」「沖縄への入国手続きの簡素化をぜひ実現してもらいたい」「現在那覇空港にある免税売店を海からくるお客にも利用できるように那覇港、泊港にぜひ設置してもらいたい」「観光施設、特に公衆便所の増設、改善をしてもらいたい」「泊港、那覇港の港湾の拡張整備、ターミナルの拡張をしてもらいたい」特にこの点は現地での要望が強くありまして、海の玄関をぜひ広くしてもらい、第一印象が非常に悪いということでありました。

　そういつたことでありまして、ただいま御質問の外国扱いを内国扱いにしてもらいたいということについてはわれわれも切実にこれを感じておるわけであります。佐藤総理大臣がお見えのときも、まず沖縄と本土との一体化をはかるんだということを話しておられますので、こういつた面から実際やつてもらいたいということを政府にもお願いしておるわけであります。

ただ問題は御指摘の日本における一般旅行あつせん業者と、それから邦人旅行あつせん業というのがありますが、現在はこの一般旅行あつせん業者が沖縄への旅行手続きの業務をとつておるわけであります。これは６大都市にありまして、ほかの、いわゆる邦人旅行あつせん業者は沖縄への旅行手続きはとらない、ところが御指摘のとおり約４，０００あまりありますので、これに許可を与えれば、結局国内扱いということになりますので観光旅行者がぐつとふえてくる。協会の理事会における報告におきましても私はこれを強調したわけでありますが、協会としましては、いろいろこの点につきましては問題点が伏在しており、いわゆるもぐり業者が出てくる可能性が強い。こういつたこともありますし、現地におけるあつせん業者との競合問題も考えられるので、これは協会、業者、政府と十分検討してその被害がないような方向で日本政府に要請をしようということでただいま検討中であります。






○金城　庄瑞君

　本員は都市計画事業の施行のあり方についてと、道路行政についてお尋ねいたします。

　現在辻、若狭、泊方面の旧市内では下水道工事が始つておりますが、水道関係、ガス会社、土木関係はその下水道工事の完成後に道路の堀りかえしのないような密な連絡はとられておるかどうか、また水道の引つ込み工事などのためにタール舗装道路などの堀りかえしたあとの補修がなされていないところがありますが、工事完成検査のときにそういつた箇所の検査は行われておるかどうか。

　また安謝１号線は、那覇方面から向つていくと部落内に入る車道が少ない一方、天久部落へは左折禁止になつておりまして天久、住吉、安謝方面への車の入口、安謝バス停留所前に入る急激な折り返えしの入口道路を住民は利用しております。

　その道路が狭いために大型車は一度に入ることができないので住民は非常に不便を感じております。泊～安謝橋間は全琉一の車の事故の多いところでありまして、以前にも住民からこの道路の件で陳情があり議会でも採択になり軍のほうでも許可になつたとのことでありますが、陳情のあつた市営住宅前の１号線から入る道路はいつごろになる予定かお尋ねいたします。

　それから都市計画事業の施行のあり方について、現在那覇市で行われておる都市計画事業の場合、順序といたしまして、計画、測量、予算を組みその範囲内で土地の買取ということになり、予算の関係で年次計画の場合もありまするが、那覇市の場合は、急激な人口の増により宅地難のため土地の値上りが急激な変化があり現在の方法では工事施行の段階においてたえず地主との間にトラブルが起こり予定の工事がおくれるために当初の計画に狂いが生じており、そのしわ寄せが積もりますます市の財政は苦しくなるばかりであります。

　そのような問題を少しでも少くして市民との摩擦を避けて工事施行がスムーズに運ぶためにも、用地の獲得を重点的に考える必要はないかどうか。用地の取得の時期が遅れておることはないかどうか。公共施設の噂がたつとすぐ周囲の地価は急激な値上りをするので、その点について急速なる手を打つておられるかどうか。また日本あたりでは公団組織法により市の計画とタイアツプして道路の問題その他の公共施設の場合は、公団が先に取得した土地を利用して目的の施行に移るので、土地の値上りによる弊害はなく、りつぱなまちづくりをしたあとに公共施設のために立ち退き該当者に代替地を与えることも容易であります。

　このような必要性は当局は考えたことがあるかどうか。その点についてお尋ねいたします。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。旧市内には下水道工事が始まつて水道、ガス、通信ケーブルそういつた地下埋設物の関係でいろいろ道路の破損も多く交通に支障を来たしておるが、こういつたような工事が関連性をもつてスムーズに工事を進める方法はないかということでございますが、ただいま市の水道、ガス会社、電々公社、そういつたところが必要な時期に集つて話し合いをして、できるだけ交通に支障のないように、工事を万遍なく繰り返えさないように努力しております。さらに新年度におきましては各事業者に事業計画を土木部に一部ずつ取り寄せまして道路計画を調整しまして、さらにその後に水道部、ガス会社、電々公社、土木建設部が一緒に集つて最終的な調整をして市民に迷惑をかけないようにしたいと考えております。第２点は泊、安謝間の道路は交通量が多く、しかも交通事故の多いところであるが１号線から安謝におりる道路はいつ工事をするかということでございますが、市の財政の都合で次年度の予算に入つておりませんができるだけ早くできるように努力を払らいたいと思います。






○建設部長（花城　直政君）

　都市計画の進め方についてお答えいたします。お説のようにやはり都市計画事業の一番問題点は用地取得が一番問題だと思います。用地が早く取得できておれば道路工事はすぐできるわけでございまして、先に道路用地を取得しておいて翌年度で工事をやるというような方法が一番いいと思います。そういうことで開南通りから進めておりますし、また、繁多川線の道路工事もそういうことで用地を先に取得するということで進めております。あくまでも用地のほうが道路工事よりも非常に金がかかりますし、また時間もかかるわけでございますので収用法というような強力な法律を早く作らなければならんじやないかと考えております。現在も収用法はございますけれどもこれ以上に強力な法がなければ私は本当はできないじやないかというふうに考えております。しかし、あくまでも話し合いでやつていかなければならんことでありますし、現在はそういう話し合いの段階で進めております。それから公団を作つたらどうかというような御意見でございますが、道路公団というのは大体が占用道路を作つて、そして通過料をとるというようなことでございます。沖縄でこういつた方式の道路がたくさん作れるかどうかということが一番問題じやないかと思います。公団を作つてやれば道路工事はスムーズにゆくということで内地でも盛んにやつておりますけれども、沖縄ではまだまだそこまでいかないんじやないかと考えております。しかし、これは非常に重要な問題でございますのでいろいろ検討したいと思います。




○金城　庄瑞君

　道路用地の買収の問題でございますが、現在のところは予算は限られておりますが、道路の場合はその道路にかかる分だけを取得するんじやなくて、その周辺の余分な土地があればそこを取得して、そこを改造して、そこに変わつた方々に代替地をしてやる方法も考えておられるかどうか。




○建設部長（花城　直政君）

　道路用地の代替地としてその周辺を買収してやる方法はないかということでございますが、道路用地さえもなかなか取得が困難でございまして、収用法で残地が、道路工事によつて半端な土地が残こりますのでこういうことで買い上げますが、代替地として買い上げるということはどうかと思いますし非常にやり憎いと思います。ただ問題は道路用地を含めた区画整理の方法でやつてゆくということは考えられますが、代替地として買つてゆくことは非常に難しいと思います。そのかわり市の埋立て土地と交換するという方法はありますけれども、そういうことでこれは土地をこの周辺でなくてほかの土地を買つて、そしてそれとかえるということはございますが、本人がここよりはこつちがいいということになりますと困りますので、あくまでも道路用地の場合はその用地だけを取得するということでいかなければいけないと思います。






○瀬長　フミ君

　私は学校区の再編成の問題と、学童保育の問題、学校給食の問題についてお伺いしたいと思います。校区の再編成についての問題でありますが都市計画課では都市計画の一環として校区の再編成を急いでいると４月２８日の新聞でみましたが、現在の学校地区は文教地区として指定されておりましてもそこら辺にバーができたり、あるいは料亭ができたりしているようなところからそういう再編成の問題も出たかと思いますが、これについて当局としてはどのように将来再編成されるか、あるいはその見とおしについでお伺いしたいと思います。次に、学童の保育の問題でございますが、年々共稼ぎが増え、母親たちの悩みの種は学童保育の問題であります。保育所は次々と日政援助を得まして作られましたが就学した子供の問題がまた悩みの種となつております。つまり就学児童前は保育所に５時から６時まであずかつてもらつて助かつておりますが、幼稚園や１．２年になりますと保育所のようにはゆきません。つまり幼稚園や１．２年生までは学校が午前中に終ります。午後から下校して家にかえりましても家に誰もいないという家庭が大分あります。ある団地で子供が学校から帰つて来て鍵のかかつたドアを釘なんかであけようとしてもあかないので、仕方がないからその子供はカバンを入口において、下におりていつて遊びに行くというような姿をみたんですが、このように鍵をもたない鍵つ子がいるのを現実にみましたし、また、ぜひ学童保育所が欲しいと訴える婦人が多いのであります。交通量の多い都市地区では遊び場も少ないし、そして青少年の不良化の激増、交通事故を守るために午後から児童をあずかる学校内での施設が近年重要視されております。鍵つ子はほつておきますと食事も不規則であり、そして偏食勝ちであり一般家庭の子供よりも体位と栄養が劣つているということであります。鍵つ子対策として学校、委員会、市のほうでも早急に考えてもらわなければならないと思いますがこれに対してどのように考えておられるかお伺いいたします。次に、学校給食の問題についてでございます。学校給食もりつぱな給食センターもでき喜ばれております。最近、よくおいしくないという声が聞かれます。パンも６５年と６６年とでは大きさも違つているようでございます。これは小麦粉の配給量が減つたためかもしれませんが、カロリーや栄養素にも大きく影響しているのじやないかと思います。カロリーや栄養素は基準量に近付けられているようで栄養士の努力も伺われますが、しかし、これは子供たちの食べる量が減りますと残飯として現われ、カロリーも基準に達しないわけであります。これと関係するかどうかははつきりしたデーターはございませんが、６５年と６６年の小学校の児童の体位が琉球政府の統計によれば、身長はやゝ伸びても体重や、胸囲などは平均２．３％ぐらい減つております。さらに胸廓異常といいまして胸の発達の異常者も多くなつております。これは脱脂ミルクの影響もあると思います。脱脂ミルクは脂肪や蛋白質をとつてカルシウムが多いからだと思います。ですから沖縄ではその他の食品で補うのが建前でありますが、この食品の摂取量も本土と沖縄とでは大分差があります。沖縄が１００といたしますと本土では２２０という差があります。さらに、沖縄において食品の摂取量は６５年と６６年とでは６６年は減つております。このような給食の問題について何らかの対策がなされなければならないと思いますが市当局や教育委員会のほうではどのように考えておられますか。さらに、先ほど残パンが出ると申しましたが、私たちが学校視察をしましたとき、昼食のあとでありましたのでパンが大分残つておりました。おかずも残パンのいれものに入つておりました。このように相当の残パンが出ているということは子供たちがこのとおり喰べてないという証拠でありまして、これだけカロリーも減つてるということを証明しているんじやないかと思います。さらに残パンの処理でございますが、各学校ではこの残パンをどのように処理されているかこれをお伺いしたいと思います。






○建設部長（花城　直政君）

　第１点の文教地区とバーの問題についてお答えいたします。学校教育がスムーズにゆくように文教地区というようなことで指定されておりますが、マスタープランにおいては旧那覇市内の学校は都市計画の学校として決定されておりまして、その周囲は約１００メートルの範囲を文教地区として決定しております。その中にはバーができないということになつております。しかし、きのうの本会議でも質問がありましたようにバーというものは商業地域の中にはできるが、住居地域の中にはできないということでありまして商業地域でありましても文教地区がかぶさればできないということでありまして、このことにつきましては文教上非常に厄介な存在でございますので、バーができないように文教地区で徹底的に取り締つていかなければいけないと考えております。御指摘の学校区の再編成ということでございますが、これは現在の学校区が都市計画的に考えて非常に無理があるというような考え方で、また児童数が増えてるということで、学校区の再編成をしなければならないんじやないかということで、都市計画のほうで検討を進めております。これはしかし那覇市の状態が異状であります。と申しますのは区画整理された地域は人口が薄い。ところが現在の市内は非常に人口が多い。そういうことで都市計画内の学校は案外学校区が非常に広いということで無理があるということで再編成しなければならないというところに来ております。そういうことで教育委員会のほうとも十分連絡いたしまして進めていかなければいけないというふうに考えております。






○教育次長（喜久山　添釆君）

　ただいま御質問のありました鍵つ子のことについてお答えいたします。

鍵つ子の問題はわれわれ委員会としても非常に心配しているところで各学校に対してその鍵つ子に対する数の調査あるいはその鍵つ子を放課後、ある一定時間学校に残こして、そしてそれを集めて一時あずかつて何か適当な指導をしたらどうかというようなことを研究させております。それからミルクの給食につきましては現在大方完全給食をやつておりますので、そのカロリーは十分だと思いますが、しかし先ほどのお話しで残パンが沢山残るのでカロリーが足りないんじやないかということでございますが、この残パンにつきましては私たち学校当局も偏食がないように、そういうような残パンが出ないように給食の指導については十分つとめております。




○瀬長　フミ君

　残パンの処理の問題をお伺いしておりますが、この残パンはどのように処理されておりますか。




○教育次長（喜久山　添釆君）

　お答えいたします。残パンは各学校でその分を養豚している人などに売つております。そしてその金は給食費にあてて、そして材料を買うお金に足して増しております。






○大浜　長弘君

　本員は青少年の健全育成の問題。不良住宅改造の問題。環境衛生、並びに観光についての４点についてお伺いいたします。

次代の沖縄を背負つて立つ青少年の育成ということは重要な課題であります。しかしながら年々その傾向は悪化の一途をたどり去年１年間で補導された問題児は１２，０００人にもなつていると聞いております。その驚くべきところの増加に為政者は重大な関心を払わなければならないのは当然でございましよう。ところが当市としては１９６４年１０月条例を制定して青少年の健全育成に努力を払われてまいつたわけでありますが、不良化または補導児が年々増加する傾向に鑑み、当市の健全育成事業が実際成果を上げた点を御説明願います。さらにもう１点は、施政方針にも市長は青少年の健全育成事業の充実をうたつておりますが、それとは裏はらに予算のほうは１５０ドルも減額になつてるがその理由をお伺いいたします。次に不良住宅改造事業について。７０年度までに不良住宅街を解消するために６８年度は道路整備を施行する計画であるとこのように所信を述べていますが、市が不良住宅として指定している地域とその戸数は大体何世帯ぐらいか。２点目は戦後２０年余の今日までなお不良住宅を持つているということはその人に建築資金のない、あるいは銀行融資も受けられない生活困窮者が多いと思いますが、そういう人に対してどのように不良住宅の解消をはかろうとしているのかその具体的な計画をお伺いしたいと思います。次に環境衛生について。前の議会でも申し上げておりますけれども市の排出する塵埃は１５０トンであり、そのうちの５０トンは今回のコンポスト工場で処理するようになつております。そして、すでに試運転もしているといておりますが、新聞の報ずるところではごみの仕分けがなされないために非常に支障を来たしている。すなわち、コンポストにならない鉄屑や、縄、ガラス、ビニール等の仕分けができずに困つているということであります。日本本土でコンポスト工場を持つた段階において非常に困つたのがそういう問題でございます。それでそれを市民に周知徹底させるために半年もかかつたと聞いております。それで、すぐ作業をするというのに市民に対してそういう仕分けを周知徹底させてないが、いつなされるのか。もしそれがなされなければ結局はコンポストを作つても何も利用することができないということにもなりかねますのでそのことについてお伺いいたします。もう１点、最近新聞にもございましたけれども古波蔵に豚舎がございます。付近住民は豚小屋のそばで寝起きし、炊事をしなければならないのでこれは環境衛生の点から非常に重大な問題でございます。以前当局に伺いましたら、すでに人間が住む前に豚が住んでいたからその豚をおい出すわけにはいかないということでございましたがそのまま放置しておかれるのか。これから夏場に向かつて伝染病を控え重要な問題だと思いますがその点についてお伺いいたします。次は観光について。観光については沖縄が内外にクローズアツプされている現在、積極的に前向きの施策を打ち出していることは非常に喜ばしいことでありますけれども、市長の決意とは裏はらに予算のほうは僅か４５０ドルの増にしかなつてない。世界的に有名な観光地として知られるハワイのホノルル市とは幸にも姉妹都市であり、去年ホノルル市長を迎えて観光について見聞を広め、また今回訪問することになつているハワイが観光についての力の入れ方をみたら那覇市の予算がいかに微々たるものであるかがわかると思います。投資もしないで儲かるはずがなく、微々たる予算で観光に成功するはずはないと思います。今回のホノルル市訪問についてはしつかりとその目途をつかんでもらいたいと思います。と同時に観光について大事なことは施設の充実と観光客の誘致、宣伝それが大事だと思います。すなわち、施設の充実については政府も音頭をとつて整備するということが急務でありますけれども、取り分け今申し上げたいことは、沖縄観光の魅力にシヨツピングがあります。雨が降つたり、日が照つたりすると観光客はなかなか国際通りに出ようとしない。そこで市が音頭をとつて日覆いを作らせたら非常に気持ちのいい買い物ができると考えますがそういうような計画があるかどうかお伺いしたい。観光客誘致のための宣伝活動は欠くべからざる問題でありますが、ガイドブツクは新年度は僅か１万部しか発注されてない。予算が僅かでありますのでやむを得ないと思いますけれども、政府もガイドブツクを作り市も作るということで窓口が二つになつてるが、これを観光協会あたりに窓口を一本にすれば安くでき上がると思いますけれどもそういうような方法を考えていられるかどうかお伺いしたいと思います。最後に去つた５月１１日の新聞に真嘉比、古島地区の水道工事の件が報ぜられておりますが、聞くところによるとその地域は各家庭に水道を引き込むのじやなくて共同栓にするといわれているが、それは市の都市計画反対に対する報復手段であるとのことでありますが共同栓を布設する真の理由をお伺いしたいと思います。以上。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。青少年健全育成策の効果は上がつているかいないかということでありますが、われわれとしましては青少年の育成の具体策としまして先ほどの３番議員の御指摘のとおり条例に基き青少年協を設置して少年の育成対策を審議決定いたしまして、それに基いて育成策を講じてゆきたいというふうにやつております。それで考え方としましては、これはあくまでも那覇市だけではなくて政府、学校、家庭が一体となつてやつていかなければいけないと思います。その中でも健全な家庭に健全な青少年が生まれるという基本的な考え方に立ちまして、できるだけ家庭の話し合い、青少年の話しを聞いて上げるというようなことで行事をもつています。

したがいまして、地域懇談会を開催したり、あるいは青少年の優良功績者を表彰したり、あるいは那覇マラソンあるいは全中校バレー大会、青少年野球大会、こういつた体育面の育成ということで進めております。

　特に当局としましては、地区、地域の青少年健全育成協議会の結成を促進しておりまして、すでに小禄、古波蔵、首里、那覇、安岡各中校区におきましてはできておりますが、新年度におきましてはさらに寄宮、石田を計画しております。

それから各地の体育団体を援助育成することによつて青少年を育成していく、それと同時に、できるだけ本土の大会に参加させるとあるいは成人祭によりまして青年を祝うとともに青年としての自覚と勉励を促すというような方向をとつて、できるだけの努力をはらつておるわけでありますが、仰せのとおり犯罪は日増しにふえるばかりでありまして、犯罪は文化とともにふえるということもよくいわれますが、あまりいい傾向ではないと考えております。それをもちまして、直ちに効果がないということはいえないんじやないか、われわれが努力しておる分の効果は確かにこれは上つておると、具体的にじや何があるかということを数字的に示されませんが、各校区の青少年協議会をあれだけつくつてＰＴＡ、家庭一体となつてその面に意識をもつて努力しておるということは精神面において、あるいは実質的に若干の効果は上つておるもんだというふうにわれわれは考えておるわけであります。むしろ、弁明がましいことでありますが、こういつた対策をしなかつたらどうなつたかということでありますが、結局犯罪は警察の数字からは確かにふえておりますが直ちにこれをもつて青少協の効果はないんだということはいえないと考えております。

　それから予算の件でありますが３番議員は予算のどの面を御覧になつたかわかりませんが、６款６項２目の青少年保護育成費というのは前年度の６７年度は１９２６ドル、６８年度は２，７１５ドルで７８９ドルも増加しております。その理由は先ほど申し上げました青少年健全育成協議会地域の寄宮、石田を新らたに計画しておりますのでそれに対する補助です。それから来年から青少年野球団を結成してそれによる大会をもとうという、こういつたこと等がありまして、予算を増加しております。次にコンポストのごみ分離、収集の件でありますが、先の議会で２番議員からも種々御指摘になりましたが、われわれとしても十分その必要性を感じておりまして、現在約１０万枚のパンフレツトを準備しております。ただ予算面でどういうふうに都合つけるかということは助役にお願いして計画しております。

そのパンフレツトができ次第、コンポストになるごみ、ならないごみの分離収集についてパンフレツトを各家庭に配布すると同時に婦人が主体となりますので婦人会単位の各部落で懇談会をもち、さらに各自治会長会議でそのお願をする。そういつた方法でできるだけ分離をやつていこうと、　　　ただ現段階でとれる措置がありますので、それを強化していこうという考えを持つておりますが、これはごみを車に積みます場合に、従来はできるだけごみをたくさん積もうということで大まかな分離はされておりますが、今後はコンポストのほうにもつていくんだという考え方に切りかえまして従来分離した方法よりもさらに強化していくという考え方で進めております。

　それから古波蔵の豚舎のハエの問題でありますが、これは新聞に出ておりましたが、それ以前の２日前に衛生課のほうでは現場にいきまして、調査をしておりますが、新聞の報道であつたほどの発生ではなかつたという報告であります。それで直ちに薬品の撒布をいたしまして、同時に業者に対しては、薬品撒布というのは市のあたりまえの仕事じやないんだよ、本当は君らの仕事だということを十分言い含めてさらに２．３年来この移転については十分話し合つておりますが君らはどうするのか、ということで督促しております。ただ問題は、先ほどおつしやつたとおり豚のほうが人間より先に入つておるがということもありましたが、われわれはそれだけの理由で仕方がないんじやないかということじやなくして、できるだけ話し合いで退去させよう、移転させようと思つております。ただ清掃法その他の法律により強制執行はできますが、それには移転補償という膨大な予算を伴うということがありまして、政府に対しても公害防止の立場からその面の要請をしておるわけであります。

それから観光予算の件でありますが、もつとふやせということですが主管部長としては非常にありがたいことであります。予算編成上そういうふうになつております。ただ申し上げたいことは観光のための事業費と申しましても、直接市が、あるいは政府が施設をやり、ホテルをつくつたりすることはもつともできる問題じやないわけです。

結局は宣伝のためのいろんなポスター、リーフレツト、そういつた印刷物、それから市民の観光に対する観念を高揚させるというような展示会の開催、こういつた面の予算措置しか範囲がないわけでありまして、パンフレツト、リーフレツトの印刷は市も政府もやつているか統一したらという意見もごもつともだと思います。しかし、それをとつてしまうと市の予算がゼロになつてしまう。

もちろんほかのいろいろな活動、運動はしますが、予算面にあらわれてくるのはそれしかないわけです。また市の独自のつくり方も必要であるというふうに考えております。それに付け加えて私として日頃考えておりますことは業者自体も自分の宣伝もかねてそういつたパンフレツト、リーフレツトつくつていいんじやないかと考えております。

　それからシヨツピングの対策でありますが、ごもつともな御意見でありまして、業者並びに協会と協議して十分にこれをやつていきたいというふうに考えております。






○建設部長（花城　直政君）

　スラム街のことについてお答え申し上げます。

スラム街の区域の面積が幾らで、住宅がなんぼあるか、住民がどれだけおるかという御質問でありますが、これは１９６２年に調査いたしてありますが、開南交番を中心にしてその周辺約８万２，３４２坪、これだけの範囲をスラム街の解消区域として指定いたしまして、調査を進めたわけであります。その中では全住居数が３，２０４戸ありまして、その中では非常に住宅程度が悪いんだということで、しかもわれわれが考えておるスラム街というのは、公共施設、つまり道路、それから排水、公園そういつた施設がないところをスラム街と言つておるわけでありまして、大阪でいう内地でいうスラム街とは全然性格が違うわけであります。われわれが今８万坪を調査いたしまして、その中の約８，０００坪をモデル地域としまして６４年から仕事を始めておるわけでありますが、那覇市の場合は、旧那覇市の区画整理を施行した地域以外はほとんどスラム街というていいんじやないかと考えております。つまり道路、排水、公園というような施設が完全に整備されておらない。それで住民の生活環境が非常に悪いということでありまして、ただわれわれが８万２，０００坪を調査したのは、あの辺が一番那覇市の中で住宅がまつ先にできたところでありますので、そこから解消していきたいということで、そこを調査したわけであります。






○水道部長（玉城　定仁君）

　真嘉比、古島を共同栓にしたということは区画整理に反対したためかという御質問でありますが、これに対してお答えいたします。

　真嘉比、古島に対する給水計画は、６６年度の予算に計上しまして、安里から旧鉄道線路を経てその路線に沿つて配管する予定でありましたが、軍も１０何回と折衝を続けましたが、結局軍の給油管のためにその認可が得られなかつたわけであります。それで市民からは市民相談の日、その他の会合においても、たびたび早めに給水してくれという要請がございましたので、やむを得ず水道公社にお願いしまして、天久の米人住宅内から３カ所分岐させてくれということで水道公社は了解しましたが、さらにＭＰ隊、ＤＥ輸送部隊、通信部隊等の５カ所の軍にお願いいたしまして、横断だけは何とか許可してくれというような申請をいたしましてやつとそれが今年の３月に許可になつたのであります。それで本管の配管が許可なれば本格的に配管計画もすべきでございますが、天久の住宅内からの横断では２インチパイプしか許さないということで、それで３カ所とも２インチパイプを敷設し共同栓にしたのは、この２インチで各家庭に給水しますと到底まかなうだけの量はないということで、古島に２５０戸の１６栓、真嘉比４６０戸の６９栓というような共用栓でこの計画なら何とか水を給水できるということで部落住民、有志の方々と相談しましたら“それでけつこうでございますからやつてくれ”ということで工事を６月２０日に完成であります。別に区画整理に反対したからというようなことで共同栓にしたという理由はございません。






○久高　友敏君

　これは市長にお尋ねいたします。市長は去年度から行政監察課を設置して市の政策、つまり施策を強力に推進するためにすべての事務能率を発揮させて、そして市民サービスの向上に努めるというのが市長の目的であるようでありますが、本員が調べた範囲では、行政監察課が設置されてからむしろ事務能率が低下しているんじやないかというふうに感じております。

　この問題は、最近日本厚生省から戦闘協力者として確認をされた遺族に対してその請求をやるように、つまり年金を請求するようにと厚生省から通達があつて、これは去つた３月の中旬ごろ琉球政府を通じて請求されているが、未だその個人に対して通知がなされていないためにその請求権者はしびれを切らして琉球政府へ足を運んだところ、これはとうに那覇市役所を通して通達するようにやつておりますと。それで個人をわざわざ琉球政府まで足を運ばせ、市民に不利益を与えているのになぜ市の厚生係は政府から通達があつた場合に速かに請求権者に通達しないのか、このように３月以来今日まで個人に通達されていない事実があります。このような事実があるのにかかわらず市長は行政監察課を設置して事務能率を上げて市民サービスに努めるということを言つておりますが、市長の考えとその事務能率とは一致していないということであります。これについて市長はおわかりであるかどうか。

　また市長は直接おわかりでないかもしらないがその担当の課長、あるいは係長はおわかりであるかどうか、それについてお尋ねいたします。

次に申し上げたいことは、現在１号線において軍の工事が施行されております。しかしあの１号線沿に植えられた街路樹、これは那覇市の予算において植えられたのであります。

もちろん軍の許可もあつたでありましよう。これは兼次市長時代と思いますが、しかしながら今日まであれだけの街路樹を那覇市の予算において、いろんな経費をかけて維持管理をやつてきております。

　しかしながら今度１号線の工事によりむざんにも取りはらわれております。これは講和前補償の項目にも入つております。つまり立木、竹林は補償の対象になつておるにもかかわらず市はそれを手をこまねいて見ていたのかどうか、当然これは許可を与えたからには補償をなすべきだと本員は考えますが、市長はそのような措置をなしたかどうか。もし今後まだあの拡張工事がなされた場合は、さらに植樹をする意思があるかどうか、この２点について市長にお尋ねいたします。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。第１点の戦争遺族者の書類の手続きの問題でありますが、これは政府から書類がきましたら一応本庁で受付けまして、そして主管各支所を通しまして本人に配布しまして、そして本人から必要な申請、あるいは受取りの申出をさせるということになつておりますが、ただいまの点はどこでどういうことが起つたのかよく私わかりませんが、今課長に聞いても課長もはつきり知らぬということでございますので、具体的に御指摘いただけばその点につきまして早速私のほうでも調査をして解決したいと思います。

１号線の街路樹については、今後さらに適当な樹種を検討して、時期を見て植樹していきたいと思います。その補償の件については別に要求しませんでした。ただ問題は、市が堀り出して持つていくかということで検討したわけでありますが、あのモクマオウを市が直接堀り出して苗圃へ移転させる経費は、新らたに木を買つてきて植える経費よりも２倍ぐらい高くつくということでありましたので、そのまま工事者のほうにあんた方で取り除いてくれということで向うにも通知したわけであります。




○久高　友敏君

　ただいま私は市長にお尋ねしたわけであります。最後の問題は市長の責任だと思うが部長が説明されておりますが、この件がどこでどういつた手違いが生じておくれたかは知らないが善処するということで今答弁を終わつておりますが、本員がいわんとするところは市民にサービスしてそして市民生活を向上させるという観点からすれば、３月に政府から送られたのが６月にもなつておるのに、それが市民に到達されていないということに対してはただ今後善処しますと、すみやかに配達するということじやだめだと思う。なぜそういう手違いがありおくれたのか、これは人員が足りないためか、あるいは通知するハガキ、印刷代の予算が足りなくておくれたのかその辺を私はお伺いしたいのであります。

さらに１号線の街路樹の問題であります。市長は施政方針の中でも負担区分を明確にするということをおつしやつておりますが、この街路樹のあるところは軍用道路でありあくまでもその維持管理は軍の責任であるにもかかわらず、なぜ今後樹種を選択して植えようとするのか、那覇市の市道ならばいざしらず軍の管理する道路に、この那覇市の予算でもつて街路樹を植え、さらにこれをむやみに取りこわされて、さらにまた植えようという市長の姿勢、これは施政方針とも相反すると思います。これについてどう考えますか。これについてもう１回お尋ねいたします。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。手続きの問題は、先ほど申し上げましたようなルートで一応手続きをしますが、３月にきた書類が６月まで届いていなかつたということは別に印刷費の予算がなかつたということじやなくして、結局は職員の手違いというふうに考えております。それで具体的にだれがどの支所で、どういうことがあつたということを御指摘していただけば、早速今からでも職員を派遣してその措置をしたい。もし手違いがあつたならば重々済まないということであります。１号線の問題について、先ほど答弁申し上げましたとおりであります。




○久高　友敏君

　繰り返えして申し上げますが、部長の今の答弁はこういえばこうなんだと、このまま認めなさいということの答弁である。議員に対する答弁はもう少し具体的に説明していただくのがあたりまえだと思います。だれが手違をしたかということは議員は知る必要もありません。また知るよしもないのであります。そのために市長がおり助役、行政監察課があり、そこには課長、係長もおるわけであります。なぜおくれたかということについては検討して調べてこれを議会に報告する義務があるのであつて、われわれが、だれがどこでどういう手違いをしたということを私に質問するということはこれはもつてのほかである。さらに市長は今後も１号線の改修が終わつた場合は、さらに樹種を選択して植えるということでありますが、市長はそういう姿勢でいくのか。負担の区分を明確にするといつておきながらこれを市の負担で植える考えであるのか、市長自からお答え願いたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。負担の区分の明確化については従来とかわりません。ただあれは軍の１号線のかさ上げ工事に伴いやむを得ず、採算の点から考えてあれを撤去して取り除いたわけであります。植えたところは軍用地ではございません。あそこは歩道の計画用地になつておりまして市道になつております。また当時は苗の関係でりつぱな苗が得られなかつた。また私自身あの１号線におけるモクマオウ、これは樹種の点から考えましても、植えかえるべきじやないか梯梧か何か、モクマオウよりもすばらしいもの、美化の点からいつても植えかえる時期じやないかということで、幸にこれは取つて捨てたわけであります。

　従いまして新しく樹種を選定いたしましてあの工事が完成いたしましたら大苗を選定してりつぱな樹種に植かえたいというふうに考えております。

さらに経民部長に対する追求でございますけれども、経民部長が申し上げておるのはそういう意味じやなくもつと、具体的に話していただければ答弁についても、もつと具体的にお答えができるんじやないかという意味で申し上げておるんであつて、決して議員に対して欠礼をしたということじやございません。もし具体的な面でおわかりでないならば答えようがないわけでございますので、どこそこのだれそれが、受給権者でありながら３カ月間も権利がストツプされてけしからぬじやないかとその欠陥はどこにあるんだと具体的におつしやつていただけば、それについての御答弁ができますので、私のほうからもお願い申し上げます。そうすれば関係部課に命じまして十分調査をさせまして御期待にそうようにいたしたいと思います。




○久高　友敏君

　どこの何がしがどのようなことをしたかということは、これは任命権者の立場であつて、つまり厚生係ということは間違いないわけであります。

つまり戦闘協力者の手続きは、すべて厚生係がやつていると思うんだが、どこの何がしといつても……。那覇市に政府の厚生局から文書がきたかどうかこれを調べてみればおのずから明確になると思います。そこに小禄に何件、真和志に何件、那覇に何件、首里地域に何件ということはちやんと部課長のところで決裁を受けておるはずであります。その係はだれであるかということは、厚生係には４名おるわけですが、だれがこの問題を担当しておるかということは、われわれ議員が知る余地はないわけでございます。

　従つて厚生係ということには間違いないわけです。その点を私は申し上げておるわけでございます。さらに市長は街路樹を植えたところは市道であるということを言われておりますが、市道が今軍用道路に拡張されておりますが、いつそういうことが市長に通達があつたのか、モクマオウを植えるところは市道であつたが、拡張され撤去されておりますが、いつそこが軍用道路の区域に入つたのかこれについて市長がおわかりであつたら御説明を願いたい。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。私が先ほど１５番議員に対して、だれがいつどこでどういう事件でと申し上げたことは職員のことじやないんです。その受付る人、どのお方がどういうことがあつてどういう事件になつておるのかおしえていただければ、早速首里なら首里、真和志なら真和志にいきまして“この書類は届いておるが君どうしたのか”ということであります。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。１号線の拡張工事は市道路の中に入るかということでありますが、１号線の巾員の中でかさ上げ工事をやつておりまして市道には全然入つておりません。




○久高　友敏君

　土木部長の説明によると軍用道路、つまり１号線は従来の市道とは関係ないということでありますが、あのモクマオウを植えたところは市道であるが、なぜ市道にあるモクマオウを撤去しなければならなかつたのか……。




○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。１号線のかさ上げ工事に伴ないまして、カツターをつける必要がありましたので、そのカツター工事に重機を使いますので、重機の操作に具合が悪くてモクマオウを除去したわけであります。




○久高　友敏君

　軍の工事するために市道である部分に対して植樹をしたのを軍が勝手に取り除くということはいいのかどうか市長はこれに対し黙つていていいのかどうか。

今までモクマオウを植えてあつたが、幸い軍が取り除いたために樹種をかえようという意思でわざわざ軍に頼んでやらしたのか、これをお尋ねいたします。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。先ほどから議員各位から交通問題の緩和についていろいろ話がありましたが、１号線は車両の激増によりまして、補修をする段階にきておるわけであります。どうしてもやらなければならないということで、１号線の路面改修工事について重機を使う必要から、あのモクマオウを撤去しなければならないということが一つ。

もう一つは先ほど申し上げましたとおり、当時は樹種がなくてあのモクマオウを１号線に植えたのでありますが、私といたしては樹種をかえる必要はないか、モクマオウにかわるもつとりつぱな樹種があればそれを選定して植えたい。そういうことで軍の費用で撤去させたほうがいい、安上りだとそれで新しく樹種を選定してこれを購入して植えたほうがいいということでモクマオウを取つていただいたわけです。別に他意はありません。




○久高　友敏君

　質問を出したときから議長に時間を守れということをいわれておりますのでこれで打ち切りますが、私の質問に対して、１号線の街路樹の問題は木麻黄よりはむしろ樹種をかえたほうがいい、１号線を改修する時期において那覇市がわざわざ金をかけてやるよりは軍が工事をやるついでに撤去してもらつたからむしろ感謝しているというふうに受け取つていいかどうか。これをもう１回御説明願います。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。別に感謝しているということではございません。ちようど都合がよかつたということでございます。別にそういうことを聞いたからといつていちいちそういうことについて感謝するような私ではございません。都合がよかつたということでございます。（笑声あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　昼食のため休憩いたします。

	（午後１２時　２分　休憩）

	（午後　１時０１分　再開）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。






○黒潮　隆君

　道路行政について２点目は衛生問題についてお尋ねしたいと思います。先ほどの１５番議員の質問とも関連いたしますが、１５番議員の質問に答えて、市長は、１号線沿いの歩道は市道であるというふうに答弁しておりますが、以前の建設委員会で花城建設部長は、そこは軍用地だということをいつたということを聞いておりますが、そこの区画整理事業について、あるいは都市計画について詳しい部長が、軍用地であるというのと、市長が市道であるという喰い違いについて明確にしていただきたいと思います。１号線に関連してお尋ねしたいのは、軍がかさ上げ工事をしたときに市にも申し入れがあつたと思いますが、その場合にこのかさ上げ工事のために周囲の、現在歩道に当たるところが非常に低くなつたために水が溜まつております。そのために市としてはその歩道をさらに上げてゆくとかというふうなことになると本員は思います。その場合に、勢い軍が１号線のかさ上げ工事をするためにやらなくてもいい事業を市はしなければならないように追い込まれているのではないかと思いますが、それについて本員としてはこの１号線を重量運搬するためにかさ上げすることを軍が必要とする場合に、かさ上げ工事前の高さにして路面を削つて堀り下げてアスフアルトの厚さを厚くするというような方法もあつたのではないかと考えます。

そういつたことを市は軍からの申し入れの時点で主張しなかつたのかどうか。それが容れられなくて現在のように水が溜まるような歩道に追い込まれたのかどうか、これについて明確にしていただきたいと思います。さらにもう１点は中央相互銀行から北側でございますが、泊三差路に向かつてそこはガツターはついてないわけでございます。したがつて１号線と歩道との境界線がどういうふうになるのか。先ほど土木部長は１号線の巾員は拡張されてないとはつきり答弁しておりますが、私は拡張されているというふうに見るのでございます。素人であるので間違つているかもしれませんが、そのために従来から営業している人たち、労働者の声を聞いて廻わつたところ、大体１メートルぐらい歩道に喰い込んでるという人たちが多いわけでございます。そこではつきりしていただきたいのは、１号線の巾員はどれだけであつたか、ガツターのついてないところは歩道と１号線道路と同じ高さになつております。ところが道路から流れる水はそのまま１号線の歩道、あるいは商店街の敷地の中に流れるようなことになつてるわけでございます。したがつて同じ高さにしてもガツターをつけるべきじやないかというふうに考えます。これが今後ガツター工事まで含までてるかどうか明確にしていただきたいと思います。次に、衛生の問題でございますが、これは市が委託しているし尿汲み取り業者の問題でございます。そこで施政方針の中で述べられていた内部体制の問題とも関連すると思います。本員がはつきりさせたいのはし尿汲み取り業者が６社ありますが、ここで大きな問題が残つております。それはどういうことかと申し上げますと、つまりこのし尿汲み取り業者の中にはし尿を浦添村にもつていつてこぼしたとか、あるいは河川に流したとか、あるいはよその畑にこぼしたとか、いろんな抗議などが起つているわけでございます。そういつた違反行為をしている弱身につけこんで、市の係り職員が金銭を要求しているというようなことが現われているわけでございます。その場合に、いくらの額を渡したということについて本員は２件知つているわけでございます。市としてはそういう違反行為があつた場合今後違反しないように指導してゆくべきであつて、そういうふうな行為は収賄あるいは贈賄になると本員は思います。これはどういうふうにして起つているかというと、たとえば金を多く出した業者が違反行為をしてもそのまま見て見ぬ振りをするという事実。少こししか出さない、あるいは出さないという業者に対してはきちつとやつてもいやがらせがあるといわれております。私たちもその施設などを廻わつたわけであります。たとえば、業者が指定されているし尿貯溜槽でありますが、これは市の指導によつて以前は８分目にし尿を保つとか、現在は９分目まではいいという指導があるわけでございます。さらにその貯溜槽の周辺は毎月一回草を刈るということになつております。われわれが廻わつたときは７分目ぐらい溜つている貯溜槽を使用している業者がいやがらせをされ、片一方は貯水槽が溢れ、草もぼうぼう生え、その周辺にし尿をこぼしている業者がいるが、それを見て見ぬ振りしているという点と、さらに職員にサービスしなかつた業者のもとに働いている従業員にまでいやがらせがあつた。結局、そういうふうに職員にサービスしないからわれわれはいやがらせされるんだ、なぜほかの業者がやつてるようにやらないのかということで下から突き上げられて困つてるという業者もあります。そういうことで多い少ないの問題はあるにしても、ほとんどの業者がそういう違反行為をしているために弱身につけこまれそういうことがなされているということであります。また、こういうこともあるそうです。各業者を廻わつて金を借りる。貸さない場合は非常に気嫌が悪くなり、ちよつと話があるからそとで話そうという誘いがあるということを訴えております。先ほどの久高議員の質問に対して誰々というふうに具体的にということがありましたが、私はその点は差しひかえたいと思います。なぜならば７月に切り換えるときに、君は生意気だから許可を与えないといわれております。それが違反もしないのに許可が与えられないなら訴訟にもつていつて自分は戦うといつております。この職員は１人か２人かしりませんが、その人たちは業者を指導してゆくのに不十分である、だから本当に指導できる職員にむしろかえてゆくべきじやないかということをいつております。したがつて、ここで明確にはいたしませんが、私が申し上げていることはほかの議員にも訴えられているというふうに見ております。したがつて、その係りを調べていただければ私のいつていることが噓かどうか明確になるというふうに私は見るわけでございます。したがつてそれが明確になれば、内部体制の強化という面、対市民のサービスという面、公僕として職員を指導してゆく市長の責任から明らかにしてゆく必要があるんじやないかというふうに考えますのでここで明快な答弁をいただきたいと思います。






○建設部長（花城　直政君）

　第１点の１号線の両側を軍用地だというようなことを建設部長が建設委員会で答弁したということでありますが、私はそういつた覚えはありません。ただし記録に残つてるかどうか調べまして、もしそうであれば私が答弁したということであれば訂正いたしたいと思います。いつた覚えはありません。あとは土木部長のほうで説明させます。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。軍がかさ上げ工事を始めるときに市に対してその工事についての申し入れがあつたかということでございますが申し入れがございました。　　　　　再三再四にわたりまして軍の関係者が図面をもつて来て市のほうと打ち合わせを重ねて工事を始めたわけでございます。その当時市といたしましては、この際交通緩和のためにも現在の４車線を市道のほうにある程度喰い込んでも６車線にしてもらいたいということを強く要望したのでございますが、道路の新設改良費でなくて維持管理費であるために、予算が足りないから現状のままの補修しかできないということで断わられましてきちつと施工しております。それから軍がかさ上げ工事をしたことについては以前の現状のまま、かさ上げ工事をする前の姿のままで、しいて上げなくてもアスフアルトを厚くすればいいじやないかということでございますが、軍の維持管理の考え方で工事をいたしておりますので那覇市としては別にその点については関知しておりません。次は、中央相互銀行から北側はガツターがついてないということでございますが、これは先ほど申し上げましたとおり新設改良費の予算でなくて維持管理費であるために予算がないので現状の姿のままのかさ上げ工事をするという軍の基本方針でありまして、したがいまして、従来あつたところのガツターだけをそのまま上げまして、中央相互銀行の北側のほうから従来ガツターをつけずになされております。それから軍のかさ上げ工事によつて市道である歩道に１メートルぐらい喰い込んでおるということでございますが、それは全然喰い込んでおりません。従来の軍用道路の範囲内の工事ですが軍用道路が１８メートル、両サイドに９メートルずつの歩道がございますので３６メートルでございますが市道の９メートルはそのままでございます。それから歩道に喰い込んでるということは中央相互のところが北側のガツターのついてないところに商店がございますが、その商店街のほうから、歩道を舗装してくれという申請がございまして都市計画その他市の道路計画に必要な場合は、いつでも撤去する、あるいは補償しないという条件をつけまして舗装しておりますのでその分が軍用地のように見られてるのではないかと思います。それからガツターのついてないところは歩道と軍用道路と同じ高さでないということでございますが、軍用道路と歩道のところはある程度勾配がついていますので低くなつております。以上でございます。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。衛生業者の違反行為につけ込んで金銭をせびるというようなことは非常に悪質な行為であります。私、今はじめて聞かされてびつくりしておりますが、これにつきましては十分に調査をしまして、どういうことでそういうことをしたのか実情を十分把握しましてそれに基いて処置してゆきたいと考えております。




○黒潮　隆君

　私の質問について１点まだお答えないのがございます。かさ上げ工事をするために中央相互銀行から逆に南側、明治橋に向かつてのほうは歩道が低くなつて現在水が溜つております。そういうところは歩道を上げてゆくという工事ぐらいは考えてないのかという質問をしたがそれを答えていただきたいと思います。もう一つ、経民部長の答弁ですが、はじめて聞くので十分調査して処置したいということですが、業者にもあつてはつきり聞き出していただきたいと思います。職員だけから聞いた場合は、そういうことはないというふうに、いい逃れが出る場合がありますので公平に責任ある方たちが調査していただきたい。処分についてはどうということは申し上げません。そして業者が本当に市民のために働けるというふうに指導できる職員を配置すべきではないかと思います。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。軍工事によつて歩道が低くなつたのでその高さにかさ上げするかということでございますが、ただいま市としては都市計画のほうで６車線を検討しておりますので歩道を上げるという考えはございません。しかしながら、かさ上げ工事によつて水溜まりができたがそれを改修するためにただいまタイムス前を工事中でございます。次年度の予算で松山町、沖縄事務機社前の排水工事を計画しておりますので住民に迷惑をかけないように考えております。






○金城　重正君

　本員は３点について御質問したいと思つておりましたけれども公園問題については削除いたしまして２点についてお伺いいたしたいと思います。まず都市計画でございますが、都市計画のマスタープランについて御質問いたしたいと思います。マスタープランにおける幹線道路が那覇市内にある軍用地内にも入つておりますけれども、その使用について市当局は軍との話し合いも必要だと本員は考えるのでございますけれども市当局は軍と話し合つたことがあるかどうかお伺いしたいと思います。特に承りたいことは現在のマスタープランの中からいたしますとガジヤンビラから小禄に通ずる３号線は現在軍が使つておりますが、これがマスタープランに入つていながら市民や住民による使用がなされてないので去る議会におきまして第二助役から使用できるよう努力するという御答弁がありましたがこれがどういうふうになつてるか、何か理由があるのかどうか御答弁を願いたいと思います。２点目は学校問題についてでございますけれども本員は６７年度の定例議会におきまして小禄地域においては宇栄原団地、琉球団地、さらに琉生団地その他が現在発展の途上にございまして、市民が続々集まる傾向になつております。しかし、これに即応する学校施設がなくてＰＴＡや子供たちに非常に不便を与えておる。そこで学校施設が必要だと思うが当局としてはどういうふうな計画をお持ちであるか、という質問に対して教育長は、次年度から予算に計上するように努力するというような御答弁をなさつたと記憶しておりますが、それがどのように計画され、予算化されておるのかお伺いしたいと思います。以上２点でございます。






○建設部長（花城　直政君）

　第１点の都市計画道路の軍用地の中に入つている道路の交通問題でございますが、３号線といつておられますが、この件につきましてはなる程都市計画のマスタープランに入つております。現在道路として使われておりますが非常に重要な道路でありますのでマスタープランの中で道路計画の中に入つたわけでございます。これがあとで一般車両の通行禁止になつたわけでございます。これはどういうことかわかりませんけれども飛行場の関係じやないかと思います。前の議会で助役が答弁されたことは７号線の水道事業によつてどうしても代行線としてとおさなければならないということで協力に折衝されて工事中代行線としてバスの通行をゆるしたわけでございます。その後も小禄住民からの大きな要望もございますので、また都市計画という交通問題から考えましても重要な問題でございますので引き続いて協力に推進してゆきたいと考えております。






○教育次長（喜久山　添釆君）

　ただいまの御質問にお答えいたします。小禄のほうに公営住宅、団地ができましたのでその人口増によつて小禄方面に学校の新設が必要だということは昨年も教育長から話しがあつたとおりであります。しかし、学校の新設は高良小学校、小禄小学校、小禄中学校、垣の花小中学校の将来の在籍とも関連し、那覇教育区でただ一つの小中校の併置をしております垣の花小中校の併置の解消ということも考えまして学校区の変更、学校規模も加味しなければなりませんし、昨年の段階ではその実態をはつきりつかむことができませんでしたがこの４月公営住宅の入居によりまして高良小学校の幼稚園児の数がはつきりつかみましたが、小学校における関係、学校の在籍を昨年４月と今年の４月とをおのおの１５日現在で調べてみますと高良小学校が５６人増小禄小学校が２０人の減、垣の花小学校が３０人の減で総計では４人の増となつております。しかし、来年４月の在籍を来年４月に入学する幼稚園児と卒業する６年生とを比較して推量いたしますとおよそ高良小学校が８０名の増、小禄小学校が１８人の減、垣の花小学校が３人減、いずれにしましても高良小学校がすぐ問題になりますので委員会としましても近く市当局並びに地元の方々の御意見もお聞きし御協力をお願いしまして、この学校新設については早急に解決したいと思つております。




○金城　重正君

　１番の質問に対しまして建設部長の御答弁はなかなか要領が得ないものであつたわけでございます。本員が想像いたしまして多分にこの３号線がマスタープランに入つていながら軍の管理によつて開通できないという点は一つに軍機の問題があるんじやないかとかように考えるわけでございます。本員といたしましてはこの３号線をとおつて見てその周辺には何ら軍機に触れるような施設がないのではなかろうか、と思われるのであります。その周辺にはアメリカ軍のゴルフ場があり、レツクスがあり、カミソリーがあり、ＮＣＯクラブがあり、さらに軍人家族の住宅がある。このくらいでございましてかえつて３号線の周囲よりは那覇港あたりが軍機に触れるのではなかろうかと、かように考えます。したがいまして、マスタープランの中にあるならば、唯、画に描いた餠みたいになさらないでこれをなるべく開通するように当局といたしましては努力していただきたいと思います。特に本員が考えますのに４．５年前だつたと記憶しておりますが、西銘市長がガーブ川の工事において一時ストツプしたときがございます。そのときに西銘市長が時の民政官マキユーンさんと民政府の会議室において、テーブルを叩いてわたり合つたときがございますが、あの熱意でもつて軍にあたつて努力すれば必ず解決できるんじやないか。そのときのガーブ川の組合長でございましたところの黒潮武秀さんが涙を流して“西銘市長は実に偉らいんだ”と、軍に対してテーブルを叩いてこの工事の再開を迫つたことに対し喜んでおつた。あの情景を思い出しますけれども、この３号線というのは、那覇南部の発展の喉元である。これがかようにして、マスタープランにはありながら使用ができないということは、今後の那覇市の南部の発展に相当影響があるのではなかろうかとかように考えますので、市当局といたしましても、十分にこの面について努力をしていただきたい、かように要望いたします。

　さらに２番目の学校問題でありますけれども、今先教育次長さんからの御説明によりまするというと数字面からは確かに学校一つつくる生徒数というものがないのではないか。まあ、できるだけつくるように努力するという御答弁でございましたが、５月２３日の新聞を見ましても、高良幼稚園におきましては一教室が８０名というようなすし詰め教室であります。これが次年度は１年生になるのでございます。そういう面を考えた場合に、現在幼稚園の生徒が机も教室の中に入れて授業ができないというような状態でございますので、当局といたしましても小禄地域に早目に小中学校を設置していただきますようよろしくお願いしたいと思います。以上質問を終わります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩します。

	（午後１時３２分　休憩）

	（午後１時３３分　再開）




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。






○又吉　久正君

　本員は住宅問題を取り上げて市長の方針をただしかつたんでございますが、先の議員が相当住宅問題で質問をかわされておりますので、それははぶきまして、本員は今論議の的となつている政治センター、つまり琉球政府を中部地区に移転するという沖縄６市議長会の計画について、これは問題が大きいので、当那覇市としましても、ただそのまま放任するわけにいきませんので市長に政府移転問題をただしたいと思うわけでございます。

　５月９日の６市議長会の席上で高良議長並びに宜野湾市古波蔵議長が、どうしても政府を中部地区に移転したいということで、市議会議長会で決定されてこれから推進していこうというようなことが新聞に大々的に報道されているわけであります。しかしそのことについてわれわれ議員としましては一事も聞いたことがない。またこういうふうな直接那覇市に関係のある、首都那覇市から琉球政府を中部にもつていくということは、これこそ大きな問題じやないかと思うわけでございます。

　従いまして那覇市には、那覇港があり、泊港があり、さらに安謝港を構築しようとしている。そこに琉球政府があつてはじめて那覇市というりつぱな首都としての価値があると私は思うのでございますが、しかるに、高良議長は、那覇市議会に何ごともはからず、あるいはまた運営委員会にもはからず独走的に、琉球政府の政治センターの移転問題を取り上げてやつているということは実に由々しい問題じやないかと本員は思うわけであります。高良議長が今日お見えになりませんので残念だと思いますが、こういう重要問題であるならば独走しないで、市議会とも、当局とも十分に話し合いの上で進めていかれるように要望する次第でございます。

　次に、この琉球政府政治センターの移転問題におきまして、那覇市住民はもちろんのこと対内、対外的にもこれはどうなつていくかと、これは非常な関心事となつております。

　特に琉球政府の関係局長やあるいは学識経験者も、その問題について関心を示し、そして意思を表示されておるのでございますが、那覇市長としてはこの移転問題についてどういうふうにお考えであるか。これこそ重要な問題と本員は思いますので、そのいきさつにおいてあるいは議長から市長にお話しがあつたかどうか、これも発表してもらいたい。

　現在の琉球政府が狭いことはよく承知の上でございます。さらに各局が十分スペースがとられていないということもよく知つておりますが、その全部の政治センターを移すということはどうも腑に落ちない、だから市長としての御見解を承りたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対しましてお答えいたします。５月９日の６市議長会で政府の中部地区への移転についての高良議長の発言は、新聞で読んだだけでございまして、また市議会議長会としてこれが採択になり決議になつたかどうかも私よく存じあげておりません。また高良議長からもその件についてはひとことも聞いておりません。ただ申し上げたいことは、政府の移転でございますけれども、現在東京都におきましても同様な世論があるわけでございます。政治センターを富士山麓の地帯にもつていつたらどうかというような話もあるわけでございますが、今日までなかなか実現を見ておりません。御案内のとおり琉球政府章典の中にも琉球の首都は那覇市ということで明確な規定もありますし、また現在の那覇市の諸般の情勢が政府を移転しなければならないほどに重要な段階にきておるとは考えておりません。那覇市は自然発生的な街でございまして、交通の面からいたしましても、海、陸、空の焦点になつておりまして、政府の位置としても最適の位置じやないかと考えております。ただし将来政府が人口分散をはかるというような見解にたつて政府の一機関、あるいはこの二つ三つを合わせまして中部、あるいは北部そういつたところにもつていくことは考えられますけれども、重要な機関を中部あるいは北部にもつていくようなことは当分はないんじやないかと、かように考えております。




○又吉　久正君

　その問題について議長会では相当進めておるようでございます。宜野湾市は誘致策で臨時議会を招集してやつておる気配があるわけでございます。その政府移転問題について、高良議長から市長に話し合いはなかつたかどうか一つその点・・・・・・。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。先ほど申し上げましたとおり議長からはその件について一言も聞いておりません。決議の経過内容についてもつまびらかにされておりません。






○椿　秀義君

　特別とん譲与税法について質問します。

１９６８年度の市長の施政方針の中に、市の財源と内部体制の強化についての問題で、諸事業の施行とあいまつて、市の財源規模は年々増大し、都市機能が発揮されつつありますが、建設事業を始めとする諸般の財政需要を充足するにはいまだほど遠いものがあります。従いまして、健全財政のたてまえから自主財源の確保につとめ、「諸事業の推進に充当できるよう努力するとともに、首都建設のために日米琉政府の援助拡大を強力に折衝する所存であります。中央税の一部移譲」とのべ市の財政強化に力を入れておられますが、最近の諸般の事業の推進におきましては起債を起こして琉銀、または政府の金融機関から借財をして、それによつて市長は事業を推進しております。

　ところが琉球政府の立法院において立法化されてないために、ただで那覇市の財源になる税収入があるにもかかわらず、今日まで実現の運びになつていないのが特別とん譲与税法であります。このことは２年前から市当局のほうには再三、政府のほうに復申をしていただくように、そして早期実現をしてもらうようにと言つてまいりましたが、今日で私の質問は４回目でございます。ある議員は椿議員のためには、特別とん譲与税法は実現しないほうがいいよ、質問の種切れになるからと、こういう冗談をとばしておりますけれども、この税があれば琉球経済の発展のためにも、その財源確保のためにもぜひとも必要なものであります。

特別とん譲与税と申しますと、以前私がこのことを一般質問しました事後の一般新聞紙上でも“とん税とは豚の税金なのか”と。このようにして沖縄においては、まだこの特別とん譲与税法という問題について、一般の人々はこの税は外国の貿易船が沖縄に入港するたびごとに、沖縄の財源として支払つていく税金であるということを知らなかつたがゆえに今日まで立法化されなかつたものと思います。もし知つておつて立法しなかつたとなりますと、それは政界と財界とのいろいろな関係があつて、もし立法化した場合には財界人に不利をきたすと、そういう面があつて立法されないんじやないかと、こういう一般の噂もございます。

　もし知らなくてこれが立法されなかつたものであるならば、この件については２年前に市当局を通して政府のほうには再三お願いされておるはずです。ところが３月の本議会におきまして、この問題を取り上げまして質問しましたときには、すでに税制審議会の答申の中にも入つておりますということで、そこでやがてこの税法も日のめを見るかと内心大変喜んでおりましたけれども、いろいろな事情があつたかしりませんけれども、税制審議会の答申が全部没になりまして解散という運びになりました。そのようなことで、またまたこの特別とん譲与税法は立法の運びに到らない現状である。昭和３２年に、日本政府においてもこの税法ははじめて施行されたわけであります。その日本政府の税法に基づいて琉球政府において特別とん税というものを施行しておりますが、これはあくまでも政府自体の税源でありまして、市町村のほうの特別とん譲与税法になつてはじめて、各開港の所在地の市町村の財源として収入できるわけです。

　そこで政府自体の財源として確保していながら、各開港の所在地における市町村の財源になる特別とん譲与税法が立法化されていないという大きなミスがあります。

その日本政府の法律を適用してそれによつて計上されておりますけれども、それによりますと、特別とん譲与税が３２年の税法によりましては５万数千ドルそれから３８年にこの税法が改正されまして、その税法からいきますと、那覇港、泊港、また宮古、八重山、また運天港と外国から貿易船が入港するその周辺の都市に対しては数１０万ドルという税源になり琉球経済のためになりますけれども、悲しいかな琉球にはその税法が立法化されていないために、未だ大きな損失をしている。昭和３２年以降３８年の改正、また３８年以降の税法からしますとだいたい７、８０万ドルの財源を琉球は損失しているわけです。これはお互い琉球の人々の手から出ていく税金ではなくして、外国からこの沖縄のほうに貿易を求めて品物を運んでくる船が支払つていく税金である。これこそわれわれにとつて願つたりかなつたりの資金財源なんです。このことについてです。いろいろ市当局にもお話ししましたが、当局は“これは順序があつて、順序を踏まなければ日のめを見ないんだ”とこのようなお話しでありますけれども、現在の貧困であるところの那覇市の財政、また、この沖縄の経済を思いますときに、その経済発展の一助になる大きな財源でございますので、これは早急に琉球政府との話し合いのもとに早期立法化していただいて、その財源によつて、また那覇市の市長の構想と諸般の事業が着々と実現されていくことは当然のことであります。財源が乏しいがゆえに金を借るということは当然利息を払わなければならない、利息は何んでもつて補うか。６８年度のこの施政方針の中にうたわれているように市長としてもぜひとも、税制審議会だとかそれから諸般のうるさい問題は抜きにして、直接政府と体当りしていただいて、この法の立法化をしていただきたい。そういう御意思があるかどうか、その点についてお伺いいたします。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。自主財源の強化につきましては、政府税の移譲を中心といたしまして、今日までいろいろやつてきたのでありますが、まだそれが実現されていないのを非常に残念に思つております。政府税の移譲の問題につきましては、これまで同様政府に対しまして強力に折衝する所存であります。

　御参考までに６７年度の２月８日に税制審議会から答申された内容についてごく簡単に触れてみたいと思います。

「現下の社会経済の諸情勢に即応する租税制度のあり方についての最終答申、１９６７年２月８日琉球政府行政主席松岡政保殿、税制審議会長、久場政彦、主題の諸問に対し１９６７年会計年度において実施すべき税制改正について、当審議会は１９６５年１２月１８日付で中間答申を行ないましたが、その後引き続き審議を重ね、ここに最終的意見をまとめました。当審議会は、政府がこの答申案を積極的に取り上げ、１９６８会計年度の税制改正におり込むよう希望いたします。」こういうふうに前書きをされておりまして、その内容は、第１番目に所得税の改正について、第２番目に法人税、第３番目に物品税その他、４番目に市町村税法を取り上げ、こういうふうにうたつております。「経済の継続的成長は住民の生活水準を向上せしむるものである。その結果住民生活と直接的関連の強い市町村に対する財政需要は急速に拡大しつつある。ところが琉球における現在の市町村の行政運営及び財政収入調達の実態はあまりにも中央政府に依存し過ぎておる、特に自主的財源の活用力が乏しい、従つてこの際、市町村の行財政面の自立性を確立せしめるため、その財源の開発を促進せしめるような税制政策の樹立が必要である。その一つとしてまず従来の市町村民税の個人所得割りの比例税率を経済の変動に対し、弾力的調節作用を有し法納負担の原則に合致する累進税率に切りかえなければならない。また近年都市地区及び周辺では人口の増加、交通機関の流入が激化しつつあるが、それに見合う住宅、道路、環境衛生施設等の建設が著しくたちおくれているので、市町村にこれらの整備を可能ならしめる財源の獲得策として目的税の性格をおびた特別税法を創設せしめ、これによる自主的運営を行わしめるべきである。以上のような方針に基づき市町村税改正の内容を別記のとおりとする。」ということで具体的に従来の市町村民税、これに対する見解を述べられ、個人所得割り、それから均等割りが述べられ、３番目に市町村たばこ消費税が新しい税としてうたわれております。「われわれは市町村の税源を高めるため新しく市町村たばこ消費税法を新設することを要望する。市町村たばこ消費税は、政府税であるたばこ消費税と同様な課税方法を採用し、市町村の人口に按分するよう譲与税方式として、税率は次のように決定することを認めた。製造巻たばこ２０本につき１セント、輸入きざみたばこ３０グラムにつき０．５セント、輸入葉たばこ１本につき０．５セントというふうにたばこ消費税をうたい、さらに目的税として、軽自動車税、われわれは市町村たばこ消費税と同様、その税源を高めるために、現在自動車税法で課税されている軽４輪、軽３輪及び軽２輪の租税客体を市町村に移譲し、同客体には原動機づき自転車も加わえて新しく軽自動車税法を新設し、その税率は次ぎのように決定することを認めた、区分は軽４輪車７セント、というふうにいたしまして、５番目に御指摘になりました特別とん税がうたわれているわけでございます。「われわれは開港所在の市町村の税源を高めるため新しく特別とん税法を創設することを要望する。

特別とん税はとん税と同様な課税方法を採用し、同税は開港所在の市町村の財源として譲与することとし、その税率は次のとおり設定することを認めた。入港ごとに１トン当り税率が３セントというふうになつております。１年分を一時納付の場合は１トン当り１２セント」こういうふうに税制審議会におきましては、特別とん税、さらに軽自動車税、市町村たばこ消費税といつたような新しく税源を設置いたしておるわけでありますけれども、これが政府財政の都合によりまして、実現の運びにいたつていないのを残念に思つております。特別とん税だけじやなくしてこの中に盛られた方針の答申の内容を尊重いたしまして強力に政府税の移譲につきましては努力したいと考えております。




○椿　秀義君

　今の説明の中に特別とん税とございますけれども、特別とん税はすでに立法化されて施行されておるわけです。それに加えるのが特別とん譲与税法と、こうならなければ市町村の財源にはならないわけです。以上。






○儀間　真祥君

　本員は水道問題、下水道問題、この２点についてお伺いしたいと思います。まず下水道の問題でありますが、この下水道の問題は、現在コザ市では、下水道の料金を含めた管理運営、そういうことについても一応市の方針がまとまつて、今議会に提案されておるようであります。

　那覇市の場合でも一応下水道工事が部分的に完成し、そして細部の幹線ができ上がれば連結され使用することになると思いますが、部分的な使用でも来年か、あるいはさ来年から使用できるのかどうか、その点をお伺いしたいと思います。それから先日水産高校の敷地から下水道管を通すということで、その工事を進めるために校門の前に工事をするから諸車の通行を止めるんだというふうな趣旨のたて看板が立てられておりました。そのために生徒をはじめ、学校当局が非常に騒いだ、そのためかあの立て看板はなくなつておりますが、それでこの学校敷地は市有地が多いわけです。ほとんど市有地ですが、こういう工事を進める場合には一応市に何らかの合議が工事施行者からあつたかどうか。その点についてお伺いします。

もちろんあの運動場の敷地は政府に貸してあるにしても、運動場を堀つたりしますというと一応地主である市当局に何らかの合議があつてしかるべきだと思います。これがどういうふうになつてるか。あと１点は水道問題であります。施政方針に対する質疑の中で部長の説明によりますと、現在の段階では水道公社のもつている能力では１日に１２５，０００トンぐらいの生産しかできないから一応北部の水源を開発することなしには現在の水不足、市民の要求するだけの水を供給するということは困難であると説明しておりますが、１日１２５，０００トンの水を生産しますが一応那覇市が４万トンぐらい、残りの１１カ町村は那覇市と同じぐらいで４万トン、残りを軍が使用しているということでございますがこの問題について再確認しておきたいことは、こういうふうに配分されて給水されてるのかどうか。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。ただいま施行いたしておりますところの下水道工事の完了する分についてはいつごろから使用開始するのかということでございますが、６５年度、６６年度の予算で工事したところの一部は来年の２、３月ごろまでに三重城の終末処理場が完成しましたならば１９６９年度から使用開始の予定でございます。それから下水道の幹線が水産高校の敷地内をとおるということで学校が騒いだ。それで工事開始の立て看板があつたが学校が騒いだためにただいまはのけられたがその工事について市に何か申し入れがあつたかということでございますが、この下水道工事の基本計画には図面に明示されておりますので当局としては知つてるわけでございます。しかしながら工事の着工についてはいつからするということについては何も伺つておりません。






○水道部長（玉城　定仁君）

　お答えいたす前にちよつと儀間議員にお聞きしたいんですが１番目に北部水源を開発すれば水は大丈夫かということでございますか。２番目に軍民の給水量の配分はそのとおりであるかということでございますか。お答えいたします。北部水源開発につきましてはきのう赤嶺慎英議員の御質問にお答えしたとおりであります。しかし問題は水道公社のほうでは来年の６月に辺南まで工事を施行するようにしてありこの工事は８カ月間で突貫工事をやる計画でございます。資材も準備してございます。そこで地元の協力がなければこれまた大へんでございます。

水は申すまでもなくお互い人間の生活に不可欠な要素でありますし、また都市機能においても欠くことのできない重要な問題でございます。それでむしろ私は那覇市会をあげて全議員が水道公社の工事計画に側面的に協力していただきたい。なお石川以南の全住民がその問題に対して側面から協力しなければいかんのじやないかと思います。そういうような工事施行計画をもつていてもこれが順調に進まなければ水ぼしにされるということは当然のことでございます。それでお願い申し上げる次第でございます。次に軍民の配水についてでございますが、１２５，０００トンは最大の生産能力でございまして、その最大の生産能力というのは常時それだけの能力をフルに運転できないわけでございます。平均は１１５，４００トンでございます。先ほど申し上げましたが、その配分によりますとロスを引いた数字を申し上げます。漏水を引いた数字、実際に使用された数字は民のほうが５月において７５，３００トン、これは各市町村がその水代を支払つておりますので実際の水量でございます。軍のほうが４５，０００トン合計１２，８００トン。しかし４月と５月のほうはそれぞれ４，０００から５，０００の生産と需要のアンバランスでございまして３月のほうはやや余剰が出ています。この数字は軍が４５，５００トンに対して民のほうが６８，２００トンでございます。以上でございます。




○儀間　真祥君

　土木部長の説明によりますと一応６９年度、その年からは一部は使用できるんじやないかというふうなことでございますが、先日の水道部長の説明によりますとこういうことをおつしやつております。２年あとまでは水道を使用して水洗便所を使用するというようなことはできないんじやないかということですがこれについてお伺いしたい。それから現在コザ市あたりでは一応管理条例そういつたのが出来ておりますが那覇市も一応使用料の条例を出されるかどうか。次に水産学校の問題でございますが、水産学校におきましては一応運動場から下水道の本管をとおすということで非常に騒いでおりますがどういうふうに解決されたかわかりませんが市のほうに何らかの合議もなかつたのか。ということはこれは市有地であります。その場合に市有地を堀り下げてするんですが何らかの合議があつてしかるべきじやないかと思いますがその点についてもう１回御説明願います。それから水道問題でございますが、水道部長は北部の水源を開発するということをいつてますが私のデーターによりますと一応軍では２５０万ガロン余りの水を持つております。このうちから１２，５００トンしか取らせないということは今こういうふうな水のピンチでもありますし当然あの水を放水して、要するに那覇市に原水でもやつてもらうというような処置を講ずれば十分にできるというふうに考えます。２００万トンの水源は天願川、端慶山貯水池、平山貯水池、長田川、キヤンプヘーグ、その他３カ所の水源地からちやんと出ております。そういうことを考えました場合にこういう折衝もやつてしかるべきじやないかというふうに考えますが市長の御見解を承りたいと思います。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。下水道は一部６９年度から使用開始になるというがその使用料について議会に提案する意志があるかということでございますが、ただいま政府におきましては下水道法と下水道公社法の２法案を立法院に提案いたしましてただいま経工委員会で審議をしております。したがいまして、その２法案ができたあとに那覇市といたしましては、その法律の施行規則あるいはそれに基いて那覇市の下水道の使用条例といつたものを策定しなければなりませんのでその後に出したいと思います。使用料につきましてはこちらとしてはいろいろ算定して数字的にもある程度は案をもつております。それから水産高校の運動場の下水道の本管の施設のことでございますが、これは先ほども申し上げましたとおりに下水道の基本計画の中にありますので市としては十分知つております。しかし工事はまだ着工しておりませんが、先日政府にまいりましていろいろお尋ねしたり、政府と軍との話し合いがつきまして運動場の真ん中からじやなくて運動場と水産研究所の間のほうをとおし、将来道路ができた場合は道路に移設するということで話しがついているようでございます。






○水道部長（玉城　定仁君）

　お答えいたします。儀間議員は非常に誤解しておられるようでございます。私が申し上げますところの生産能力と申しますのは、いわゆる浄水能力でございます。泊浄水場の中の那覇市の２万トンを含めて軍民の浄水能力を申し上げました。水の量は儀間議員がおつしやるとおり端慶山ダムだけで６億ガロンございます。約２３０万トンでございます。那覇市が現在２カ月分使用するだけの水がございます。平山ダムだけでもその半分ぐらいございます。水はありますけれども浄水能力がないので生産と需要とがアンバランスになつてるという意味でございますので御了承願います。




○儀間　真祥君

　御説明からしますと、北部水源の開発をしなければ十分な水の供給はできないといつておられますが、このデーターからしますと水道部長の説明は一応正しいと認めております。水道部長からこのデーターはもらつたのだからそれで水はこれだけあるのだから北部開発はしなくてもいいわけでございます。そうじやないでしようか。浄水場を作ればいいわけです。




○水道部長（玉城　定仁君）

　お答えいたします。端慶山ダム、平山ダム、それから天願川、比謝川、そういう水があるから水源を開発しなくてもいいとおつしやいますけれども、現在の豊水期においてはいいでございますけれども、しかし年々那覇市に人口が集中し１日の使用量が毎年延びてきます。将来の計画を立てた場合には那覇市においても７２年には９万トン以上の水を必要とします。１９８０年には約１５万トンの水を那覇市は必要とします。そのために全琉的水道統合計画が水道公社でなされておりますが、それに見合うような計画をするためには北部の水源を開発しなければならない。それになお現在においても需要供給のアンバランスでございます。来年、さ来年と北部のほうに水源開発すれば７３年までには大体終りますが、それまでに工事が順調に進まなければ今日あるように渇水期になれば断水が続くわけでございます。それを解消するために水道公社が事業施行に昼夜兼行でやつております。

現在保有水量はあります。しかしひと月もふた月も降らなかつたりした場合には比謝川の水が凅れる、天願川の水が凅れる。天願川が凅れた場合にはダムから川に流して浄水して送つております。それからタイベースの今の比謝川の水が凅れた場合には瑞慶山ダム、平山ダムから水を流してタイベースから送つてやつております。これは非常用であります。




○儀間　真祥君

　今の説明を聞きましても水はあるわけでございます。２８０万トン近くの原水はある。そのうち１２５，０００トンしか、今の場合は１１０，０００トン余りは浄水できる。問題は北部水源開発という方向でごまかすんじやなくて、今の段階では浄水場を作るというふうなことを折衝すべきじやないかというふうに考えます。終ります。






○金城　吾郎君

　本員は２点について質問を申し上げます。まず１点の工事施行のあり方についてでございますが、工事施行と申しましても工事を施行するに当つてはその基本計画、設計、施行管理といろいろございますけれども、含めまして工事施行といつております。都市計画事業であれ、その他の工事であれ、工事の施行に当りましては予算をまず効率的に運用してゆく、これが原則でなければならんし、そして無駄を省く、こういう配慮がなされるべきである。これはこれまでの議会においてもたびたび指摘されて来たとおりであります。

ところが工事によつては特に政府の補助事業においてそういつたことが余りりつぱになされていないということが指摘されて来てるのであります。政府の補助でやる工事は政府の都合によつてこれが自由にかえられるということが過去においてたびたびあつたのであります。私は先般の議会において委員会で指摘いたしましたが、繁多川の工事が当初予算において舗装工事をやる、現在の巾員をいくらか拡げた点で工事を行うんだと。暫らくするとこれは用地買収費に切り換えたということになつて、道路を拡げる、もちろん道路を拡げるということは大へんけつこうなことでございますが、周囲の人々にとつては大へんな問題が出てくるし、工事の遅延というものは当然これから生まれてくる。その例は開南交番から平和橋間に到る１００何十メートルの道路の開通をみれば明らかであります。３年がかりでまだ大きな問題を残しておるという実情であります。こうした用地買収、あるいは物件補償という難しい問題のない地域に対する補助事業でさえもこれとは余り変わらないような点がございました。前にも指摘いたしましたが観音堂下から又吉道路に出る道路、これは政府道ということで観音堂から琉大女子寮前までの市道改修に当つて取り残こされておる。もし、市が観音堂下から琉大女子寮間をやるとすればその道路工事を行う期間バスはとおらない。交通に不便を来たす。付近住民の迷惑も大へんなものである。したがつて、たつた７．８０メートルから１００メートルの道路である。政府との何らかの話し合いによつて一挙に解決する方法があるんじやないかということでございますが、これはのちになつて政府予算に計上されるということでそのままなされております。

また、繁多川の入口から大石橋間の工事もそのとおりであります。あの黒丸宗からくる通りから真つすぐに抜けないと補助事業の対象にならないということで百数十メートル残されたこともございました。こういつたことで政府事業と関連のある市の事業はことごとくといつてもいい程非常に支障を来たしておる。そこで政府との話し合いはどのようになされたかということをたびたび質問いたしております。

また、建設関係につきましても公営住宅を中心にしてこの補助のあり方が問題だと、これも申し上げたとおりであります。すなわち、第１種において２分の１補助すべきものがそうなされていない。いわゆる標準建設費の算定の仕方が政府のほうが低いためにこのようになつてる。３分の２の補助を出すべき第２種公営住宅においてやつと半額に達するという状態を今日まで招いております。公営住宅の建設につきましては施政方針に対する質疑の中で今年度は増えるということを市長もいつております。去る臨時議会において建設部長にこのことをただし大体の方向を知つておりますので、この点については伺おうとは思いません。ただ、政府の市町村に対する補助事業のあり方についてもつと政府と話し合いをしたらどうか。会計年度幕切れになつて補助を出すから継続費設定をやれ。この間の臨時議会もそのとおりであります。こういうあり方では補助金をもらうことはけつこうでありますが、いろいろな面において差し支えが出てくるのではないか。こういう点をどのように今後なさつていこうとするのか、これを一つお答え願いたい。それはなぜかと申しますと今回の俗に４１号線といわれております、バイパスといつておりますが、聞くところによると去る５月１２日に琉球政府はこれを４１号線と指定して工事を行つてるようでございます。そして、その巾員は２７．４メートル、いわゆる那覇市内における２７．４メートル、浦添が２１．４メートルと告示しております。ところが１９５６年度に３月告示７２号によつて那覇市の都市計画幹線街路となつております。いわゆる内間から安里、与儀を経まして漫湖に至る約５，４００メートルに及ぶ路線を幹線街路としてその巾員２０メートルと設定しております。これが２７．４メートルになつた場合に２０メートル以外の地域については建築物制限はとかれておつたはずであります。すなわち、２０メートル地域について恒久建物を建設することは禁止しておつたはずであります。これが２７．４メートルに拡げられると合法的に建築確認をした建物が立退きさせられるものが出てきはしないか。聞くところによると３０数件こういうものがあるといわれております。そういう点について市はどういう考え方のもとにこういう案に同意したのか。なぜかというとこれは市の議会において随分と問題になり、市長もまた琉球政府、民政府に対してこの道路工事の施行について強力な折衝をしておるし、市はまた私の記憶に間違いなければ１８，０００ドルかの調査費を出してどのように工事を施行したらいいかという調査までやつております。その中で、この都市計画幹線街路としての立場、これを政府が施行するからすぐ２７．４メートルでいいということになつたのか、市長と政府との話し合いはどうなつたのか。付近住民の話を聞きますといろいろ問題点があるようでございます。あのようなインターチエンジとか、アメリカの高速道路的なものは必要はないという極言する人でさえ出て来ております。市民の協力を得て工事を進めてゆくには事前にどのような話し合いがなされたかわれわれは知りませんが、最近、琉球政府に対して地主の皆さんから陳情があるようでございます。こういうことと関連いたしまして、市は政府との間にどのような話し合いをしてこの工事が出て来たか。少なくとも政府がこの工事を出すならば市の都市計画の幹線街路の告示はどうなるのか、その辺の関連についても御説明を願いたいと思います。次に、２点目、市の起債について。これまで市は多額の起債を行つていろいろの事業をやつて来ております。

今年度も公設市場の建設債、あるいは若松市場、真和志公設市場、漫湖風致地区の整備債、あるいは下水道事業債、このようにたくさんの起債を行つております。予算に計上されている数字は１５５万ドルとなつておりますけれども、このように年々多額の起債がなされてゆきますと、これが市の一般会計の中にも必然的に影響してくる。独立採算性をとつている事業とは申しましても必ずその財政計画の中には一般会計からの繰り入れがあるわけでございます。財政事情の変更によつてこの起債のしわよせが一般会計にいずれ大きく作用することも予想されます。したがいまして、現在の市の財政状況からみて一体どの程度の起債能力が市にあるのか、そして今までの起債総額の償還の見通しについて市はどのような方針をもつておられるか、これを明らかにしていただきたい。答弁によりましてまた質問を行いたいと思います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。都市計画事業の進め方についての御質問がございましたけれども年度半ばで補助事業がついて来たり、それから当初計画した案を変更したり、こういうあり方では具合が悪いじやないかということでございますが、これは御指摘のとおりでございます。しかし諸般の情勢の変化によりましてどうしてもそのように変更しなければならんこともあるわけでございます。できるだけ当初計画どおり進めたいというふうに考えておりますけれども、そういうときは仕方がないんじやないかと考えております。今後の工事の進め方といたしましてはやはり当初計画どおりに政府とも十分折衝いたしまして途中で変更がないようにしてゆきたいという考え方でございます。バイパスの件でございますがこれは当初私たちが考えたマスタープランにおけるバイパスは旧鉄道線をそのまま使つてゆくということで計画を進めまして、そしてこれは軍用地でございますのでどうしても軍の許可がなければこの道路は開通できないということで軍のほうと折衝したわけであります。

その折衝の中で、私たちはこの道路の開通にあたりガソリンパイプを歩道の中に入れてもらいたいということで折衝をしたわけであります。ところが軍のほうはこの問題は那覇市の交通問題から派生しているので軍のほうがやるんだということで調査をしまして、現在の計画になつておるわけありまして、私たちも数回呼ばれまして話し合つております。

　当初は安謝橋から内間までの間には一つもインターチエンジがなかつた、乗り入れ口がなかつたわけであります。そうしますというと真嘉比、古島地区の都市開発の問題と非常に関連がございますので、非常に困るということでどうしても乗り入口をつくらなければならないということで強力に折衝いたしまして、われわれが当初計画しておりました２０メートルでは狭いということで２７メートルになつたわけであります。それにはそれだけの交通量がございますので２７メートルのほうがいいということでわれわれは納得しているわけであります。

　それでこの４１号線として決定され、政府がやるということになつておりますけれども、安里橋から現在の与儀、古波蔵まで、この間においては２７メートルということは私は聞いておりません。安里から以北のほうの話を伺つておるわけであります。ただこれが済だら安里から古波蔵までもやるんだということは聞かされておりますけれども、まだそこをどうするということは聞いておりません。

　もしこれが２７メートルにするならば、やはり今は２０メートルで建築制限をいたしておりますので、２７メートルにすればやはり立ち退き補償はしなければならないと考えております。それから現在都市計画で決定されておるマスタープランのバイパスと、今政府がやろうとしているバイパスとの関連、これは当然、都市計画道路でございますので、都市計画道路の変更をしなければならないというふうに考えております。






○財政部長（当間　重美君）

　起債についての第３点の質問にお答えいたします。まず第１の一般会計へのしわ寄せの点でありますが、１９６８年の、今議会でおはかりします予算と、現年予算を比較してまず御説明をいたしたいと思います。

　現年におきましては２３６万ドルの起債額でありますが、６８年度では１５５万ドルになつておりまして８１万ドルの絶対額の減でございます。比率で申しますと現年におきましては２５．４％でございますが、１９６８年度では１４．９％と相当低くなつております。

　またこの市債の充当でございますが、これは市営及び公営住宅、あるいは公設市場等の営造物の建設事業に充当される財源でありまして、また漫湖風致地区周辺事業によりましても、それによつて造成される土地処分収入によつて償還の計画のものでございまして、いずれも独立採算とする事業ばかりでございまして、これらの起債の償還について一般財源を充てなければならないというふうな懸念はございません。ただ今議会でおはかりします市債の中で、独立採算にならないもの、つまりこれだけは一般財源で償還しなければならないのが３件ございますけれども、これはむつみ橋、前島町間の道路債、２，６９２ドル、市庁舎建設債６万１，０００ドル、ごみ処理場用地債２万６，３９５ドル計９万８７ドルでございますが、普通経常財源に対する市債の割合は１０％もあれば財政構造には影響がないというふうに考えられておりますので、この比率を見ますと、わずか１．６％で非常に低くなつておりまして、財政に及ぼす影響はまず心配ないと、こういうふうに考えております。次ぎに起債能力でありますが、これは２つの仮定の上にたつて私ども数字を持つておりますが、その仮定と申しますのは、経常財源と経常経費との差でございます。

これを起債８０万ドル、現年おはかりしておる予算の場合でございますが、私ども８０万３，６７３ドルとおさえて、これが今後２０年横ばいになる。これが一つの仮定であります。

　その次ぎが借入れ条件としまして２０カ年利率年６．５％、償還方法が半年賦元金均等償還、これが二つの仮定でありますが、これでもつて試算しますと８９２万ドルの起債能力があるというふうに私ども考えております。その数字を持つております。第３点の償還計画でございますが、これは現在企業債、新しく起こす起債も含めて約６００万ドル、正確には５９７万５，８８８ドル３３セントでございますが、この償還計画につきましては参考資料で提出してございますが、これを含めまして、新しい起債も含めまして償還計画をたててございます。やはり、原則といたしましては先ほど現年と新しい予算の比較のしわ寄せのところで申し上げましたように、独立採算になるものは、原則として廃除して、それから１０％を越さない範囲、つまり経常財源あるいは財政構造をおびやかさない範囲でやむを得ないものに限り一般財源をもつて充てると、そういうふうに考えております。以上でございます。




○金城　吾郎君

　建設部長、私が質問しておるのは２０メートルの道路として規制をしておりますね、その２０メートルの範囲外においては永久建造物でもできるように確認がなされるわけだ、ところがそれが２７メートルに広げられたために、その正式に合法的な確認を得て建設された建物が除去されなければならない、こういうのが出てきやしないか。聞くところによると３０幾つあると聞いておりますが、こういつたものを排除してまでやらなければならない、変更するに至つた理由が明らかでない。ただ２０メートルよりも２７メートルがいいということではちよつと納得しかねるわけです。どういう過程で２０メートルが２７メートルになつたという説明がなされておらない。２０メートルよりも２７メートルがいい、広げれば広げるほどいいと、なぜそれが変更されたかという説明がないわけです。しかも、こういつた２０メートル制限以外の地域においては建築確認がなされておるわけです。地元の人ははつきり言つております。広げなければならない理由を明らかにしないと、ただ２０メートルよりも２７メートルがいいということではちよつと納得がいかないわけです。






○建設部長（花城　直政君）

お答えします。２０メートルから２７メートルに拡巾する理由は、やはり私たちの計画は２０メートルの２車線でございます。これが４車線になるわけです。そういうことでどうしてもこの４車線を取るためには２７メートルが必要であるとさらに中の分離帯もございますし、いろいろなことがありますので、どうしても２７メートルの巾員が必要だということになるわけであります。






○仲本　安一君

　本員は先に通告してあります２点について質問いたします。

まず第１点は市長の姿勢についてということになつております。これは非常に抽象的でわかりにくかつたかもしれませんけれども、こういうことです。今琉球政府の問題としてはいろいろございます。たとえば那覇市民が最も痛感しておる、あるいは沖縄県民が最も痛感しておる所得税の減税の問題、これを松岡さんは見送ると言つておる。さらにまた先ほど市長の答弁にもありましたように、安謝港を那覇市に埋め立てさせておいて、そしてその港を自分たちでやろうということを言つてみたり、あるいはまた最近では那覇病院の入院費の、いわゆる医療費の値上げをしてみたり、あるいはまた立法院に登院をしないと言つてみたり、いろいろ問題がございます。

　そこで巷では、特に政治に関心のある人の間では、もう松岡主席も末期症状にきておる。そこで次の主席にくるのは那覇市でバリバリやつておる西銘市長以外にいないという声がございますけれども、西銘市長は次の主席になる意思があるかどうか。

（笑声）これをまず聞いておきたいと思います。

　さらにないとするならば、いろいろ施政方針の中、あるいは議案の中にもございますけれども、長期計画が大部ございます。しかし任期は２カ年しかございませんけれども、あと一期市長はやるお考えであるのか。

この際まずお答え願いたいと思います。そして関連する事項は自席からやります。






○市長（西銘　順治君）

　お答えする前に、突拍子もない質問が出まして、とまどつておるのでありますが、質問の第１点は次期主席になる意思があるかということでありますがありません。

　また３期目の市長に立候補するのかということにつきましては、ここで答弁を申し述べるわけにはまいらないのであります。これは諸般の情勢によつて出るか出ないかはきまります。ただはつきり申し上げられますことは次期主席になるという意思はございません。




○仲本　安一君

　次期主席になる意思は全然ない、しかし市長については、今のところ微妙であるということでありますので、それでは質問を続けます。

　現在琉球政府のやり方に問題がございますが、これと関連して、第１点質問いたしたいのは、琉球政府は一体市町村自治体のことを本当に真剣に考えておるかということは本員も疑問に思います。これはいろいろの問題で、市長もおわかりのとおりであります。地方自治体というものの、本当にこれが自治でないということは本員が常々主張しておるとおりであります。政府の下請け機関的存在である。それだけじやない、本来市町村を指導育成すべきはずの、いわゆる地方課、これは私は考えなくちあならぬと思います。と申しますのは本土の政府であるならば自治省というのがありまして県以下の地方を指導する。琉球政府には地方課というたつた一つの課しかございません。それも人数は１０名前後でございます。それが西銘市長以下那覇市とか、あるいはその他の市町村を指導育成といつたところで到底無理であります。今の松岡主席のもとでは本当に地方自治に対する取組みができるかどうか疑問であります。

　そこでまずてつとり早いことは、この地方課をどうしても、せめて部にもつていつて、本当にいろいろな面で指導育成できるような機構にもつていくことがまず先決じやないか、西銘市長は内部体制の強化で固めましたが、特に市長は民主党の実力総務でもあられますのでそういつた面から政府に文書で要請するというなまぬるいことじやなしに、本当に２１番議員が言われたテーブルを叩いてでも部を設置してもつと、地方課対策を強化せよというような意思があるかどうかをお尋ねいたします。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。御指摘になりましたとおり地方行財政の基準の引き上げと申しますか、これは琉球政府の当面する大きな課題でございまして、総務局の一地方課でもつて処理できる問題ではないと考えております。

　先ほど申し上げました政府税源と地方税源の配分の問題、あるいは交付税の引き上げ問題、その他市町村土木事業関係の調査研究に対すること等幾らでもやらなければならない仕事があるわけであります。

　ところが現在の地方課は単に交付税の算定、これが主な仕事でございまして、地方税制の問題におきましてその他行財政の水準を引き上げる問題につきましても、積極的な意欲がないわけであります。

　地方財政はどこまで引き上げていくか、これについても意欲がない、これは政治の貧困のいたらしむるところでありますけれども、政府といたしましても地方課を部にもつていつて地方の行財政を強化したいという考えは持つておるようでありますが、諸般の情勢からいたしまして、今年度は行政機構の改革はやらないという政府の方針になつておりますが、いずれこの地方課は次年度の行政機構改革とあいまつて、私は部になるものと確信を持つております。その点は主席にも強く申し上げておりまするし、自由民主党の常任総務会その他の主席公舎における会合におきましても地方財政の強化については地方課の部昇進だけじやなく強力に主席に進言してあります。おそらく次年度におきましては地方課が部に昇格すると確信いたしております。




○仲本　安一君

　あと１点市長にお尋ねいたします。

市長は、私の察するところあと一期那覇市長をねらつておられるようでありますので、そのために一つアイデアを提供したいと思つております。

　まず西銘市長は、那覇市の新庁舎をつくり、公営住宅をつくつた、今度は来年あたり公会堂ができるかと思います。さらにそれに対して申し上げたいのは、市立病院をつくる計画はないかどうか、これをお尋ねしたいわけであります。本土の各市においては市立病院がございます。そして国民保険もございます関係上、非常に安いし本当に安心して病気が治せるということであります。ところが沖縄においては逆であります。特に沖縄の公共施設的存在である赤十字病院、那覇病院はいつ行つても満員であります。

　さらに民間の、いわゆる私設開業医、そこに行つても満員であります。

ところが現に今、民間の開業医の実態を見た場合に、本来医者というのはある意味では奉仕的聖職でなくちあならない、もちろん人間でありある程度の利潤計算はとらぬといけませんけれども・・・・・。現在の開業医などというものは本員からみるならば、いわゆる金もうけ、すなわちモーキジユクのためにしか医者をやらない。だいたい本土に国費で学生を送つても沖縄のために尽くせといつても、契約を守らないで帰つてこない。それよりもどこかでもうかつて返えすべきものは返えすというような根性であります。

そういつたようなものは、少なくとも公共施設をふやすことによつて除去し、そして市民のプラスにするというような点から今年や来年に簡単にできるものじやないと思いますが、市立病院をとにかくつくるんだというようなお気持があるかどうか。それをお尋ねいたします。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。那覇市におきまして市立病院が必要であるということは前々から痛感いたしております。ただ現在問題になりますのは、医師が得られないということであります。

お話しになりましたとおり政府立病院で働いておられる医師は、民間病院で働いておられる方々と比べて所得の差がありまして、なかなか公立病院に勤めようといたしません。

　従いましてまず市民病院をたてるということになりますというと奨学資金をもつとふやしまして、本土で医学を研修させて、帰つてきて市立病院で働くというようなことをとりつけましてから病院の建設にかからなければならないと考えております。これは２、３年ではできるとは考えておりませんけれども、これはだれが市長になるにいたしましても、那覇市において今後やらなければならないことは市立病院、できれば市民銀行この２つは必要じやないかと、かように考えております。




○仲本　安一君

　時間がございませんのであと１点、これは要望しておきます。

公共用地に提供する場合に、逆に那覇市やその他の公共団体が土地を取得する、その場合は御承知のように不動産取得税はかかりませんね。ところが提供した者に対しては取得税がかかる。つまり公共のために協力するという意味で安い値段で売る者が税金を取られるということになると、那覇市近郊ではおそらく土地を喜んで提供するという人は少なくなると思う。そういつた意味でその不動産取得説、すなわち公共施設に土地、建物を提供した者についてはそれに取得税を課さないという措置について政府に強力に折衝する必要があると思いますのでその点について十分検討していただきたいと思います。答えは要りません。

　次にいきます。じん芥、し尿処理の問題でありますが、現在この業者が６社、２団体になつておるようであります。一体契約内容はどうなつておるか、そこで条例でいう法人、または個人とあるがこの法人というのは団体という意味であるのか、それとも正式に登記所を経た法人を指しておるのか、そこら辺を明確にしていただきたいと思います。

というのは、現在６社でもつて、那覇清掃組合というものをつくつておる。聞くところによると、その組合と那覇市が契約を結んでおるというようなことを聞いておりますが、それは妥当であるかどうか、それはまた事実であるかどうか。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。現在那覇市における清掃許可業者は、那覇公衆衛生株式会社、那覇衛生粗合の二社であります。これは条例でいう許可業者というよりもむしろ清掃法に基づく許可業者ということになつております。その那覇衛生組合の中に６つの班があるわけです。従来はその６つの社がそれぞれに免許許可をもらつておつたわけでありますが、業界の合理化、資質の向上ということから市の指導によりまして、これを合併しまして一つの、当初は法人会社にしてあつたんですが実質的内容が全然意味が違いますので、実質的にそつて衛生組合ということにしてあります。




○仲本　安一君

　そこでお尋ねしたいんですが、現在市との契約は７月から始つて来年６月で終わると本員は考えますけれども、現在その契約をしておる中の業者に不良業者がおり契約を解約するというような対象になり得るようなものが現在ありますか。エースかノーでいいです。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　現在のところでは出ておりません。




○仲本　安一君

　それからこれはあくまでも委託ということになりますと、新年度においても委託費の中のし尿処理については３万７，０００ドル余り計上してあるようでありますけれども、この組合とは単なる委託関係だけになるのか、それとも市当局が内部について指導する権限があるかどうか。たとえばああせよ、こうせよ、条例でいう指導勧告もございます。あるいは、悪ければ解約するということになりますけれども、内部のことについて仕事のことじやなくして・・・・・。たとえばあなたの団体の会長とか組合長、役員はだめだからかえなさい。あれはああしなさい、こうしなさい、この人でなければ契約しない、この人であれば契約してあげようというようなことができるかどうか。またその事実があるかどうか部長はおわかりであるかどうか。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。何か御質問の内容を少し混淆しているんじやないかと思いますけれども、私は先ほど申し上げたように許可業者との契約じやない、この業者は清掃法に基づき許可をする、そして内部のじん芥、し尿のくみ取りは彼らの業としてやる。今おつしやる委託というのは、そのほかに地域を、９，０００世帯なら９，０００世帯の地域を市がきめまして、地域を委託したのが別に１３件あるわけです。

これとこれとは全然別ですから、今おつしやいましたその許可業者の内部、陣容役員まで手を入れる権限があるかということでございますが、これは権限というよりも、行政指導ということで、そういつた判例も出ておるわけです。この人が代表者である間はこの組合はまとまらない、和がとれないという場合にはこちらから積極的に行つて、みんなと話し合つて、みんながまとまるように君らで改善してくれぬかということは行政指導しておるわけです。別に権限じやないわけです。




○仲本　安一君

　われわれは現在経済民生教育委員会に所属しておりませんので、本来なら委員会でやりたかつたんだけれども、これは本会議でやるべき筋合いのものではありませんけれども、一応質問しておきます。

　先ほど黒潮議員の御質問にもありましたけれども、本員が言わんとするのもこれであります。こういうことがあります。

衛生課の係りの職員が６月５日１１時ごろある会社のある従業員数名を役所に呼んで「あなた方の社長についてゆくものは今後一切契約しない。いわゆる委託しない。切ると、とにかく社長をかえて改めて出直して来い」と一係りの人がいつております。そういつたことが果してできるかどうか、できないと思つております。部長は知つておられるかどうか、知つておられんと思う。これも調査していただきたい。それから具体的に申し上げますならば、先ほど黒潮議員が出してございましたけれども、この職員は１月８日にある会社の従業員から２０ドルを借りたという形にしておりますが返しておりません。今年１月１４日に５０ドルある業者から受け取つておる。２月の２２日、２０ドル受け取つておる。３月１４日、３０ドル。この場合は３００ドルぐらい困つているから貸してくれんか。しかもそれは当局の指導監督にある地位、そして業者という、請負つてるという形を利用してのあり方で個人対個人じやありません。ところが、３００ドルは貸すわけにはいかんということで３０ドルを受け取つております。借用書はもちろん入つておりません。さらに、４月の１０日に２０ドル合計１４０ドル、１月から４月までに１人の業者、業主、そしておよびその従業員から受け取つておる。さらに、ほかの会社から６００ドル借りております。さらにそのほかの会社から３０ドル借りておる。これはその後返済したかどうかは本員はまだそこまでははつきりしておりませんが、先ほどの件についてはいつでも証人を出しますからそれも十分調べて下さい。それだけではなしに役所で今までに汚職事件がたくさんございますが、市長は前途有望である、若いということで温情主義でやつておられますが、それでいいかもしれませんが、今回の場合は本員は実際調査しました渡久地人事課長のところへ行つて履歴書を見せてくれといいましたけれども「これは秘密に属するから」ということで見せてもらえませんでした。足で調査しました。この職員は役所に入る前にある官庁でやはり収賄でひつかかつております。３、４年前の新聞で３段見出しで出ております。そこをやめてある会社に行つている。そこでもまた悪いことをしている。そして東京に飛んでいる。帰つて来て役所に入つてまたこのようなことをしている。これは前途有望うんぬんという問題ではない。３度も重つております。これは厳重に処分をして下さい。こういう人が役所におればこそ市民サービスどころじやなくなる。これは個人的な問題ではなしに本当に西銘市長の信用にかかりますので厳重な処分をしていただきたいということを要望して終ります。






○喜舎場　盛一君

　本員は２点についてお尋ねいたします。近年那覇市の発展とともに市の公共事業の拡大が著しくなりまして、いわゆる現在公営住宅の敷地購入、あるいはコンポスト工場の敷地購入という、特に土地取得の場合におきましては各担当部課でもつて土地を取得いたしておりますけれどもその場合にあと一歩前進いたしまして、たとえば、同じ市の土地を購入するのでございますから管財課あたりが一括いたしまして管財課の責務においてかかる公共施設の土地購入をやつたほうが市民のサービスになるんじやないかとかように思料するものでございます。と申し上げますのは政府機構におきましてもやはり政府事業そのものに対する土地の取得は政府の管財課でなされてると本員は思います。そういつた点から市当局にお尋ねいたしますが、従来どおりの土地の取得方法がいいのか、あるいは今後一本化してゆく必要があるかどうかお伺いいたします。２番目に、西銘市長就任以来スラム街解消についての努力に対しわれわれは敬意を表するものでございます。しかしながら、近年都市地区に人口の集中化が激しくなることにより現在真和志地区の上間、あるいは識名、繁多川、この地域におきましては農耕地がいきなり宅地に変化いたしまして著しい都市発展へのきざしをみせております。その原因はと申しますと、やはり現在問題になつておりますところの寄宮の区画整理がストツプ状態になり、またお隣りの真嘉比、古島がさような状態でございまして家を建てようとする市民の間にはやはり上間、識名、繁多川というこの地域しか宅地がないわけでございます。そこにおきまして３年程前からやはり識名の小又原というところにスラム街を作りまして、これは８年前に建築されたところでございますが、近年この地域に住宅が密集したお陰でなおひどいスラム街になつております。そこで本員は去年もこの一般質問におきまして市当局に小又原の排水、あるいは道路新設について何年次にできるかという質問をいたしました。私はあくまでもこの道路あるいは排水の順位というものは、たとえばこれをなおすことにより、つまり５，０００ドルの金で道を１本作るということと、この金でいくらの住民福祉になるかということの比重をもつて順位を決定すべきことが妥当であると思います。そこで本年度におきましてはこの小又原の排水、道路新設は何年次になるかどうかお伺いいたします。答弁によつては再質問いたします。






○総務部長（新里　博一君）

　土地の取得を集中化したらどうかということでございますが、都市計画事業あるいは道路の拡張工事そういつた場合の土地の取得には補償がつくわけでございまして、そういつた場合にはやはり専門的な知識あるいは組織をもつております都計課、建設部あるいは土木部でやつたほうがいいんじやないかと思つております。そのほかの市の施設用の土地の取得につきましては、ただいま喜舎場議員のお考えもまた考慮されると思うのであります。これについては前に補償課を作つたらどうかということで検討いたしましたが、実現しなかつたわけであります。今後将来どのぐらいの土地を取得するか、件数がどのくらいあるかを検討してみてその後に集中化するかどうかという結論を出してみたいと思います。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。小又原の排水、道路の新設についてでございますが、この件につきましては現場を調査いたしました結果非常に必要性を認めるのでございますが、道の巾員が非常に狭くてその道路に側溝をつけた場合には道路としての用をなさないのでもつと突つ込んで調査研究してできるだけ早く道路と排水が施設されるように努力いたしたいと思います。




○喜舎場　盛一君

　その件につきましては再三申し上げましたとおり、私も陳情者の１人でございますけれども、実際に多額の金を要するというようなことじやなくて、たとえばこのスラム街を作らせた責任はやはり兼次市長時代でございまして、今さら西銘市長の責任を追求するわけにはいきませんけれども、しかしながら、同じスラム街である開南交番から四条橋間の一帯は１０万ドルの予算を投じてやりますけれども比重の点からいつてこの小又原は１万ドル内外で恐らくできるんじやないかと本員は思つております。それと同時に小又原住民で下水それから新設道路に直接この土地に面する地主そのものがわれわれは土地を提供してもいいというふうにして立地条件も甚だいいのであります。そういつた市民の要望であるので、市当局がこの工事は何年後の何番目にやるというような、いわゆる順番ではなくて、これはあくまでも５カ年前のことであつて、住民生活の面等から再検討しまして近年においてやつてもらいたいということを要望いたしまして質問を終ります。






○真栄城　嘉園君

　本員は先に提出いたしました通告書のとおり教育問題について１点だけ質問いたします。昨年は市長は施政方針の演説の中で、予算審議をお願いするにあたり所信を申し述べますということで、最後に今度教育委員会法の改正により、教育費負担金を那覇区教育委員会との調整を得て、予算計上いたしましたが、今後教育につきましても十分考慮したいと考えております。ということでお茶を濁しております。もちろん昨年は教育委員会法の改正によりまして予算を本会議で審議することになつておりましたので私たち議会も勉強会を開きました。そういつたことでこの程度の施政方針でもよかろうと考えておりました。しかしながら本年度の施政方針の演説の中には教育問題についてはひとことも触れておりません。昨年の施政方針に対する質疑、本日の一般質問においても赤嶺保三郎議員や金城重正議員から小禄団地の増に伴う学校増はどうなつてるかという質問がございましたが、私はやはり予算案を本議会に提案する以上は教育委員会としての、執行当局としての基本方針予算編成方針あるいは重点施策を示さなければならないというふうに考えますが、どういうわけで施政方針に盛られなかつたのか、それを出す必要はないのか、その方針があるのか、お伺いいたします。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。市政本来の仕事と那覇区教育委員会のやつている仕事は全然別個のものでございます。市長の権限に属する事項ではございません。ただ仕事といたしましては教育委員会から提出いたしました予算を検討いたしまして皆さんの前に提案していろいろ御審議を願い、御協力を願つてるわけでございます。しかし、施政方針の中で教育の問題に触れてないからといつて決して教育に無関心であるわけではございません。従来の教育税でまかなわれております区教育予算につきましては増額した分はほとんど教育予算にあてられております。学校用地の問題につきましては先ほど赤嶺、金城議員から、きようも真栄城議員からありましたけれども、この件につきましても教育委員会と提携いたしまして必要であれば予算の面でも、その他の面でも協力してゆきたいと考えております。




○真栄城　嘉園君

　ただいまの市長答弁では、市長の権限に属するものではない、しかし予算案の審議をお願いいたしますということでございますが、ただ抜けておりますのは重点施策、基本方針というのがあるかどうか、その点についてもう一度御答弁願いたいと思います。昨年は４９０万ドルの予算を議会に提出してあります。今年は６４０万ドル。こういつた尨大な予算をただ１プラス１は２でございます。プラス、マイナスゼロというような審議だけでいいのか、方針がなければいけないはずでございます。たとえば、すし詰め学級はどのように何カ年計画でもつて解消するためにこの案を提出する、本年度はこのようにしたいという方針はないのかどうか、そこをお尋ねしているわけでございます。






○第一助役（古堅　宗徳君）

　お答えいたします。昨年の施政方針におきましては教育行政について申し述べました件は先ほど市長から話しがありましたように教育財政が一本化され、教育法の改正によりまして提案権が市長に与えられたという新しい制度が出来たために施政方針で説明したわけでございます。今度、施政方針の中に入れなかつたのは去年どおりそのまま施行するということでございます。それから予算面の膨張の件でございますが、これは内容をみますと政府から全額補助される学校教員の給料とか、あるいは今度給食センターを作るとかいうようなことでその増でございまして、これといつて大きく述べた件はないのでございます。

それから教育方針につきましては教育委員会において策定されるのでございまして、市長が教育方針としてこうあるべきだということは現在の制度からは出て来ません。その意味から当局としてはその策定がないということでございます。




○真栄城　嘉園君

　どうも納得いたしかねるんですが、予算を見ればわかるということでございますが、予算案を作成する前に基本的な方針がなければならないはずでございます。それを私は聞いておるのであります。さらにもう一つは、教育委員会のほうから示してもらいたいと思います。




○第一助役（古堅　宗徳君）

　当局に方針がないということを申し上げましたが、当局は教育委員会と予算を調整する権限しか現在のところないわけでございます。調整するときには教育委員会はどういう事業をやるのかあるいは今後どういうことをやるのかその説明を受けるわけでございます。ぜひやらなければいけない事業については、いわゆる教育委員会に対する支出の金額を決定するときにその説明を受けるだけでございます。その施行について今後こういう方針でやつちやいけないとか、この政策は間違つているとかということはちよつと越権じやないかと思うわけでございます。６８年度の教育方針については教育次長から説明していただきます。






○教育次長（喜久山　添釆君）

　お答えいたします。予算の説明の時にも当局からございましたけれども、なお改めて６８年度予算の編成の重点日標を申上げますと、第１番目に施設費の整備、それから学校給食の拡張、今度この予算で学校給食ができますと那覇市の全部が私立の給食会社からやるんじやなしに全部委員会ないし、学校自体で完全給食が行われるようになります。それから第３番目のほうは委員会職員の待遇改善、今度政府が８．７のベースアツプをいたしますのでそれに対応してそういうような待遇を改善しようということでございます。それから４番目に幼稚園教育の振興でこの幼稚園は従来そういつた振興法がございませんでしたが、その振興法がございますのでそれにタイアツプしまして幼稚園の振興に力を入れて、今年から新しい学級、園児の増になる分に対してはコンクリートの永久校舎を建てようという計画でございます。それから今一つ、５番目は学校施設に対するＰＴＡ負担の廃止で、従来幼稚園など、その他大きな事業でどうしても委員会予算でまかなうことができないという分に対しては、ある面で父兄の負担もおねがいしようというような予算の組み方もございましたけれども、今年度の予算からは全面的に学校施設に対してはＰＴＡの負担は廃止しようと、こういう五つの眼目で予算は編成してございます。




○真栄城　嘉園君

　ただいま教育次長の御答弁で重点施策は大体わかりましたが、私はやはり毎年毎年大きくなつてゆきます予算を提出するときには、やはり重点政策あるいは予算編成方針というものが付け加えられなければならないと考えております。たとえば、本年度は１４５万ドルも市が負担金を出しており、その額についてもわれわれは妥当な額であるかどうか方針がなければ検討ができない。そういつた意味で私はやはり教育予算に対する編成方針、あるいは重点施策が今後示されなければいけないというふうに考えますがこれについてはどうお考えですか。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。毎年度教育予算における重点施策、市長のそれに対する方針というものを施政方針の中で織り込むべきだという提案でございますが、これは織り込んでも差し支えございません。織り込みましても区教育行政はあくまでも委員会が責任を取るべきでございます。ただ本土と同様教育長を市会の承認を得て市長が任命する。教育財政についても市長がその権限を握つて議会の承認を得てやる区委員会制度、こういつたものを暫次改正して、府県の段階においては知事が府集議会の承認を得て任命する。

市町村の段階においては市町村長が議会の承認を得て任命する。市長の教育行政に対する責任というものが委員会法が改正されて明確になれば名実ともに私の教育に対する意見が出てきます。今はただ予算を調整して皆さんに出すだけ。あくまでも教育委員会の基本方針がございまして教育委員会も選挙で選出されまして、そこで人事の問題、区教育行政の基本問題が決められるのであります。それをいちいち私がどうこうというのは越権行為じやないかと思います。ただ政府に対する区教育委員会の毎年度の区教育予算編成方針をうたえないことはございません。それにしましても次年度から教育長が出て来られて委員会を代表して基本方針を述べあるいは説明させることにいたします。




○真栄城　嘉園君

　教育委員会法は非常に問題が多いということがただいまの市長の答弁でわかりましたが、昨日のニユースによりますと宮古の平良市においては政府からの地方交付税が減額されたために、平良市教育委員会に対して２万ドルまだ出してない、出さないというわけで平良市の教育委員会は那覇市に上覇して来まして折衝中であるということでございますが、そういつた問題点が非常に多い、それで教育委員会の改正についてはどう考えるか。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。制度というものは一長一短でございまして、現在区の教育委員会につきましては一般選挙でもつて、投票によつて選出されております。民主主義的な選出の方法でございますが、それがそのまま教育行政についてりつぱな実績を上げるかどうかは、これはある面においては疑問があるかもしれません。ただ私はそういつた点につきましては現在、教育二法の問題についていろいろ騒がれておりますが、私はその前に教育委員会法、これは中央教育委員会を含めまして、もつともつと、市町村と直結した教育行政でなければ本当に実績は上がらないと思つております。何と申しますか、選出による５人ないし７人の委員会、しかもほかの市町村におきましてはこれまでは必らず市町村長が長をやつておられます。これは財政の規模によるのが区教育行政のはかばかしくいかない悩みでありますけれども、私は少なくともそういう点では現在の教育委員会法はかえるべきだと思います。市町村に直結させたほうが実績が上がります。民主主義、民主主義といつておりますが、もつと効果の上がるような方法を考えたほうがいいと思います。




○副議長（辺野喜　英興君）

　本日の日程はこれで終了いたしまして明日１０日本会議を開催いたします。これをもつて散会いたします。






（午後３時３０分　散会）
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１９６７年第９３回那覇市議会定例会議事日程第４号

１９６７年６月１０日（土）午前１０時開議




第１　　　会議録署名議員の指名について




第２　　　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４８号）




第３　　　那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４９号）




第４　　　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第５０号）




第５　　　市有財産の取得管理及び処分条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第５１号）




第６　　　議会の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第５２号）




第７　　　工事その他請負契約条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第５３号）




第８　　　那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第５４号）




第９　　　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第５５号）




第１０　　那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第５６号）




第１１　　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第５７号）




第１２　　那覇市ごみ処理場条例制定について

（市長提出議案第５８号）




第１３　　那覇市宿所提供施設設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第５９号）




第１４　　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第６０号）




第１５　　那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例を廃止する条例制定について

（市長提出議案第６１号）




第１６　　那覇市公営企業組織条例制定について

（市長提出議案第６２号）




第１７　　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例制定について

（市長提出議案第６３号）




第１８　　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第６４号）




第１９　　那覇市水道事業業務状況の提出に関する条例制定について

（市長提出議案第６５号）




第２０　　那覇市水道事業基本計画について

（市長提出議案第６６号）




第２１　　市有地を売却処分することについて

（市長提出議案第６７号）




第２２　　国場川（漫湖）の公有水面埋立について

（市長提出議案第６８号）




第２３　　市有地を売却処分することについて

（市長提出議案第６９号）




第２４　　ごみ処理場建設用地の取得について

（市長提出議案第７０号）




第２５　　牧志公設市場建設債を起こすことについて

（市長提出議案第７１号）




第２６　　第２次若松公設市場および市営住宅建設債を起こすことについて

（市長提出議案第７２号）




第２７　　真和志公設市場建設債を起こすことについて

（市長提出議案第７３号）




第２８　　１９６８年度公営住宅建設債を起こすことについて

（市長提出議案第７４号）




第２９　　漫湖風致地区整備事業債を起こすことについて

（市長提出議案第７５号）




第３０　　継続費を設定することについて

（市長提出議案第７６号）




第３１　　１９６８年度那覇市歳入歳出予算

（市長提出議案第７７号）




第３２　　一時借入金について

（市長提出議案第７８号）




第３３　　１９６８年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第７９号）




第３４　　１９６８年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第８０号）




第３５　　１９６８年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第８１号）




第３６　　１９６８年度那覇市水道事業会計予算

（市長提出議案第８２号）




第３７　　１９６８年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第８３号）




第３８　　下水道事業債を起こすことについて

（市長提出議案第８４号）




第３９　　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について

（市長提出議案第８５号）




第４０　　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について

（市長提出議案第８６号）




第４１　　那覇教育区教育委員会報酬および費用弁償規則の一部を改正する規則制定について

（市長提出議案第８７号）




第４２　　那覇教育区教育委員会関係職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について

（市長提出議案第８８号）




第４３　　那覇教育区幼稚園教員給与に関する規程の一部を改正する規程制定について

（市長提出議案第８９号）




第４４　　１９６７年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算

（市長提出議案第９１号）




第４５　　１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算

（市長提出議案第９０号）




第４６　　那覇教育区債を起こすことについて

（市長提出議案第９２号）




第４７　　学校建設事業費を継続費とすることについて

（市長提出議案第９３号）




第４８　　牧志公設市場建設用地と市有地との交換について

（市長提出議案第９４号）




第４９　　市有地を無償で貸し付けることについて

（市長提出議案第９５号）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○会議に付した事件

（議事日程と同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○議長（高良　一君）

　これより、本日の会議を開きます。本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第４号のとおりであります。諸般の報告をいたします。

６月９日付、那総総第４３２２号「議案の追加について」市長から文書が送付されておりました。議案は、お手元に配付してあります。

５月１２日付、那覇市西新町３町目８０番地合資会社日伸商会代表者上原盛治他５名からの「西新町地内道路新設について」の陳情は、会議規則第８７条の規定により、建設委員会に審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１、「会議録署名議員の指名について」を議題にいたします。本日の会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により議長において渡口麗秀君、椿秀義君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２、議案第４８号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　議案第４８号についてお尋ねいたします。職員の給与に関する条例の一部改正について職員の給与を引き上げるという点については委員会でいたしたいと思います。市長、助役、収入役の給与の引き上げについてお尋ねしたいと思います。去年の６月議会で３００ドルから一挙に５００ドルに引き上げたばかりであります。ところが今度市長においては一挙に１００ドル引き上げて６００ドルに、助役が７０ドル、収入役が６０ドルを大巾に引き上げるという形で提案されております。そこで提案理由の中に述べられております、物価および生計費の上昇、さらに琉球政府並びに民間給与等を考慮し、というふうになつておりますが、なる程物価の値上がりによつて生計費がかさむということはわかるわけでございます。ところが、その場合に、職員の給与を引き上げる場合に、そういつた理由はとおると考えますが、３役の給与引き上げにも物価の上昇によりということが果して妥当かどうかというふうに考えます。なぜならば、物価の値上がりは低所得者の市民、あるいは高所得者が買う品物も同じようにしか上がらないということ。そういつた点から３役の報酬を、給与を値上げする場合には同じような理由はあてはまらないというふうに本員は考えるわけでございます。５００ドルに上がつたが５００ドルで生活ができないということは当らないじやないかというふうに考えるわけでございます。そこで、お尋ねしたいのは６００ドルの生活というのは一体どういう生活であるかまずお聞きしたいと思います。それと民間の給与を考慮してあるということですが、これは去年３役の給与を引き上げる場合にもどこどこの会社の社長はいくらだというふうな比較がございましたが、これも妥当ではないというふうに見るわけでございます。なぜならば利益を目的とした株式会社の社長と、市民に奉仕する自治体の市長の報酬を比較してはならないとふうに考えるからであります。それについて当局は提案理由の中に述べているが間違いではないかというふうに考えます。そして昨年の場合にも本土の類似都市と比較して那覇市の３役は低いのでそれに近付けてゆきたいという理由でしたが、調査の結果をみますとこれは１１市でございますが、函館、青森、下関、佐世保、松山、鹿児島、高松、堺、布施、豊中、那覇市を入れて３役の給与を比較した表でございます。この１１市のうちで現在市長の給与５００ドルが２番目に高いわけでございます。一番高いところが豊中の５３３ドル３３セントでこれは人口においても那覇市よりは多いわけでございます。約３０万。１番給与の低いところが高松市で大体那覇市と同じ人口でこれが３７５ドルであります。すでに去年で追い越しているというふうに私は見るわけでございます。ところが６００ドルになるとどうなるか１番高いということになります。助役の給与が１１市のうちで９番目に高いということになります。ところが４２０ドルになりますと３番目に高いということになります。収入役の場合は現在この１１市のうちで６番目であります。ところが、３６０ドルになりますと１番給与が高いということになります。したがつて、これからみると現在の給与が本土類似都市と比較して低くはないということから大巾の引上げは妥当ではないと本員は見るがこれについてはどのように考えておられるか。そして、これは類似ではありませんが１００万都市の北九州市、ここの現在の市長の給与が５５５ドル、８０万の人口を抱えてる福岡市の場合は５００ドル、これからみても余りにも出鱈目すぎやしないかと考えます。それについて当局はどのように見ておられるか。この資料で堺、布施、豊中の場合は今年１月の資料でございます。したがつて、変動はございません。３月に問い合わせた資料でございます。そのほかの市は去年の９月１日現在であります。したがつて、変動があるかどうかはわかりませんが、それにしても去年の報酬を比較してもそんなに低くはないという点から見て今回の大巾引き上げはむしろ控えるべきではないかと本員は考えますが当局はどのようにお考えになつてるかお何いいたします。









○市長公室長（城田清才君）

　御質問にお答えいたします。まず３役の給与引き上げについて去年３００ドルからいきなり５００ドルにもつていつたばかりであるが、今年また５００ドルから６００ドルに引き上げるのは妥当ではない。しかも３役の給与は物価から関係付けるにはちよつと説明ができないんじやないかというふうな御質問でございますが、給与の問題につきましては引き続いて上げることが悪いのではなくして、給与の額そのものが妥当であるかどうかということが問題じやないかと考えるわけでございます。そういつた意味におきましてまず当然この給与の引き上げにつきましては物価の問題は引き上げ額の一部には含まれておるわけでございますが、従来の慣行からいたしますというと兼次市長、あるいは瀬長市長の場合は別でございますが、それ以前の市長の場合は格付けといたしましては大体行政主席並みであるということでございます。そういつた意味におきましてこのたび行政主席が５００ドルから６００ドルに引き上げられるわけでございますが、それにしたがいまして副主席、局長が同じく引き上げられます。そういつた関係上、市長が５００ドルから６００ドルに引き上げになりますのでその率を見ますというと従来の額の２０％相当額を引き上げるということになるわけでございまして、その２０％を同じく助役の場合も収入役の場合も引き上げてゆくというふうな考え方でございます。したがいまして黒潮議員のいわれる６００ドルの根拠は何かということにつきましては、あくまで給与の決定は情勢適応の原則によるべきだと考えております。その場合に民間の会社の給与というものは当然勘案されなければならないということは、やはり市長としての体面を保持するという意味におきまして、これは当然の問題じやないかというふうに考えております。したがいまして、日本の類似都市との比較もございますが、なる程多少は黒潮議員のお説の通りでございますが、しかしやはり沖繩は沖繩としての事情もございますし、さらに従来行政主席並みの格付けという観点からいたしまして、このたびの行政主席の給与引き上げに伴つて当然だというふうに考えております。







○黒潮　隆君

　ただいまの部長の説明では物価の値上がりについては一部は考慮されている。しかしそれよりも結局行政主席並みの給与というふうな考え方と、さらに民間の給与と比較して市長が体面を保てるような額でなければならないというふうな説明だと理解しますが、なぜ行政主席の給与と同額でなければならないのか、またそれが妥当かという理由を聞きたいと思います。なぜかと申し上げますと本土の場合もやはり調査の結果、県知事よりも市長の給与は低いわけでございます。例外は二、三あるにしても９９％はやはりその県知事の給与が高いというデーターが出ております。それからしても、沖繩の場合は行政主席と那覇市の市長が同じでなければならないとか、沖繩は沖繩の事情がある、特別だということにはならないと思う。したがつて、同じ額でなければならない、それが妥当であるという理由を聞きたいと思います。

さらにもう一つ、体面を保つといつておりますが、私が最初に質問したように一体６００ドルの生活というものはどういうものかということを聞いたが、それには答えておられない。内容の問題よりも市長としての体面の問題を前面に押し出していると思いますが、したがつて、５００ドルでは市長としての体面が保てないという理由をお聞かせ願いたいと思います。







○市長公室長（城田　清才君）

　お答えいたします。ただいま県知事よりも市長が高いとう例は非常に少ないということでございますが決してそうではございません。ここに一例を上げますとまず兵庫県の場合でございますけれども県知事と西の宮市長は同額の５８３ドル３３セントであります。和歌山県の県知事が５２７ドル７８セント、これに対し和歌山の市長は５５５ドル５６セントでございます。栃木県知事が５５５ドル５６セント、宇都宮の市長が５４１ドル６７セントになつております。千葉県の県知事が４８６ドル１１セント、千葉市長が５００ドル、それから新潟県知事が５００ドル、市長が５５５ドル５６セントでございまして、これはほんの一部でございます。決して９９％という状態じやないというふうに考えております。それから６００ドルでは体面は保持できるが、５００ドルでは体面は保持できないのかということに対しましては、一応これは生活の問題もございますが、やはりこれは一応皆さん方が日本に行かれまして、行かれた都市におきまして那覇市の議員が仮りに１５０ドルしかもらつてないが向こうのほうが３００ドルももらつておるということにつきましては、実感的に非常に何かしら貧弱な感じがするわけでございます。さらに、６００ドルでなければいけないということは、先ほどから申し上げましたとおり、やはり行政主席と同額であるということ自体が心理的に非常に大きな影響があると思います。やはり名は実を伴うということもございましてそういつた面から６００ドルは妥当だというふうに考えております。

（「進行」というものあり）







○黒潮　隆君

　ただいまの部長説明では西の宮市などを例に上げておりますが、説明自体は極く一部であります。６００近い市を調査した場合は明らかになると思います。しかも、西の宮の場合は那覇市と比較にならないわけでございます。そういう例外はあると私は申し上げております。今部長が説明したように県知事の給与、市長の給与が６００ドルになつてるところが１箇所もないという事実ですね、それをどういうふうに考えるか。私が申し上げましたように現在でも市長の給料は１１市と比較して２番目高いわけでございます。それでも本土に行く場合に肩身が狭いのか市長みずから聞きたいと思います。

議員の場合でも報酬が低いと本土へ行つて肩身が狭い思いをするだろうということをいつておるが、議員の中にはそういう方がおられるかもしれませんが、しかし私たちはそういう気持ちは少こしもないわけでございます。沖繩は本土から切り離されたために非常に貧しい。本土の同じ自治体に比較しても予算は少ないし、やるべき仕事はたくさんあるということから、本土に比較して議員の給料が低いのもやむを得ないというふうに考えます。ところが今でも高いのに体面が保てない、窮屈な思いをするかどうか、私は市長みずからの答弁によつて確認したいと思います。




○市長公室長（城田　清才君）

　この問題につきましてはあくまでその給与の額というものは、それぞれの市の予算の額によつて決まるものじやなくて、その環境における民間の、あるいはほかの市町村そういつたものとのバランスによつて決まるべきであつて、先ほどいわれたような肩身の狭い思いをするとかしないとかという問題じやなくて、あくまでもバランスの取れた姿において決まるべきだと思います。






○儀間　真祥君

　ただいまの部長説明を聞きますと物価および生産費が上昇したので２０％を上げるということをいつておられますが、物価は２０％上がつたかどうか、それと、前に報酬の値上げは４年に１回が望ましいということを説明しておられますが、現在どういうふうな心境の変化を来たして毎年１回すつ上げるのか、ということについて説明願いたいと思います。






○市長公室長（城田　清才君）

　お答えいたします。那覇市の消費者物価上昇は１９６５年５月と１９６６年１１月を対比いたしますと９．８％の増になつております。そして４年に一ぺん上げるべきだという説明であつたが毎年１回ずつ上げるのはどういう心境の変化を来たしたかということでございますが、それにつきましては先ほど御説明申し上げましたとおり、数多く上げるのが妥当ではなくして、要するに格付けされた額が妥当であるかどうかということでございまして、何回上がつても上がつた額が、たとえば財政の都合とか、上げるべきであるが上げ得ない場合があるかもしれませんが、上げる回数よりも上げた額が一般の状勢から見て妥当であるかどうかということであります。




○儀間　真祥君

　物価の上昇は９．８％というふうに説明しておりますが、さつきの説明からすると市長の給料、３役の給料が２０％上昇しているということになりますとこの提案理由はおかしくなりますよ。




○市長公室長（城田　清才君）

　先ほどから黒潮議員の御質問に対して何回も答弁しておりますが、要するに３役の給与の引き上げについては、引き上げの分の一部に物価の上昇に伴う分も当然加味されているということと、それからその分につきましては予算の都合、従来の状況から当然上げるべきであつても上げ得られない場合もありますので、したがつて毎年上げるとか上げないとかというその上げる回数よりも決まつた額が妥当であるかどうかというふうな立場に立つて考えなければならないという問題でございます。

（「進行」というものあり）




○儀間　真祥君

　今の場合、要するに何回上げてもいいんだがその額が妥当であるかどうかということですか。




○市長公室長（城田　清才君）

　いいとは申しませんよ。






○市長（西銘　順治君）

　私のほうから答弁することにいたします。もちろんこれは私個人の問題ではございません。あくまでも市長の給与の格付けでございまして、６００ドルで高いと思われる方もおり、また６００ドルで適当だということで妥協される方もおります。問題は政府の局長の給与が改訂されまして４２０ドルであります。私たちとしては助役並びに収入役の給与もできるだけ政府の局長並みに上げたいということで、定率２０％を上げませんというと助役の給与が政府の局長並みにゆかないわけでございます。そういう意味で私の給与が６００ドルになつておりますが、５００ドルの場合におきましても税金だけで１２０ドル、医療保険、あるいは年金、掛金といつたものをかれこれ差し引きますと実際にうちに持つてかえるのは３２０ドルであります。６００ドルに上がるにいたしましてもまるまる１００ドル上がるわけではございません。日本との比較でございますが日本は所得税が非常に低い。それで実際の所得の面においてはそれ程日本の市長と差はございません。ただはつきり申し上げたいことは、これは那覇市長の給与の格付けでございまして私個人の問題として取り上げていただきたくないのであります。

（「進行」というものあり）






○久高　友敏君

　この提案理由を見ますともちろん琉球政府を基準にしたということを説明されておりますが、その中に「琉球政府並びに民間給与等を考慮し」となつておりますが、この民間というのはどのようなものを示しておるのか、民間には個人もあれば株式会社もあり、その他たくさんあるが、その民間というのは何を指しておるのか、これはどういう基準から民間というのをつかつたのか、これについて説明を願います。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。給与法の原則は情勢適用の原則というのがございまして、民間における給与がだいたい公務員給与の改定の基準になるわけであります。これは人事委員会の毎年の勧告を御覧になつてもおわかりになりますとおり、これは一般民間商社、株式会社であろうがその他の組織であろうが、少なくとも民間の給与を基準として定めなければならない。いわゆる情勢適用の原則ということで民間が対象になるわけであります。簡単に申し上げますと、比較でありますが大衆公庫の総裁がだいたい５００ドルであります。普通のいいところで６００ドル～７００ドル、首里バスの場合も御案内のとおり、従来２００ドルで低くかつたのですが、今度４００ドル、３００ドルという線にもつていきましたけれども、少なくとも公務員の給与をきめる場合は民間の給与を参考にしなければならないということであります。




○久高　友敏君

　本員がお尋ねしておるのは、この民間というのは、前にも資料が出されましが、ほとんど株式会社の社長の給与が参考案に出されておりますが、この株式会社というのは、あくまでも営利が目的であります。従つて営利というのは、重役社長、そういつたのが大株を持つておりますが、今市長からも説明がありましたとおり、首里バスでも前の総会で２００ドルから一躍４００ドルに社長の給与を上げ、専務が１５０ドルから３００ドルにしたということもおわかりだと思います。　民間の会社が赤字を出してでも給与を上げるということはわかります。つまり会社は赤字であつても給与ベースの生活給に引き上げるのはわかりますけれども、しかし民間には社長、専務、あるいはその他の重役が取り過ぎて会社が潰れる場合もあります。しかし那覇市は潰れる恐れはないのであります。それで民間を基準にしたというのは間違いじやないかと思いますが、それについてどう考えますか。






○市長公室長（城田　清才君）

　お答えいたします。この場合におきまして、おそらく人事委員会では５０名以上の雇用員を容する個人、あるいは法人がその資料になつておると思います。なるほどお説のとおり市町村が潰れるということはないと思いますが、しかしながらこれは健全なる状態において考えられるべき問題で、潰れることを予想してものを考えるということはまずいと思います。






○大山　盛幸君

　議案中、５１号ないし５２号の改正をする条例を見ますと、漢字の「及び」漢字の「並び」にを平仮名に改めるということがはつきりうたわれております。そこで、この那覇市職員の給与に関する条例の現行法を調べてみますと、第２条の第１項、第３条の第１項、２項、第１０条の２項には平仮名の「および」が使われておりますが、第２条第２項、第９条の第１項、第１２条の第２項には漢字の「及び」が使われて、平仮名と漢字が併用されているが、これは統一する必要があると思います。提案に一貫性をもたすという意味からも、この改正する条例にも、条例中の「及び」を平仮名の「および」に改めるという一項を挿入すべきだと思いますが、いかがですか。






○総務部長（新里　博一君）

　お答えいたします。この２条の２項の「及び」が漢字になつておりますのは、条例そのものが漢字で制定されているわけです。それで条例をかえない限りこの字句も訂正できませんので、今のところそのままにしてあります。




○大山　盛幸君

　そのほかの９条及び１２条は

　（「そこもみんな同じです」という者あり）

はいわかりました。






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。日程第２、第４８号議案那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３、第４９号議案、那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について議題として質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　議員の報酬については去年１００ドルから一挙に５０％引き上げて１５０ドルになつたわけです。今回はさらに５０％引き上げて２００ドルにするという提案でございますが、去年の６月議会で西銘市長は、本員の質問にこういうふうに答えております。「議員の報酬引き上げについては、議員の皆さまにはまことにごくろうであつて」これは要約されておりますが「職員は年２回定期昇給、ベースアツプがあつて議員には政治的な配慮もあつて４か年に１回上げるのが妥当である。従つて一挙に１００ドルから１５０ドル、５０％引き上げその中には兼次市長時代に議員の報酬引き上げ」うんぬんとありますが、つまり議員や、あるいは三役報酬を引き上げる場合は、いろいろ市民の批判もあるわけです。　特に職員は毎年２回定期昇給もありさらにベースアツプもあると、ところが議員は政治的配慮からそういうふうに大巾に毎年上げるわけにいかない。４か年に１回、つまり任期中１回ということでありますが、このため上げたというふうに答弁をしておりますが、これからすると、また１か年目に５０ドルも引き上げるというのは、市長の考え方から非常に矛盾しているんじやないかというふうに本員は考えるわけです。それについて市長が答弁しておりますので市長の口から聞きたいと思います。さらに２点目が、私が先に出した３役の給与引き上げについての資料でありますが、この中でみますと、１１市のうち那覇市の議員の報酬が１５０ドルで１１番目であります。ところがそんなに開きはないわけです。１０番目が青森市で１２２ドル７７セントで２ドル７７セントの開きしかないわけです。

従つて先ほど申し上げましたように、那覇市と同じ人口をかかえておる都市であつても、予算は那覇市の何倍ももつている本土の市と比較してはならないというふうに考えますが、それでもビリであつてもそう開きはない。ところが今度２００ドルにすると、那覇市がこの１１市の中で一番高いということになるわけです。２番目に高いところで１９４ドル４４セントこれは堺市であります。人口は４７万を越しており、那覇市よりも人口は約１０万人も多い大きな都市であります。那覇市はこういう大きい都市を追いこしてしまう。一番高いということになるわけです。従つて前に議員報酬を引き上げた場合は本土の都市に追いつくんだと近かずけるんだと言つておりましたが、去年はなるほど近ずいたわけです。２ドル７７セントの差で。しかし今度はさらに追いこすということになりますが、結局市長がこれまで述べてきた施政方針では「本土の都市はすでに戦災復興の時期を過ぎて市民福祉、そういう方向に市の行政が進められているといつてるが、ところが那覇市の場合は、そうじやない、むしろやるべき仕事がたくさんある。しかしそのような貧乏財政である」と述べていながら、こういうふうに３役議員の報酬を大巾に引き上げるのは、市長のこれまで述べてきた施政方針からしても妥当じやないというふうに本員考えておりますが、これについて市長の考え方を披露していただきたいと思います。




○議長（高良　一君）

　休憩します。

	（午前１０時４１分　休憩）

	（午前１０時４２分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。御指摘になりましたとおり、確かに議員の報酬は低いわけであります。本土類似都市と比較いたしましても、今度５０ドル上げてもそんなに高い報酬じやございません。私はこの２００ドルは適正な額と考えております。職員は毎年毎年ベースアツプによつて給与も改定されておりますけれども、議員の方々は従来は改定するのも４年に１回というような改正でございまして、非常にお気毒だと考えております。ただ、そういう額が適正であるかどうかというだけを一つ中心にして検討していただきたいと思うのであります。もちろん市長の給与を一挙に５００ドルから６００ドルにもつていつたから議員の額を２００ドルにもつていかなければならないという、そういう配慮ではございません、あくまでも日本本土と比較いたしまして適正な報酬を上げたいということで提案したわけであります。






○大山　盛幸君

　先の４８号議案におきましては、那覇市職員勤務時間及び休日に関する条例は訂正されていないのでそのままでいいんですが、第９条にある那覇市職員分限及び懲戒に関する条例は、「及び」は平仮名に訂正されておる。それでこれは当然なおすべきである。なお第１２条２項の「及び」は、当然一つの文中の「及び」だからして訂正しなければならないと思います。なおこの４９号議案の那覇市及び費用弁償条例は題目にちやんと「及び」が出ておるので、この議案を提出するときに当然これの訂正案が出るべきである。なお第１条にもある「及び」があるし「並びに」がある。何も条文中の条例の名目じやないのではつきり第１条にうたわれており、それが出されていないということはこれは困るじやないか、訂正案を出しますか。






○第一助役（古堅　宗徳君）

　お答えいたします。今「及び」「並び」の仮名と漢字の使い分けでありますが、これは前の議会でも答弁したことでございますが、いわゆる効力については別に「及び」「並び」にを漢字を使つてもさしつかえないことでございまして、今できるだけ条例の用語の統一をはかりたいということは前々から申し上げておるとおりでございます。もしさしつかえがあれば今後全部一緒にして用語の統一をはかつていきたいとこう思つております。




○大山　盛幸君

　ただいまの助役の答弁したことは私自身が言うた言葉である。漢字を使つても差しつかえないと、政府のあらゆる規定その他でもすべて漢字である。また、教育委員会のものもすべて漢字であるにもかかわらず、こちらでは、５１号、５２号議案ではわざわざ訂正案が出ておる。一貫性がないじやないか、今訂正するならば今やつたほうがいいと思います。委員会にもつていつて次の本会議で訂正案を出すよりも。




○第一助役（古堅　宗徳君）

　お答えします。何も強情ということではございません。前にも答弁いたしましたとおり、今日の法律用語としましては、できるだけ仮名にきりかえたほうがいいという本土の通達でも出ております。それによりまして「及び」を仮名になおしたり、あるいは「並びに」を仮名になおしたりしているわけでありまして、今すぐここで訂正しろということでありますが、さつきも申し上げましたとおり内容を十分全部検討しましてからやりたいということでございます。






○仲本　安一君

　本員は総務委員会に属しておりますので、具体的な点は委員会においてお尋ねいたしますが、１点だけお尋ねいたします。　先ほどの４８号議案と、ただいまの４９号議案と関連いたします。市三役の給与と市会議員の報酬、これは非常に重要な問題だと思います。これを審議議決するまでには相当慎重な態度で審議をしなければならないと考えております。もちろん市会議員というのは市民を代表して議場に臨んでおりますので、当然自主的にこれを決定されるべきでありますけれども、さらに配慮をするという意味において、今回はまあおそかつたかもしれませんけれども、この三役と議員の報酬について議会にはかる前に諮問委員会か、そういつたものをつくつて、それにはかつてみるというようなことが大事じやないか、たとえば婦連の代表とか、あるいは自治会長、あるいはまた巾労委、県労協の議長、自治労の委員長とかそういつたものが構成する委員会に一応はかりそして当局としては、妥当な額だと思うけれども、客観的にみなさんはどう考えるかというようなことも必要ではないかと思いますけれども、今回、もしくは今後、そのようなことをされる考えはないかどうか、第１点だけお尋ねいたします。






○市長公室長（城田　清才君）

　お答えいたします。そういつた機関を設けるかどうかについては検討してみたいと思います。



○議長（高良　一君）

　質疑終結します。日程第２、第４９号議案、那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定については総務委員会にその審査を付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４、第５０号議案、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。






○大山　盛幸君

　同じように字句の問題を申し上げましよう。第２条に漢字の「及び」が２つ、第３条に漢字の「及び」が１つ、別表に漢字の「及び」が４つ、漢字の「並びに」が２つ、これだけあるんですが、これは今訂正しなければ総務委員会でしつかり検討して訂正させるようにしていただきたいと思います。

次に、現行法の危険手当を見ますと「高圧電気、重機の操作、塩素、さらし粉及び」までは訂正、今度の改正で削除されております。「及び」は平仮名の「および」になつておりますが、次はこの改正条例のとおりですが、しかし改正の案を見ますと、高圧電気の取扱いとなり、重機は操作とわざわざ別ににしている。現行法では高圧電気、重機の操作という一字でまとめてあるんだが、なぜこういうふうに使い分けたのかその意味を承りたいと思います。時間が長くなるので、一応とりまとめて質問しましよう。国語辞典を引いて見ますと、操作という意味が三つある。一つは、機械などをあやつつて動かすこと、順序よく仕事を行う作業、都合をつける、それから岩波書店の発行の広辞苑を引ぱつてみますと、操作という意味は二つあつて、取扱い処理すること、手を加える。二つ、作業、取扱という意味は、一つ、扱う取りはらう、とりさばく、二つ、世話する。三つ、使う、使用する、こういう解釈になつております。こういうものを総合してみると、操作という字句の語句の意味は、平易な言葉で取扱う、ということであつて、何もわざわざ高圧電機、取扱いという言葉を使わなければならない、重機は操作という言葉を使わなければならぬということはないと思いますが、このわざわざ取扱う、操作を区別した理由…‥。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。法律用語は最近の傾向といたしましては、できるだけわかりやすい言葉を使う。またむずかしい言葉はやめて平仮名にするということであります。まあ那覇市の条例もたくさんありますけれども、この字句の使い方、もちろんできるだけ漢字を平仮名になおすべく徐々に訂正をしたいと考えておのます。　たとえば日本の民法を御覧になつてもあんなむちやくちやな言葉はありません。憲法の改正によりまして、親族相続権は大巾に改正になりまして平仮名でございます。ところがその他の編は全部片仮名になつております。日本の民法の場合でもそういうことで徐々にしかできません、そういうことで御了承願いたいと思います。




○大山　盛幸君

　操作というのはむずかしいのかどうか、むずかしければ、高圧電機、重機の取扱いという言葉をまとめないで、わざわざ高圧電機は取扱い、重機は操作という言葉を使つておるが意味があるのかどうか総務部のほうで検討したのかどのか。






○市長公室長（城田　清才君）

　お答えいたします。別に意味はございません。要するに今提案された案で十分理解できると思いますのでそういうふうに改正したわけであります。




○大山　盛幸君

　よく理解できます。しかし提案するときには、本当に事務職員が一字一句もゆるがせにしないということで議会に臨んでもらいたいということをあえて強調したいためである。






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。日程第４、第５０号議案、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定については、総務委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第５、６は一括上程します。　日程第５、第５１号議案市有財産の取得管理及び処分条例の一部を改正する条例制定について　日程第６、第５２号議案、議会の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例の一部を改正する条例制定についてを一括議題として質疑に入ります。






○大山　盛幸君

　５１号議案の第１２条について質問いたします。市町村財政法第８条の条文は、「財産の管理及び処分」の原則であると思います。　その意味で現行法は無償貸付けの禁止という項目も提示されております。無償または減額貸付けというこの題目はただしづきであり救済規定にすぎないのであります。そのことは原則であるが、この無償貸付けの禁止というのをわざわざ削除して救済規定、ただし書きである無償または減額貸付けという見出しにした理由を承りたい。






○市長公室長（城田　清才君）

　条例というのは恒久的に制定されなければならない性質のもんだと思います。そういつた意味においてあらゆるケースの場合も活用できるように制定すべきたと考えております。




○大山　盛幸君

　今のは答弁になつていない。今までの現行法の、いわゆる貸付けの禁止という、これは法に則つた一つの原則ですね、それをわざわざ削除して救済規定である、ただし書きでしかうたわれていない現行法ではそれを項目に上げたその理由ですよ。現行法に無償貸付けの禁止とうたわれている。いわゆる財政法の基本的な考え方から当然、そうしなければならぬと思うが、それをわざわざ消して、訂正して無償または減額貸付けとなつている。現行ではただし書ですよ。




○市長公室長（城田　清才君）

　財政法によりますというと無償貸付けにつきましては条例で定めるようになつておりますので、条例で定める場合にはあらゆるケースを予想して規定すべきである。したがいまして今回の場合は単に無償貸付けの禁止について規定するんじやなくて、たとえば減額の場合もありますので、そういつた場合も規定してありますのでわざわざ減額無償貸付けと題目をかえてあります。




○大山　盛幸君

　５１号　５２号議案をひつくるめて検討いたしますと、議決を要する取得は、不動産では予定価格５万ドル以上、土地では５，０００平方メートル以上、動産では３万ドル以上になつております。議決を要する処分については予定価格が取得と同じように５万ドル以上、土地も５，０００平方メートル以上、動産も同じく予定価格３万ドル以上となつております。それから法の第１７５条２項の規定によつて出席議員の３分の２の同意を必要とする特別議決を要するものの売却は、不動産では同じく５万ドル以上の売却、土地では１，０００坪以上の売却ということでぐつと少なくなつております。しかも訂正もされてない。いいですか、単なる議決を要するものでも１，５００坪以上であるにもかかわず、この提案では特別議決が１，０００坪以上で訂正もされてない。それから動産では特別議決が１７，０００ドル以上の予定価格。何か矛盾しませんか。それをあえて今までは不動産は、土地は１坪たりとも議会の議決を得る。面倒くさいからとにかくすべてやり易いようにしようという安易な気持ちがあるような気がします。取得と処分は大へんな違いでございます。これを同じような額にし、坪数にしてありますがどういうわけですか。もつとはつきり説明して下さい。




○市長公室長（城田　清才君）

　お答えします。このたびの土地の取得議決につきましては、たとえば土地の場合でありますというと都心部の地価が非常に高い、そうしますというとこの土地を取得する場合は僅かな面積であつても議決を得なければならない。反対に郊外において地価の低い土地の場合は相当な面積であつても議決を要しないというふうな不合理がありまして、結局両方の面からこれを考えていかなくちやならないということで要するに土地の場合は５，０００平方メートル以上であつて５万ドル以上のものというふうにしたわけでございます。

さらにお説のとおり３分の２議決の場合とのいわゆるバランスがとれないじやないかということでございますが、この件につきましては、たとえば一つの団地を購入した場合におきまして、これがいわゆる契約の場合は、この団地が数名の人によつて所有されておる場合に、結局契約の議決ということになりますというと数名の人にわかれてくる、そうしてそういう場合には議決はいらなくなるという場合もございます。しかし土地の取得の場合は１団地でございますので、こういう場合には結局全体をまとめた状態において考えられるということになります。したがつて、取得の場合と契約の議決というものは必ずしも同一性質のものではないというふうなことから必ずしも一致させなくちやならないということにはならないというふうに解釈しております。




○大山　盛幸君

市内と郊外との土地の単価が違うということはこれははつきりしております。５万ドル以上の土地となると郊外では１万坪それ以上の坪数になるとお思います。市内でも５００ドルの土地なら１００坪になりますよ。１９０坪ないしその近ぺんの土地ならば自由に売買していいということになります。５，０００平方メートルでもそれと同じような矛盾を来たす。これをはつきり１，５００坪以上ということになると価格の問題を抜きにして郊外でも１，５００坪以上はかけるがそれ以下はかけないでもいいということになると思います。はつきりと坪数が明示されております。しかも、特別議決には１，０００坪以上は残されております。特別議決で１，０００坪以上にしているのに、普通議決のものは１，５００坪でいいというのは大きな矛盾じやないんですか。




○市長公室長（城田　清才君）

　お答えいたします。今おつしやる特別議決というのは契約の議決でございます。したがいまして、契約の議決の場合は、たとえば行政目的のために取得する場合には取得議案が出ます。そういう場合には数名の人からなる土地であろうがなかろうが１人であろうが一つの議案として扱かわれるわけでございます。契約の議決で数名の場合は数件に分かれるわけでございます。したがいまして必ずしも両方一致する必要はないということでございまして、さらにこの問題を少こし御説明申し上げますというと日本では今いう取得条例とそれから住民の投票あるいは議会の議決を経べく条例、工事請負条例は一本にしぼられて３カ条か４カ条の条例になつております。これは政府の指導によつてそうなつてるわけでございますが、この問題は一応取得にしろ、何にしろ一応予算化されるわけでございまして、予算化されたものはできるだけ市長の権限によつて執行させてやる。これに一致させるということになると、かえつて行政能率を低下させるというふうな、いわゆる地方行政調査課の答申によりまして、結局できるだけ議決された予算については議決機関は余り拘束しないほうがいいんじやないかという答申でございます。今申し上げたのは、たとえば都道府県、それから指定都市、それから市、町村、各段階におきまして政令でもつて政府は取得する場合の最低限の額を指示しまして、それから指定して各都市が思い思いの額を定めてある状態を統一する意味においてなされているわけでございます。そういつた考え方から日本ではつまりそういつた考え方になつておりますので、一応その額の分につきましては日本の政令の線にそうて改正したいというわけで提案したわけでございます。




○大山　盛幸君

　法の３６条によつて、議会の権限によつて条例を改廃する。この際に議会においてはあくまでも執行当局の権限、あるいはこの執行面を束縛しないように条例を制定する。しかし、この５１号、５２号の議案をじつくり検討した場合、言葉はまずいかもしれんが議会を無視される恐れがある。特定な利益を与えるような処分や売却がなされないとも限らない。今の市長はそういうことはないと思いますが、改正した以上は再び朝令暮改の改正はできない。それでこの５１号、５２号の議案の審議に当つては大へん失礼でございますが、総務委員会において慎重御審議されまして、よりよき条例の改正をしていただきたい。かように御要望申し上げて質問を終ります。






○議長（高良　一君）

　日程第５、議案第５１号　市有財産の取得管理および処分条例の一部を改正する条例制定については質疑を終結しその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第６、議案第５２号　議案の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第７、議案５３号　工事その他請負契約条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）



○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第８、議案第５４号　那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例　定についてを議題として質疑に入ります。　これは８名を９名に直すということでありますので即決したいと思います。









○黒潮　隆君

　この条例改正は学識経験をもつ者の中から委員１名を増員するということになつております。現在の那覇市史編集委員会が設置されて第１巻の下が発刊されております。那覇市史を編集しようということで最初手がけられたのが兼次市長時代であります。随分年月がかかつてるような気がいたします。そのために増員というものも考えるべきではないかと思います。第１巻の上中下というふうに順序よく発刊されるのが第１巻の下から出ています。そして去年の１２月に配布なども市のほうでは決められていたが実際に寝かせて決算を審議する中で総務委員会でその面を追求されるということが出たわけでございます。それはそういつた編集委員会の陣容の足りなさからおきている問題じやないかと思いますが、本員は委員が１人増えることによつて現在もたもたしている市史編集が随分変わつてゆくのかどうかその辺を説明していただきたいと思います。






○総務部長（新里　博一君）

　市史編集については７０年までに全部執筆を終るという計画であります。資料編の２の上を６６年に出しまして、今年２の下を出すわけでございます。新年度におきましては資料編の１とそれからいよいよ執筆の段階に入りますので近代年史を作ることになるわけでございます。このたび１名委員を増員するということは執筆の段階に入つてまいりますと各部門の専門の先生方が執筆される。その場合に農業関係、金融関係、学校関係、といろいろ先生方が執筆されるわけでございます。現在その鑑修をやつておるのが稲村先生１名でございます。１名では鑑修がやり憎いそうで、たとえば農業関係と金融関係が同じようなものをとらえる場合もありますが、その場合に年代が違うとか、月日が違うとかということがありますのでそういつたものを統一してやるためにあと１人専門の委員を採用したいということでございます。市史の配布につきましては一部の配布は終つております。ところが委員がいないために配布が遅れているということではなくて配布先の決定に時間がかかつております。






○大山　盛幸君

　現行の第２条の第２項、および第５条の見出しと第１項に漢字の及びがそのまま残つている。第１０条のものは条例の項目の一つで訂正されるかどうかわかりませんが、はつきりと漢字が使われている。一貫して議案第５１号５２号と同じく改正するようにすべきだと思う。しなければ委員会に付託して審議したほうがいいと思います。これをここで訂正しなければ委員会に付託して下さい。今、訂正すれば即決でいいですよ。






○議長（高良　一君）

　日程第８、議案第５４号　那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定については質疑を終結しその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第９、議案第５５号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１０、議案第５６号　那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１１、議案第５７号　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１２、議案第５８号　那覇市ごみ処理場条例制定についてを議題として質疑に入ります。






○久高　友敏君

　ただいま上程になりました議案第５８号については新しく設置されたごみ処理場に関する条例でありますが、これから生産される堆肥の問題等がありますがそれが書かれていません。これは別に市長が規則で定めるということになつておりますがこの規則の案があるかどうか。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。主管課のほうで現在案を作つております。




○久高　友敏君

　もちろん立案はあると思いますが、予算でも堆肥の収入が予算化されております。その堆肥については何か１級、２級とあるかのように伺つておりますが、それは規則で定めるつもりであるのか。つまり１級、２級と生産される量も予算では組まれておりますが、この条例にはないんであります。その単価の組み方なんかは何から算出するのか。その点についてもう一ぺん。




○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。先に提案理由の説明のときにも申し上げましたとおり、日本の都市の条例を参考にいたしまして作つてありまして、日本の条例の場合でもその価格、数量、等級これは一応規則で制定されております。したがいまして、われわれもそれに則つとりましてやろうと思つております。年間３，２００トンの生産を予定しております。これを大体日本の実績からしまして、１級品が３分の２、２級品が３分の１出るものという予想に立つて収入計画をたてております。単価につきましては、いろいろ肥料価格方式がありまして、これに基いて算定するのが原則でありますが、現在製品がまだ出ておりませんし、分析も十分なされてないので、一応日本における都市の価格を参考にしましてわれわれのほうでの販売価格というものを作つてあります。ただし、新年度におきましてはこれはどうしても普及の段階でありますので、まず農家に普及させてその効果を知らしめるというのが主眼目になると思いますので、総生産の約５０％は首里、真和志、小禄の農協をとおして篤農家による展示を設定しまして、そこで無償で試験用として配布する。あと残りを価格による販売を計画しております。この価格も一応正規の価格ではなく普及価格ということで割り安で出そうという計画に立つて作成中であります。






○黒潮　隆君

　処理場への搬入許可についてお尋ねしたいと思います。第４条で那覇市清掃条例第４条の規定による汚物のうち処理場で処理できるもの搬入しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなければならないというふうになつていますが、これはごみ処理場で処理できるものを搬入しようとするものはあらかじめ市長の許可を受けるということでもちろんし尿を持つてくるわけにはいかんし、あるいは犬、猫とか処理できないものはもちろんであります。ところが塵の運搬になるとその中には空かんとか、びんとか、石ころとかいろいろなものがまざつております。その場合にそれを運ぶ業者自体がより分けて運ぶのか。あるいは処理場で，そのままトラツクで塵を運んでくると、より分けて処理されるのか。これからすると、あらかじめ処理できるものを搬入しようとするものを、より分けることまで、そういう委託業者に負担させてゆくようにするのか、そこをお聞かせ願いたいと思います。






○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

お答えします。条例第４条の汚物と申しますのは清掃法でいう、いわゆる多量排出地域のごみ、汚物になります。と申しますのは結局製材所とか木工所とかあるいは大きな紙工場、それから学校、官庁、病院こういつた普通生活によらない多量排出地域の汚物が清掃法に基いて決められておりますが、それは市長が命令して処理させることができると。これをまた受けまして条例の第４条で制定されております。こういつたものを処理場に運ぼうとする場合には、あらかじめ市長の許可を受けてくれということでありまして、向こうの生産計画もありますし、投入計画もありますのでそういつたものの調整、そういうときに仰せのとおりの分類をできるだけやつてもらつてそして運んでもらう。分類されたものをコンポストにできるものを抛り込んでもらつて、できないものは安謝に運んでもらうということであります。






○議長（高良　一君）

　日程第１２、議案第５８号　那覇市ごみ処理場条例制定については質疑を終結しその審査を経済民生教育委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１３、議案第５９号　那覇市宿所提供施設および管理条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。






○儀間　真祥君

　この中に８条を新しく設けて愛生寮の管理人をおくというのがありますが、この場合に愛生寮には家賃を払わない人たちがおられるがどういうことで管理人をおかなければならないのかその点について御説明願います。






○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えいたします。愛生寮の今回の設置につきましては、これに政府の補助金が約６万ドル余りついておりまして、政府が補助金を交付する際の指令の条件といたしまして愛生寮には入居者の更生指導と、それから建物の管理をする管理人を置くという認可条件になつておりますのでわれわれとしては置くということになつております。




○黒潮　隆君

　政府の補助指令の中で条件としてこの管理人を置かなければならないと説明ですが、先ほどの儀間議員の質問にもありましたように家賃を徴収するということもないわけです。あるいは監視人をおいても逃亡のおそれもないわけなんですが、もつぱら指導あるいは建物の管理面ということになるわけですが、その場合の管理人というのは常時愛生寮につきつきりでいるのか。あるいは職員の管理責任者をおいて、適時に指導をしていくのか、常駐させるのか、そこを知りたいわけです。




○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　これも補助指令の設計の基準のところに入つておりまして、管理人室をつくれということになつて管理人室がつくられております。常時そこにおりまして彼らの更生指導、それから緊急に病人が出た場合のいろんな措置、その世話を見るということになつております。






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。日程第１３、第５９号那覇市宿所提供施設設置および管理条例の一部を改正する条例制定については、経済民生教育委員会にその審査を付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１４、第６０号議案那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は建設委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１５、第６１号議案、那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に関する条例を廃止する条例制定についてを議題として質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　この議案は、一般の職員が適用されておる条例を適用するために、現在特別に消防の職員に適用されておるのを廃止するということになつていますが、まだ条例は見ておりませんが職員に適用されておる条例を適用して支障はないか、そして改悪とかにはならないかどうか、そこをお尋ねいたします。






○市長公室長（城田　清才君）

　お答えいたします。むしろ現在の隔日勤務者の場合の不利の点を改善するためにかような措置をとつたわけであります。




○議長（高良　一君）

　本案は即決にしたいと思いますが御異議ありませんか。（「異議なし」という者あり）御異議なしと認めさようとりはからいます。

討論に入ります。　　　　（「討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　討論なしと認め採決に入ります。日程第１５、第６１号議案那覇市消防職員の勤務時間及び休日等に、関する条例を廃止する条例制定について可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認め本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１６、第６２号議案那覇市公営企業組織条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は建設委員会にその審査を付託いたします。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１７、第６３号議案那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は建設委員会にその審査を付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１８、第６４号議案那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は建設委員会にその審査を付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１９、第６５号議案那覇市水道事業業務状況の提出に関する条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は建設委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２０、第６６号議案　那覇市水道事業基本計画についてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は建設委員会にその審査に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２１、第６７号議案、市有地を売却処分することについてを議題として質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　この議案は、前の議会において提案されて、電力公社に売却するというふうな形で提案されていたのが、最終本会議で引つ込めた議案と同じだというふうに本員は理解しておりますが、この一般競争入札の場合に、国際入札で外国人も入札に参加するのかどうか。前にはそういう法的な問題があつて市長は提案を引つ込め取り下げたわけなんですが、今回は普通一般競争入札ですから、浦添村民であろうが、那覇市民であろが参加して落札すれば買えるわけですが、電力公社が今回の入札に参加するのかそういつた点がはつきりしないのでお聞きしたいと思います。






○水道部長（玉城　定仁君）

　お答えいたします。沖繩人の方からの希望者が数名出ておりなす。この前の議会終了後新聞に記事が出まして、それを売る場合はわれわれに売つてくれということで数名出ております。それで一般競争入札に付します。

その後、法務局のほうに電力公社そのもは非琉球人だという関係で土地の取得はできないのかということを照会しましたら電力公社に土地は売却できるとはつきりした法務局の回答が出ております。　それで電力公社そのものが入札に参加するかどうかはわかりませんが、資格条件すべての条件がそろえば入札に参加させていいんじやないかと考えております。しかしながら今のところ沖繩住民からの希望者が数名出ておりますので、競争入札にもつていきたいと考えております。






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。第６７号議案市有地を売却処分することについては建設委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２２、第６８号議案国場川（漫湖）の公有水面埋立について議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は建設委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２３、第６９号議案市有地を売却処分することについて議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は総務委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２４、第７０号議案ごみ処理場建設用地の取得についてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は経済民生教育委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２５、第７１号議案牧志公設市場建設債を起こすことについてを議題として質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　以前には、この牧志公設市場は地階１階、地上４階というふうに市当局は議会に報告してありますが今回は地階２階、地上２階というふうにかわつてきた基本的な理由ですね。　これを知りたいと思いますので説明して下さい。






○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えいたします。今回建設する市場は地階２階、地上２階となつておりまして、地階２階のほうはこれは機械室になつております。前回と違う点はどうかということでありますが、今回建設する市場も将来４階にのばす計画であります。前回とかわつておりません。






○議長（高良　一君）

　質疑終結します第７１号議案　牧志公設市場建設債を起こすことについては総務委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２６、第７１号議案、第２次若松公設市場および市営住宅建設債を起こすことについてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は総務委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２７、第７３号議案　真和志公設市場建設債を起こすことについてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は総務委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第２８、第７４号議案　１９６８年度公営住宅建設債を起こすことについてを議題とし質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は総務委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２９、第７５号議案　漫湖風致地区整備事業債を起こすことについてを議題として質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　先ほど６８号議案について質疑しようとしたら議長が委員会にパツト付託してしまつて、質疑する機会がなかつたのでこの食い違いをお尋ねしたいと思います。　公有水面埋立についての議案の図面の説明と、さらに起債事業の説明の見取図では、小禄高校側の護岸を埋め立てるということと、それをするためにこれだけの金を借りるという説明がなされておりますが、見取図の個所はベニヤ工場側を埋立てるというふうに横線を引いてあります。

ところが、起債のところでは出てきていないということになると、それだけ埋立の認可をとつておいて、今回はこの小禄高校側だけやつて第二次ではそこをやるという計画であるのか、それについて説明願います。






○建設部長（花城　直政君）

　８番議員のおつしやるとおりであります。この埋立申請は全部一括してやつておいて、６８年度は、これだけを埋め立てるということであります。






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。第７５号議案、漫湖風致地区整備事業債を起こすことについては総務委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３０、第７６号議案　継続費を設定することについてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結し本案は総務委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

日程第３１、第７７号議案１９６８年度那覇市歳入歳出予算を議題として質疑に入ります。

　（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は総務委員会にその審査を付託し、なお、

歳出

△　４款　「土木費」

△　６款９項２目　「公園建設費」

１０項　「住宅費」

△　８款３項２目　「公設市場建設費」

は、建設委員会に、

△　６款　「社会及び労働施設費」

９項２目「公園建設費」

１０項「住宅費」を除く

△　７款　「保健衛生費」

△　８款　「産業経済費」

３項２目「公設市場建設費」を除く。

は、経済民生教育委員会に審査をお願いします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第３２、第７８号議案一時借入金についてを議題として質疑に入ります。　本案は即決したいと思いますが、そのように取り計らつて御異議ありませんか。

（「質疑なし」「異議なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論終結し採決に入ります。　日程第３２、第７８号議案一時借入金について可決することに御異議ありませんか

（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。　よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３３、第７９号議案　１９６８年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算を議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は建設委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３４、第８０号議案　１９６８年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算を議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は建設委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３５、第８１号議案　１９６８年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算を議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は建設委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３６、第８２号議案　１９６８年度那覇市水道事業会計予算を議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は建設委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３７、第８３号議案　１９６８年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算を議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は建設委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３８、第８４号議案　下水道事業債を起こすことについてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は建設委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３９　第８５号議案　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定についてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は経済民生教育委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４０、第８６号議案　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定についてを議題として質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　８６号議案の提案理由の中で政府行政職関係の給与基準に準じて那覇教育区教育委員会の職員給与を改めたいというふうに説明されておりますが、那覇区教育委員会で働いておる職員は、いわゆる那覇区教育区自治体、つまり中央教育委員会に働いておる職員じやないわけです。

従つて予算の一本化からみても教育委員会に働いておる職員の給与は那覇市職員教育区地方公務員というふうな立場からも那覇の職員の給与に準じて改正していつたほうがいいんじやないか、それが正しいんじやないかというふうに本員は考えますが、教育委員会としてはそのような考えをもつておられないか。






○教育次長（喜久山添釆君）

　お答えいたします。委員会関係の職員は事務局ばかりではなしに、学校にもやはり職員が働いておりますので、同じ屋根のしたで働いておる人たちが両方の基準に従つてやるということは非常に不都合かと思いますので、おおかたの政府職員並みにもつていつたほうがいいと考えてそうしておるわけであります。






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は経済民生教育委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４１、第８７号議案那覇教育区教育委員会報酬および費用弁償規則の一部を改正する規則制定についてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あります）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は経済民生教育委員会に付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４２、第８８号議案那覇教育区教育委員会関係職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定についてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は経済民生教育委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４３、第８９号議案那覇教育区幼稚園教員給与等に関する規程の一部を改正する規程制定についてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は経済民生教育委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４４、第９１号議案　１９６７年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算を議題として質疑に入ります。

（「委員付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は経済民生教育委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４５、第９０号議案　１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算を議題として質疑に入ります

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は経済民生教育委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第４６、第９２号議案　那覇教育区債を起こすことについてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は経済民生教育委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４７、第９３号議案　学校建設事業費を継続費とすることについてを議題として質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　ちよつと教育関係の議案の総しめくくりとしてお尋ねいたします。

普通のあり方としては一時借入れが、必要だと思いますが、教育委員会においてはそういう必要がないのかその間の執行をどういうふうにするのかそれをお尋ねいたします。






○教育次長（喜久山添釆君）

　お答えいたします。必要を感じておりません。






○議長（高良　一君）

　質疑終結します。本案は経済民生教育委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４８　第９４号議案　牧志公設市場建設用地と市有地との交換についてを議題として説明を求めます。




○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　議案第９４号　牧志公設市場建設用地と市有地との交換について説明いたします。　本件は先に取得した、もと又吉世沢氏所有の牧志公設市場建設用地の形態をできるだけ整形して市場建設をよくするために隣接土地との交換を行うとするものであります。　すなわち本案の平川松所有地から議案の参考図面のとおり、市場用地および周辺道路用地として１０８．９８坪を取得する必要があり数回にわたつて接渉した結果、隣接地では面積対等で交換しそこで足りない分は安謝の埋立地でおぎなうことにし交換率は市場敷地にかゝる地番土地の分は６倍の面積、周辺道路用地にかゝる地番土地の分は４倍の面積でそれぞれ安謝埋立地で交換することに話し合いが　まとまりましたので本案を提出しましたよろしく御審議の程お願いいたします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの説明に対し質疑に入ります。






○久高　友敏君

　本件につきましては、先だつて又吉世沢氏の土地を取得する場合は総務でありましたが、今回は経民のほうから提出されておりますが、この土地の交換は、あくまでも処分であることははつきりしております。たとえば交換するにしても目的は何に使おうが、つまり公宮住宅をつくろうが、公共施設にするのは間違いないわけですが、交換も処分の一つでありますが、これを総務に合議しないで、ただ経民だけで市の財産が処分できるのか、これについてお尋ねいたします。






○総務部長（新里　博一君）

　財産の処分につきましては、行政財産であつた場合は普通財産に移して処分する。これがたてまえであります。　今久高議員のおつしやるたてまえですが、こつちの場合は、現在行政財産的な性格をもつておりまして、折衝もすべて経済民生部がやつております。これは市場との関係からしまして総務に合議をするということで、審議の進行上からも経済民生委員会で扱つたほうがいいんじやないかということで経済民生部から提案させてあります。




○久高　友敏君

　この問題については、前には総務でやつたが、これは行政財産的なことだと説明されておりますが、この処分される、つまり交換される市有地は、行政財産ではないと思います。坪数はわずかであるけれども、財産の処分というたてまえからすれば当然総務だというふうに本員は考えております。

しかし今の説明は経済民生がやるんだと、総務じやないということで、たて割り方式だとか説明されておりますが、那覇市の財産を処分する場合は、あくまでも総務でやるべきだと思う。たとえ総務委員会の委員にだれがなろうが、経民委員にだれがなろうが、　これを総務委員会に付託した場合はうるさい久高がおるからという考え方があるかもしれませんが、（笑声）あくまでも市の財産を取得する、あるいは処分する場合には、当然このうるさい人がおつてもいなくても当然筋を通すべきだと思います。これについてどう思いますか。




○議長（高良　一君）

　休憩します。

	（午後　零時１０分　休憩）

	（午後　零時１２分　再開）









○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。　質疑終結します。本案は経済民生教育委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４９、第９５号議案　市有地を無償で貸し付けることについてを議題として説明を求めます。




○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　議案第９５号市有地を無償で貸付けることについて説明いたします。本案は議案第９４号と同じ目的で議案の参考図面の土地について相手方上原氏と数回にわたり接渉した結果隣接市有地６５坪と相手方土地７０坪と交換することにまとまりましたが交換手続きの段階でハワイにいる該土地所有者上原カメの委任状をとり寄せることが必要となるが、それには相当日数を要するとのことであるので、相手方とも十分話し合いの上期間的に市の市場建設に支障を来たさないためにその間は該土地交換を前提として相互に関係土地を無償で貸し、借りすることに話がまとまりました。なおこの貸し借り行為は相手方が現在所持する委任状によつて有効であると解し本案を提出いたしました。　よろしく御審議の程お願いいたします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの説明に対し質疑に入ります。






○久高　友敏君

　お尋ねいたします。この議案からみますと、暫定的になるかもしれませんが、しかしこれを無償で当分貸し付けるという議決がなされた場合に、この公設市場が完成するまでは相当の期間を要すると思います。その間にもしその上原さんが恒久建築を申請した場合には、市はこれを認めるのかどうか、あるいは建築確認をしないという法的根拠があるかどうかこれが一つ問題でありますのでそれについて説明を願います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。土地の交換の前提でもつて無償で貸し付けるわけでありますので、恒久建物の建築申請が出てきたら確認をするということになつております。






○又吉　久正君

　所有者から委任状がこないので、その間無償で貸し付けるということになつておりますが、無償であつても所有者から何か通知がなければ、あるいは異議があつた場合はどうなるかということでありますが、その点を法的に研究されておりますか。






○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。現在こちらの上原ウシさんが所持しております上原カメ発行の委任状というのがありますが「私儀米国合衆国ハワイ州ホノルル市ラウベイ８１０番地在住上原カメは、沖繩那覇市牧志町１丁目８５０番地の上原ウシさまに私所有の左の不動産に関する権限を委任いたします。　ただし左の不動産について特殊の事情が起きます場合には御通知の上相談下さいますようお願いします。不動産の表示、田４５２坪５合６勺那覇市牧志１丁目８０５番地の１　上原ウシさま、米国合衆国ハワイ州ホノルル市ラウエイ８１０番地上原カメ」捺印となつておりましてこれにもとずきまして、私のほうでは、顧問弁護士といろいろ法的に検討いたしましたが、顧問弁護士の解釈としては、この委任状に基づいてお互いの貸し借りはできるということであります。




○又吉　久正君

　この土地において何かの変動があつた場合は了解を得るという委任状ですか。




○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　このただし書きの「特殊事情」　というのは、結局交換をして所有叔移転という場合のことを指すのでこつちを市に貸す、そのかわりこつちは自分が使うと、上原ウシ名儀の使用として使うというこの行為そのものは、この委任状で有効であるという顧問弁護士の解釈であります。　所有権移転する場合は、特殊の変動とみて一応相手に通知するということであります。






○黒潮　隆君

　この交換の条件として無償で貸し付けるという提案でございますが、坪数においては、那覇市のほうが少し大きいわけです。ところが那覇市が借りるのと、今上原氏が借りる場所が違うわけです。図面からみますと、上原さんの土地は不便なところにある。ところが那覇市のものは通りに面しております。　従つて財産評価委員会に評価させると十分差が出るんじやないかというふうに本員は考えますが、その交換の段階でそういつたものも検討されたかどうか。　ただ両方とも無償で交換するというだけなのか、評価をして差が出る場合はその差額を市が取るのかという方向にいくのかどうか。






○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　これはあくまでも議案にありますとおり、面積比率で交換するということでありまして、評価については、相手方は最初から金額計算ではだめだと、とにかく面積で何倍何倍でやつてもらわなければ絶対聞かないということで最初から最後まで面積交換で話を進めておりましたので、そういうふうになつております。






○仲本　安一君

　一点だけお尋ねいたしたいと思いますがそれは経民部長名で無償の貸し付けをなさるのか、那覇市長名で貸し付けをなさるのか。






○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。議案にありますとおり市長名です。私事を言うようですが、そんな権限はありません。




○仲本　安一君

　名儀は市長名ですね。ところがそれに貸すことについては部長の権限でいろいろ交渉をして、そして市長決裁を受けてそのまま貸すわけですか。それとも総務部長と合議をしましたか。




○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。交換折衝の段階では、部長の権限というよりも、部長の職務として折衝を進め、その経過結果については、助役、市長の了解を得て、事務的には総務と合議をしてやつたわけです。






○議長（高良　一君）

　質疑を終結します。本案は経済民生教育委員会にその審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　諸般の報告をいたします。６月１０日付那覇市字与儀３６０番地大城秀政外７８名からの市長三役給与並びに議員報酬額反対についての陳情は会議規則第８９条の規定により総務委員会に審査を付託いたします。なおその写は後刻印刷の上配布いたします。　以上をもちまして本日の日程は全部終了いたしました本日は散会いたしまして６月２６日午前１０時開議いたします。



（午後　零時２５分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




上会議録を調整し署名する。




１９６７年６月１０日







議長　　　　高良一　　㊞




暑名議員　　渡口麗秀　㊞




署名議員　　椿秀義　　㊞












第93回那覇市議会会議録




定例会










６月２１日（５日目・水曜日）





１９６７年第９３回那覇市議会会議録（定例会）




○６月２１日（５日目）

	（午前１０時００分　開議）

	（午後１０時４５分　散会）






○出席議員（２６名）





	　１番
	安見福寿君
	１４番
	宮良永昌君


	　２番
	椿秀義君
	１５番
	久高友敏君


	　３番
	大浜長弘君
	１６番
	仲本安一君


	　４番
	喜舎場盛一君
	１７番
	金城吾郎君


	　５番
	山川正平君
	１８番
	大山盛幸君


	　６番
	儀間真祥君
	１９番
	又吉久正君


	　７番
	瀬長フミ君
	２０番
	赤嶺慎英君


	　８番
	黒潮隆君
	２１番
	金城重正君


	　９番
	友利栄吉君
	２３番
	喜久山朝重君


	１０番
	吉浜朝一君
	２４番
	平良真次郎君


	１１番
	真栄城嘉園君
	２６番
	比嘉佑直君


	１２番
	金城庄瑞君
	２８番
	平良亀助君


	１３番
	仲宗根昌弘君
	３０番
	渡口麗秀君







○欠席議員（４名）


	２２番
	赤嶺保三郎君
	２７番
	比嘉朝四郎君


	２５番
	高良一君
	２９番
	辺野喜英興君









○　説明員


	市長
	西銘順治君


	第一助役
	古堅宗徳君


	第二助役
	新垣義徳君


	収入役
	渡口政行君


	市長公室長
	城田清才君


	総務部長
	新里博一君


	財政部長
	当間重美君


	経済民生部長
	慶佐次盛宏君


	建設部長
	花城直政君


	土木部長
	金城秀仁君


	水道部長
	玉城定仁君


	消防本部長
	宮平栄治君


	秘書課長
	大浜用陽君


	企画課長
	上原繁栄君


	人事課長
	渡久地敬正君


	総務課長
	武村盛秀君


	行政監察課長
	金城勇君


	用度管材課長代理
	平山良津君


	市民課長
	真栄里思温君


	土地課長
	高嶺朝恭君


	泊港務所長
	宮平勝哉君


	首里支所長
	大城朝亮君


	小祿支所長
	上原義広君


	真和志支所長
	中村幸永君


	主計課長
	平山登君


	検収課長
	国吉長成君


	市民税課長
	仲里徳男君


	資産税課長代理
	渡口精雄君


	徴税課長
	豊里寛伝君





	商工観光課長
	小橋川秀義君


	民生課長
	玉城正次君


	農林水産課長
	仲村致栄君


	保健衛生課長
	清水愛三君


	労政課長
	糸数昌秀君


	ごみ処理場長
	外間政彰君


	建設部庶務課長
	宜野座朝恭君


	都市計画課長
	嘉手納是敏君


	建築課長
	浦崎安昭君


	住宅課長
	佐久本政裕君


	区画整理課長
	当間林徳君


	土木課長
	具志堅友信君


	道路管理課長
	渡慶次道典君


	下水道課長
	安里一郎君


	水道部総務課長代理
	屋良利彦君


	経理課長
	比嘉良男君


	業務課長
	又吉盛弘君


	給水課長
	阿波連宗政君


	工務課長
	前田仙松君


	浄水場長
	原国政浩君


	会計課長
	平田つる子君


	監査委員事務局長
	比嘉政謙君


	消防総務課長
	上原太郎君


	選挙管理委員会委員長
	赤嶺正一君


	同　事務局長
	内間安秀君


	那覇連合区教育次長
	喜久山添釆君


	同　総務課長
	糸洲朝宜君


	同　総務
	伊良波長正君


	同　庶務課長
	上原典雄君


	同　会計課長
	武内正治君


	那覇教育区施設課長
	浦崎直信君


	同　書記
	国場幸忠君









○事務局出席者


	局長
	義永栄善君


	庶務課長
	玉城三郎君


	議事課長
	新垣襄二君


	調査係長
	亀島美一君


	議事係長
	永山盛広君


	　
	　


	記録係長
	山城正信君


	記録係
	徳村政保君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






１９６７年第９３回那覇市議会定例会議事日程第５号

１９６７年６月２１日（水）午前１０時開議




第１　　会議録署名議員の指名について




第２　　議案の訂正について




第３　　工事請負契約の変更について

（市長提出議案第９６号）




第４　　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて

（市長提出議案第９７号）




第５　　工事請負契約の変更について

（市長提出議案第９８号）




第６　　工事請負契約の変更について

（市長提出議案第９９号）




第７　　工事請負契約の変更について

（市長提出議案第１００号）




第８　　工事請負契約の変更について

（市長提出議案第１０１号）




第９　　１９６７年度那覇市一般会計予算の繰越しについて

（市長提出議案第１０２号）




第１０　予算外議務負担について

（市長提出議案第１０３号）




第１１　１９６８年度那覇市歳入歳出追加更正予算

（市長提出議案第１０４号）




第１２　１９６７年度那覇市水道事業特別会計予算の繰越しについて

（市長提出議案第１０５号）




第１３　工事請負契約を結ぶことについて

（市長提出議案第１０６号）




第１４　予算外義務負担について

（市長提出議案第１０７号）




第１５　議案第７０号　ごみ処理場建設用地の取得について

（経済民生教育委員長審査報告）







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○会議に付した事件

（議事日程と周じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

















○仮議長（大山　盛幸君）

　これより、本日の会議を開きます。

本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第５号のとおりであります。

　諸般の報告をいたします。

６月１２日付、那総総第４，３８８号「第９３回那覇市議会付議事件名の一部訂正について」

６月１４日付、那総総第４，４５５号「議案の訂正について」および

６月２０日付、那総総第４，６１４号「議案の追加送付について」那覇市長職務代理者那覇市第一助役古堅宗徳から文書が送付されておりましたので、それぞれ、お手元に配付してあります。

６月１５日付　那覇市字安謝２４４番地　儀間真勝　他６７名からの「市長、三役給与市議報酬値上げ反対について」

６月１５日付　那覇市首里石嶺町１の１２０　当間嗣州　他１２４名からの「市長及び特別職のお手盛増棒に反対する陳情」

６月１５日付　那覇市天久８０９番地　嶺井政義　他１１４名からの「市長、三役、市議の報酬値上げ反対の陳情」

６月１５日付　那覇市上之屋２２８番地　比嘉清恵　他１５名からの「市長三役給与並びに議員報酬増額に反対する陳情」

６月１９日付　那覇市字寄宮３０６番地　与儀久子　他５３名からの「市長および三役、市議会議員の歳費の大巾値上げに反対する陳情」

　以上５件の陳情は、会議規則第８７条の規定により、総務委員会に審査を付託いたしました。

５月１０日付　那覇市山川町２丁目３１番地　盛島薫英　他２３７名からの「道路改修および側溝設置について」

６月１２日付　那覇市字寄宮２５８　焚辺区自治会長　島袋宗康　他４０名からの「真和志郵便局通りの道路改修工事施工方について陳情」

６月１４日付　岡野自治会会長　崎山喜文からの「安謝川西方堤防護岸修築について」

６月１９日付　那覇市字識名小又原９１９　照屋朝三　他５２名からの「小又原道路開設に関する陳情」

６月２０日付　那覇市松山町２の１３１新城平三郎　他８３名からの「水上店舗隣り、南銀横通り舗装方に関する陳情」

　以上５件の陳情は、会議規則第８７条の規定により建設委員会に審査を付託いたしました。

６月５日付　呉市議会議長　宮川健二

６月９日付　総社市議会議長　小西伊三雄から「沖繩の祖国日本への復帰に関する決議について」文書が送付されておりましだので、報告いたします。

６月２０日付　経済民生教育委員長から会議規則第７３条の規定による「委員会審査報告書」が提出されておりました。　写はお手元に配付してあります。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○仮議長（大山　盛幸君）

　日程第１「会議録署名議員の指名について」を議題にいたします。

本日の会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により、議長において安見福寿君　大浜長弘君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○仮議長（大山　盛幸君）

　日程第２「議案の訂正について」を議題といたします。

当局の説明を願います。




○市長公室長（城田　清才君）

　議案の訂正につきましては那総総第４，４５５号１９６７年６月１４日付をもちまして議長あてに送付してございますのでそのとおり御了承願いたいと思います。




○仮議長（大山　盛幸君）

　ただいまの説明に対し質疑に入ります。

（「異議なし」というものあり）




○仮議長（大山　盛幸君）

　質疑なしと認めこれを承認することに御異議ありませんか。

（「質疑なし」というものあり）




○仮議長（大山　盛幸君）

　御異議なしと認め議案の訂正についてはこれを承認することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○仮議長（大山　盛幸君）

　日程第３から日程第１４までの議案を一括上程し順次当局の説明を求めます。








○建設部長（花城　直政君）

　議案第９６号についてご説明申し上げます。

この工事につきましては、１９６６年８月６日議会の同意を得て施行中でありますが、設計当初、土質調査資料に基づいて基礎くい打ちの設計をしたのでありますが、現場が戦前の塩田で汐渡川に沿い、珊瑚礁の上にいろいろの泥土と砂が堆積して形成された地層の上に埋め立て造成した土地であります。このため支持地盤の深度に相当の異方性がありまして、ボーリング調査による設計基礎くい長さと基礎くい打込工事による実施くい長さに差異が生じたため、その部分を設計変更して施行しなければならなくなりました。当初の計画では２，２９６メートルのコンクリートパイルが入るようになつていましたが、実際に実施の段階において、２，６７８メートルのコンクリートパイル　を打ち込まなければならなくなりました。結局３８２メートルの増となつたために新たに３００ミリメートルのコンクリートパイルを発注したのでありますが、このコンクリートパイルは特殊品で在庫がないために製造に１０日、養生期間に３０日計４０日の期間を要したために、１９６６年８月２０日から１９６６年９月２８日までやむなく工事を中止しました。

設計変更に伴うコンクリートパイル増による契約金額の変更については、去る１９６６年１１月１０日開会された第８７回那覇市議会臨時会に提案しまして、ご承認を得たのであります。

工期につきましては、既定の工期内に完了するように請負業者を常に督励し、また請負業者の城間組代表者城間長幸も労務者を動員し、誠心誠意努力してきたのでありますが、前述したように３００ミリメートルのコンクリートパイルは特殊品で製造業者は注文しなければ製造しないために製造業者に在庫品がなかつたのであります。

　以上申し上げましたとおり甲の責任において１９６７年７月１５日まで１５日間の工期を延長したいと思います。

　なにとぞよろしくご審議いただきまして、ご承認くださいますようお願いします。

次に議案第９７号１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて御説明申し上げます。

　今年度工事中の財産管理課横の道路新設工事はその用地が日本国有地となつているため、国県有地の換地承認とも関連し、これまで工事を着手することができなかつたのでありますが、去つた１月に年度内に着工したい旨民政府と交捗いたしましたところ、３月に承認されたので実施測量設計をおえて工事に着手したのが６月１０日であり、年度内に完了の見込みがないので２，３５８ドルの予算繰越しをするわけでございます。

　よろしく御審議下さいますようお願いいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○土木部長（金城　秀仁君）

　議案第９８号から１０１号までの案件につきましては関連しますので一括して説明いたします。

第３次泊、安謝間公有水面埋立工事につきましては、１９６６年１２月２２日工事に着手して以来、順調に工事をすすめてきたのでありますが、工期の後半から排水関係のヒユーム管が製造と需要のバランスがとれないのと、５月下旬頃からの降雨つづきのため、工事の進捗に多大の支障をきたしたのであります。しかし６月中旬頃からはヒユーム管も順調に入手できるようになりましたので、天気の回復次第昼夜兼行で工事をすすめ６月３０日までには道路の基礎的工事もほとんど完了する予定でありますが、道路の転圧およびエル型側溝の養生ならびに工事現場のあと片付け等に１か月の日数を要しますので７月３１日までの工期延長はやむを得ないものと思います。

　なにとぞよろしく御審議くださいますよう、お願いします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○財政部長（当真　重美君）

　議案第１０２号１９６７年度那覇市一般会計予算の繰越しについて御説明申し上げます。

１９６７年度の予算繰越しとなる事業の款を追つて説明申し上げますと、

　まず、第２款役所費では那覇市史資料編下巻の印制費２，３７６ドル

第４款土木費では道路改修工事７本で３９，８６９ドル排水工事６本で５７，４２７ドル、安里川上流河川の用地買収６件で１９，３７０ドル　第３次泊安謝間埋立事業が、１９９，８３６ドル　災害土木工事２本で４，１０５ドル　都市計画事業費は７本の工事と不良住宅の物件補償で２３３，７８４ドルとなつております。　第６款の社会及び労働施設費では久場川団地のようへき工事７，８０８ドル　若松市営住宅建設工事３２，０５８ドルであります。

第７款の保健衛生費はごみ処理場用地購入費の１，２００ドルであります。

第８款　産業経済費では若松市場建設工事２１，６５１ドルと真和志市場の設計委託料２，５３１ドル　となつておりまして総額６３９，２７９ドルの予算繰越しとなる見込みでありますが、これらの事業の債務負担行為総額は１，７９１，４５２ドルとなつており、翌年度への繰越額は３６．２％になります。

　予算繰越しとなつた理由について申し上げますと工事関係事業は入札に付しても落札者がなく、業者との調整に長期日を要し年度後半に事業着手したため遅れたもの、さらに政府補助事業について年度後半に入つてから補助指令を得て事業着手したため遅れたこと、その他埋立工事、横断橋工事資材入荷が遅れたこと、または資材不足によつて、年度内の完成が見込めなくなつたものであります。不良住宅街の障害物件補償につきましては、移転先の金城町宅地造成工事が遅れたこと、また安里川河川用地買収は地主との接捗を分筆測量等が遅れたことによるものであります。

那覇市史資料編の印刷は当初予定よりも頁数と校正回数がふえたこと、真和志市場の設計委託は当初計画より建築面積を大きくし機械設備を入れた計画変更を行なつたこと、　以上の理由で年度内に執行することができなかつたのでありますが、これらの事業のほとんどは７月末で完成する見込みでありまして一部政府補助事業も１２月末までには完成する見込みであります。

１９６７年度の予算繰越しにつきましては、起債事業の泊安謝間埋立事業と若松市場および住宅建設事業さらに政府補助事業の都市計画関係工事４本、土木関係工事２本および農道工事２本の特定財源による事業の繰越額４６７，８９９ドルも含まれているため例年に比べて多額の予算繰越しとなつております。　なお特定財源の収入につきましては、起債関係事業が７月末までに完成する見込みでありますので、この分は出納整理期間中の収入として１９６７年度で収入し、出納閉鎖までに収入できない政府補助金につきましては、今議会に提案してあります。１９６８年度の当初予算と追加更正予算にそれぞれ計上してありますので、１９６８年度において収入する考えであります。

　以上簡単に説明を終ります。よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。









　議案第１０３号予算外義務負担について御説明申し上げます。

本案は小禄地内道路改良工事を政府の補助を得て実施する計画で、１９６８年度予算案に計上いたしてありますが、１９６７年６月１０日づけで補助指令を得たのであります。指令によりますと１９６７年６月３０日までに債務負担行為を起こすよう条件が付されております。　市といたしましても早急に事業着手するため、この案を追加議案として提出した次第であります。

　よろしく御審議のほどを御願い申し上げます。









　議案第１０４号　１９６８年度那覇市歳入歳出追加更正予算について御説明申し上げます。　１９６８年度以降の公営住宅建設用地購入費を１９６７年度予算に計上いたしましたが地主との接渉が長びき、１９６７年度内に執行することができなくなりましたので、これを１９６８年度に事業を繰越して用地の確保をはかるための予算処置として歳出の第６款に６６０，０００ドルを追加いたしました。　歳入のほうは用地購入の充当財源として起債収入６６０，０００ドルと１９６７年度の農道工事の予算繰越しに伴ないこれの充当財源である政府補助金の収入時期が１９６８年度となりますので、この分の追加１３，８１０ドル計６７３，８１０ドルの歳入追加であります。

歳入の減額分は、現在工事中の若松市場および住宅建設工事が予算繰越しとなり完成時期が遅れますので提案中の当初予算に計上いたしてあります年間分の使用料収入の減額９７９ドル　１９６７年度で収入予定しておりましたときの農道工事に対する政府補助金が１９６８年度に組替えられたことにより繰越金の減額１２，８３１ドル計１３，８１０ドルの減でありまして、予算総額といたしましては歳入　歳出とも６６０，０００ドルの追加となつております。　以上簡単に説明を終ります。　よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○水道部長（玉城　定仁君）

　議案第１０５号１９６７年度那覇市水道事業特別会計予算の繰越しについて、ご説明申し上げます。

　今回予算を繰り越さなければならない内容については、浄水用薬品液体塩素の購入６トン分と自己資金による配管工事２件、これは雨期により道路復旧が予定通り進捗しないのであります。　また泊浄水場水質試験室新築工事で設計事務に若干、日時を要し、工期も６カ月を必要とするのであります。

この建築工事の請負契約については、議会の議決を必要とするものでありまして、議案第１０６号で議会の議決を求めるため、　提出してあります。

また　１９６８年度において建設される水道部庁舎につきましては、市の基本設計に基づいて実施設計書の作成委託いたしてありますが、７月中までかゝる見込みであります。　以上のような理由により、これら予算については、年度内に執行する見込みがなく、次年度に予算の繰り越しをするため、この案を提出したのであります。

　よろしくご審議のほど、お願いいたします。









　議案第１０６号工事請負契約を結ぶことについて、ご説明申し上げます。

この契約は、泊浄水場水質試験室の新築工事でありまして、さきほどの予算繰り越しでも若干ご説明申し上げたのでありますが、設計事務に若干期日を要し、去つた６月１９日関係業者を指名のうえ、入札した結果、再入札に付しても落札者がなく、最低応札者である喜納工務店代表者喜納喜清と接渉したところ市予定価格以下で契約が可能となり、同日仮契約を締結いたしたのであります。この契約は議会の議決を必要とするので、この案を提出したのであります。

　よろしくご審議のほどお願いいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○土木部長（金城　秀仁君）

　議案第１０７号「予算外義務負担について」ご説明申しあげます。

本案は　１９６７年度都市計画事業費補助金として、下水道工事に充当するためのもので、補助条件といたしまして、指令受理の日から３０日以内に事業着手しなければならないとの条件が付されておりまして、１９６７年度内に債務負担行為を起こすため、予算処置を行なう必要があるので、今回追加議案として本案を提出した次第であります。

　よろしく御審議の程をお願いいたします。









○仮議長（大山　盛幸君）

　質疑なしと認め日程第３の議案９６号から日程第８の議案１０１号まではそれぞれその審査を建設委員会に付託し、日程第９の議案１０２号から日程第１１の議案１０４号まではそれぞれその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○仮議長（大山　盛幸君）

　休憩します。

	（午前　１０時２９分　休憩）

	（午前　１０時３０分　再開）







○仮議長（大山　盛幸君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。

日程第１２　第１０５号議案１９６７年度那覇市水道事業特別会計予算の繰越しについて、日程第１３　第１０６号議案工事請負契約を結ぶことについて、日程第１４　第１０９号議案予算外義務負担について

以上３件は建設委員会にその審査を付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○仮議長（大山　盛幸君）

　日程第１５　第７０号議案ごみ処理場建設用地の取得についてを議題として経済民生教育委員長の報告を求めます。






○経済民生教育委員長（安見　福寿君）

　議案第７０号「ごみ処理場建設用地の取得について」審査の結果を御報告いたします。　本案は、先にごみ処理場用地として取得した約１，６００坪の用地内にある大城盛睦所有の土地（別紙図面６００番地）をごみ処理場建設用地として取得すべく提案したのであります。

　該土地については該用地として取得すべく再三地主と折衝を重ねてきたのであるが坪単価の件で折合いがつかず、未取得のままになつていたのでありますが、　このたび、隣接土地と同単価で購入すべく話し合いがつき提案した、ということであります。

　質疑の主なものを申し上げます。　議案の取得金額には３３０，５７８，５１平方メートル〔１坪〕当り１４ドルとしてあるだけで、取得金額が明示されていない。理由については、主管課としては取得金額を５，１６６ドルと明示したが、法規係との合議の段階で取得用地の面積を実測する場合、多少の増減があると予測し、不確定なものに金額を入れるのは好ましくない、との結論に達し、坪数と坪単価だげを記載したとのことだが、実際には政府の臨時土地調査庁ですでに測量ずみで、議案に明示されている３６９坪は確定しているとの答弁もあり、主管課と事務的な横の連けいがとれないことを指摘して議案訂正の意思の有無についてただしましたところ、当局は、　本案は用地取得のための議案であり従つてこの場合、取得用地面積が十分にあるかどうかが議決事項として重要な意義を有するものであり、取得金額そのものは、議決事項としては重要な意味をもつものでないとの見解にたち、提案したが今後は横の連けいを綿密にし、かようなことのないように取得用地面積が確定しているものについては、取得金額を明示するようにしたい」ということであります。　さらに図面の３００坪については、すでに地主と契約ずみで、道路用地として使用しているが、該地は４人の地主がおり境界線のことで明確性を欠くため、他の地主からの証明聴取の必要もあるので６８年度予算に繰越して取得したい。また該地の用地取得がおくれた理由については

(1)地主が当初から坪単価２５ドルを主張して市の主張する１４ドルと大きな格差があつたこと。

(2)地主が小作人に耕作させている関係で該地の実情を知らなかつたこと。

以上の点に起因する」ということであります。

　以上のほか、なお若干の質疑が交わされたのでありますが、結論として本件に対しては原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○仮議長（大山　盛幸君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。






○久高　友敏君

　委員長にお尋ねいたします。本案については前に取得した場合、現場視察したとき、この土地はこのごみ処理場の予定地の中間にあるので必要はないかと聞いたら経済民生部は別に事業するには差しつかえない。　さらに、あの当時の説明ではほかの用地は１０ドルそこらで買つているが、そこは２８ドルも地主は主張しておるので取得はしないという現場での説明を聞きましたが、本員がお尋ねしたいのは、このごみ処理場は当分の間、つまりコンポスト工場で周辺に及ぼす公害はさほどないということを説明されておりますが、これは取得することによつて来年度から市の計画に基づいて消却炉が設置されるが、その場合付近住民、あるいは農作物に対しての公害、衛生的の問題等については素人ながら非常に杞憂するものであるが、委員会において公害が絶対ないということについて審議されたかどうか。これについてお尋ねいたします。






○経済民生教育委員長（安見　福寿君）

　お答えいたします。この点につきまして、まず排出される煤煙の公害のこともただしましたら、近代的な設備を設けて実際公害のないような措置をしたい。そのほかのこともつとめて周囲に公害を及ぼさないような決定的な措置をとるという、こういうような答弁でございました。




○久高　友敏君

　委員会の中で周囲にそういつた公害が絶対ないということで確証を得られたということを聞いて一応納得するわけでありますが、しかしながら日本本土においても、このごみ処理場は、つまりコンポスト、消却炉の周辺が非常に公害で悩まされておるという事実があるわけでございます。

　従つて沖繩において、特に那覇市がそういつた施設をするが、周辺に公害を及ぼさないという予算措置もされておるかどうか。

　議案は取得となつており、住民に及ぼす公害が絶対ないということだが、何か資料に基づいて審議されたかどうか、ただ当局のいいなりで絶対ないであろうという意味の納得であるのか、日本本土においては何か煙突の上のほうから水を出す方法、あるいは横に煙突を設けてそこで何か繰作をして公害の措置をされてある都市もありますが、那覇市においては市民が飲む水さえないので水による操作ということは考えられないが、化学的にどういつた措置をして市民に公害を絶対及ぼさないということを審議されたかその点をお尋ねいたします。




○経済民生教育委員長（安見　福寿君）

　お答えします。煤煙に対する公害防止の装置について詳わしい説明があつたんですが今記録を持つておりませんのでもう一ぺん部長をしてそのことを考えていただきます。






○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。消却炉の公害の件についての御質問でございますが、仰せのとおりこの公害には、煙害と汚水の二つになるわけです。

この両方の公害の程度につきましては、機械のメーカーの機種の構造によつて違うわけです。われわれとしましては、そういつた公害が起こらぬような構造の機種をできるだけ選んでいきたい。そうしますと、汚水の場合は、できるだけ循環水に用る。従いまして灰出しピツトの稀しやく水の排水程度でありまして、４、５日にあるいは一週間に１回排水する程度ということになりますので、その程度の汚水ならば公害はないと、それから煙害につきましては湿式と乾式がありまして、われわれは現在乾式を採用しようと、湿式は前にも説明申し上げましたとおりシヤワーによりまして、煙を洗うという程度でこれは公害法に基づく０．７％以上の濃度が出てくるので公害に抵触すると、しかし乾式の場合には、マルチサイクロンを使いますので、これを使えば公害法に基づく０．９％以下になるので、それに抵触しないというメーカーの構造になつておるわけです。御参考までに申し上げますが、マルチサイクロンは現に北部製糖、中部製糖がこれを採用しつつあるわけです。






○儀間　真祥君

　この取得する地域の地積に他の何かの権利の設定がなされていをいかどうかこの点についてお尋ねします。　もう１点、今先の説明によりますと、取得する地積だけが議決事項で金額については議決事項の対象にならないというふうなことで金額については示していないという説明でありますが、この問題について委員会の審査の中で、　金額をかかなくてもいいのかどうか委員会はどういうふうな態度をとつておりますか。






○経済民生教育委員長（安見　福寿君）

　お答えします。最初のほうの抵当権の設定の件は質疑の中にありませんでした。それから２番目のほうは当然金額を明示すべきであるということで、先ほど説明しましたように、今後はきちつとのせるという当局の答弁がありました。






○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。該地における地上権のすべての件は調査の結果何もありませんでした。




○仮議長（大山　盛幸君）

　質疑終結します。討論に入ります。

（「討論なし」という者あり）




○仮議長（大山　盛幸君）

　討論終結し採決に入ります。

日程第１５　第７０号議案ごみ処理場建設用地の取得については委員長報告どおり原案可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○仮議長（大山　盛幸君）

　御異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○仮議長（大山　盛幸君）

　これで全日程を終了いたしましたので散会いたします。



（午前　１０時４５分　散会）
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	上原繁栄君


	人事課長
	渡久地敬正君


	総務課長
	武村盛秀君


	行政監察課長
	金城勇君


	用度管材課長代理
	平山良津君


	市民課長
	真栄里思温君


	土地課長
	高嶺朝恭君


	泊港務所長
	宮平勝哉君


	首里支所長
	大城朝亮君


	小禄支所長
	上原義広君


	真和志支所長
	中村幸永君


	主計課長
	平山登君


	検収課長
	国吉長成君


	市民税課長
	仲里徳男君


	資産税課長代理
	渡口精雄君


	徴税課長
	豊里寛伝君


	商工観光課長
	小橋川秀義君


	民生課長
	玉城正次君


	農林水産課長
	仲村致栄君


	保健衛生課長
	清水愛三君


	労政課長
	糸数昌秀君


	ごみ処理場長
	外間政彰君





	建設部庶務課長
	宜野座朝恭君


	都市計画課長
	嘉手納是敏君


	建築課長
	浦崎安昭君


	住宅課長
	佐久本政裕君


	区画整理課長
	当間林徳君


	土木課長
	具志堅友信君


	道路管理課長
	渡慶次道典君


	下水道課長
	安里一郎君


	水道部総務課長代理
	屋良利彦君


	経理課長
	比嘉良男君


	業務課長
	又吉盛弘君


	給水課長
	阿波連宗政君


	工務課長
	前田仙松君


	浄水場長
	原国政浩君


	会計課長
	平田つる子君


	監査委員事務局長
	比嘉政謙君


	消防総務課長
	上原太郎君


	選挙管理委員会委員長
	赤嶺正一君


	同　事務局長
	内間安秀君


	那覇連合区教育次長
	喜久山添釆君


	同　総務課長
	糸洲朝宜君


	同　総務
	伊良波長正君


	同　庶務課長
	上原典雄君


	同　会計課長
	武内正治君


	同　施設課長
	浦崎直信君


	同　書記
	国場幸忠君





～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～





○事務局出席者


	局長
	義氷栄善君


	庶務課長
	玉城三郎君


	議事課長
	新垣襄二君


	調査係長
	亀島美一君


	議事係長
	永山盛広君


	　
	　


	記録係長
	山城正信君


	記録係
	徳村政保君









１９６７年第９３回那覇市議会定例会議事日程第６号

１９６７年６月２６日（月）午前１０時開議




第１　　会議録署名議員の指名について




第２　　議案第４８号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第３　　議案第４９号　那覇市報酬および費用弁償条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第４　　議案第５０号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第５　　議案第５１号　市有財産の取得管理および処分条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第６　　議案第５２号　議会の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第７　　議案第５３号　工事その他請負契約条例の一部に改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第８　　議案第５４号　那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第９　　議案第５５号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第１０　議案第５６号　那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について

（経済民政教育委員長審査報告）




第１１　議案第５７号　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

（経済民政教育委員長審査報告）




第１２　議案第５８号　那覇市ごみ処理場条例制定について

（経済民政教育委員長審査報告）




第１３　議案第５９号　那覇市宿所提供施設設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

（経済民政教育委員長審査報告）




第１４　議案第６０号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

（建設委員長審査報告）




第１５　議案第６２号　那覇市公営企業組織条例制定について

（建設委員長審査報告）




第１６　議案第６３号　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例制定について

（建設委員長審査報告）




第１７　議案第６４号　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について

（建設委員長審査報告）




第１８　議案第６５号　那覇市水道事業業務状況の提出に関する条例制定について

（建設委員長審査報告）




第１９　議案第６６号　那覇市水道事業基本計画について

（建設委員長審査報告）




第２０　議案第６７号　市有地を売却処分することについて

（建設委員長審査報告）




第２１　議案第６８号　国場川（漫湖）の公有水面埋立について

（建設委員長審査報告）




第２２　議案第６９号　市有地を売却処分することについて

（総務委員長審査報告）




第２３　議案第７１号　牧志公設市場建設債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第２４　議案第７２号　第２次若松公設市場および市営住宅建設債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第２５　議案第７３号　真和志公設市場建設債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第２６　議案第７４号　１９６８年度公営住宅建設債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第２７　議案第７５号　漫湖風致地区整備事業債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第２８　議案第８４号　下水道事業債を起こすことについて

（建設委員長審査報告）




第２９　議案第７６号　継続費を設定することについて

（総務委員長審査報告）




第３０　議案第８５号　那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第３１　議案第８６号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第３２　議案第８７号　那覇教育区教育委員会報酬および費用弁償規則の一部を改正する規則制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第３３　議案第８８号　那覇教育区教育委員会関係職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第３４　議案第８９号　那覇教育区幼稚園教員給与等に関する規程の一部を改正する規程制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第３５　議案第９２号　那覇教育区債を起こすことについて

（経済民生教育委員長審査報告）




第３６　議案第９３号　学校建設事業費を継続費とすることについて

（経済民生教育委員長審査報告）




第３７　議案第９４号　牧志公設市場建設用地と市有地との交換について

（経済民生教育委員長審査報告）




第３８　議案第９５号　市有地を無償で貸し付けることについて

（経済民生教育委員長審査報告）




第３９　議案第９６号　工事請負契約の変更について

（建設委員長審査報告）




第４０　議案第９８号　工事請負契約の変更について

（建設委員長審査報告）




第４１　議案第９９号　工事請負契約の変更について

（建設委員長審査報告）




第４２　議案第１００号　工事請負契約の変更について

（建設委員長審査報告）




第４３　議案第１０１号　工事請負契約の変更について

（建設委員長審査報告）




第４４　議案第９７号　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて

（建設委員長審査報告）




第４５　議案第１０５号　１９６７年度那覇市水道事業特別会計予算の繰越しについて

（建設委員長審査報告）




第４６　議案第１０６号　工事請負契約を結ぶことについて

（建設委員長審査報告）




第４７　議案第１０２号　１９６７年度那覇市一般会計予算の繰越しについて

（総務委員長審査報告）




第４８　議案第１０３号　予算外義務負担について

（総務委員長審査報告）




第４９　議案第１０７号　予算外義務負担について

（建設委員長審査報告）




第５０　議案第７９号　１９６８年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

（建設委員長審査報告）




第５１　議案第８０号　１９６８年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算

（建設委員長審査報告）




第５２　議案第８１号　１９６８年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算




第５３　議案第８３号　１９６８年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

（建設委員長審査報告）




第５４　議案第８２号　１９６８年度那覇市水道事業会計予算

（建設委員長審査報告）




第５５　議案第７７号　１９６８年度那覇市歳入歳出予算

（総務委員長審査報告）




第５６　議案第１０４号　１９６８年度那覇市歳入歳出追加更正予算

（総務委員長審査報告）




第５７　議案第９１号　１９６７年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算

（経済民生教育委員長審査報告）




第５８　議案第９０号　１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算

（経済民生教育委員長審査報告）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○会議に付した事件

第１　　会議録署名議員の指名について




第２　　議案第４８号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第３　　議案第４９号　那覇市報酬および費用弁償条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第４　　議案第５０号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第５　　議案第５１号　市有財産の取得管理および処分条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第６　　議案第５２号　議会の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第７　　議案第５３号　工事その他請負契約条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第８　　議案第５４号　那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第９　　議案第５５号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

（総務委員長審査報告）




第１０　議案第５６号　那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第１１　議案第５７号　那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第１２　議案第５８号　那覇市ごみ処理場条例制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第１３　議案第５９号　那覇市宿所提供施設設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第１４　議案第６０号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

（建設委員長審査報告）




第１５　議案第６２号　那覇市公営企業組織条例制定について

（建設委員長審査報告）




第１６　議案第６３号　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例制定について

（建設委員長審査報告）




第１７　議案第６４号　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について

（建設委員長審査報告）




第１８　議案第６５号　那覇市水道事業業務状況の提出に関する条例制定について

（建設委員長審査報告）




第１９　議案第６６号　那覇市水道事業基本計画について

（建設委員長審査報告）




第２０　議案第６７号　市有地を売却処分することについて

（建設委員長審査報告）

第２１　議案第６８号　国場川（漫湖）の公有水面埋立について

（建設委員長審査報告）




第２２　議案第６９号　市有地を売却処分することについて

（総務委員長審査報告）




第２３　議案第７１号　牧志公設市場建設債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第２４　議案第７２号　第２次若松公設市場および市営住宅建設債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第２５　議案第７３号　真和志公設市場建設債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第２６　議案第７４号　１９６８年度公営住宅建設債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第２７　議案第７５号　漫湖風致地区整備事業債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第２８　議案第８４号　下水道事業債を起こすことについて

（建設委員長審査報告）




第２９　議案第７６号　継続費を設定することについて

（総務委員長審査報告）




第３０　議案第８５号　那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第３１　議案第８６号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第３２　議案第８７号　那覇教育区教育委員会報酬および費用弁償規則の一部を改正する規則制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第３３　議案第８８号　那覇教育区教育委員会関係職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第３４　議案第８９号　那覇教育区幼稚園教員給与等に関する規程の一部を改正する規程制定について

（経済民生教育委員長審査報告）




第３５　議案第９２号　那覇教育区債を起こすことについて

（経済民生教育委員長審査報告）




第３６　議案第９３号　学校建設事業費を継続費とすることについて

（経済民生教育委員長審査報告）




第３７　議案第９４号　牧志公設市場建設用地と市有地との交換について

（経済民生教育委員長審査報告）




第３８　議案第９５号　市有地を無償で貸し付けることについて

（経済民生教育委員長審査報告）




第３９　議案第９６号　工事請負契約の変更について

（建設委員長審査報告）




第４０　議案第９８号　工事請負契約の変更について

（建設委員長審査報告）




第４１　議案第９９号　工事請負契約の変更について

（建設委員長審査報告）




第４２　議案第１００号　工事請負契約の変更について

（建設委員長審査報告）




第４３　議案第１０１号　工事請負契約の変更について

（建設委員長審査報告）




第４４　議案第９７号　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて

（建設委員長審査報告）




第４５　議案第１０５号　１９６７年度那覇市水道事業特別会計予算の繰越しについて

（建設委員長審査報告）




第４６　議案第１０６号　工事請負契約を結ぶことについて

（建設委員長審査報告）




第４７　議案第１０２号　１９６７年度那覇市一般会計予算の繰越しについて

（総務委員長審査報告）




第４８　議案第１０３号　予算外義務負担について

（総務委員長審査報告）




第４９　議案第１０７号　予算外義務負担について

（建設委員長審査報告）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○副議長（辺野喜英興君）

　これより、本日の会議を開きます。本日の日程は、お手元に配布してある議事日程第６号のとおりであります。　諸般の報告をいたします。第９１回議会で沖繩の祖国復帰に関する要請決議について「アメリカ合衆国下院議長」宛、文書を送付致しましたところ、６月２１日付で下院より、「祖国復帰の要請文」について受領したとの文書が送付されておりましたので、ご報告いたします。

６月２４日付　総務委員長、建設委員長、経済民生教育委員長から会議規則第７３条の規定による「委員会審査報告書」がそれぞれ提出されておりました。写は、お手元に配付してあります。

６月２１日付　角本美智子外３１名から、「壺屋地内道路開設並びに、補修について」の陳情がまいつておりましたので、会議規則第８７条の規定により、建設委員会に、その審査を付託いたしましたので、ご報告いたします。

６月１７日付　議員黒潮隆ほか２名から、議案第５１号に対する修正案が提出されております。修正案は、お手元に配付してありますので、後刻ご審議願います。

６月１７日付　議員久高友敏ほか１名から、議案第４８号に対する「少数意見報告書」が、提出されておりました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○副議長（辺野喜英興君）

　日程第１「会議録署名議員の指名について」を議題といたします。本日の会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により、議長において喜舎場盛一君　山川正平君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第２議案第４８号「那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について」を議題といたします。総務委員長の審査報告を求めます。

なお、本件については、少数意見の留保がなされておりますので、留保者は、委員長の報告に引き続き少数意見の報告を願います。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第４８号　「那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告いたします。この改正の理由は、市町村公営企業法の施行にともない、水道局企業職員の給与については、別に条例が制定されるのでこの条例の適用を除外することと、市長、助役、収入役および一般職員の給料を物価の上昇、琉球政府ならびに民間の給与等を考慮し、改定するためであります。この改正で一般職員の給与は、平均９．５２％上昇するが、１９６５年５月から１９６６年１１月までの物価を比較すると９．０８％の上昇率を示しております。また、政府職員ならびに民間との平均給与を比較してみますと、

△　那覇市は３月１日現在８９ドル７８セントで今回の９．５２％アツプにより９８ドル３３セントになりますが、政府は昨年７月１日現在９４ドル４６セントで、今回の８．０７％アツプで１０２ドル７７セントになります。民間との比較については、１９６７年３月にだされている人事委員会の報告からいたしますと、６６年１１月現在で民間の平均給与は９７ドル７９セントであります。その差は政府は民間より３．０５％低く、市はさらに政府より３．０５％低いということであります。

この人事委員会の民間給与の調査は、５０人以上を擁する２４１件の会社の中、公務員と同じ職種とみられる２５種の職にある７，１６６人を対象にしてなされたものであります。次に、特別職の給与については、日本の類似都市に比較しても、現在でも高い部類に属するので、今回の増額改定は見合わすべきでないかとただしましたが、当局の見解は、日本本土との比較については、双方の物価格差も加味されなくてはならないし、また、琉球政府は主席が５００ドルから６００ドルに、副主席が４００ドルから５００ドルに、局長が３２０ドルから４２０ドルにそれぞれ改定されます。さらに、民間会社の３月１日現在の社長給与を申し上げますと、

△　電々公社５００ドル　水道公社４２５ドル　琉球銀行６００ドル　沖繩配電６６０ドル　琉球海運４８０ドル　琉球生命８００ドル　琉球セメント７５０ドル　山形屋５００ドル沖繩タイムス６００ドル　琉球新報３５０ドルでありますので、周囲とのバランスも考慮しなければならないという説明がなされております。また、この議案第４８号ならびに第４９号に関連して６地域の住民から反対陳情が出され、本委員会に付託されておりますので、それぞれ代表者に出席を求め、意見を聴取いたしました。その主なるものを申し上げますと、那覇市は、都市計画事業、水道事業、下水道事業等、まだまだやるべき仕事は山積みしている。市民が再三陳情してもそれにこたえきれない状態であり、また、河川の整備もなされてないまま放置されたところもあるし、今回提案されている特別職の給与ならびに議員報酬の増額改定案は撤回し、その分の予算を市民の要望する諸事業に廻してもらいたい。また、市民の公僕である市長、三役並びに議員は昨年も大巾増額したばかりである。町工場においては、４２～４３ドルの俸給をもらつている市民も多いのだ。以上観点からいたしましても那覇市のやるべき仕事は多いし、また、現在の市政は勤労者の利益になつていないので、反対するという陳情人の意見が述べられております。委員会は、このような陳情人の意見からいたしまして、今回の市長、三役給与の増額改定を見合わし、その分の予算を市民の要望する諸事業に廻す考えはないか、また、もしないとすれば、この給与改定がこれらの事業より優先するということかと、当局にただしました。

これに対する当局の見解は、現段階では、それが優先するということになるが、こういつた市民の要望については、今後、執行の面で検討してゆける問題であるという説明がなされております。以上、申し述べましたように、委員会は、当局ならびに陳情人の説明を聴取し、討論に入つたのであります。先ず、反対討論から申し上げますと、那覇市のやるべき仕事は、市民の要望するように山積みしている。これらの事業は、もつとも優先されるべきものであり、予算の配分もその点考慮されるべきものである。また、市長の給与を本土の類似市の１１市に比較しても、今でさえ高い部類に入る。なるほど、援助は増えて、それだけ、仕事も多くなるわけですが、本土の市町村が国県支出金を受けているようには、まだまだいたつていない。さらに当局は、市長の給与を主席と同額にし、また、民間会社の社長の給与と比較しているが、主席と市長が同給与を支給されるということはおかしい。主席は、任命とはいえ、全県民を対象に仕事をするし、市長は全那覇市民を対象に仕事をするのである。また、民間会社は、利益追求を目的とするものであり、利益があればそれだけ多くもらうだろう。市長は、これら民間会社の社長より責任も重く、より多くの仕事をするからといつてこれと比較することは間違いである。また、物価の上昇は何も市長、三役のみにそのしわ寄せは来るものではない。市民も等しくその影響を受けるのだ。一般職員の給与改定は９．５２％であるのに市長、三役は大巾に値上げしている。以上の観点から、本案に反対する。ということであります。次に、賛成討論を申し上げますと、先ず、第１点は市町村公営企業法の施行に伴い、水道局企業職員の給与については、別に条例が制定されるので、この条例から除外するということであるが、これは当然のことである。第２点は、特別職ならびに一般職員の給与の改定であるが、これは、諸物価の上昇、琉球政府主席、副主席、局長その他職員の給与の改定に照らし、本市も改定するものであり、賛成するということが述べられております。採決の結果、本案は賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。なお、本議案第４８号については、所定の賛成者とともに、久高委員から、少数意見の留保の手続がとられております。以上、報告申し上げ、各位の御賛同をお願いします。






○久高　友敏君

　本員は総務委員会の審議の中であらゆる角度から当局に対し質問を行つたのでありますが、ただいま上程になりました議案第４８号についてでございますが、ただいま委員長から報告がありましたとおり、提案理由にも示されたとおり、今回の３役の増俸については政府ならびに一般の給与も勘案し、さらに物価の上昇から比較してこれだけが妥当だというふうに説明されておりますが、本員が考えます場合に本土の市町村においてでも那覇市に類似するような人口規模、もちろん予算規模においては比較になりません。御承知のように日本においては６０％以上の国県支出金があるし、自己財源というのはほとんど４０％以内であります。しかし特に沖繩においては自己財源、つまり日米両政府の援助というものがこの那覇市の総予算に占る率はごく僅かであります。したがつて、この負担というのはおのずから市民にかかつてくるということがはつきりいえるわけでございます。したがつて、先だつて公室長は、日本内地においては知事よりも市長は給与が高いんだと説明されております。その例を申し上げますと和歌山の県知事５２７ドル７８セントに対し市長は５５５ドル５６セント。茨城県においては知事が５５５ドル５６セント、市長は５４１ドル６９セント。もちろんこれは知事の額にはいつておりません。千葉県においては知事が４８６ドル１１セント、市長は５００ドルであります。新潟県は県知事の５００ドルに対し市長は５５５ドル５６セントというふうに知事よりも市長が若干高いところがございます。しかし部長は９９％の意味ではなくこういうように知事よりも市長の給与が高いところもあるという一例を説明されております。沖繩においても主席が６００ドルであるならば那覇市長は公選による市長であるから主席よりも多少上廻つてもいいんじやないかということがありましたが、しかしながら、和歌山県においては昭和３０年の臨時国勢調査、つまり１２年前の臨時国勢調査による人口でありますが１，００６，８０３名であります。この市長が５２７ドル７８セント。さらに、茨城においては今から１２年前の人口が１，５４７，５４３名でこの知事が５５５ドル５６セント、この給与は現在の給与であります。今申し上げましたのは昭和３０年つまり１９５５年１０月１日付であります。千葉県は県知事が４８６ドル１１セントで人口は２，２０４，９７７名であります。さらに新潟県は県知事が５００ドルで人口が２，４７３，３５４名であります。これから比較いたしますと沖繩は１９６５年１０月１日付の国勢調査による人口が９３３，８５０名であります。今申し上げましたとおり和歌山県、栃木県、千葉県、新潟県、こういつた人口の少ない県でさえ、沖繩の２倍ないし２倍半の人口を持ちながらも琉球行政主席以上の給料は　とつていないのであります。ただいま申し上げましたとおり最高が５５５ドル６６セントであります。これからいたしましても琉球政府行政主席の給与は遙に高いということがいえるわけであります。しかし、那覇市においては行政主席なみということを説明されておりますが、那覇市の人口は２７万であります。日本内地の那覇市と似かよつた市町村と比較してもまだまだその域に達していないということがはつきりしております。また物価の上昇ということは日本内地でもいわれております。当局説明によりますと沖繩は給与が高いようにみえるが物価が高いので実際においては手取りは日本の市町村よりも下廻つているということであります。さらに沖繩は島が小さいので生産が伴わないから高いんだということでありますが、もし沖繩が日本に復帰しているとすれば生産をされようがされまいが同じ物価だと考えます。さらに税金が高いからということであり、先だつて市長は、本会議において実際は５００ドルとつているけれども１２０ドルの税金を課されて３８０ドルしか家に持つて帰れないと説明されておりますが、なぜそのように税金が高いのか。このように高い税金を是正するために市長は先頭に立つて減税を断行し、また政府にも要請すべきだと私は考えます。税金が高いから給与を高くとつていいという理由は成り立たない。裏を返えせば、今回１００ドル上げて６００ドルになると市長は１２０ドル税金を納めていたのが、累進課税でまた税金が増えるということは火をみるより明らかであります。したがつて、市民から徒らに税金を高くとつて政府に貢ぐような結果にしかならないというふうに私は考えます。さらに当局説明によりますとこの僅かな金では事業にはならないということを付け加えておりますが、本員が考えますのに、この僅かな金であつても１年間には２万ドル余になります。その金で少なくとも市民が要求している小さい問題からでも解決できると考えます。例をとつて申し上げますと浦添村、豊見城村のごときは第１次産業であるさとうきび、あるいは蔬菜が非常に不作であり、あるいは企業の合理化、貿易の自由化によつて糖価が非常に下落している、これを育成する意味でも農薬の３分の１補助を今まで実施しております。しかしながら最大の予算をもつて更生したと新聞には報道されております。あんな小さな村においては農業育成も劣つているが、市当局からいえば２万ドル程度の金は僅かかもしれませんが、しかしこういつた農民、あるいは市民には非常に尊い金であります。あの浦添村や豊見城村さえ農業の保護、育成、つまりビニールハウスの設置に対しても補助を与えております。一昨年までは豊見城村は半額補助を実施しております。これからいたしましても那覇市は人件費ばかり、つまり給与を琉球政府に準じて納税義務者である市民を全然顧みないということが指摘されるわけであります。もちろん那覇市においては昨日委員長から説明がありましたとおり、道路整備、都市計画事業、あるいは公営住宅の建設といつた数々の大きい仕事はございます。これは銀行起債、さらに埋立地の処分によつて実施されるわけでありますので、この市民から徴集される税金は少なくともこういつた農民や労働者に少こしずつ還元すべきだと考えます。したがいまして、本員は委員会においても少数意見の留保をし、委員長に要請いたしましてここで申し上げておりますが、先ほど委員長からも説明があつたとおり、市長は主席なみにもつてゆくが平均賃金ベースからした場合には那覇市は９８ドル３３セントであります。今度値上がりして９８ドル３３セント、しかし琉球政府の一般職は１０２ドル７７セントで４ドル以上の開きがあるということであります。だから物価の上昇ということになればむしろほかの職員も同じように引き上げてゆくべきだというふうに考えます。したがつてこの議案４８号の別表第１には反対をいたしたわけであります。別表第２については当然の処置というふうに考えております。委員会でもいろいろ質疑されましたが、しかし総務委員会に所属していない方は質疑の内容が十分おわかりでないと思いますので少数意見を申し上げ以上の観点から議案第４８号別表第１に反対したわけであります。市長の給与を、日本なみにもつてゆくということでありますが、沖繩の行政主席は日本の県知事より遙かに高いということであります。またある会社の社長が８００ドルといつているということを委員長が説明されておりますが、しかし会社というのはあくまでも営利が目的であり会社のすべての財産は社長に属しており、社長の名前において登記されます。しかし那覇市の財産は那覇市に帰属しており市長に帰属するものではないのであります。したがつて会社はそれぞれの投資に対する配当が完全に行われております。したがつて社長、専務、取締役の報酬も妥当だと思いますが、普通の営利会社に比較して報酬をツリ上げるということは妥当ではないというふうに私は考えます。そういう観点からいたしまして少数意見を留保いたしまして皆さんの御賛同をお願いしたいと思います。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。






○儀間　真祥君

　総務委員長にお尋ねいたします。説明の中で主席が今度上つて６００ドルになるので那覇市長も６００ドルにするということになるわけでありますけれども、その場合に、主席と那覇市長が同等の同額にならなければいけないという根拠はどこにあるか。その点について審議なされていたら説明を願います。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　ただいまの儀間議員の質問にお答えいたします。単的に主席が６００ドルになつたから那覇市長も６００ドルになると、その根拠という問題については質疑はかわされておりませんが、しかし同じ趣旨におけるところの質疑はかわされております。なぜそうなるかという論点は委員長が報告申し上げましたとおりの経済の情勢であり各会社との比較でありますけれども、まず一番目に比較されるのは主席と市長との比較をされたということでございます。なぜ主席が６００ドルになれば那覇市長も６００ドルにしなければならないかというつつ込んだ質疑はありません。しかしながら同じ地域において、沖繩なら沖繩において、那覇市ならば那覇市においての比較検討はされなければならぬということは当局が非常な熱意でもつて説明されておりました。それが委員会の審査の内容でございます。




○儀間　真祥君

　今の説明を聞きますと、要するに提案理由に説明されておりました、この給料を上げる、特別職の給与を上げる場合は主席の給与、あるいは民間の給与そういうものを参考にしたいというふうな説明がなされておりました。しかし今の私の質問している、主席が６００ドルとれば那覇市長も６００ドルでなければならないという根拠についての説明がされておりませんので当局の説明を願います。そのほかに、説明の中で民間給与ということが出ておりますが、民間給与はこれよりも高いところもあれば低いところもあるが、今のところは高いところに準じておるようでありますが、この高いところに準じたことについても説明を願いたいと思います。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　ただいまの６番議員は当局に説明を求めておりますけれども、もし私の委員会の審査の報告が答弁になれば幸だと思いますので答弁します。行政府の給与ベースはすべて人事委員会できめられる人事委員会は何を基礎にして政府の給与を上げていくかということは、先ほど委員会の報告を申し上げましたとおり民間の企業体の何百の会社と比較をしておる。それをもつて政府は人事委員会の案として給与改定の手続きをとるはずである。那覇市長も、もちろん民間の会社とも比較しており行政府とも比較しておるということは、人事委員会というものの調査の対象が民間であるがゆえに市としてもそうせざるを得ないんじやないかというふうな見解に立ちます。また委員会においてもそういう質疑はかわされておりますので、もし私の答弁で不満足であれば当局に説明を求めたいと思います。どんなもんでございますか。




○儀間　真祥君

　あと１点お尋ねいたします。先ほどの報告の中に「那覇市には、今相当やるべき仕事がたくさんある、その中で早く手をつけなければならないものもあるけれども、予算がないのでできない、しかし給与の面においてはそうじやない、上げようと思つたので上げた」というようなことであるが、その場合に一体どつちを優先すべきなのか、その点について御審議がなされたかどうか。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　お答えいたします。全く同じような質疑というものはまあないと思いますが、　これに関連する質疑は十二分に委員会において検討されております。と申し上げますのは反対陳情の方々の６代表をお招きしてその陳情者との質疑の内容からもたくさんそういう種類の質疑がかわされております。それで単的に申し上げますならば「市は給与改定の手続きをしておるが那覇市にはやるべき仕事がたくさんある、だからやるべきものをやつてから給与改定すべきじやないか」というようなおおざつぱな質疑がかわされておりますが、どこまで給与を上げていいかという根拠については、陳情者もその見解はあまりはつきりしないようです。物価が上がる、仕事はたくさんある。しかしながら仕事がたくさんあるからといつてその仕事をどのくらいまでやつてから給与を上げるべきかということについては、仕事の対象からはこの給与改定の案は出されておらない、当局においては水道事業、下水道事業、都市計画事業とたくさんやるべき仕事はあるんだが、その仕事を幾らまで終わつてからこの給与改定を出すという案は説明されておりません。




○儀間　真祥君

　私の質問に対しては答えておりません。幾らの事業をやつたから給与を上げていいかということを聞いておるのじやない、要するに本員が聞いておるのは、今那覇市にはたくさん執行する事業がある、たとえばこのたくさんの中から申し上げますと　安謝の安謝川あれは浦添村のところは一応護岸は積まれておるが、しかしながら那覇市側は積まれていない、今度の雨で相当浸水しております。床下までも浸水しているが、そういうことについては一つも手をつけられていない、これだけじやありません、そのほかにもたくさんあります。　　当局はこの前の委員会でも説明を求めたら金がないとこういうことを言つております。河川法が一応できてから行政府の援助によつてやる。あるいは那覇市の予算があるならばそれを年次的にやつていくという説明がなされております。そういう状態でありながら現在の給与を上げております。だから本員が聞いておるのは、事業と給与をどつちを優先すべきかということについてであります。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　念のためもう一回委員会報告を読ませていただきたいと思います。市民の要望する諸事業に廻わす考えはないか、またないとすればこの給与改定がこれらの事業より優先するということかと当局にただしました。これに対する当局の見解は、現段階ではそれが優先するということになるが、こういつた市民の要望については、今後執行の面で検討してゆける問題であるという説明がなされております。ダブツて答弁させていただきます。




○儀間　真祥君

　私は少数意見の留保もあります。この問題については重要でありますので、十分に質疑討論させていただきたいことを要望します。今の委員長説明では、こういう事業に対しては予算の面で勘案するが、この給与改定に対してはすべてのものよりも優先すべきだというふうに本員は聞いております。これは何おか言わんやでありますけれども、次は私は少数意見についてお尋ねしたいと思います。




○副議長（辺野喜英興君）

　休憩します。

	（午前　１０時４０分　休憩）

	（午前　１０時４１分　再開）







○副議長（辺野喜英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○儀間　真祥君

　それじや委員長にお尋ねいたします。今の説明を聞いてみますと、本土の各県知事、あるいは各類似市そういうものとの給与の比較対象がなされておりました。それからすると本土の知事よりも那覇市長は高い、しかし現在の那覇市の予算では足らないで本土に援助をくれということで再三にわたつて要請もしておる、ということは当初の本会議で市長が説明されておつた。そういう場合に本土から援助をもらうといいながら向うの類似市町村よりも高く、あるいは県知事よりも給与が高くなるということになればその援助に対してはどういう結果になるかその点を御検討なされたかどうか。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　お答えします。本土から援助を受けておるのが沖繩の実情である。しかしながら給与ベースにおいては本土の知事、市長よりも高くなるということはどんなもんかという質疑は確に本委員会においてもかわされております。市長はそうかもしれないが職員すべての給与ベースはほぼ本土ベースにいつているんだという答弁がなされております。今の儀間議員の論法からしますと、あらゆる面で、すべて、日本の援助、アメリカの援助があるだからしてそれ以下にしなければならぬという論法になると非常に矛盾することもあるんじやないかという個人としての見解を申し上げます。委員会においてはその比較の問題はございませんでしたが、職員の給与ベースは似ておるんだという答弁に接しておりますが、今儀間議員のおつしやつたことは委員会ではございませんでしたので当局に説明を求めます。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。ただいまの御質問の趣旨は、人件費を優先すべきか、事業費を優先すべきかという課題が一つであります。もう一つは沖繩の給与と日本の給与と比較して少なくとも、現在日本は沖繩に援助を与えておる、沖繩からすれば援助を頂戴しておる。従つて日本の給与よりも沖繩の給与は低くあるべきだというような考え方に立つておるようであります。私は、まず第１点の問題であります事業費を優先すべきか人件費を優先すべきかどちらを優先すべきかという問題は立法の問題であります。少なくとも人件費の場合におきましては、情勢適用の原則、民間給与の上昇率に伴ない、更に物価の上昇に伴ない、諸般の情勢からいたしまして、どうしても賃金を値上げしていかなければならない場合があります。そういう場合は引き上げなければならない。これはむしろ市長の義務であります。また事業費の場合におきましても、これは都市計画関係法規の中で、どうしても最優先して取り上げていかなければならない。事業費でありますならば、これも優先して取り上げていかなげればならない。どちらに比重を置くということじやないわけであります。ただ問題は三役の報酬でありますが、一体日本の場合におきましても、世界の賃金の水準ということが日本の労働運動の大きな目標になつており、この段階において市長を含めまして市の職員が、現在援助を受けておるから日本の職員あるいは日本の労働賃金よりも低くあつていいという理論はたちません。幾ら援助を受けていようと、沖繩の経済情勢が進展すればそれに即応して賃金を値上げするのは当然であります。日本よりも上廻わろうが、あるいはヨーロツパより上廻ろうがそういつたことは関係ないと思います。さらに日本の知事と沖繩の主席の問題でありますが、これは松岡主席の問題じやない、個人的の問題じやございません。主席の格付けの問題、給与の格付けの問題であります。琉球政府の行政主席がそれだけの責任をもつておれば鹿児島県の知事以上に給与を上げていいんじやないか、また市長と主席の比較の問題におきましても、高く取らなければならないという理由はありません、また低くとらなければならない理由もありません。問題は皆さま方が主席、あるいは市長はじめ三役に対する給与の格付けの問題をどういうふうに適正な額にきめていくかということに論点をしぼらなければならないと思います。




○儀間　真祥君

　今の市長の説明を聞きますと、労働者の問題を含めての問題でありますが、本員が申し上げておるのは労働者の場合にはまだ低い、まだ上げなければならない。しかし、市の理事者たるものは一応の考え方としては民衆に先んじて苦しんでいく、そして民衆よりも最後に喜びを受けようというのが普通の理事者の考え方である。しかしながら今の場合はそうじやない、本員が考えておるのは一応本土の各県とも比較して県知事よりもなお一そう那覇市長は上廻わる、しかし現在の那覇市の財政規模からいつた場合に本土に援助をくれというふうなことがあるが、低く給与を取れという意味じやない。そういうふうに援助をくれといつておるからして向うよりも上廻わつていけないというふうに本員は考える。現在の那覇市の情勢からいつた場合は　事業もたくさんある。そういうことからいつてまだまだ少なく取るべきであるというふうに考えます。




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑終結し討論に入ります。






○儀間　真祥君

　討論を申し上げます。一応三役の報酬値上げ、あるいは議員の報酬値上げその点についてであります。西銘市長は三役の報酬と議員の報酬、これを去年から２回にわたつて値上げしております。去年までは三役だけで６，０００ドル上つておる、議員が３０名で１万８，０００ドルで合計しますと、１カ年間で２万４，０００ドルとなつてます。今度の場合、提案されたのを計算してみますと、２万１，６００ドルぐらいになつている。そうすると１００ドル取りの労働者であれば１８か年分ぐらいの俸給という計算になる。市長の場合はそれだけで終わつておりません、ほかに交際費が１，５００ドル余りある、これは領収書なしでもらえるものである、それから市の交際費これが７，２００ドルこれはもちろん領収書も要します。それから市長が任期満了する場合に退職金として１万７，２８０ドルぐらいの高額な退職金がもらえる。そのほかに市長は電話もただであり水道代もただである。それから乗用車もついております。そのほかに交際費が助役にもついておりこれが６０ドル、もちろん乗用車だつてついております。こういうことを考えました場合に非常にいい待遇である。しかしながら反面市民はどうなつているか、現在まで固定資産税、事業税、市民税その点についてはべらぼうに上つております。そのためにその税を何とか支払うために非常に四苦八苦の状態である。先ほど申し上げましたとおり、一応市の理事者たるものは大衆に先んじて苦しみ、そして大衆よりも最後に喜ぶべきだというのが理事者としての考え方じやないかというふうに考えます。さらに今度の値上げでは北九州市の１００万都市、これよりも上廻わるわけです。ここの市長が５５５ドルしか取つていない。そのほかに福岡市は人口７４万９，０００人おりますけれども、ここでも５００ドルであり、したがつて那覇市はこういう市町村よりも高いわけです。こういうことを考えました場合にはこの値上げは考えるべきじやないか、そういうふうに思つております。そのほかに今度の理事者の給与値上げと議員の報酬値上げをすることは巧妙な地方自治体の買収政策である、そういうことに結びつくというふうに考えております。要するに理事者や議員をして市民の物価値上げ反対することに背を向けさせる、そしてそのねらいは今度の案を見てはつきりするとおり、上に厚く下にべらぼうに薄いというそういうベースアツプであります。すなわち一般職員は９．８％の値上げに対し、市の三役は２０％、議員は３３％というべらぼうに格差のある給与であります。こういうことによつて市三役は議員を買収していく、ところがこれは一つのあめだまの役をなしておる。格差ある給与改定をすることによつて労働者の賃金を引き上げをストツプさせて理事者や議員にあめだまをしやぶらす。そうすることによつて政府のいいなりになるような地方行政の中央集権化をはかつていくそういうふうな陰謀であると考えます。議員の中には、こういうことを言つておる人々もおります。寄付や祝儀、その他の香奠そういうたくさんの出費があるからこのぐらいの値上げはよいであろうというようなことを言う人もおるようであります。こんなことは議員活動ではない、これは一種の選挙運動をやつておるにすぎない。だからしてそういうふうな筋のとうらぬことは説明しなくてもいい、そういうことから考えました場合に、今度の給与値上げ、これは今申し上げましたような中央集権化の内容を含んでおる。そういう意味におきまして今度の値上げに対しては真向うから反対します。賢明な議員諸公も反対に賛成してもらいますよう要望します。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいま６番議員の発言の中に「市長は水道料もただである」ということがありましたが、水道料はちやんと払つておるということであります。




○市長（西銘　順次君）

　水道料は就任以来払つております。訂正して下さい。




○副議長（辺野喜英興君）

　発言取消しをやつて下さい。




○儀間　真祥君

　今の水道料金の部分だけ訂正します。




○副議長（辺野喜英興君）

　休憩します。

	（午前　１０時５８分　休憩）

	（午前　１０時５９分　再開）







○副議長（辺野喜英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○儀間　真祥君

　今の水道料金はただであるということを訂正します。






○山川　正平君

　議案第４８号について賛成討論を行います。本改正案の第１点は市町村公営企業法の施行に伴う水道企業職員の給与についてはこれを那覇市職員の給与に関する条例の適用を除外することと、第２点は市長、助役、収入役ならびに一般職員の給与引上げを行うため別表第１および別表第２の改正を行うこととなつております。第１点につきましては新立法の制定施行に伴うもので当然の措置であり議論の余地はありません。一日も早く当制度を整備し水道企業の発展のため関係当局の努力を期待いたします。第２点、職員給の引き上げについては市長１００ドル、助役７０ドル、収入役６０ドルとそれぞれ引き上げ一般職員は平均９．５２％のベースアツプをすることとなり、結論としまして適正妥当な改正であると認めます。およそ公務員の給与は生計費ならびに国および他の地方公共団体の職員ならびに民間企業の従業者の給与その他の事情を考慮して定めるとされており、市長、助役、収入役の場合は行政主席、副主席、局長および本土類似都市の３役の給与ならびに民間給与との均衝が保たれ、消費者物価生計費の上昇も査定し、一般職員については均衡の原則に立つて市の財政事情も勘案し、その配分においても綿密なる検討がなされておると思います。よつて本員は議案第４８号に賛成するものであります。






○黒潮　隆君

　議案第４８号について反対討論を行います。本員がこの条例の改正について反対する部分は別表第１の市長、助役、収入役の給与の大巾引き上げについてでございます。別表第２については提案どおり給与を引き上げるべきだというふうに考えます。そこで７点にしぼつて反対の理由を申し上げたいと思います。反対の理由の第１点は去年の６月議会で一挙に市長は３００ドルから５００ドルに、助役は２５０ドルから３５０ドルに、収入役は２００ドルから３００ドルに引き上げております。これは去年引き上げたばかりであります。しかもこのような大巾引き上げをしながら、また今年もさらに職員の給与引き上げは僅かな額に抑えて３役のみを２０％というふうな大巾引き上げは、これは市民を馬鹿にしておる恥知らずな提案だと本員は考えます。提案理由の中で物価の値上がり、生計費の上昇これを一つの理由に上げておりますが、物価が上がつたから３役の給与も大巾に引き上げるという理由は成り立たないと本員は考えます。物価の値上がりによつて労働者も市３役も同じように引き上げるというなら話は別でありますが、物価が９％余り上がつたとする場合、職員の場合は９．５２％、３役は２０％というふうな大巾引き上げは根拠がないと思います。物価の値上がりによるそのしわよせは３役にも労働者にも同じようにくるといことでございます。市長や３役が買うときは労働者が買うときよりも品物を高く買わされるということはないはずであります。したがつて、この提案理由の物価値上がりによる大巾の引き上げということは当らないと思います。物価の上昇ということは否定しません。その理由のもとに職員の給与を引き上げるということに便乗して自分たちだけ大巾に引き上げるということは恥知らずで不当なやり方であると思います。今の市長の給与で十分生活して余ると思います。３番目に、琉球政府ならびに民間会社との比較の点でありますが、なる程公務員の給与を決める場合には人事委員会はそういつた民間の給与ベースを調査し勘案することはわかります。しかしながら、それを比較している点の問題で指摘したいのは行政主席の報酬が現在でも高いということであります。なぜそういうことを申し上げるかと申しますと市当局の説明した資料をみてはつきりするからであります。先ほどの少数意見にもありましたが、那覇市の２倍半の人口を有している本土の県において人口が多いというだけではなしに、財政的にも国からの支出金これなどは沖繩に比較にならないほど持つており、そして自己財源も沖繩より豊富であります。こういうような県の知事と比較してみて現在でも主席の給与は高いということであります。したがつて主席が上がるから自分も高く取るんだということは間違いだというふうに考えます。さらに民間との給与を比較する場合に、なるほど政府公務員との給与を比較する場合に、労働者の場合はそれをあてはめていいと思います。ところが、特別職の場合はそういう利潤を追及してゆく株式会社と、市民に奉仕する自治体の市長とはおのずから違うものだと考えます。したがつて、労働者の場合にはそれがあてはまつても３役の場合はあてはまらないというふうに本員は考えます。もしそれをしいて固執するなら、市長が主席と同じ額の給与をとろうというのに、なぜ那覇市の職員は政府の職員と同じようにしないかということであります。那覇市は今度上がつて平均９８ドル３３セントだというふうに当局は説明しておりますが、それでは政府の職員はどうであるかというと今度上がる場合には１０２ドル７７セントというふうに説明しております。３役は政府の主席やあるいは副主席、局長と同じ額にしながらなぜ職員の場合はしないのかという矛盾であります。私はこのようなことは不当な給与の引き上げだというふうに考えます。本土との比較を先ほど６番議員が説明しておりましたが、たとえば１００万都市、これは特別都市として県と同じような取り扱いをされている特別市であります。北九州市の市長の給料が５５５ドルであります。沖繩よりも多くの市民を抱え、仕事の量においても、責任においても遙かに那覇市長よりも大きいというふうに本員は考えますが、これを上廻わつて６００ドルにするということは私はこれは市長として取るべき態度でないと考えます。函館、青森、下関、佐世保、松山、高松、鹿児島、堺、布施、豊中、那覇、この１１市を比較した場合現行の給与でも２番高いのに、さらに１００ドル引き上げるというのは１番高い給与を取るということになります。先ほど市長は６番議員の質問に答えて、ヨーロツパに比較して高かろうが、本土に比較して高かろうが低かろうがそれは問題ではない。どれが適正かという額を決めることに目を向けるべきだといつたような答弁をしているが、そういうふうな３役や議員などを引き上げる場合には、やはり予算規模、市民の生活状態を勘案して決めるべきだと本土でもいわれております。決して市民の生活状態を無視してやつてよろしいということにはならないと思います。５番目に、市民の生活状態はどうなつてるかということに目を向けるべきだと思います。先ほど総務委員長は陳情者に対してどれほどの仕事をやればいくらぐらい引き上げていいかということについてははつきりした答弁が得られなかつたと説明しておりますが、逆にこの陳情者は委員長の質問に対して、それでは一体３役と議員はいくらぐらい取れば気がすむのかと反論されておりました。少なくとも市民の利益を優先させる。われわれはいつまでも３役の給与を引き上げるなとはいつてないわけでございます。ところが去年大巾に引き上げてこれで生活も十分できてあり余る中で市民の生活と直結する排水溝の問題、あるいは子供の遊び場の設置問題、下水道の問題、道路の問題などたくさんございますが、そういうのが一挙にできないことは市民は知つています。その値上げされる分でも困つてる市民のところに使うべきだという意見が圧倒的でありました。たとえば３役の給与が提案どおり上がるとすれば１年間に２１，６００ドルになります。それに市長、助役、収入役などの期末手当これなども給料が上がることによつて引き上げられます。これが１，２３０ドル、そうなると２２，８３０ドルという金額になります。しかし、今那覇市の予算から見ると僅かな金である。したがつてこれを事業費に廻わしたからそう那覇市が急によくならないという意見を述べている方々もおられますが、なる程予算からするとこの金額は少ないかもしれないが、しかしながら、少なくとも毎年雨が降るたびに浸水し８０軒あるいは１００世帯というふうに浸水の被害を受けて家財道具を濡らし非常に困つている地域があちらこちらにあります。予算がないために、排水が整備できないために何か年というふうにそういう苦しみに追い込まれているわけであります。したがつて、仮りにこの２万ドルで、この値上がりの分をそこに廻わすことによつて少なくとも１００世帯の市民の生活を引き上げることになるし、市民のそういう要求にこたえていけるという点を申し上げたいと思います。今、企業の合理化、首切り、低賃金などで苦しめられている労働者もたくさんおり、農民はさとうきびの値下がりによつて実質的に収奪され生活は苦しくなつております。また失対事業に働く労働者の場合にも年間４０ドルのボーナスを下さいというふうに陳情したところ、年間２０ドルしかできない。それは那覇市の力がそれだけだからという理由であります。ただ、法的には市の職員でないので期末手当とはいわないが餠代というような形で出しております。本土ではどうなつてるかと申し上げますと、失対労働者は年額大体５万円　ぐらいのそういつた餠代、手当に類するようなものをもらつております。これは国からももらうし、県からももらうし、市町村からももらつております。これと比較してみて私たちはむしろそういう社会の低辺で苦しんでいる市民の生活を引き上げてゆくために僅かであつてもこの３役の給与を引き上げるものを廻わすことによつて一歩でも二歩でも前進させることができるという観点に立つております。陳情も総務委員会に５００名近くの市民が５、６名の代表で出しておりますが、このような切実な要求には耳をかさないで特別職の給与を引き上げることが、市民の切実な要求よりも優先するという市長の考え方はゆるされないと思います。そして６番目に、市長の体面が保てないというのが大きな理由になつておりますが、給与が低いと体面が保てない、本土に行つても肩身の狭い思いがするということでありますが、ところが質問のときに市長の答弁を求めたときに答弁に出て来なかつたわけであります。本員は給与の高い、低いでそういうことを評価してはならないと思います。いかにして市民の側に立つて市民に奉仕しているかということでその自治体の理事者を評価すべきであります。市民をいじめながら、市民の血税からしこたまもらうというような考え方を取ることこそ、私は市長としての体面をけがすことになるんじやないかというふうに強調したいと思います。最後に、この議案を数の力で押し切つて行く場合、今この問題に大きないかりを燃やしておる市民がたくさんおります。そこで市民の権利を行使し、直接請求権を行使して、直接請求の戦いが起こり、この議会が再開させられて再びこの問題を論じるところまで追い込まれてゆくだろうということを私は警告するとともに、各議員はこの不当な３役の給与の大巾引き上げについて反対の態度を取つていただきたいと思います。皆さんは選挙のときにはその３０名の中の多くが１５０ドルに給与を引き上げるべきでないといつて当選して、そして去年は３役の給与の引き上げも、議員報酬の引き上げにもその公約を裏切つて賛成されておる方々もおります。今回の場合は再び同じような誤ちを繰返さないためにもこの市長提出議案第４８号に反対していただくようお願いいたしまして反対の討論を終りたいと思います。




○副議長（辺野喜英興君）

　討論を終結し採決に入ります。日程第２、議案第４８号那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○副議長（辺野喜英興君）

　多数であります。よつて本案は委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第３、議案第４９号那覇市報酬および費用弁償条例の一部を改正する条例制定についてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺慎英君）

　議案第４９号「那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告いたします。本案は、議員報酬、現行の１５０ドルを２００ドルに改定するため提案されておりますが、その理由は、議員の報酬は生活給的なものであり、物価の上昇等社会一般の現況からして、改定する必要がある。また、市長、助役、収入役の給与改定とのバランスも考慮しなければならないと述べております。ちなみに、市長と議員との給与のバランスを日本と沖繩に分けて比較いたしますと、

沖繩の場合

市長　　　　　議員

那覇市　　　　　６００ドル　　　２００ドル　　　３３％

コザ市　　　　　２３０ドル　　　　８０ドル　　　３５％

宜野湾市　　　　２２０ドル　　　　６５ドル　　　３０％

石川市　　　　　２００ドル　　　　４５ドル　　　２３％

日本の場合（昭和４２年２月１日現在）

市長　　　　　　　　議員

西宮市　　　　５８３ドル３３セント　　２７２ドル２２セント　４７％

秋田市　　　　５８３ドル３３セント　　１９４ドル４４セント　３３％

静岡市　　　　５５５ドル５６セント　　２１６ドル６７セント　３９％

市長　　　　　　　　議員

新潟市　　　５５５ドル５６セント　　１８０ドル５６セント　３３％

和歌山市　　５５５ドル５６セント　　２５５ドル５６セント　４６％

でであります。また、本案も、先の第４８号議案と同様、６地域の住民から提出されている反対陳情と関連いたします。陳情人の説明の要旨は、第４８号議案の審査報告のときに申し上げたとおりでありますが、委員会はこの陳情人に対し、あなたがたは、「市にはやるべき仕事が沢山あるから、今回の報酬改定を撤回しろ」といいますが、ではどの程度の仕事をすれば増額改定しても良いかとただしましたところ、陳情人は議員が会社のひもつきのような状態を脱し、民主的に正しく、自主性に沿つて職務を行うようになれば、それに沿つてお上げしてもよいという見解を述べております。委員会は以上のとおり、当局ならびに陳情人の説明を聴取したのち討論に入つたのであります。先ず、反対討論から申し上げますと、陳情人の訴えにもありますように、浦添村や豊見城村では、農民に対しては農薬の半額補助も行なつているが、那覇市にはそれもない。また、その他にも住民の要望にこたえきれないものが沢山ある。今回の議員報酬改定による分だけでも年間１７，０００ドルを要する。これをみあわせ、市民の要望に幾分なりともこたえるようにすべきである。さらに、現在の議員の中にも立候補の際、ある週間新聞のアンケートに答えて議員報酬は上げるべきではないと述べた議員がいるし、公約は守るべきである。議員報酬は昨年上げたばかりであり、任期中は上げるべきではない、ということであります。次に賛成討論を申し上げますと議員報酬は生活給的なものであり、最近の著しい物価の上昇から見ても議員報酬を増額改定する必要があるので、賛成するという討論がなされております。採決の結果、本案は、賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく、各位の御賛同をお願いします。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑を終結し討論に入ります。






○瀬長　フミ君

　議案第４９号、那覇市報酬および費用弁償条例の一部を改正する条例制定について反対の討論をいたします。当局は議案説明のときに生活基本給与的性格を帯びるものであり、物価の上昇により議員報酬の値上げを提案したいとおつしやつてましたが、あくまでも生活給的であり生活給ではないと考えます。なぜならば議員の半数以上がほかに多額の俸給、あるいは収入のある方が多いということであります。こういう事実から見ました場合に議員としての収入が副職的な性格を帯びてるということが問題になります。議員の報酬は一般の労働者が受け取る賃金と同じ性格のものではありません。あくまでも市民から選ばれた市民の公僕として市民に奉仕するという建前から値上げすることは妥当ではないと考えます。さらに当局は物価上昇によることも理由に上げております。物価上昇の理由で値上げすることはさらに物価をつり上げることになります。すべて値上げムードで税金も上がりました。市民は固定資産税が倍になり、市民税やそのほかの税金も８０％値上がりしたために苦しんでおります。税金をつり上げるために報酬を値上げすることは考えられません。しかも市民は断水で水にも困つております。雨が降れば浸水するという状態であり、一昨年刑務所前から開南郵便局前に通ずる川がありまして、その川のしゆんせつや補修の申請がありましたが未だに補修されてない、今度の雨で郵便局付近が相当浸水しておるのを見かけました。また壺川あたりにおいても、市に幾ら陳情してもらちがあかないために浸水しております。これは、１、２の例でありまして、ほかにそういうのが幾らでもあります。先ほどの討論の中にも、こういつた問題が出ておりまして、市民がいろいろな陳情をしておりましてもなかなかやつてくれないこういつた市民の切実な要求を棚上げにしまして、市三役、議員の報酬を値上げすることは市民に対する公僕の精神が失われておると考えます。さらに沖繩の経済事情や、那覇市の経済事情から考えましても、那覇市は今多くの事業を起債して、借金をしてやつてあるような状態であります。このような借金政策の中で議員あるいは市三役の給与を値上げすることは妥当でないと考えます。現在３０名の議員が立候補の際、中部新聞のアンケートの値上げについて反対されましたのは１６名、賛成が８名保留不在が６名でありました。このことから考えましても半数以上が反対であり、しかも去年上げたばつかりであります。ですからこの半数以上の議員がこの値上げに反対されればこの議案は否決されると思いますので、半数以上の議員がこれに賛成するように要望するのであります。今市民から陳情もありますように市民の間には批判の声があり、この市民の声も聞くべきだと考えております。以上の理由によりまして反対いたします。






○山川　正平君

　議案第４９号那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について賛成討論を行ないます。本案は市議会議員の報酬を現行の１５０ドルから２００ドルに引き上げるための改正案であります。当局の説明によれば議会議員の報酬は、本来生活給的性格を有するとありこのことは市町村自治法第１３８条の２項の規定により明らかにされております。この観点にたつて議会議員の報酬額を検討した場合は、現行の１５０ドルは低く過ぎるきらいがあります。近年の消費者物価及び生活費の上昇に伴つて相当額の引き上げは必要と認めます。さらに本土においては地方自治法の改正により、議会議員に年未手当も支給されておる現在本土議員との給与格差は大きなものがあります。以上のような理由により本案による５０ドルの引き上げは時宜を得たものであり原案に賛成するものであります。






○久高　友敏君

　本員は議案第４８号にも反対したわけであります。従つて市長以下三役の給与値上げに反対し、議員の報酬値上げに賛成するわけにまいらないのであります。特に今度の議員の報酬値上げの改正は市長の給与値上げとだき合わせされたことが非常に特徴的であります。市長も自から提案者であり、また市議会議員にも多少、手心を加えなければならないというのが本心ではなかろうかというふうに本員は考えます。従いまして費用弁債のこの一部改正については賛成者は市町村自治法をうんぬんしておられますが、市町村自治法に議員の給与を２００ドルに値上げしなければならないということはどこにもありません、私は顕徴鏡で探がしたがわかりません、つまり１５０ドルから２００ドルに値上げしなければならない理由がない、それをいかにも市町村自治法の第何条第何項ということを非常にデカデカと言つておりますが、これは間違いだと本員は考えます。さらに賛成の方のいうには当然の権利であると、それは議員というのは当然市町村自治法に示されておるとおり報酬を受ける権利を持つております。このことは私も十分承知しております。先の反対討論にもありましたとおり市民の要請も勘案しさらに那覇市の財政規模、あるいは周辺のことも勘案することも必要でしようが、今その時点において議員の報酬を３３％も引き上げるというような物価上昇ではないと本員は考えます。従いまして先の７番議員も言われておりましたか、特に本案に賛成している山川議員には失礼でありますが、今から２か年前に山川議員はこのようなことを言つておられます。つまり「市民のための議員である以上、自分たちのことはあとでよい、議会の無責任ぶりはあきれて、それを改革するために今回出馬した、私は絶対にやらないと」いうふうに言つております。やらないということは値上げをやらないというふうに私は解釈しておりますが、しかし情勢の変化によつて、２か年も経過したから、あるいは心境の変化をきたしたかもしれない、私の解するところでは、おそらく心境の変化は進歩だというふうに解釈されているんじやないかというふうに考えます。従つて市民のことを優先して自分のことはあとでよいということになれば、むしろ任期の末に、次に出てくる議員のために努力すべきじやなかつたかというふうに本員は考えます。従つてるる申し上げたいことがありますが、結論としては本案に反対するものであります。




○副議長（辺野喜英興君）

　討論を終結し採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○副議長（辺野喜英興君）

　多数であります。　よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第４、第５０号議案、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定についてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第５０号「那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告いたします。本案は、水道局企業職員の特殊勤務手当については別に定められ、この条例の適用を除外するため提案されております。審査にあたりましては特に本条例別表中、「高圧電気の取扱い重機の操作」という用語と、「取扱い」の送りがなについてただしました。これに対する当局の説明は、「電気の取扱い」については、電気事業法にも「取扱う」という用語が用いられており、また「取扱い」の送りがなについては法令普及会編の「法令用語の送りがな」の中に誤読、難読のおそれのない語については、送りがなを省くという解説があり、「取扱い」もこの中に含まれているという説明がなされております。委員会は、以上の当局説明を了承し、本案は、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく、各位の御賛同をお願いします。




○副議長（辺野喜英興君）

　議案第５０号那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定については、質疑討論を終結し、採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第５、第５１号議案、市有財産の取得管理および処分条例の一部を改正する条例制定についてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第５１号「市有財産の取得管理及び処分条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告いたします。この改正の主なる理由は、現行条例は１９５３年に制定されたもので、その間、約１４年間も改正されていない。その後の経済の上昇、那覇市の財政規模の伸び等から見て、現行条例は現況に即しないので改正する必要があると述べております。次に審査の主なものを各条を逐つて申し上げますと、

△　第３条財産の範囲を明確にするため、条文の整備でありますが、同条第２項に重要な船舶、車両等を設けた理由、ならびに「その他の動産で市長が指定するもの」とはどのように指定するかとただしました。当局の説明は、重要な船舶、車両等を明示したのは動産、不動産の区別を明確にするためであり、また、その他の動産の指定については、規則で定めるということであります。

△　第５条経済の上昇と、本市の財政の伸びにより、議決を要する取得の予定価格を引き上げ、行政事務を能率的に執行するために、本土の政令に定めてある基準に沿つて改正するものであります。この改正条文で特に問題になりましたものは、現行条例は予定価格のみを議決要件としているが、この改正案は予定価格ならびに面積の二つの要件を充たしてはじめて、議会の議決を要するものと改められているが、その理由、また、本条例第５条、第１９条に「１件５，０００平方メートル以上．．．．．．」とうたわれているが、この１件の解釈についてただしました。これに対する当局の説明は、前段の取得に際し、議会の議決を要する要件に、予定価格ならびに面積の二つを加味させたことは、都心部と郊外とでは土地の価格と面積の比率が一致しない。したがつて、この二つの要件を充たさせた方が良い。また後段の「１件５，０００平方メートル以上．．．．」の１件の解釈は、昭和２６年９月１８日の行政実例を引用しますと、「一定の目的と範囲とから一体性を持つている１個の土地をいう。」とありますので、ある行政目的のために取得しようとする一つの集団を指すものと解しているということであります。なお、また、契約の場合においても、「１件１，０００坪以上の土地の売却」等の１件という語句がありますが、ここでいう１件とは、「当事者間における売買契約の対象となるもの、すなわち、当事者間の売買契約書に記載される面積をいう」と説明されております。次に、これまで議会の議決を得ていた取得件数と、この改正によつて議会の議決にかかる件数をただしましたが、当局の説明では、

現行条例で　　　　改正条例でかかるもの

’６４年　　　　　５　件　　　　　　　１　件

’６５年　　　　　１　件　　　　　　　なし

’６６年　　　　　６　件　　　　　　　１　件

であり、したがつてこの改正により、６４年４件、’６５年１件、’６６年５件がそれぞれ事務能率化されることになるという説明がなされております。

△　第６条、条文の整備と、第６号の財産の買い入れの予定価格を約、倍に引き上げたことでありますが、現行は第１３号「その他議会の同意を経たとき」とあるので、これが削除された理由をただしました。これに対する当局の説明は、市町村自治法第１７５条が’６２年の改正により、「条例で定める場合に該当するときは．．．．」に改められていますので、その改正にそつて現行第１３号は削除したという説明であります。

△　第１２条　法は原則として禁止規定として定めているのではないかとただしましたが、当局の説明は本第１２条の法根拠は、市町村財政法第８条でありますので、条文または議会の議決による場合を除く外は、適正な対価なくしては譲渡、または貸し付けてはならないということであり、条例によれば差しつかえない、ということであります。また、同条第１号中、「その他公共団体．．．．」とありますが、この団体の中には、水道公社、下水道公社も含まれるのかとただしました。当局の説明によりますと、公共団体とは、公法に基づいて創設された団体、たとえば、農業組合法に基づいてつくられた農業協同組合等であり、水道公社法、下水道公社法に基づいてつくられる公社も公共団体とみなされるが、この条例はあくまでもその団体が、公共用または、公益事業の用に供するときに適用されるのである、と述べております。

△　第１３条　条文の整備と、第３号予定賃貸料を約、倍の２，０００ドルに改めることであります。

△　第１４条　借地法に基づいて貸付期間を堅固建物は３０年、その他のものは２０年に改正するものであります。

△　第１９条　第５条と同じく、予定価格の引き上げであります。

△　第１９条の２　この条文は、財政法第８条に基づくものとされておりますが、第２項でいう補足は、他の土地でやつても良いかと正しましたが、これについては、条文に金銭で補足しなければならないとある以上、金銭以外で補足することはできないと述べております。

第２０条　条文の整備と第４号の予定価格を、約、倍の２，０００ドルに改めることでありますか、特に同条第２号の説明としては、市の行政にそつた事業、例えば、民間人が保育所を設置するとき、その団体または個人に指名競争入札または、随意契約で処分した方がよいという場合を指す。ということであります。委員会は、以上のとおり、逐条ごとに説明を聴取いたしました結果、現行条例は１０数年前に制定されたものであり、その間の多少の物価上昇は認めるが、第５条第１９条の予定価格を大巾に引き上げることは、議会の権限を縮少するものであるとして本案を第５条中、「ただし書」を全文削除する。第５条第１項第１号中「５０，０００ドル」とあるのを「３５，０００ドル」に改める。第５条第１項第１号中「５，０００平方メートル」とあるのを「１，０００坪」に改める。第１９条弟１項第１号中「５０，０００ドル」とあるのを「３５，０００ドル」に改める。第１９条第１項第１号中、「５，０００平方メートル」とあるのを「１，０００坪」に改める。という修正案が提出されましたが採決の結果、賛成者少数で修正案は否決され、原案を採決した結果賛成者多数で、本案は、原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

よろしく各位の御賛同をお願いします。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。






○儀間　真祥君

　物価の上昇を勘案して予定価格をつり上げたということでありますが、この物価の上昇ということは総括的に認めますが、現行条例では予定価格４，１６６ドルというふうになつておると思いますが、しかしこの条例改正案では予定価格が５万ドルというふうに変わつております。不動産の場合、これはどういう基準でその価格になつたのか、今までの説明によりますと、物価の上昇率というのは８％あまりとなつております。これからするとこの予定価格が非常に上つておるその点について委員会において審議なされたかどうかこれを御説明願います。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　答弁申し上げます。ただいまの儀間議員は現行条例４，１６６ドルを５万ドルに引き上げ、５，０００平方メートルにする。坪数についての質問はございませんけれども、４，１６６ドルを５万ドルに引き上げた根拠は何かという質問でありますが、先ほど委員長報告にも申し上げましたとおりに、この１件ということが大きい問題だと思います。一件ということは「一定の目的と範囲とから一体性を持つている１個の土地をいう。」委員会で審議された一例を申し上げますならば、今那覇市が一つの大きな仕事をやる、一つの団地を造成しようとする計画の場合に、この団地全体を一個というふうに解釈されるという法律上の問題で説明されております。だからして、この５万ドルというのは基準じやなくして、那覇市が将来計画するであろう、また現在まで計画された、団地にしましても契約の場合は一件、一件、１，０００坪も出てくるでしよう、２，０００坪も出てくるでしようが、この５万ドルという基準というのは、今後の大きい計画の一つの計画上の１個というふうにお考えになつて、そういうふうに委員会で審査されて了承されております。




○儀間　真祥君

　予定価格でもあるいは面積でもそういうふうになりますが、今の説明を聞きますと１件というのは、一つの目的と範囲を考えてその場合に何千坪あつても一つの目的になれば、たとえば団地、用地購入する場合に、坪数については相当数あつても一件とみなすということですか。その場合に今までの状況をみてみますと、坪数は５，０００平方メートル要するに１，５００坪、そういうふうになりますが、この１，５００坪の土地を購入する場合に、事情によつては地主は売らぬという人も出てくる、あるいはそのまま買えるところもあるでしよう、そういう工合に一地域においてこつちは買えたが、こつちは買えないという場合はどういうふうになりますか。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　お答えいたします。こつちは買えた、こつちは買えない場合は、ということですか、これはもちろんだめなんです。だからして一件ですね、５，０００平方メートル、それから５万ドル以内のものであれば市長においてどんどんやつていい、議会にめんどうかけずにやつていこうというねらいである。しかし実際５万ドルの中にも、１，０００坪とか、また現行条例の倍の契約金になればいちいち議会の議決を経なければならぬという契約のこともあるわけですから、本委員会におきましても、この５万ドルと５，０００平万メートルというのは神経をとがらして非常に長時間の審議を続けて質疑をかわしましたがこれは非常にいいことだということでしたが、残念にして人民党の黒潮議員ほかお二人の議員はこの委員長報告にもありましたとおり、３万５，０００ドルまでは引き上げていいというふうな修正案を出されたぐらいですからあながちわれわれ委員会が最初審査の過程に入つた当時に５万ドルということにびつくりしたようなことではなかつたということは十分御了解していただきますようにお願いいたします。




○儀間　真祥君

　この場合に予定価格５万ドル以上になつて、坪数は１，５００坪以上、これだけある場合は提案するわけですか。それ以下は提案しないことになるか。

先ほどの説明では、たとえば購入する予定地がＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄと地主がわかれておる場合、ＡとＢが売らないということになればその全部は買えないということですか。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　そういうことまでは委員会では質疑はされておりませんでしたが、結局一定の地域と一個の解釈からすると、これは買えないということになるわけです。たとえば５，０００平方メートル以上、その中で一つのことが不成立に終わればそれだけは買えないということになります。しかしそういう仮定の上でのことですから委員会としては審査もされておりませんから、答弁はできません、また当局にしましても、仮定の上の答弁は無理だと思いますので、その辺は一つ御了解を願いたいと思います。




○副議長（辺野喜英興君）

　休憩します。

	（午後　零時０分　休憩）

	（午後　零時１分　再開）









○副議長（辺野喜英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。質疑終結します。修正案の説明を求めます。






○黒潮　隆君

　議案第５１号に対する修正案を提出してありますがその理由を説明したいと思います。皆さんのお手元に配られておりますとおり改正案の５条の１項１号に予定価格５０，０００ドルとあるのを３５，０００ドル、それから土地については１件５，０００平方メートルとあるのは１，０００坪というふうに訂正すべきだ。さらに第１９条の場合にも５０，０００ビルとあるを３５，０００ドルに訂正すべきだと思う。理由を申し上げますならば、先ほどの委員長報告にもございましたこの条例は１０年も前に制定され、　その後物価の値上がり、あるいは本土の場合にもこの基準を引き上げていつている。したがつて、市長の権限が小さくなつて来ている、だからもとの条例制定当時に戻すというふうな当局の説明があつて本員としてもそういつた点は理解できるわけでございます。ただ、ここで引つかかるのが先ほど申し上げました修正案を出した箇所でございます。なぜ、そういうことになるかと申し上げますと、１件５，０００平方メートルの土地で、そして予定価格５０，０００ドルの場合には取得の議案として議会に出されて来ます。ところが、そのどつちかが欠けた場合には取得の議案として議会には出て来ない、そうなると議会としてはどこの土地を買つて、どのような事業をするために、適正な値段で買われたかどうかしらないわけでございます。これが、たとえば委員長報告では、地主が幾人いても市が住宅団地として確保する場合にはそれを１件とみなすというふうな説明でありましたが、しかしそれを幾つかに分けて買う場合には坪数もぐつと下がるし、さらに金額もぐつと下がつて来ます。ですから、半分分けて買う、あるいは３分の１分けて買うというふうに、何回かで市が取得する場合には議会に全然出て来ないということであります。ところが議会に取得の議案として出て来なくても契約の議案でひつかかるんじやないかということがいえるわけであります。ところが契約の議案でも部分的になる程ひつかかつて来ます。大きい坪数をもつているという場合にももちろん金額は高いわけでございます。そういうことでひつかかつてくるわけでございますが、ほとんど議会に出て来ない。そうすると議会はつんぼ棧敷におかれるんじやないかということがいえるわけでございます。それに対して市当局も、賛成なさる議員も予算にはちやんと出て来るんじやないかと。土地を取得する場合に予算には上がつてくるんじやないかと。これは予算を審議する段階で皆さんは経験されて御承知のことと思いますが、しかし２万坪の土地を市営住宅を作るため購入した。そして６７万ドルというふうに予算に出て来る。

しかし、そこは一体どこの土地なのか、坪いくらなのか、どういう方法で買うのかという場合、議員の皆さんに発表するとブローカーなどが介入して来たり、あるいは市民が駄々をこねて地価をつり上げるから今申し上げられません、取得の段階で申し上げますということであります。ところが、そういう購入の仕方によつては取得の議案にもひつかからない、契約というところまで来た場合に、実際議員として、この土地は不当に高いじやないか、このほかにもつと便利なところがあるじやないかということになつても手遅れであるわけであります。たとえば、具体的に申し上げますならばあの牧志公設市場、西市場これを変更すると、又吉世沢さん　の土地を３７万ドルぐらいだと記憶しておりますが、これを取得するときに議会に出て来ました。ところがこの改正案が出ると取得としては出て来ない、契約には出て来る。なぜならば７００坪余りしかないから出て来ないということになります。したがつて、そういうふうな重要な案件の場合でも議会に出て来ない。こころが私たちが団地などを１件とみなす場合に、実際に市当局が分けて買うような馬鹿なことはしないと説明しております。と申し上げますのは半分今年買つて、来年半分買う場合に地価が上がつて市が損するから一ぺんに買うことはしても分けて買うようなことはしませんといつております。しかし那覇市はそういう馬鹿なことを何回もやつております。具体的に例を申し上げますならばコンポスト工場の敷地３００坪余りでしたか、去年ほかは買いましたが、売らなかつたために今年買いました。それから久場川の公営住宅団地の場合にも一部を残して４５ドル、ほかは坪４ドルで購入したが分けて買つたわけでございます。その後、何カ年か計画で４５ドルで市は購入したわけでございます。たとえば開南交番所から平和橋のほうに通ずる都市計画道路、この土地を取得する場合にも市は何回かで取得しております。１回ではやらない、というのは地主で売らないのがいるわけでございます。それを説得するために時間がかかるわけでございます。私はそういう意味で市当局は分けて買つたと思うんです。決して議会を通すためにばらばらでやつたとは見ないわけでございますが、実際購入する場合にそういう問題が出るわけでございます。たとえば、１件何万坪というふうになつても南風原あたりで土地を取得すれば坪１０ドルでも買えます。広域都市計画化ということで南風原、大里あたりで土地を取得するかもしれません。ところが、１件何万坪であろうが取得金額が５万ドルに満たない場合は議案として出て来ない。したがつて、こういうふうになる場合にはそこに不正などが出て来る。議会を通さない場合は出て来ると私は見るわけでございます。ですから、この修正案の場合にも私たちは決して現行条例でよろしいとはいつてない。現行条例で４，１６６ドル、これを３５，０００ドルと大巾に修正する、市当局は５０，０００ドルにしている。その根拠は何かと申しますと、５２号の契約の議案がございます。ここに１７，０００ドルからは契約の議案として１件出て来ます。それの約３倍、市当局の改正案は約３倍。私たちが修正しようとしているのはその契約にひつかかる倍にしたわけでございます。３４，０００ドルでございます。その半端を切り上げまして３５，０００ドルというふうに修正したわけでございますが、市当局がそんなに分けて買わないといつてもこれまでやつて来たし、また議会が現在は与党が多いためにそういうことはとらないかもしれませんが、ところが西銘市長ではなくて次の市長の場合にはどうなるかわからないわけでございます。条例は出来てしまえば運用する人によつては随分違うわけでございます。一つの例を申し上げますと兼次市長時代に安里川の下流、そこの埋立地を売却しようとして議案を出したわけでございます。それが特別議決なんです。３分の２以上が賛成しないとその議案は通らない。そのときは与党、野党の数が接近して、もちろん与党は少こし多かつたわけでございます。３分の２を握つてないために否決されて歳入に９万ドル余りの歳入欠陥を生じた。それをそのままさらに多数決で予算をとおして９月の議会で更正したことがあるわけでございます。ところが、次の９月議会に兼次市長は分けてもつて来て、特別議決でなくて普通議決で売却したことがあります。そして、９万ドルの穴を埋めたわけでございます。これは渡口議員もよくおわかりだと思いますが、そういうふうにして実際に市長によつてはやろうと思えばできる。ばらばらでそれが今でもできるじやないかというわけでございます。ところが、今の場合は坪数も違う、金額も違う、それを細分化するというのは難しいわけでございます。大きければ大きい程この細分化はやりやすいわけでございます。したがつて、そういうふうな意味から今までの市長の権限を縮少されていたのをそのままストツプさせるということではなしに、当局の意向もよく理解してその部分だけを修正案として提案いたしておりますので御賛同下さるようお願い申し上げまして提案理由の説明を終りたいと思います。




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑を終結し討論に入ります。






○仲本　安一君

　議案第５１号に反対し、修正案に対し賛成の討論を行います。８番議員からいろいろと説明がございましたのでかいつまんで申し上げますと、この議案第５１号はいわゆる財産取得に関する条例でありますけれども、１４，５年前にこの条例が制定されている。したがつて、当時の物価の問題、あるいは値段の問題、こういつたものが現在では相当の差が出ているのでこれを改めたいという提案理由の説明でございました。これは一応わかります。したがつて、他の面についてはいろいろ妥当だと認めております。さらに、関連する第５２号議案、これは従来規定されているところの約倍に改正されて議案として出されております。しかしながら、この５１号議案の中にある改正の部分につきましては約倍になつてるのがございます。たとえば、６条の１項の６号、これの予定価格３，０００ドルを越えない財産を買い入れるときとあります。これを現行の条例では１，５５０ドルということになつて約倍であります。ところが８番議員から出された修正案に限つてだけこれが現行で４，１６６ドル６７セントであるのに対し、これを５０，０００ドルに改めるということは約１２倍になりけます。これは非常に大きいわけであります。特にその内容については提案者からありましたけれども、ただでさえ与党議員が圧倒的に多いわけであります。そのような中において、特に、市長の権限を大きくするということはこれはややもすると運用を一歩誤まると市長のいわゆる独裁的な方向に成りかねないし、あるいはまた土地の取得の問題についてはとかくいろいろな問題が起き勝ちであります。こういつたような場合にあるいはまた市民の疑惑を生むような結果が生まれないとも限らないわけであります。そういつた面からすればこれは約倍にしまして、他の議案と大体平行しまして、４，１６６ドル６７セントではこれは確かに低いわけでありますが、これを他の議案とも関連して３５，０００ドルにもつてくるのが妥当ではないかと考えます。したがつて、５０，０００ドルでは高過ぎると思います。さらにもう１点の土地については、これは従来の条例に１，０００坪とあるがこれが５，０００平方メートルになつておりますが、これは約１，５５０坪になります。この坪数については改正することは当らないと思います。１０年であろうと２０年であろうと１坪はあくまでも１坪であります。ただそれの価格が１０年前と１５年前との違いはあつても坪数については同じであるのでこれをあえて引き上げるということは妥当ではないと思います。したがつて、坪数はあくまでも１，０００坪にすべきだと思います。以上申し述べまして議案第５１号に反対するとともに８番議案から提出された修正案に賛成するものであります。






○金城　重正君

　本員は８番議員の出しました修正案に反対をいたしまして議案第５１号に賛成いたします。理由を申し上げますと現行の条例は１４，５年前のものでございまして提案理由にもありますとおり、経済情勢、財政規模、および事務の能率化を勘案した場合にはどうしても現行の条例を現時点に即応するものにして市民の付託にこたえるべく改正するのはわれわれ議員の義務だと本員は考えるのでございます。５１号議案中議決を要する取得の５条１項、２項の改正でありますが、これを現行の４，１６６ドル６７セントを予定価格５０，０００ドル以上、土地にありましては５，０００平方メートルに改正するということでありますが、懸念されることは議会の権限が縮少されるのではなかろうか、また当局の考え方いかんによつて市民の財産が取得され、または処分されるのではなかろうかということだと本員は思いますが、これは当らないと考えます。これの改正の真意はただいま述べましたように現時点における経済情勢、財政規模、事務能率化のためには１４，５年前の条例では不相応だという見解と、本土の類似都市における条例のあり方に近付けようというのがあると本員は考えます。本土におきましては都道府県の段階、特別都市の段階、市町村の段階と政令で定められておりまして、人口３０万の市でも、５万の市でも同じく５０，０００ドル以上、５，０００平方メートルだと伺つております。また現在の那覇市の地価相場を考えてみましても１４，５年前とでは１０倍以上の開きを見せております。また、財政規模からしましてもしかり、事務能率の面からしましてもこれが現行のままでは執行能率が抑制される面が十分ございます。まず事務能率の面から調べて見ますと６４年取得が５件でございまして改正した場合にはこれが１件になり事務能率は４件ということになります。６６年度は取得６件で改正された場合には１件でございまして事務能率５件ということになります。取得議決は５０，０００ドル以上５，０００平方メートル以上に改正されますが１件で所有者多数ということになりますとその所有者１人の土地が１７，０００ドル以上になる場合には契約に関する条例で議会の議決を要するのでございまして何ら議会の権限を犯すものではなくて事務の円滑、能率化のために改正されるもんでございまして簡潔に申しますならばこの改正案というものは正常の状態に改正して当局に十分仕事をさせることであつて懸念すべき理由はないと本員は考えまして本条例改正に賛成をいたします。御賛同をお願いいたします。




○副議長（辺野喜英興君）

　討論を終結し採決に入ります。一応議案第５１号に対する修正案が出ておりますので最初に修正案について採決いたします。修正案に御賛成の方の御起立を求めます。






○副議長（辺野喜英興君）

　少数であります。よつて議案第５１号に対する修正案は否決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第５、議案第５１号市有財産の取得管理および処分条例の一部を改正する条例制定について委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。




○副議長（辺野喜英奥君）

　多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　昼食のため休憩いたしまして午后１時２０分より再開いたします。

	（午后　１２時２３分　休憩）

	（午后　　１時２５分　再開）







○副議長（辺野喜英興君）

　午前に引き続き会議を開きます。日程第６、第５２号議案、議会の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例の一部を改正する条例制定についてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第５２号「議会の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告いたします。現行条例は１９５５年に制定され、１０数年経た今日、今なお改正されずに生かされていることは、経済の伸び、物価の上昇等からして、現況に即しなくなつたので、議決を要する予定価格を引き上げることと、水道事業に関連する条文も改めるため、提案されております。その審査の主なるものを申し上げますと、第５条、第６条中の予定価格が、約、倍に引き上げられているので、その根拠をただしました。当局の説明によりますと、その根拠は、先ず、日本本土の政令に定めてある基準にそつて改めてあるが、現行条例制定当時から今日までの物価上昇と照らし、この額は妥当であるとして、現行の約、倍に改めたいという説明がなされております。委員会は、その他若干の質疑を交わし、本案は、全会一致、原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく、各位の御賛同をお願いします。（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め議案第５２号議会の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例の一部を改正する条例制定について採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第７、第５３号議案工事その他請負契約条例の一部を改正する条例制定についてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第５３号「工事その他請負契約条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告いたします。この条例も１９５３年に制定され、１０数年経た今日、今なお改正されておらず、現況に即しないので、一般社会通念の契約のあり方にもつていくため、本土の条例を参考にして改正したいということであります。その審査の主なるものを申しあげますと、本案の提案理由は、不適格業者を排除する途を設け、契約事務の公正性を図る必要があるとうたつておりますが、これまでに不適格業者がいたのか、また、契約事務の公正性は現行条例では、はかれなかつたのかとただしましたが、当局の説明では、不適格業者の件については、請負契約を締結するときは、契約する段階までに調査して請負するのであるが、相手の都合で、工事中途で投げられたこともあつた。また、契約事務の公正性については、これまで公正性がはかられなかつたということではなく、今回改正しても絶対に不正が起らないとは、いえないと思う。しかし、より効果あらしめるためには、条文を整備し、入札参加者の資格を厳密にすることにより、今よりその防止ができるという説明がなされております。

△　第３条第１項第３号中の「その他の請負．．．．」にはどういうものがあるかと申しますと、当局の説明では、設計委託、土地調査委託等がこれにあたるということであります。また、同条同項第５号には、「一般競争入札に付することが不利益と認められるとき」とのみうたわれておりますが、これと同性質を有する議案第５１号の第６条第１項第７号、第１３条第１項第６号では、「不利益または不適当と認めるとき」とうたわれておりますので、同じくこの第３条第１項第５号の中にもうたうべきではないかとただしました。これに対する当局の説明は、工事の請負契約等において、不適当に該当するものは、工事の執行に特殊の技術を要するために、相手方がある程度特定し、不特定多数の業者を競争に参加させる一般競争入札に適しないような契約を締結する場合、または、特殊の構造または品質を要する工事、製造であつて監督または検査が著しく困難であり、一般競争入札に適しないような場合等をいう。したがつて、この条例においては、一般競争入札に付することが不適当な事項が第３条第１項第４号に具体的に規定されており、それ以外に不適当な場合が予想されないので、あえて「不適当」という語句を用いる必要がないということであります。第４条　この改正は、第１項第５号の予定価格を現行の約、倍の２，０００ドルに改めることと、第８号を「落札者が契約を締結しないとき」に改めることでありますが、この第８号の解釈は一旦落札者が決まると、市の予定価格がわかつているし、再入札に付する意味がなくなるので、落札者が契約しないときは直ちに随意契約に付することができるという説明がなされております。　第１９条　この改正は、第２項の契約保証金の減免規定の中に従来なかつた「指名競争入札」も挿入することでありますが、この第１９条は原則として契約保証金はとることになつております。市に損害を蒙らす恐れがないと認められるときに減免規定が適用されるといい、また、この契約保証金の全部または一部を納付させないことができる場合として自治省の準則は、　１，契約の相手方が保険会社との間に当該地方公共団体を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。

２，地方自治法施行令第１６７条の５および第１６７条の１１に規定する資格を有する者と契約を締結する場合において、その者が過去２ケ年の間に当該地方公共団体の種類および規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたつて締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。　３，法令に基づき延納が認められる場合において確実な担保が提供されたとき。　４，物品を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が即納されるとき。　５，随意契約を締結する場合において、契約金額が少額であり、かつ、契約の相手方が契約を履行しないこととなるおそれがないとき。と示されておりまして、本市においてもこの条例が改正されると、何でもかんでも減免するということはないという説明がなされております。委員会は、以上の説明を聴取し、本案は、全会一致原案通り可決すべきものと決定いたしました。よろしく、各位の御賛同をお願いします。（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め議案第５３号工事その他の請負契約条例の一部を改正する条例制定について採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第８，第５４号議案那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定についてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第５４号「那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告いたします。本案は、那覇市史編集委員会委員のうち、学識経験者８人以内とあるのを１人増員して９人以内と改めるため提案されております。この増員の理由は、現在、学識経験者の中から１人嘱託にして常時執務してもらつておりますが、より充実させるため、あと１人委員を委嘱し、嘱託と兼ねさせ、市史編集の監修にあたらせる考えである。という説明がなされております。委員会は、以上の説明を聴取し、若干の質疑を交わした後、本案は全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同をお願いします。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め議案第５４号那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第９，第５５号議案、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定についてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第５５号「那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告いたします。本案は保育所の新設等、新規事務の発生ならびに事務量の増加に伴い、職員を増員する必要があるとして提案されております。この増員する職員は市長事務部局３５人、消防３人の計３８人でありますが、その内容を申し上げますと、△　保育所新設に伴うもの１０人△　保育所の児童定数を増加したことに伴うもの１０人　△　老令年金支給事務従事者８人　△　泊港務所の西ゲート勤務４人　△　事務量の増加．その他６人（うち、消防３人含）であります。委員会は、この増員計画に対し、△　老令年金支給の事務量についてただしました。当局の説明によりますと、老令年金受給資格者は７０才以上の老人で、年間６６７ドル以上の所得がない者および他の年金が２８５ドル以上ない者となつておりまして、その該当者は、８，２００人いらつしやるが、これの支給は毎年１０月、１月、４月、７月の年４回行う。また、この老令年金支給事務のほかに、市独自で行なつている８５才以上の方に支給する、老令見舞金支給の事務もあります。次に、直接市民サービスに当る窓口の人員増についてはどのように考えているか、と質しましたところ、当局の説明は、市民課は戸籍係１人．登録係１人計２人、徴税は徴税係１人．小禄支所１人計２人、それぞれの今回増員するということであります。結論として本案は、以上の当局説明を聴取し、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく、各位の御賛同をお願いします。　（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め議案第５５号那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第１０　第５６号議案、那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定についてを議題として経済民生教育委員会の審査報告を求めます。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　議案第５６号「那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について」本案は１９６７年度事業として建設中の若松公設市場が近く完成するので、その設置を「那覇市松下町２丁目」に定めるため提案されたものであります。当局の説明によると該公設市場には、市場建設のために立ち退かされた店子２７名を収容することにし、小間数もそのように計画されておる。また、使用料は一平方メートル当り月額１ドル３０セントにする、ということであります。委員会は以上の当局説明を了承し、本件については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。（「質疑、討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑、討論なしと認め議案第５６号那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第１１、第５７号議案那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定についてを議題として経済民生教育委員会の審査報告を求めます。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　議案第５７号「那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を御報告いたします。本案は児童福祉法の改正に伴ない、保育所の入所についての措置権が市町村長に移管されるので、現行条例を改正するために、提出されたものであります。主な改正点は　△　今後は政府が認定する措置費の改正のたびごとに、保育料が変つていくので、従来の３段階による保育料を政府の定める基準により市長が定める。　△　収容人員についても、政府の措置費の算定基準に従い６０名収容の場合と６１名から９０名　９１名から１２０名の３区分に改める。　△保育料は、従来入所期間が１カ月に足りない場合は、日割り計算によつて徴収しているが、これを政府の措置費の支払い方法に準じて改めたい。ということであります。本改正案は、法律の改正によつて措置権が市長に移管されたために提案された条例であり、若干の質疑はありましたが、委員会は、当局の説明を了承し、全会一致可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。　（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第５７号那覇市保育所設置および管理条例の一部を改正する条例制定についてただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第１２、第５８号議案那覇市ごみ処理場条例制定についてを議題として経済民生教育委員会の審査報告を求めます。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　議案第５８号「那覇市ごみ処理場条例制定について」審査の結果を報告いたします。本案は、１９６７年度事業として建設中の５０トン処理コンポスト工場がほとんど完成いたし現在試運転中でありますが、この試運転が終わり次第、本格的操業に移りますので、自治法第１４６条第１項の規定に基づき、その設置、管理を条例で定めようとするものであります。なお条例制定にあたりましては本土都市の関係条例を参考にいたしました。以上が提案された主な理由であります。次に質疑の主なるものを申しあげます。コンポストにもつていく塵埃はこれまでと異なり、現場にもつていく前に選別の必要性が生じると考えられるが、その具体策についてただしましたところ、当局としてもすでに選別の必要性を認め、協議の結果、結論として次の２点について対策を講じるように意見がまとまつた。すなわち、第１の方法として市自体でできる方法としては、ごみを車に積む前に常にコンポストにもつていくという前提の下に選別するようにする。第２の方法としては、対外的に市民の協力を得る必要があり、そのためのパンフレツトを１０万枚発行し、小学校の低学年生を通じて各家庭に配布し、その周知徹底を計る計画をたてております。さらに各校区の婦人会、自治会等にも協力を依頼する。ということであります。　△　コンポストの製品の販売方法およびその価格については、原則として農協の育成等も考慮してその窓口を通すことにしたい。なお価格は本土にみならい１級品、トン当り４ドル、２級品トン当り２ドルから３ドルを考えておる」ということであります。　△　現行の製品の生産状況および将来の見通しについて。本土では１級品３分の２，２級品３分の１の割合いであるが、当市は目下試運転中で調査の段階であり将来は１級品２，２級品を１の割合いまでもつていくよう努力したい」ということであります。以上の質疑の後、本件については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め議案第５８号那覇市ごみ処理場条例制定について採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。　（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第１３，第５９号議案、那覇市宿所提供施設設置および管理条例の一部を改正する条例制定についてを議題として経済民生教育委員会の審査報告を求めます。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　議案第５９号「那覇市宿所提供施設設置および管理条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告いたします。本案は市内に散在する５カ所の愛生寮に収容されていた入居者を１カ所に統合するための施設を首里に建築中でありますが、近く同施設が完成しますので現行条例第２条の名称と位置の変更と、同施設設置に対する政府補助金交付指令の条件として、入居者の更生指導と施設の管理をするための管理人を置くこと、となつているため第８条も改めたいということであります。質疑の主なるものを申し上げますと、新しく設置される愛生寮の入居者の対象、および将来の市の対策についてただしましたところ、入居者の対象については、現在５カ所の愛生寮にいる９５世帯のうち８０世帯を選定し入居させ、他の１５世帯については政府の社会福祉事務所と協議の上世帯主の就労等も勘案し転居してもらうようにしたい。さらに将来の対策については、政府の次年度の方針として厚生園を増設し、収容人員を６８年度５０人、６９年度は１５０人までふやす計画であり、愛生寮の入居者にも対象者がいるのでこういつた点もかみ合わせて検討したいということであります。




次に現在建築中の愛生寮に隣接する市営のと場を保健衛生、環境浄化の面からくるところの移転の可否についてただしたところ、当局としても以前から検討しているが、と場を市営から民営に移管しよそへ移転すべきだとの意見もあり、と殺業組合に対してもいずれは廃棄するということを申し伝えてあるが、零細企業の育成という問題もあるので今後さらに検討し善処したいということであります。次に現在５カ所の営造物を廃止し処分することについては議決を要しないか、という質疑に対し、政府の地方課および当局の法規係の見解として「議会の議決または住民の投票に付すべき財産、営造物または議会の議決に付すべき契約に関する市の条例」の第２条、「市町村自治法第３６条第１項第７号の規定による営造物の設置または処分で議会の議決を経なければならないもの」の規定中、「愛生寮」は条例でいう営造物には該当しないので議会の議決を必要としない。従つて議会の議決を経なくてもよいとのことであります。これに対して委員から、愛生寮の処分問題については慎重にやつてもらいたいとの要望であり、当局としては法文解釈上確信をもつて提案しているので今後処分については慎重に検討したいということであります。以上のほか若干の質疑がかわされたのち討論に入つたのであります。　反対討論　現在建設中の愛生寮に隣接すると場を移転しない限り、精神的、保健衛生上の面からも好ましくないので反対する。ということに対し、賛成討論　現在民有地に散在する５カ所の愛生寮は地主からの強い要望もあつて、１カ所に統合するための大きな視野に立つた市の政策であり、と場の問題は環境上好ましいことではないが、市としても将来はと場を移転したい意向のようである。従つて本案に賛成する。以上の討論ののち採決の結果賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　お尋ねいたします。市当局がこの愛生寮を首里の鳥堀に設置して、集中管理したほうがいいという説明のあつたときに、と場と接近しないようにつくるんだという説明があつたわけなんですが、今の委員長報告を聞いて感ずることは、この愛生寮とと場とが非常に接近しておると、従つて精神面、衛生面に与える影響が非常に大きいというふうに本員は考えるわけです。そこでと場を廃止してこのと場を使用しておる業者に払い下げる考えは市はもつているが、しかし零細企業であるために今そのと場をほかに移して企業をするという点ではまだ困難である。従つてしばらくはそのままおくということが報告の中に出ておるが、そこで問題になるのはこれまで幾多の議員が那覇市内の住居地域にぶた小屋がたくさんある、衛生面からみても早急に移転させるべきだというふうな意見がたびたび出された、市当局もそのとおりだとしているが、しかしながらそれを移転させる場合、何回も移転させられた人もあつてさらにこのぶた小屋のほうに市民がむしろ寄つてきたと、その近くに住宅をつくつたということで移転させる場合は立ち退き補償することになるので困難であるが、やはり居住地域からは立ち退きさせるべきだというふうな説明をしておるわけです。そういう考え方からして衛生的にみても悪い。しかしと場の移転をきめないうちにそこにつくつた理由ですね、最初の話ではと場と接近しないようにつくるんだということであつたが、なぜ接近してつくつたかという問題ですね、それが１点。さらにもう一つは市がと場を廃止してと殺業者にと場を譲つて運営してもらいたいという考え方もいいかもしれませんけれども、零細企業を保護育成するためにその零細企業であると殺業者が他にと場をつくるまでそのままにするという点に問題があるんじやないかというふうに本員は考えるわけです。すなわち愛生寮に入つておる貧しい市民のことを考える場合には、やはり精神的にも、衛生面からみてもと場の側につくるべきじやない。つくつた場合は早急にそれを移転させて、その零細企業者が集つておると殺業者に譲る場合、その人たちが譲り受けられる段階で譲つていいんじやないか、それまではと場を民間の業者が自分たちでやれるまでは市当局がほかに移すべきじやないか、中小企業の保護育成という面は、そのほかの方法でも育成していけるわけですが本員はそういうふうにすべきだというふうに考えておりますが、現在民生委員会の審査の段階でそういつた面が出されて審査されたかどうかそれについての説明をお願いいたします。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　御報告申し上げます。審査されました。審査の過程を記録をたどつて申し上げますと、とかくはからずもと場に接近したということについて、これは遺憾であるというようなこともありました。問題はですね、市としましては、十二分に本事業を民間にきりかえまして、ある時期をみて移転させたいという熱情にもえたぎつております。そういう気持でこれを了承したわけです。その程度でございました。なお詳わしいことがお聞きしたいことでありますれば当局からお願いしますが。




○黒潮　隆君

　本員が考えておるのは、ある時期に市は移転をしたい、その場合は民間の業者がほかにこのと殺場を設置するという段階だと思うんです。ある時期というのは、それが４、５年あとであるのか、あるいは今年一ぱいに終わるのか、あるいは来年であるのか問題だと思います。その予算措置がされていないので今年度ではおそらくできないんじやないか、あるいは追加予算をして次の会議に出されるのか、そこまではつきりさせないとある時期というのは３年後であるのか、５年後であるのかわからないわけです。そこを委員会でどの程度まで審議されたのかお尋ねします。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　微に入り細にわたつて申し上げたいんですが、やつぱり、記憶力にも限界がありまして私から申し上げるよりも当局からなまの声を拝聴したいと思います。よろしくお願いします。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。実際現場を視察いたしまして、愛生寮がと場に接近いたしております、その点生活環境、衛生環境の面からもよくないので、できるだけあの位置からと殺場を早く撤去したいとこういうふうに考えております。




○黒潮　隆君

　できるだけ早くという点、ある程度市当局としては目途をもつていいじやないか。たとえば今までの委員会の審査の模様を聞いておりますと、市はと場を廃止して民営にしたいという考え方も聞いておりなす。それのいい悪いは言いませんが、つまり、零細企業であるために、その業者がほかに土地を確保してそこに移るということは時間とかなりの歳月を要するわけですが、そうなると市当局が認めておる環境衛生の悪いところで、入居者の方々にそこでの生活を強いることになるわけです。従つてその移転の目途を明らかにする必要があるんじやないかというふうに本員は考えるわけですが、市当局としてはそこまではもつていないのかどうか。






○経済民生部長（慶佐次盛宏君）

　お答えします。と場を利用する業者のいわゆる終始時期の問題でございます。前々からいろいろ業者と話し合いしまして十分に機運は業者の中に盛り上げさせたつもりであります。業者としても移つてもよろしいと、自分らで経営してもよろしいということであります。最悪の場合にそれぞれのと場を利用する、既存のと場を利用する。安謝のと場を利用する、豊見城のと場を利用するということになつてもこれはやつていけるとわれわれは考えております。ただ向こうに従来おつたために、それだけの機動力しかなかつたために安謝を利用したり、豊見城を利用したりすると車を強化しなければならない。そういつたことで十分これは解決されますので入居が始まりますればその使用は十分制限してゆきたいと思います。




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑を終結し討論に入ります。






○瀬長　フミ君

　議案第５９号　那覇市宿所提供施設設置および管理条例の一部を改正する条例制定について反対いたします。理由といたしましては先ほどの委員長報告にもありましたように、私たちもあの現場を見ましたが愛生寮とと殺場は目と鼻の先にありますので非常に問題があるように感じました。保健衛生の面からも、また環境も悪いし、と殺される豚の断末魔の声や計量される間の声も聞かれる。そういう環境の中で愛生寮に入つている方はお年寄りであります。ここにお年寄りが入つて来ると精神的な問題でシヨツクを受けると考えます。そういう面であのお年寄りをここに入れることは丸で姥捨山に連れて来たような感じを受けるのであります。そういう面で現段階においてはこのと殺場がある間はこの条例、あるいは愛生寮を作ることにも私たちは反対であります。以上の理由を申し上げて反対いたします。




○副議長（辺野喜英興君）

　討論を終結し採決に入ります。　日程第１３、議案第５９号那覇市宿所提供施設設置および管理条例の一部を改正する条例制定について委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○副議長（辺野喜英興君）

　多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第１４　議案第６０号那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定についてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直）

　議案第６０号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について、本委員会の審査結果をご報告いたします。本案の改正点は、現在の建設中の那覇市若松市営住宅が、６月中に完成し、７月から入居することになつており、その設置および家賃額を定めるものである。若松第３種住宅は、１階市場で５階建４８世帯収容、１室９坪型で、家賃月額２０ドルとなつている、との当局説明がなされた後、質疑に入つたのであります。その主なる論点は、入居申込者は、６４０名にものぼつているが、入居者選定方法如何ということに対し、若松市場の立退店子が２６件ありそのうち１８件が入居を申し込んでおり、その他、都計事業による立退者、樋川、牧志公設市場の道路工事による立退者１０名程度申込みが予想されるので、これらの人々は、優先して入居させ、残りの分については、応募した者の中から、厳選したのち抽選により、入居者を決定したい、ということであります。以上のほか、なお若干の質疑が交わされたのでありますが、本案については、各員これを了承し、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしたのであります。よろしく各位のご賛同をお願い致します。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第１５、議案第６２号那覇市公営企業組織条例制定についてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第６２号　那覇市公営企業粗織条例制定について、本委員会の審査結果をご報告いたします。市町村公営企業法の概略については、市町村自治法第２条により、公営企業を経営することができるが、公営企業のひとつである水道事業を実施するうえにおいて、地方公共団体の組織運営の基本法である市町村自治法、および財政法の拘束を受けていたのでは、能率的企業運営は、できないので、市町村自治法、および財政法の障害となる規定の適用を排除し、それに変わるその特例法として、企業の実態に即した法律制度として生まれたのが公営企業法である。市町村公営企業法施行規則は１９６６年１１月１０日に制定され、１９６７年７月１日から実施されることになつているので本市においてもそれに基き条例を制定し公営事業を実施することになつている。市町村公営企業については、市町村公営企業法が市町村自治法および財政法に優先して、適用され、市町村公営企業法に規定されてないものについては、市町村自治法および財政法が適用されることになつている。市町村公営企業法の内容の主なものを申し上げますと、その目的は、同法第３条の基本原則として企業の経済性と公共の福祉の増進をはかるためであると規定され、管理者の設置については、同法第７条第１項に、「市町村公営企業を経営する市町村に、当該市町村長の指揮監督の下に市町村公営企業の業務を執行させるために、管理者を置く」ことになつており、同条第２項において、「管理者は、当該市町村の吏員で、市町村公営企業の経営に関し、識見を有する者の中から市町村長が命ずる」こととし、「この場合においては、管理者が市町村自治法第９８条（助役の設置、および定数）に規定する吏員であるときは、同法第１０３条（助役の兼職禁止）において準用する同法第８１条第２項の規定中、市町村の常勤の職員との兼職に関する部分は、適用しない」ことになつており、助役でも管理者になることができる。これは、公営企業法が市町村自治法の特例法であるためである。以上の当局説明に対し、若干の質疑が交わされたのであるが、結論として、本委員会は、これを了承し、全会一致原案どおり可決すべきものと決定したのであります。

よろしく各位のご賛同をお願い致します。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第１６、議案第６３号那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例制定についてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第６３号　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例制定について、本委員会の審査結果をご報告いたします。企業職員の身分取扱については、原則的には、一般職員と同様、市長の補助職員であるが、職務の責任と特殊性にかんがみ、一般職員に適用する「那覇市職員定数条例」にはよらないで、公営企業法第３７条第３項に基づいて、企業職員の給与の種類、および基準は、別に条例で定めることになつている。なお、市町村自治法第１３９条第３項においては、給料額および支給方法等は、条例事項であるが、市町村公営企業法第３７条第３項では、給与の種類および、基準を定めるだけで、具体的事項は、管理規定で定めることになつている。さらに、管理者については、市町村公営企業法第７条第２項により、市長が任命し、同法第３６条による企業職員については、同法第１５条により、管理者が任命し、主要職員については、市長の同意を得て、管理者が任命することになつている。以上の当局説明に対し、若干の質疑が交わされたのち、本委員会は、これを了承し、全会一致、原案どおり可決すべきものと決定したのであります。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第１７、議案第６４号那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定についてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第６４号「那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について」本委員会の審査結果をご報告いたします。本件については、市町村公営企業法の施行に伴い、水道事業管理者の権限に属する事項について、那覇市水道給水条例中、市長の権限に属する事項を除き「市長」とあるのを「水道事業管理者」に改正したいとの当局の説明を了承し、全会一致、原案どおり可決すべきものと決定したのであります。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第１８、議案第６５号那覇市水道事業業務状況の提出に関する条例制定についてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第６５号「那覇市水道事業業務状況の提出に関する条例制定について」本委員会の審査結果をご報告いたします。本件については、市町村公営企業法第３８条第１項の規定にもとづいて、水道事業の業務状況を説明する書類の作成および長に提出する必要な事項を制定するためであり、市町村自治法第１７７条第１項の規定による市町村長の行う「公表」と同様、市町村公営企業の業務状況を毎事業年度２回以上公表し、当該企業の経営に対する理解と、批判の資料を住民に提供することにより、公営企業の実態について、周知、徹底させるためのものである。以上の当局の説明を了承し、全会一致、原案どおり、可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同をお願い致します。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第１９、議案第６６号　那覇市水道事業基本計画についてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第６６号　那覇市水道事業基本計画について、本委員会の審査結果をご報告いたします。本案についての、当局の趣旨説明によると、公営企業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的である、公共の福祉を増進するように営まれるのが基本原則である（市町村公営企業法第３条）ので、この基本原則に基いて議会の議決を得なければならない（同法第４条）すなわち、基本計画とは、予定給水量、給水予定区域、および人口、取水の方法、配水管および給水管の予定総延長、計画年数、事業費総額等、当該企業に関する長期的計画、および、企業運営の基本的事項であり、これらの実現の、毎事業年度の予算、事業計画、実施計画等に則つて行なわれるものである、ということであります。主なる質疑といたしましては、６２年度から、６６年度までの自己原水、公社原水、公社浄水の取水の内訳および公社依存率如何ということに対し、６２年度公社依存率５７．５％で、その内訳は、公社原水量２，０４４，９６２立方米　公社浄水量１，８９５，５５５立方米　自己原水量２，９１４，１９２立方米

６３年度公社依存率７８．６％、その内訳は、公社原水量２，５７５，８０８立方米　公社浄水量３，３２５，７２９立方米　自己原水量１，５７３，０１５立方米

６４年度公社依存率７９．２％、内訳は、公社原水量２，７３４，８１８立方米　公社浄水量３，２００，６８０立方米　自己原水量１，５５８，００６立方米

６５年度公社依存率６３％、その内訳は　公社原水量２，３７８，９４４立方米　公社浄水量３，６９１，８１６立方米　自己原水量３，５５７，８３３立方米

６６年度公社依存率６４．９％　その内訳は、公社原水量２，９３１，３９７立方米　公社浄水量４，２３１，９７５立方米　自己原水量４，０３６，０７９立方米

６８年度から、７２年度までの自己水源開発箇所、および、水量については６８年度においては、牧港川は現在取水量１，８００トンを改良工事により、２００トン増やす。銘苅川は、現在取水量３，０００トンを改良工事により、１，０００トン増えることになり、合計１，２００トンの増となる。　６９年度においては、後原川２１０トン増え、７０年度は、青小堀系統の改良工事により、３，０４０トン増える。　７１年度は、銘苅川関係１，０００トン、

７２年度は、照屋川４８０トン、大山２００トン、真境名２００トン、登川２００トン、親里川４００トン、旧大山川４００トンで合計７，３３０トンの自己水源を開発する計画であり、この総工事費は、６５２，５００ドルである。水道公社の６８年度以降の取水計画は、天願のほうで、改良工事が今月中旬に完成すると、７，５５０トンから８，７０５トンキヤンプハンセンから石川浄水場までの工事が６月中旬完成すると、５，６７７トンから、６，４３４トン比謝川から、タイベースまでの配管拡張工事が、６月末完成すると、７，５６０トン、嘉手納の方で、８月初旬完成すると、１３，２４７トン、これらの工事が完了すると、合計３５，９５７トンとなり、６９年度は、羽地川から、福地川までの取水計画が、５３，０００トン。最終年度では、これらを含めて、総計、３４０，０００トンの取水計画である。今年の６月から８月までの工事が完了し、浄水施設が全部完備された場合の、公社の１日の最大浄水能力は、タイベース、５６，７７５トン　カデナ、２２，７１０トン　キヤンプ桑江、３，０２８トン　登川、１，１３５トン、与座、２，６４９トン　泊浄水場、２２，７１０トンを含めて、合計１３９，２８７トンとなり、これらの計画によつて、市の基本計画給水量は、５ケ年計画の最終年度である、７２年度では、総計１日最大９３，９３０トンとなる。なお送配水管布設計画については、５６，３９８ｍとなり、それに要する事業費の予定総額は、２，５５１，６２０ドルとなるとの説明がなされ、各員これを了承し、本案については、原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○赤嶺　慎英君

　水道事業の基本方針というのは那覇市の現時点における当局ならびに市会が総意を上げて解決されなければならない大きい問題だと本員は思考いたします。水道の基本法が出来ましてこの際水道事業の計画基本線が打ち出されておりますが、この基本計画というのは那覇市の水道事業の根本方針としてゆるがせにできない問題だと考えます。それでお尋ねいたしますが方針の中に住民の飲料水のほか消火用水およびその他の水を供給するとありますが、その他の水を供給するということはどういうものを御計画されているのか、これを御審議なされたかどうかお尋ねいたします。それが１点。それから給水人口でございますが給水人口というものは何をどういうふうにして算定なされておるのか。なぜ本員がそういう質問を申し上げるかといいますと、那覇市には近郊の農村、離島の農漁村、外国などから那覇市の水を慕つておいでになる。この人たちのお使いになる水も相当量に達するんじやないかと思いますが、この給水人口、これの計画は一体どういうふうに算定されているのか。それが２点でございます。次に３点でございますが、計画年数は５カ年とされておりますが、ただいまの委員長報告からすると何川から何とん、何川から何とんと計画されておりますが、この計画によつて那覇市は毎年のごとくある水の苦情を聞かないですむようになるのか。その事業計画に乗つていかないときは会社が潰れるかどうかということを本当に検討されたことがあるかどうか。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　その他の水というのは工業用水ということでございます。２点目の給水人口についてはどうしてこれを算定したかということについては審議されておりませんので当局から説明させます。






○水道部長（玉城　定仁君）

　基本計画における人口の推定についての問題で御説明申し上げます。都市計画のほうでは、いわゆる那覇市に居住するところの住民、登録されている人口をもつて将来の人口推計をなされております。水道の場合には、都市計画による将来の人口の延びの推定と、さらに非琉球人も那覇市に居住している以上水を使用しますのでそのほうも推計しております。都市計画による人口の推計は１９８０年には４３２，３１１名推計しております。さらに非琉球人のほうでは１９６７年３月現在で５，６００人が那覇市内に居住しておりますが１９８０年には１２，７０１名という推定で基本計画をたてております。その合計４５万。この推計でこの基本計画を策定し、さらに１人１日あたり３５０リツトル使用するということで水量の推計をしております。




○赤嶺　慎英君

　その他の水は委員会において工業用水というふうにされたそうでありますが、これも計画にのらなければいけないと思います。下水の用水は何に含まれるんでしようか。計画年数は５カ年とされておりますけれども予算かれこれ、さらに事業計画でなされているかどうか。




○水道部長（玉城　定仁君）

　いわゆる飲料水、消火用水、およびその他の水とは浴場用とか工業用とかという意味でございます。それから工業用水につきましては現在のところ都市計画のほうでは安謝の場合に埋立地それとの関連において準工業用地と指定されておりますけれども、現在は人家もあり、工業もあるんだということで、工業用水はむしろ今の浄水を使用したほうが経済的であり、それが純然たる工業用地ということで工場が誘致された場合には工業用水ということも考えられる。さらにこの計画は、将来の、いわゆる予算計画はなされておるかというような、（「下水道の用水も含まれておるか」という者あり）下水道の用水は一人一日当りの水の使用量の中に含まれております。下水道の使用量につきましては先だつての本会議でも申し上げましたが一人当り一日２０～２５リツトル、使用されると３５０リツトルの中に含まれております。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論終結し採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議をし」という者あり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第２０、第６７号議案、市有地を売却処分することについてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第６７号　市有地を売却処分することについて本委員会の審査結果をご報告いたします。本件については、当局説明を聴取したのち質疑に入つたのでありますが、その主なるものを申し上げますと、一般競争入札により、電力公社の参加する可能性および同社が落札した場合の法的問題については、琉球政府法務局長の見解として、非琉球人による土地の恒久的権利の取得は、一般的には「非琉球人による土地の恒久的権利の取得を規制する立法（１９６５年立法第１１０号）」により規制され、従つて、その取得は、行政主席の許可がなければ、効力は生じない。ところが、琉球電力公社は、「琉球電力公社の設立」（１９５４年民政府布令第１２９号）改正第４号の一部である、同定款第５条ｅ項およびＧ項に基づき不動産を取得する権限が付与され、かつ、同条Ｆ項に基づき、定款の目的達成の範囲内では、公社の名において土地取用権を行使する権限も付与されている。従つて琉球電力公社は、該規制立法第３条第１項の適用を受けないと解されるので、行政主席の許可を要しないで土地の恒久的権利を取得することは、可能である、ということであります。以上の見解により、当局としては、電力公社が入札に参加することは何等差しつかえないし、また、同公社が落札した場合には、同公社と相談して、行政主席の許可を得てもらうようにしたい。以上のほか、なお若干の質疑が交わされたのでありますが、結論として、本案については、賛成多数で同意すべきものと決定したのであります。よろしく各位のご賛同をお願い致します。　　（「質疑なし」という者あり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑終結し討論に入ります。






○儀間　真祥君

　本員はただいま上程になりました６７号議案に対して反対の意見を申し上げます。この案件は前の議会にこの電力公社に土地を売るんだということになつておつたのを人民党、社大党の議員団に反対されて引つ込めてきておる議案であります。今度は競争入札という厚化粧をして出してきておりますが、委員会審査の中で電力公社は今度の競争入札に応札することができるのかという問に対しましては、一応市当局の見解として電力公社は応札することは十分にあるというふうに言つております。それと今度は電力公社は非琉球人であるのかということに対しては法務局の見解、これをもつてきまして５月２４日に法務局に問い合わせたら「非琉球人による土地の恒久的権利の取得を規制する立法」の適用を受けないから電力公社に売つてもいいというふうな見解をとつております。最後に水道部長に電力公社は非琉球人か、あるいはまたそのほか何もないのかと問うた場合に、非琉球人だというふうに言つております。こういうふうにして片一方の課長の説明ではこれは非琉球人に土地を売る場合の立法の規制適用しないんだと言つておきながら非琉球人だと言つておる。当局の中にもそういうふうに見解の食い違いがあります。また、電力公社というのは民政府の一つの機関である、そういうふうなところに沖繩県の土地を、国土を売るということについて自信がないというふうに本員も解釈しております。それから私は一地方自治体の長だけで、日本の国土を最終的に外国の一機関に対して処分することができるのかどうか、その点について疑問であります。西銘市長は、こういう最終的な土地処分権をだれから与えられたか。その点も非常に疑問である、そういうことからいいまして、沖繩県というのは一つの独立国でもない、世界のどこを探がしたつて沖繩という独立国はない。だからこういう点からいいまして、一つにはこの土地処分することは外国の一機関である電力公社に土地を処分するということにしかならぬ、この案件に対しては反対いたします。




○副議長（辺野喜英興君）

　議案第６７号市有地を売却処分することについては、これをもつて討論を終結し、採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御賛成の方起立を求めます。






○副議長（辺野喜英興君）

　賛成多数であります。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第２１、第６８号議案国場川（漫湖）の公有水面埋立についてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第６８号　国場川（漫湖）の公有水面埋立について本委員会の審査の経過および結果をご報告致します。本案については、当局の趣旨説明を聴取したのち質疑に入つたのであります。その主なるものを申し上げますと、他の市町村の行政区域を埋立てる法的根拠、および埋立について豊見城村の了解を正式に得てあるのか、ということに対し、豊見城村当局としては、本埋立計画に協力的であるが、正式な了解は得てない。那覇市は、琉球政府に対し、すでに埋立申請をしてあり、琉球政府から豊見城村に、それについて諮問し、その回答をまつて、行政主席は認可を下すのであるが、政府は豊見城村に、まだ諮問してない。近いうちに諮問されると思うが、本埋立計画については、政府と十分打ち合せてあり、了解ずみである。さらに、埋立により遊水面積が狭くなることによつてなお一層浸水するのではないか、ということに対し、漫湖の埋立については、これ以上埋立てないという考え方に立つて整備する。漫湖を平均１メートル浚渫することにより、周辺の排水能力が高められ、現在より浸水が少なくなる。埋立後の豊見城村の行政区域は、どこに編入されるのか、ということに対し、行政区域は、埋立後も埋立前と同様、豊見城村の行政区域であることに変わりないが、豊見城村の行政区域内に、那覇市の市有地を持つということになる、との答弁がなされたのち討論に入つたのであります。

反対討論　　反対する理由は、以前にも行政主席の公有水面埋立ての諮問に対し、これ以上漫湖を埋立てないでもらいたい、ということで、支障ありとして、当議会で否決されたが、その時、シートパイル（やいた）を取り除くこと、捨石を撤去すること、川巾を拡げること等を議会の要望として付したが、シートパイルを６０センチメートル削つて下げただけで、その他は何もなされてない。次に、古波蔵埋立地の周辺に、土砂、ちり等を捨てるという既成事実を、市はつくつている。また、埋立により、漫湖の遊水面が狭ばめられ、現在以上に浸水することが考えられる。ということは、戦前は、北明治橋、南明治橋があつて、遊水面積が非常に広く、全然浸水しなかつたが、戦後は、南明治橋が埋立てられたことにより、流水面積が狭くなり、浸水している。この上、さらに埋立てると、遊水面積が縮まつて、浸水が多くなると考えられる。さらに、他市町村の行政区域を埋立てるには、当該市町村の諮問を要するが、まだ許可されてない。行政の責任者として埋立事業を行うには、地域住民が、その埋立てにより、どのような影響を受けるかということを十分勘案してやるべきであると考える。従つて現時点における埋立ては、かえつて浸水を多くするということになるので反対する。

賛成討論　　賛成の理由として、

１，漫湖を浚渫することにより、排水が良くなり、浸水が少なくなる。

２，漫湖風致地区の整備をすることにより、土砂、ちり等の捨場がなくなり環境衛生が良くなる。

３，狭い那覇市の宅地難解消になる。

４，埋立てすることにより、那覇市の宅地が多くなり、かかる、有利な事業が、他の申請者によつて、埋立てられるということは、那覇市にとつて不利益である。以上の討論がなされ、採決の結果、本案については、賛成多数で、原案どおり、可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同をお願い致します。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　建設委員長にお尋ねしたいと思います。５６年に決定されたマスタープランによると、この漫湖は埋め立てをするのでなくしてそのまま残して風致地区として指定されたというふうに決定されておるわけです。従つてマスタープランを修正して埋め立てをする場合に手続きとしては、その都市計画の修正というふうな手続きを踏んでから埋め立て手続きをすべきだと思う。それで７５号議案の起債することについて総務委員会で審査したときに都計課長はそのとおりだと、そこをはずしてからやるべきだというふうなことを言つていた。それからすると、まだマスタープランの修正を最終的に決定していないのに埋め立てるべきじやないというふうな質問をしたんですが、建設委員会でもそういつたことが検討されたかどうか。これが１点。それからこの出されておる案をみますと、豊見城村の行政区域まで埋め立てるというふうに提案されております。そうしますと本会議での質問に対する答弁、さらに総務委員会での質疑の中ではつきりしたのは、漫湖周辺を整備する計画については豊見城村もいいと言つておる、ところが豊見城村の行政区域まで那覇市当局が埋め立てしようということについては話し合いはきまつていないわけです。つまり那覇市が埋め立ててよろしいということになつていない。従つてこの案を提案して那覇市議会の同意を得て主席に埋め立て認可申請をする前に議会の同意を得る前に関係する豊見城村当局、議会の同意を得る必要があつたんじやないか。そうしてはじめて議会に埋め立てをしたいというこの議案を提案すべきじやないかというふうに本員は考えておりますが、それについて審議されたかどうか、私が豊見城村に行つて調べたところが、豊見城高校敷地を埋め立てるときに、現在那覇市が提案しておる豊見城の行政区域、そこも埋め立てしたいということで申請をしたところ琉球政府自体が、現在那覇市が出しておるような漫湖周辺の整備計画、これがきまつていないために豊見城高校の敷地のところの埋め立て認可だけは許可され、そこは許可されていないわけです。従つて豊見城村としては、豊見城村として埋め立てしたい。もちろん政府の計画、市が出しておる計画のように埋め立てしたいというようなことを言つておられた。しかしそれは議会ではまだ議決されておるかどうかはわかりませんがそういうことを言つております。そうなると同じような計画で豊見城村も埋め立てしたいというふうに主席に申請した場合、同じような政府のそういう計画に従つて埋め立てがなされる場合には、やはりその行政区域の埋め立て箇所についてその市町村に認可されるのが当然じやないかというふうに本員は考えるわけです。従つてその問題が起つてくるかどうかはわからないがそれが疑問なんです。これが２点。そこで今の問題がどういうふうに解決されたか。あと１点はこの計画からしますと、この那覇市の行政区域内、豊見城村の行政区域内、そこも埋め立てて、そして緑地帯を除く、あるいは道路用地を除いてその埋め立て地を売却した費用でもつて漫湖周辺は整備するわけです。巾３０メートルの緑地帯もその費用でもつて埋め立てるということになりますと、豊見城村の行政区域では、自分たちで埋め立てするんだということで行政主席から認可された場合、あとで出てくる７５号議案とも関連しますが、起債して埋ゆ立てる、そしてその償還計画に狂いが生じてくるわけです、それがどういうふうになつてくるかという点。さらにこの埋め立て計画からしますと、プライウツド側の道路に沿つて３０メートルの埋め立てをして緑地帯を作るということになりますと、プライウツド工場が現在都計道路を占用して、道路を横切つて占用しております。それに対しては議会でも市当局でも不本意ながら困つておるわけです。そこでこの３０メートルの緑地帯をつくる場合にプライウツド株式会社との関係はどういうふうになるのか。そしてそこの緑地帯をつくつても現在の護岸沿いの道路は市道としてそのまま置かれるのか、あるいはそれを廃止して緑地帯側にまた道路を新しくつくるのか、そのことと、プライウツドが公有水面を無断で埋め立てたところが１０坪ぐらいあり、那覇市議会でも、埋め立ての諮問について全会一致で可決したこともありますが、その部分はどういうふうになるのか。たとえば市が埋め立てる場合に、埋め立て費用はプラウイツドが出すのか、あるいは出さないのか。さらに緑地帯をプライウツド会社が原木を上げやすいようにしてあげるのか、あるいは緑地帯にトンネルでもあけて原木を運ぶのか、そういつた点が審議されたかどうか。これは非常に重要な問題でありますので承りたいと思います。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　第１点の風致地区の漫湖が変更になつたかということでありますが、これは審議されておりませんので当局から説明させます。






○建設部長（花城　直政君）

　８番議員の御質問にお答えいたします。都市計画のマスタープランの決定は５６年になされておりますが、その後変更されておりません。あれは全部変更されないままに埋めてされております。現在プラウイツドの建つておる敷地もございます。それでなるほどおつしやるように都市計画の変更をしてから埋め立てるのが順当であると思いますけれども、これは埋め立て後免許をもらつてから実際に現状変更するということも可能であります。今、私たちはそういう方法でいこうと思つております。たとえばこの埋め立ての免許がなされなければ変更のしようがない、だからまず埋め立て免許がなされるかどうか、免許が下りてくれば変更ということになると思います。それから豊見城村内の埋め立てについては、これは議会ではありませんが、村当局に行きまして、いろいろその計画を打ち合わせてきたわけです。その計画については全部了承しております。やはりこういう工合で埋め立てなければ、グリーンベルトもつくらなければならないということで了承しております。ただそこでわれわれに埋め立てさせてくれという言質は取つてありません。それは埋め立て法の手続きによつてわれわれが正式に行政主席に申請しますと、法の手続きによつて行政主席が豊見城村議会に諮問をするわけです。そのときになつてはじめて、はつきりしたことが出てきます、われわれはそのときには向うの議会に説明に行かなければならないと思います。そういうことで結論が出されるわけでございますから、別にわれわれが向こうを呼んで、あるいはまた向うに行つてこちらが埋め立てるから了承してくれということは言わなくてもいいんじやないかと思います。ただこの計画については了承しております。それから埋め立て免許が市には下りずに向うの部分だけ豊見城村に免許が下りた場合狂いが生ずると、いうことですがなるほどおつしやるように切り離して向うに免許が下りた場合は狂いがくるわけでございます。そういうわけで那覇市のほうとしても、政府と十分調整してあります。政府のほうもこの案を政府の案として、漫湖周辺はこういう方法で整備するという決定をしていくのであります。そういうことですから個々ばらばらに埋め立てをさせるという計画はできなくなりますから、やはり政府としては那覇市に埋め立てさせるということははつきり言つております。それでこういうことは起こらないと私は考えております。それからプライウツドとの関係でありますが、これはまだ向こうとは具体的に調整してございません。これも埋め立て申請をして行政主席から認可を取る段階になつて向こうと調整するということになると思います。ただ問題は、公有水面を一部借りて貯木場にしておる、この件については向うの顧問の方ですか、相談役の方と話したことはございます。「こうなるとわれわれの貯木場はわれわれの敷地内に入れぬといかぬなあ」ということを言つております。そういうことでわれわれの計画に関連して向こうも何か考えておられるようであります。それでこれについては実際埋め立申請をしたときに、政府のほうで向うのプライウツドを呼んでいろいろ調整されると思います。道路の件は、そのままであります。道路の側に３０メートルの緑地帯をつくるわけでありまして道路はそのままになり、緑地の中に、さつき御指摘になつた２坪ぐらいの埋め立てがございますね、機械置場、これは無断でやつておりますので、これの所有権は向うにないわけでありますから、結局那覇市のものになるわけでありますが、その件についてもまだどうするということはまだしてありませんが、それらも埋め立てる段階になつてどうするということも話したいと思います。




○黒潮　隆君

　第１点の質問についてはマスタープランを修正してから埋め立てるのが順当である。しかし、修正しないでも埋め立てをしてマスタープランを修正することができるというふうな御答弁でございますが、私は前者が正しいと思います。この豊見城村との問題で、埋め立て計画について村当局と話し合つたところ、了解してくれたと。ところが那覇市に埋め立てをさせてもらいたいということについては、言質を取つていない、従つて政府とも話し合つたところ、この計画がバラバラではうまくいかないので那覇市にさせたいというふうなことを政府は言つておる、従つてそうなるだろうということですが、もし、豊見城村議会にこれが諮問をされ議会が否決する、認めないという場合、政府は豊見城村議会の意思を無視しても那覇市に埋め立てさせるという意味なのかあるいはバラバラではこの計画はできないということをおつしやつておりますが、私はできると思います。政府の計画に従つて二つの市町村が協力し合うということはできるわけです。向こうは向こうの埋め立て費用でやり、そして漫湖の周辺の緑地帯をつくる。あるいは、行政区域内の河川のしゆんせつもありできると思います。その計画に反する場合に、政府は豊見城村が申請しても脚下する理由は出てくるわけですが、政府の計画に従つて申請がなされた場合、言質はなくなる、そういう場合にしても絶対自信が持てるのか。もし豊見城村が同じような計画に従つてそれができるという見通しがついても那覇市にさせるということになると、これは政府自体の大きい問題になると思います。そういうふうでも自信があるかどうか。さらに埋め立ての段階になつて、プライウツドとも話し合うということを言つておられますが、埋め立て段階がこない前にちやんと計画ができて、そして認可が下りる場合でも、政府のいろいろ条件が出てくるかわかりません、それが話し合つた結果プライウツド株式会社が原木を工場内に上げるためにそこは入江にしてもらいたい、あるいは橋をかけてトンネルにしてもらいたいということになつた場合に、この計画とプライウツドの要求が違つた場合にその計画が変更されるかどうか、やはり基本的なものをもつていなければならないんじやないかというふうに考えるがその２点についてお尋ねしたいと思います。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。第１点の、政府が那覇市に免許をおろすかおろさないかということでございますが、今のところ政府は那覇市に認可をおろすものと考えております。もちろん、免許権者は行政主席でありまして、必ず地元市町村に免許をおろすということは書いてないわけでございます。これはただ意見を聞くということでございますので、免許権者はどういうあれをされるかこれは申し上げられませんが、今までの交渉の結果は那覇市に免許がおりるものと期待しております。２番目のプライウツドの件でありますが、これは都市計画の風致地区の中で貯木場として使つておりますが、これは都市計画上支障のある場合には立ち退くという一筆が入つておりますので、実際に免許がおりて交渉の段階の中で話し合いはできると思いますし初年度は小禄側のほうを埋めますので、十分その間において話し合いがつくものと考えております。




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑を終結し討論に入ります。






○儀間　真祥君

　ただいま議題になつております議案第６８号に反対いたします。那覇市には現在人口が集中化し年とともに市民の憩いの場所が減つて来ております。その点では漫湖は水上公園を兼ねた市民の憩いの場所として最適であるというので埋立博士といわれた石川さんも漫湖の埋め立てには反対しておりました。今、風致地区を整備するという名目のもとに埋立てをしようとしているがこの問題についても那覇市の議会では再三にわたつて、埋め立てすることによつて国場川上流、そこは浸水するからこれ以上埋め立てすることはいかんという決議がなされております。さらにこの新庁舎に移転してからも政府が埋め立てをするについて諮問があつたときに全会一致で埋め立てをしてはいけないということを議会の意思として決定されております。委員会の審査の中でこれ以上埋め立てをやると壺川、国場、あるいは仲井間、真玉橋一帯が浸水すると思うがその処置についてどうするかとただしました。これに対して４、５年に１回大雨のとき、あるいは満潮とかち合つた場合、浸水するでしようと説明しております。これは漫湖を埋め立てすることによつて浸水は多くはなつてもなくはならないというふうに考えます。私の記憶しているところでは戦前垣の花側には南明治橋があり、通堂側には北明治橋があり現在残つております。これがあつて流水の面においては今よりもずつと何倍も多かつたわけでございます。だから浸水ということは考えられなかつた。しかし現在は、南明治橋が埋め立てによつてなくなつた。加えて壺川から奥武山には米軍の油送管がとおつており距離は僅か６０メートルぐらいですが、しかもその下のほうには捨石が入つていて水が流れるのを相当阻害しております。結局、流れて来る水の量は昔と変わらないけれども、その捌け口が非常にせばめられているので浸水が多くなつているのであります。これ以上埋め立てをすると漫湖付近での流水面積が非常に減つて来ます。今でさえもこうして浸水するのに水の遊ぶ面積が減るということはなおさら浸水を多くするということになるわけであります。委員会における賛成討論の中で埋め立てすることによつて風致地区が整備されるとか、あるいは土地の造成ができるというようなことが出ていましたが、その点では政治の衝に当るものとしては十分考えなければいけないと思います。少こしの土地を埋め立てたために多数の市民が浸水によつて農産物の被害を受け、生活をおびやかされるというふうになるとこれは問題が大きくなつてくると思います。浸水は絶体しないという保障があれば埋め立てをしてもいいが、現在の場合は埋め立てをすることによつて浸水はかえつて多くなる。なぜならば、前に埋め立てをするときにこういうことがなされておつた。今の壺川から奥武山にかけてある給油管、あの橋を現在の６０メートルから１００メートルにして捨石を撤去して、そしてシートパイルを６０センチぐらいに下げてということが話されておりました。それでこれも解決するんだという話し合いがなされておつたけれども、実際問題としてシートパイルを６０センチ下げただけでそのままほつたらかされている。そういう事実からいたしましても今のような状態でこれを埋め立てた場合は、浸水はなおさら多くなるんだというふうに考えますのでこの議案に反対をします。






○金城　庄瑞君

　議案第６８号に賛成をいたします。理由といたしまして簡単に申し上げたいと思います。１番目に、漫湖を浚渫しそこを深くすることによつて流水をよくし、また漫湖の周辺を整備することによつて低地帯の浸水を現在よりよくするとのことであります。２番目に、風致地区の整備の一環として緑化地帯を作り、そうすることによつて衛生的面からもよくなり、また市民の憩いの場所ともなる。３番目に浚渫して捨てる土砂で埋立事業を行い、狭い那覇市の住宅地難の解消にもなり、また都市計画道路の確保によつて交通の緩和策ともなる。４番目に、政府もこの埋立整備事業は認めているということでありますので、那覇市がこの事業をやらない場合は政府かまたは他市町村にとられることになります。これは那覇市の財産が増える有利な事業でありますので、早急に計画施行すべきだと思いますので本員は議案第６８号に賛成いたします。




○副議長（辺野喜英興君）

　討論を終結し採決に入ります。議案第６８号　国場川（漫湖）の公有水面埋立について委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○副議長（辺野喜英興君）

　賛成多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第２２、議案第６９号　市有地を売却処分することについてを議題とて総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第６９号「市有地を売却処分することについて」審査の結果を報告いたします。本案は、１９６８年度の都市計画関係事業に対する琉球政府の各種補助の対応費に充当するため、泊．安謝間公有水面埋立地の第１次埋立地から２．６１９坪第２次埋立地から１８１坪を一般競争入札により売却処分する必要があるとして提案されております。今回のこの売却処分により、なお、第１次埋立地においては９４４，８４坪、第２次埋立地においては７５，８１坪の残地がありますが、これはいずれも次期埋立地との境界整理のため存置されたものであります。委員会はその他、若干の説明を聴取し、本案は全会一致同意すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同をお願いします。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり同意することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第２３、議案第７１号　牧志公設市場建設債を起こすことについてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第７１号「牧志公設市場建設債を起こすことについて」審査の結果を報告いたします。牧志公設市場建設事業は、１９６８年度において建築事業に着手する計画であります。その構想は地下２階、地上２階の鉄筋コンクリート造り延べ５，２３４平方メートルに、内部設備は地階と１階に冷房、１階から地階と２階への各１台のエスカレーターを設置する計画でありまして、建設業費総額は建築工事費の７５０，０００ドルと職員手当等の付帯経費３，８５８ドルとあわせて７５３，８５８ドルになります。このうち建築工事費の分については、市債で充当するため、本案は提案されております。また、これの財政計画は、さきに議決を得ました用地購入借換債の元利償還金も含めて計画され、収入を月額平方メートルあたり４ドル７３セントとして、これの年間収入見込み額１７１，２３５ドルを見込み、支出は建設および用地購入借換債の元利償還金、人件費およびその他の維持管理費等を含めて、１７１，０８４ドルとなりますので、差引き１５１ドルの剰余で収支の均衝をとる計画がなされております。次に償還財源として、「市場使用料その他」とありますが、このその他とは一応一般財源を指すものですが、市としては独立採算をとる計画でありますので、償還財源は市場使用料のほかは考えてありませんが、資金運用部の意向として、もし使用料だけでも償還できなかつたら、その他の方法ででも償還しなさいという観点から、「その他」とうたわれているということであります。また、使用料の算定は起債金額並びに償還計画を勘案して割り出し、４ドル７３セントにしてあるが、参考までに周辺の市場使用料を１ヘーベ単位に比較して見ると、△現公設市場隣りの上岡氏の野菜市場が平均３ドル６４セント　△新天地市場平均７ドル　△どうとんぼり市場２ドルから６ドル４２セント　△水上店舗◎◎改築以前からの使用者６ドルないし８ドル　◎改築後に入つた者１０ドルないし２０ドルであり、さらに、同水上店舗の衣類部においては３坪１００ドル、１．５坪５０ドル、９尺に３尺（２，５ヘーベ）５０ドルとなつております。したがつて、この４ドル７３セントという使用料は周囲と比較しても高いとは考えられないので、業者の商売も成り立つと思うし、この計画で償還に支障はないということであります。委員会は、以上の当局説明を聴取し採決の結果、本案は賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく、各位の御賛同をお願いします。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　以前牧志公設市場の建設について、さらに場所の変更についてわれわれは反対の意見を述べて来たわけであります。それで同じことを繰り返えさないために討論を省きたと考えます。次に出てくる７５号議案、これも先ほどやつたので漫湖のことは討論を省きたいと思います。下水道の場合もそのとおりであります。賛否だけをはかればいいんじやないかと思います。




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論を省略して採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○副議長（辺野喜英興君）

　多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第２４、議案第７２号、第２次若松公設市場および市営住宅建設債を起こすことについては議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第７２号「第２次若松公設市場および市営住宅建設債を起こすことについて」審査の結果を報告いたします。本案は、１９６７年度に建設いたしました若松公設市場および市営住宅の第２次工事として前年度と同様、市場併存住宅を建設する計画でありまして、その建設事業費は、工事費１９２，９１０ドル、障害家屋の移転補償、その他付帯経費１２，６５２ドルで、合計２０５，５６２ドルとなつておりますが、そのうち建設工事費の１９２，９１０ドルは市債で充当するため提案されております。また、完成後の管理については、月額使用料を市場が１平方メートルあたり１ドル３０セント、住宅が１戸あたり２０ドルとして収入見込額を算定して財政計画をたてると、市場で約１，５００ドルの剰余、住宅が３，２００ドルの不足となり、合計１，７００ドルの不足となりますが、さきに完成した第１次工事分とあわせて管理し独立採算とする計画でありますので、第１次および第２次事業をあわせた収支は、年間収入見込額４３，４８１ドルに対し支出は４１，８４６ドルでありますので差引き１，６３５ドルの剰余となり、収支の均衝はとれるということであります。次に、住宅使用料が同種の樋川併存住宅より高くなつたことは、借り入れ利率の件と建築工事単価が上がつたことによるという説明がなされております。委員会は、以上の当局説明を聴取し、本案は全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく、各位の御賛同をお願いします。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第２５、議案第７３号　真和志公設市場建設債を起こすことについてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第７３号「真和志公設市場建設債を起こすことについて」審査の結果を報告いたします。本案は現在の真和志支所庁舎を改築して、水道庁舎を地下２階地上４階鉄筋コンクリート建て延べ５，７７６平方メートルの庁舎を建設する計画でありますが、この地下１階に附近市民の買物の便をはかることと、土地高度利用の観点から公設市場設置計画をなし、その市場建設事業費１１５，７２２ドルのうち建築工事と冷房ダクト工事の分１０３，６６１ドルを市債で充当するため提案されております。また完成後の管理は、一般会計から繰入れないで、独立採算をとる考えのもとに使用料を月額平方メートルあたり２ドル８３セントとして、これの年間収入見込額は１７，８７５ドルとし、支出は、公債償還金、光熱水費、その他の維持管理費を含めまして年間１７，８２０ドルの見込みで収支の差は５５ドルの剰余となります。委員会は以上の他、若干の説明を聴取し、本案は全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同をお願いします。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第２６、議案第７４号　１９６８年度公営住宅建設債を起こすことにつついてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第７４号「１９６８年度公営住宅建設債を起こすことについて」審査の結果を報告いたします。那覇市における住宅難の解消をはかるため、１９６８年度においては第１種９６戸、第２種１６８戸、あわせて２６４戸の公営住宅を建設する計画がなされております。この建設に要する経費は、建設工事と宅地造成工事その他の付帯経費で、第１種公営住宅が、３４６，２３２ドル第２種公営住宅が、５３５，５１２ドルとあわせて８８１，７４４ドルとなつておりまして、これに対し政府補助金が、４８０，１９２ドルでありまして、残り４０１，５５２ドルを市が負担するわけでありますので、このうち建設工事と宅地造成工事分の３７５，４０８ドルについては市債を充当する計画がなされております。完成後の管理については、公営住宅法施行規則による乗率で、１戸あたり月額使用料を第１種１７ドル１１セント、第２種１２ドル７６セント徴収し、これの年間収入見込額と支出額の差は、第１種で６９４ドルの不足、第２種で３５３ドルの剰余となり、合計３４１ドルの不足となりますが、この分は一般財源を充当して管理を行う計画がなされております。次に、１９６８年度の政府の一世帯当りの建築基準単価を申し上げますと、第１種２，７００ドル、第２種２，４００ドルでありますが、これを実際施工するには、第１種３，２００ドル　第２種２，９００ドルで、その差額は５００ドルになるということであります。また、これを坪単価でみますと、第１種標準２２５ドル　第２種標準２４０ドルでありますが、実施の段階では、第１種２６６ドル６７セント、第２種２９０ドルになります。また、この起債と関連いたしまして、プライス法の改正が遅れ、政府も相当歳入欠陥ができ、この資金運用部を利用すると考えられるが、本案を議決しても後日借りられなくなることはないかとただしましたが、当局の説明は、政府とも再三折衝したが、その予算枠は確保されているらしいし、また、口頭了解ももらつているので、今回提案してある５件の起債案については、その心配はないという説明がなされております。また、この公営住宅を建設する用地の取得については、今議会に議案を提出する予定であつたが、一部未解決のところがあり、今会期中には提出できないが、できるだけ早くまとめて提出するので、御了承願いたいという説明がなされております。委員会は、以上の説明を聴取し、本案は、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく、各位の御賛同をお願いします。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおりり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜英興君）

　日程第２７、議案第７５号　漫湖風致地区整備事業債を起こすことについてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第７５号「漫湖風致地区整備事業債を起こすことについて」審査の結果を報告いたします。従来、公園建設計画は、政府補助ならびに一般財源からの繰り出しによつて進めたのでありますが、この漫湖風致地区整備事業は、漫湖の自然と風致を維持し、環境を整備するため、漫湖１６５，０００平方メートルの浚渫工事と、その土砂を利用して７０，０００平方メートルの埋立造成工事をあわせて実施し、緑地造成する計画がなされております。この事業費については、埋立工事および浚渫工事が１９６，０００ドル、１９６９年度に実施する埋立地内の道路工事が１４４，３００ドル、測量調査その他付帯経費が８，７７２ドル、合計３４９，０７２ドルとなります。この埋立工事および浚渫工事と道路工事については、市債を充当する計画でありますが、今回は、埋立および浚渫工事費１９６，０００ドルの市債を起こす計画がなされており、これの償還は、１９６９年度の道路工事完了後に埋立造成地の一部２６，４００平方メートルを処分して償還金に充当する計画がなされております。また、この漫湖風致地区は、那覇市の行政区域内の１１３，５００平方メートルと、豊見城村の行政区域にかかる分６３，０００平方メートルからなりますが、豊見城村の行政区域にかかる分についても政府との折衝の結果、那覇市が埋立事業を執行し、一部を処分してその収益で緑地ならびに、同地区内の道路計画も併せて実施してゆくという計画であるということであります。また、豊見城村の村長ならびに都計課長との話し合いの結果は、両氏も基本的にはこの計画に賛成だが、本事業の主体をどこがやるかについては、結論がでなかつた。という説明がなされております。次に浸水との関連について申し上げますと、現在の漫湖の遊水能力は、１０５，５００立方メートルだが、これを本計画に沿つて１メートル平均浚渫することにより、５３１，１５０立方メートルになり、遊水能力においては、現在よりよくなるので多少浸水の面も緩和されるが、多量の降雨と満潮時がかち合うと、現時点と同様、浸水の恐れはある。したがつてこれの対策としては、堤防のかさ上げをするほかない。まだ、もう一つは、奥武山公園のパイプラインは、現在の川巾６０メートルでは狭いので、政府の方で拡張するため検討をすすめており、さらに、このグリーンベルト地帯の整備が完成すると、今後この線から先に埋立てることは考えられないということであります。委員会は、以上の説明を聴取し、討論に入つたのであります。先ず、反対討論について申し上げますと、この事業計画は、漫湖の一部を埋立て、緑地を造成する計画がなされておりますが、漫湖の埋立てについては、兼次市長の時代から西銘市長の今日まで那覇市議会は主席から諮問のあるたびごとに、埋立てるべきではないと議決してきた。あの沖繩プラウツド株式会社のわずかな土地についても主席からの諮問を蹴つた。これらの理由は、国場部落等上流一帯に、浸水の恐れがあるからである。むしろ、奥武山公園のパイプラインの川巾ももつと拡張すべきであり、都市計画の点からも漫湖を埋立てるべきではない。また、この事業計画は、豊見城村の行政区域にかかる分についても本市が埋立て、これの一部も処分してその収益でこの漫湖風致地区を整備するという計画であるが、本員が豊見城村の意向をきいてみたら、同村は’６２年に埋立申請をしたが、政府の計画がまだ、決定してないという理由で保留されたという。豊見城村が那覇市と同じ計画をやれば、政府もこの申請を却下するわけにはいかないと思う。したがつて、本案には賛成しがたいので反対するということであります。次に、賛成討論について申し上げますと、確かに、那覇市議会は、漫湖の埋立てについては、浸水との関連から埋立てるべきではないという議決もしてきた。しかし、これまで出された埋立ての諮問は、現状のままで埋立てるという計画であつて今度の、この漫湖風致地区整備計画は、漫湖を平均１メートル浚渫して、その土砂で埋立て、縁地ならびに道路用地を造成してゆくということであります。科学的にも、平均１メートル浚渫することにより、遊水能力も増して今より排水も良くなるといわれております。議会では再三、緑地の整備が急務たと述べられておりますし、あの、きたない漫湖を整備して、市民のいこいの場に１日も早くすべきである。また、これの財政計画からいたしましても、この風致地区整備計画に要する経費は、この埋立地の一部を処分して、その収益で充てるといわれており、本市にとつては、一石二鳥の計画である。したがつて賛成する、という討論がなされております。採決の結果、本案は、賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

よろしく、各位の御賛同をお願いします。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○副議長（辺野喜英興君）

　多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第２８、第８４議案下水道事業債を起すことについて議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第８４号　下水道事業債を起すことについて、本案については、本市下水道事業に対する政府補助金の１０パーセント額を対応費として、負担することになつており、その財源を市債で充当するためである。下水道事業計画について、１９６５年度から、現在までの事業の内容は、１９６５年度（第１年次）は、当初２００，０００ドルの政府補助金を得て、辻町、若狭町の枝線工事を行ない、１９６６年度（第２年次）は、政府補助金７００，０００ドルで、西本町、久米町、松下町、久茂地町、および重民町の久茂川以西の地域を５工区に分けて、それぞれ工事を行なう。

１９６７年度（第３年次）は、７５９，４９４ドルの政府補助金を得て、高橋町、崇元寺町、美栄橋町、上下泉町の枝線工事、および久茂地準幹線、又吉準幹線、神原準幹線をそれぞれ施行する予定である。

１９６８年度（第４年次）は、政府補助金予定額２５０，０００ドルで、工事地域は、区画整理の完了している　前島町、字安里（栄町）、字焚辺を計画している。工事設計にあたつては、関係当局と調整の上、実施する計画である。以上、１９６５年度から１９６８年度までの下水道事業に対する政府補助額は、合計１，９０９，４９４ドルとなり、これの１０パーセント額、１９１，０００ドルを対応費として、市が負担することになつているとのことであります。以上の当局説明を了承し、本案については、賛成多数で、原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質議討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質議討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御賛成の方の起立を求めます。






○副議長（辺野喜英興君）

　多数であります。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第２９，第７６号議案継続費を設定することについてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第７６号「継続費を設定することについて」審査の結果を報告いたします。本案は、政府補助による事業および市債による事業で、１９６８年度から１９６９年度の２ケ年にまたがる事業の予算措置として提案されております。継続費にされている事業は、

△　１９６８年度公営住宅建設事業８６１，６００ドル

△　ごみ焼却炉建設事業　　　　　５６５，３００ドル

△　牧志公設市場建設事業　　　　７５０，０００ドル

△　真和志公設市場建設事業　　　１１５，０８５ドル

計　２，２９１，９８５ドル　以上四つの事業でありますが、これらの事業はいずれも１ケ年以上の工事期間を要しますので、支出額を１９６８年度１，２６６，９２０ドル　１９６９年度　１，０２５，０６５ドルと定め、継続費として事業を執行したいという説明がなされております。委員会は以上の説明を聴取し、採決した結果、本案は賛成多数で、原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

よろしく、各位の御賛同をお願いします。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御賛成の方起立を求めます。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜英興君）

　賛成多数であります。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第３０，第８５号議案、那覇教育区教育委員会職員定数規則制定についてを議題として経済民生教育委員会の審査報告を求めます。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　議案第８５号　「那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について」本案は現行規則の全面改正であります。すなわちその内容は、定数増と教育委員会法第３５条の規定に基づき、常勤職員だけに限定していた現行規則を改め非常勤職員を含めて規定するための規則制定であります。現在常勤職員は５１１人でありますが、事務量学校図書館および幼稚園学級数の増加に伴い、２６人の定数増となり、５３７人となります。そのうちわけは、




　事務局　　　　７人　　　　学校図書館書記　　４人

　幼稚園教諭　　９人　　　　学校世話人　　　　５人

　調理員　　　　３人

非常勤職員の定数は、２３０人と規定されており、そのうちわけは、

　補習学級長　　１０人　　　副学級長　　　　１０人

　補習学級嘱託教諭　６５人

幼稚園々長および副園長おのおの２２人

　社会教育委員　　１０人　　公民館長　　　１８人

　体育指導委員　　　３人　　小学校医　　　２２人

　小学校歯科医　　２２人　　中学校医　　　１１人

　中学校歯科医　　１１人

法律顧問および建築顧問　各１人　　学校給食共同調理場所長　２人　等となつております。なお現行規則に、各職名ごとに定数を定めているが、これを改め、総わくで規定したり、ということであります、次に審査の焦点となつた点を申し上げます。まず各職名ごとに定数で定めていた現行法を総わくにした理由については、定数の増減あるいは職名の変動があるごとにその都度議会の議決を経なければならないので、総わくを定めて内部操作は任命権者の権限で可能なように委員会の内規で定めたい、ということであります。さらに教育委員会法第３５条に基づく非常勤職員の定数化については疑義があり非常勤職員の職責面からも委員会法の改正の必要性が考えられるがこの点については指導機関と折衝したことがあるかとただしましたところ当局としても各関係者から指摘されて重々承知しており、政府主管局の方でも法律の不備について十分知悉しており、改正点について今後検討したいということであります。以上の当局説明を了承し委員会は全会一致原案どおり、可決すべきものと決定いたしました。

よろしく、各位の御賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。　本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜英興君）

　日程第３１　第８６号議案、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定についてを議題として経済民生教育委員会の審査報告を求めます。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　議案第８６号「那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について」審査の結果を報告いたします。

　当局の説明によると教育委員会職員の給与は、従来琉球政府の行政職関係職員および教育関係職員の給与基準に準じて定めておりますが、現在政府では「一般職の職員の給与に関する立法」の一部改正を立法勧告中であり、行政府職員の給与基準にみあうように現行給与を改正するため提案された議案であります。

　次に質疑の主なものを申しあげると本件の改正案中、第１条「那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を次のように改正する」として第２条にも同様に「那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を次のように改正する」とあり、同法文に両者を区別した提案のしかたをしてあるが、その理由をただしたところ、当教育委員会としてもこのような形式をとるのは今回はじめてであり、前者の適用が１９６６年１２月１日に遡及し、後者が１９６７年７月１日から適用されるので両者を区別する必要があり、政府の一般職員の給与の一部を改正する立法形式を準用した。

さらに今回の給与改正の算定基礎および予算額との差額については年間約４３万ドルの増となるが、その内訳は政府補助３８０，０００ドル、那覇教育区教育委員会負担５０，０００ドルとなり、算定基礎については現在政府では期末手当４３パーセント給料８．７パーセントの増額をし１９６６年１２月１日に遡及して適用されることになつており、当教育委員会もこれにみあうように改正した。

なお若干の質疑が交わされたのであるが結論として本件については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採択に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第３２、第８７号議案　那覇教育区教育委員会報酬および費用弁償規則の一部を改正する規則制定についてを議題として経済民生教育委員会の審査報告を求めます。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　議案第８７号「那覇教育区教育委員会報酬および費用弁償規則の一部を改正する規則制定について」審査の結果を報告いたします。

本案は教育委員および公民館長報酬の増額と公民館長の費用弁償を支給するための議案であります。すなわち、現行の教育委員報酬月額７０ドルを１２０ドルに、公民館長報酬月額１０ドルを１５ドルとし、さらに公民館長会議その他職務のために出席する際出席出数１日につき１ドル、の費用弁償を支給する必要があるので新しく規則化したいということであります。

以上の説明に対し、教育委員の報酬については、本市議員および市長、三役等の今回の増額率と比較して適当な率による増額が望ましいところだが率が表示されてないので、一応市議員なみに３３％アツプの線を考えたのでありますが、金額の上に端数が生じたので１００ドルの線で修正したい。との修正案が提出され、討論に入つたのであります。

反対討論　教育委員会法第４１条３項「区委員会の報酬は、市町村議員の額をこえてはならない」と規定されているが、同額まではよいと解され、さらに同法第２５条には教育委員は教育長の助言と推せんにより区委員会の事務に議決機関と執行の両面につかさどつており、今回の１２０ドルアツプは適当である。また報酬はその性質上職務に対する対価ではあるが、生活給も含んでいると解され、さらに過去４カ年間の物価の変動および諸般の状勢から勘案すると、修正案の提示する月額１００ドルでは重要な区の教育行政をあずかる教育委員として職責の全うは期待できない、従つて原案の月額１２０ドルに賛成し修正案に反対する。

賛成討論　　教育委員会で本案を審議する際、出席委員６人のうち反対者が４０パーセントを占めていたということであり、月額１２０ドルの増額は時期尚早である。修正案により市会議員報酬額とは１００ドルの差額が生ずるが、市の議員は行政全般にわたる行政事務につかさどるものであり、教育委員は教育行政のみを担当するとの見解からその差額はあつてもよいと考える。従つて議員報酬増額分の３３パーセントに対し、教育委員の報酬は過去４カ年間の据置期間を考慮して４３パーセントの増額が適当と思料される、よつて修正案に賛成する。以上の討論の後採決の結果賛成多数で議案８７号は原案を修正し可決すべきものと決定いたしました。

よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。






○大浜　長弘君

　今の委員長報告を聞いて納得のいかない点がありますので、１．２お尋ねいたします。

今まで三役ならびに市議報酬の第一の値上げの原因が物価の値上りということが取り上げられておりますけれども、この８７号議案は７０ドルから１２０ドルになつておりますが、去年は三役ならびに市議報酬が約５０％～６０％上昇し、また本年も２０％～３０％、すなわち２カ年で８０％の上昇を示しております。それから勘案しますと、１年すえおきの教育委員は当然原案どおりの報酬が妥当であると本員は思います。それで物価の問題について委員会において質疑されたかどうかお尋ねいたします。



○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　お答えします。ただいまの質問の点については検討し審議いたしました。と申しますのはですね、ただ単に物価高による給与、費用弁償をアツプしただけではございませんでしたということです。そこでなぜ４カ年間７０ドルから上げなかつたかという理由について探求しました。

物価は毎年毎年上つておりその物価の上るとおりなぜ７０ドルを上げなかつたかということについて一応聞いてみたんですよ、説明によると当時は全委員の全会一致でないと採択しないということで今日に至つておる、今回の場合は全委員の全会一致で採択されましてこの予算にありますとおり提出されたんじやないというわけです。そういういろいろな種々のデリケートの問題もありましてただ問題は４カ年間上げなかつたからポカント７０ドルを上げるということは理由にならない。一応やはり何％上げようというところの、たとえば団交にしましても同じ％でいくように何％という線がいいんじやないかということも討議されまして、結局、さきほど申し上げましたようないずれも変わつたというのか、それぞれ立場の理論がございまして、それで賛成討論と反対討論によつて、まあ結果においては多数決によりましてこの修正案が可決されたということになつておりまして、物価の高騰下落によつて左右されるという１点だけではないということについて申し上げておきます。




○大浜　長弘君

　政府公務員の給料の値上り、あるいは当局の職員の給与の値上りもすべて生活給、すなわち物価の値上りによつてのみ、大きな問題になつております。

　しかしながら単に教育委員だけは過去４カ年間も上つていないが物価の値上りを勘案せずに、ただ市会議員の報酬、市三役の給与はパーセンテイジだけ出し、教育委員も物価の値上りによるところの影響を受けながらその恩恵に浴せないということはいけないと思うわけでありますけれども、そういう点、今の話を聞いてみると感情で３３％をおさえているんじやないかと思いますけれども、そういう点についてはいかがですか。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　委員長としましては感情的とは認めません。やはりその線が妥当であるかないかという点について、結局みなさんが賛成か反対かの討論に持ち込んでいつて最後は多数決できめたということになるわけであります。






○金城　吾郎君

　今の経済民生委員長の答弁にはデリケートの問題もあるとしつぽを出しておりますが、市会議員が３３％上つた。それを基準にして計算して端数が幾らか出るんで１００ドルにした、こういうふうな説明ですが、基準の置き方が違つておるんじやないか、議員が１００ドルの場合は教育委員は７０ドルであつた今日まで上つておらない、議員の場合は昨年５０ドルアツプされておりそうすると１５０ドルになつた場合と１００ドルの場合の基準は違うはず、そういつた矛盾を委員会において指摘されなかつたのか、７０ドルの３３％ということと、去年５０％アツプされておるとすれば１００何ドルになるからその３３％を計算すると１３５ドルになる、それを教育委員会としては一応ひかえめに１２０ドルという算定をしておりますが、その基準を置いた矛盾点については委員会においてはなされておりませんでしたか。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　正直に申し上げますと、結局ですね、市議員が３３％上つたから、やはりそれと同じように過去４カ年間上つたとか上がらなかつたとかはぬきにしまして、一応３３％にもつていこうじやないかという案がありまして、そしてかけてみますと９３ドルになつたものですからどうも中途半ぱでいけないということで端数をきり上げまして１００ドルの線なら妥当じやないかというようなことでありました。




○金城　吾郎君

　市会議員は３３％上つたので、それから算定すると９３ドル何セントとなるので一応１００ドルにしておけとこういうようなもんですか、ただそれだけですか。もつとつつ込んで検討されておりませんか。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　公式の席上では、私が先ほど申し上げました点だけです。非公式の話もございますけれども、非公式の話をここでは必要ありませんので公式の席上での審議は以上の申し上げたとおりであります。




○金城　吾郎君

　非公式の場合における話しというのが先ほどの委員長報告に対する質問と思いますがそうですか。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　その点は御想像におまかせいたします。




○金城　吾郎君

　そういうふうにまかすということになりますと不信の感を持つし、ああいう号給算定の仕方では納得しかねるわけでございます。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　何べんも申し上げますけれども委員長報告ですから。しかも、それは公式の開会中におけるところの審議の過程を私はそのまま申し上げておるわけでございまして、どこかで集まつてこうやつたとかということではなくして、またいろんな問題はあつたかもしれないし、あるいはなかつたかもしれないけれども、それに余分にいい過ぎたかもしれませんが、そこは追求される問題ではなくして、問題はどこにパーセンテイジをもつて来たかということであります。先ほど申し上げましたように議員の３３％アツプを一応基準にもつて来てそれに端数を切り上げて１００ドルにもつて来たのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩します。

	（午後４時０３分　休憩）

	（午後４時０９分　再開）




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　訂正いたします。先程１７番議員の御質問に対しましてですが、確かにそういう質疑がありました。ありましたけれどもあくまでも現給に基準をおいて検討するということになつたわけでございます。以上でございます。

（「進行」というものあり）






○仲本　安一君

　先ほど１７番議員の質問に答えて、とにかく市会議員が３３％上がつたから教育委員も３３％上がれば妥当だろうということをいつておられますが、本員がお尋ねしたいのはパーセントでやつた場合に市長は今度５００ドルから６００ドルになりました。これはパーセンテイジからいいますと２０パーセントであります。しかし市会議員は３０パーセントだが１５０ドルから２００ドルになる。これは申し上げるまでもなくその額においては逆比例になるということは副委員長もおわかりだと思います。パーセンテイジでごまかすということは数字の魔術であり妥当ではない。そういう点でゆくならば教育委員は今まで上がつておりませんけれども今度１２０ドル原案として出て来たが教育委員の場合は本当に妥当であるかどうか真剣に検討されたかどうか。

たとえば本市の職員ですら９．５２％アツプすることによつて７月１日から平均給与が９８ドル３３セントになるわけでございます。教育委員会というのは御承知のとおり執行機関であり議決機関でもある。

しかも那覇市民の選挙によるものであり任命やあるいは普通一般職員が就職するようなあり方じやなくて選挙によつて選出されたものでありその職責も非常に重要であります。そういう職責にあるものを経民委員会では本当に１００ドルで妥当であるというふうに考えておられるのか。その職務とか、内容を御検討の上１００ドルが妥当だという線が出て来たのか、そこを御答弁願いたいと思います。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　正味３３パーセントじやなくて４３パーセントアツプになつてるわけでございます。そういうわけで市会議員が２００ドル、　教育委員が１００ドルということは見方によりましては、市会議員というのは市政全般を司るが教育委員は教育行政の一部であるというようなことで１００ドルは妥当じやないかなという話しもございました。以上でございます。




○仲本　安一君

　今先の副委員長の御答弁が単なる個人的なお考えではなしに委員会の空気だとすればこれはもう自己矛盾も甚だしいし、天に向かつて唾をはくことにしかならないと思います。と申しますのは、市長の報酬を上げる場合には主席なみといつております。この提案理由の中でもそういうような話が出ています。主席なみに引き上げるとか、あるいは体面を保つためにということをいつておられます。その場合に考えなくちやならんことは少なくとも松岡主席と西銘那覇市長を個人的に比較した場合、その能力においてはあるいは松岡主席よりも西銘市長のほうが上かもしれませんが、そういうものについては触れませんが、職責の点からすれば主席というものは少なくとも国頭から宮古、八重山に到るまで全琉の仕事をしております。しかもその対象は９７万の県民であります。那覇市長は那覇市だけであつてその４分の１の２７万というようなことであります。それからしますとおのずから市長の給与と主席の給与は差がなくちやならんということであります。市会議員は市政全般を、教育委員は教育の部分しかしないからそれだけの差がつくという論法からすれば先ほどの主席と市長は対等だという論法は成り立たない。

都合のいいほうはそういう論法で、都合の悪いときはおかしな論法をたてる。

これは明らかに副委員長がおつしやらなくても感情から出発しているもんだと思う。副委員長は御想像におまかせするとおつしやるからそういうふうに想像するわけでございます。少なくともそこらへんの矛盾を委員会としてはどういうふうに審査されたか。本当に１００ドルが妥当だとお考えですか。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　先ほど申し上げましたのは、個人の意見ではなくして委員会のムードの中からこういう問題が出たということを申し上げたんです。一つの問題を取り上げるときに考え方、見方、受け取り方によつて違つてくるわけでございます。そこで二つの意見が対立した。矛盾が正しいのがあるし、正しいのが矛盾する場合もある。そういうことで主席と市長の問題に関連した話は全然出ませんでした。そういう比較対照は全然出ませんでした。ただ今いうように、現時点の現給においてパーセンテイジは市長が２０％、市会議会が３３％、というわけで、４３％アツプでよくはないかという話。さらに何度も申し上げますけれども仕事の量、そういう点からゆきましても１００ドルの線が妥当じやないかという意見がありました。私個人の意見ではありません。




○仲本　安一君

　２点お伺いいたします。第１点は、逆に市会議員も１５０ドルもしくは１７０ドルあたりで我慢する。市長も５００ドルもしくは５４０ドルか５５０ドルで我慢する。教育委員も１２０ドルという案が出ているが１００ドルで我慢してくれということであれば筋の上からも、道理の上からも、常識からも考えられる。それとは逆に少なくとも市長、議員はわれわれが妥当だというようないい分で、それを理由にそのまま原案どおり認めて、しかもそれよりもさらに低い、選挙によつて当選された教育委員が、那覇市の平均給与が９８ドルに垂々とするときに７０ドルしかとつてない。１２０ドルの案が出ても１００ドルに下げようというときに委員会ではどういうふうに審査されたか。われわれも１００ドルから２００ドルの線を１８０ドルにする、あるいは市長も５５０ドルにするから教育委員も１００ドルで我慢してくれということであれば話しはわかるが、自分たちは上げてこれは逆比例ですよ。そこら辺はどういうふうに考えてるか。

もう１点は時間がありませんから打ち切りますが、教育委員会の教育予算については市長に調整権がある。議会に提案権がございません。那覇市長西銘順治名で提案されております。説明も財政部長がなさつております。この調整の段階において教育委員会から西銘市長あてに案が出されて、それが調整の結果これが妥当だということで西銘市長名で今議会に提案され、財政部長もその趣旨にそつて説明されたと思　ます。これを修正するということは西銘市長の見る目が甘かつたり、あるいは計算が誤つておつた。いいかえればこれは西銘市長に対する一種の不信任案とみなしていいかどうか、そこら辺は委員会でどういうようにやられたか。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　２点目から。市長提出案を議決によつて修正し得ることもあるんですね。

（「権限はありますよ」というものあり）

修正することもあるんだという気軽な気持ちでやつたんです。不信任案とかということではなくしてその問題は出ました。いくら何んでも丸呑みするんじやなくて、時には修正してもいいじやないかということであります。先ほど申し上げるのを忘れましたが、教育委員会が１２０ドルの線をもつて来たということは委員会自体もはつきり固まつた線をもつてなかつたんです。４割までは反対しておつたんですよ。それは教育次長から直接お伺いしたんですが、万場一致でくるやつも委員会自体ですらはつきりした線がまとまつてないんですよ。そういう点も勘案いたしまして１００ドルは妥当だということになつたわけでございます。




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑を終結し討論に入ります。






○椿　秀義君

　議案第８７号の原案に賛成し、修正案に反対いたします。教育行政がいかに重要なものであるかは教育基本法の冒頭にも、われらは、日本国民として人類普遍の原理に基き、民主的で文化的な国家および社会を建設して、世界の平和と人類の福祉に貢献しなければならない。この理想の実現は、根本において教育の力にまつべきものである。われらは、個人の尊厳を重んじ、真理と平和を希求する人間の育成を期するとともに、普遍的にしてしかも個性ゆたかな文化の創造をめざす教育を普及徹底しなければならない。と、教育行政の重要性について示され当然子どもを持つ親として理解できることと思います。　また、教育委員会法の第１条に、この立法は、教育が不当な支配に服することなく、住民全体に対し直接に責任を負つて行われるべきであるという自覚のもとに、公正な民意により、琉球の実清に即した教育行政を行うために、地方教育区および教育委員会を設け、教育本来の目的を達成することを目的とする。とあり、その使命と重要性がうたわれております。原案の教育委員の報酬１２０ドルを１００ドルに修正する理由の中に、仕事の範囲が違い、教育委員は一部教育だけであり、また那覇市の議員は全般的な仕事をするからちようどその半分ぐらいが理想であるとすることは矛盾するものであると思います。なぜなれば、那覇市の議員は議決機関だけであり、教育委員は議決機関であると同時に執行機関であるがゆえに教育委員会法第２５条に、区委員会は、当該教育区の教育に関する事務を処理するために、教育長の助言と推せんを得て、次に掲げる事務を行う。とその執行についてるる述べられております。そして議決機関と執行機関としての任務を遂行しておるのでその理由は成り立たないと思います。また、市長３役は２０％、議員は３３％のアツプだから教育委員の昇給も３３％にすべきだとの意見にも賛成することはできません。なぜならば教育委員会法第４１条の３項には、区委員会の委員に関しては、前２項に規定する報酬および費用弁償の額は、当該市町村議員のそれをこえてはならない。とあり、那覇市会議員の報酬と同額まではよろしいとあります。最近、政府公務員の給与も物価の値上がりと諸般の事情によつてアツプされており、教育委員の報酬も多分に生活給が含まれております。原案の１２０ドルでもむしろ低いと思われるにもかかわらず、修正して１００ドルにするということは人間尊重の意味においても、また教育行政の重要性に鑑み、十分なる生活給を与えその上で力一ぱい教育行政に働いてもらつたほうが若い多くの子弟を持つ親の身として安心だと思います。市長、３役、ならびに議員の報酬は昨年の物価上昇に伴つて大巾にアツプされておりますが、教育委員の報酬は４年前の７０ドルのままです。もし、昨年仮りに１００ドル程度上がつておれば３３％上がつても１３０ドル程度になり、１２０ドルの原案は当然と思考されます。このたび、さらに物価の上昇に伴ない３役ならびに議員の報酬がアツプされることに決定したにもかかわらず、教育委員の報酬を修正することはなにかすつきりしないものがあります。厳正中立であるはずの教育行政も党利党略の具に利用されるような感じがします。諸般の事情から勘案しても原案の１２０ドルは至当と思いますので修正案に反対します。






○渡口　麗秀君

　本員は原案に反対し修正意見に賛成するものでございます。これから委員会の修正に対する賛成意見を申し述べたいと思います。まず先ほど仲本議員からの質疑もございましたので委員会の審議経過について触れてみたいと思います。議案第８７号につきましては経民委員会におきまして教育委員会関係者の出席を求めまして長時間にわたりましてあらゆる面から慎重審議を重ねてまいつたのでございます。また、結論を出すに当つても私たち多数を占める市政クラブは決して無理をいたしておりません。特に結論を出すに当りましては各派交渉会を持ちまして、そこで各派とも十分意見調整をはかつたのでございます。ところが遺憾ながら各派がおのおのの考え方を固執いたしまして調整は不調に終つたわけでございますが、その交渉会におきましては公明党の椿さんは１２０ドルの原案を極力主張しておられました。その点につきましては椿議員の考え方からして当然のことと思います。それから人民党の瀬長フミ議員は９０ドルを主張しておられました。そしてそれから一歩も譲らなかつたのでございます。市政クラブといたしましては当初は先ほど委員長報告にもございましたとおり私たちの３３％を上げて９３ドルあるいは９５ドルぐらいが適当ではないかというふうな意見が市政クラブのほうで出たことはございますが、この審議の過程におきまして市政クラブといたしましては過去４カ年間も報酬を増額してないというような事実等を勘案いたしまして、多数派として譲歩いたしまして１００ドルの修正案を提示いたしまして、公明党ならびに人民党、新風会の方々と折衝に入つたわけでございます。幸いにいたしまして、新風会のほうは市政クラブの意見に御協力してもらうことになつたのでございますが、いかんながら公明党、人民党のほうは最後まで自説を固執いたしまして譲歩しなかつたのでございます。遂にこの交渉は決裂に終りましたので市政クラブといたしましては委員会において市政クラブが提案した１００ドルの修正案を仲宗根議員から提案いたしまして、賛成６、反対２の多数決で可決されたのでございます。今回委員会の修正案として本会議に提案されたのが１００ドルの市政クラブの修正案でございます。私は委員会の修正案の１００ドルが諸般の事実から判断いたしまして、現時点においてもつとも適切妥当な額であると思料するものでございます。これからその理由について申し述べて各位の御賛同を得たいと思うのでございます。次に教育委員会における増俸問題の経過等について、経民委員会の審議の過程でも明らかになつたことについて御報告を兼ねまして私は意見を申し述べたいと思います。経民委員会といたしましては議案第８７号が特に重要な議案であることに鑑みまして長時間にわたつて慎重審議をしてまいつたのでございます。審議の過程におきまして明らかになりましたことは、教育委員の報酬値上げ問題は教育委員会として４、５年来の懸案であり、毎年予算編成のたびごとに増俸問題が提起されているようでございます。ところが一部委員の反対に合いまして陽の目をみることができず、報酬問題はいつも流産の憂目を見ておるということが事実でございます。

こういうようないわく付きの報酬問題でございますので本会議においてもめることも当然なことだと思います。したがつて、今回の報酬値上げにつきましては教育委員会事務局といたしましては慎重に各委員の意向を打診したようでございます。また意見調整も十分行つたようでございます。教育委員会といたしましては事務局の提案する１２０ドル案は万場一致で承認されるものと確信して提案いたしましたところ委員会　事務局の情勢判断が甘かつたのかわかりませんが、人民党出身の委員の反対に合いまして賛成４、反対２で可決になつたいきさつがございます。しかしながら、この審議の過程ではいいこともあつたのでございます。それは反対されましたところの人民党出身の委員の方も増額反対ではなかつたのでございます。９０ドルであれば承認する意向であつたように私は承つております。この事実に基きまして、各委員の意見を総合判断いたしますと、現在の７０ドルの報酬額では低いので増額すべきであるという点では全委員の意見の一致を見ていると私は思うのでございます。次に増俸額につきましては多数意見は１２０ドルを主張し、少数意見は９０ドル主張しておるのでございます。この事実は考え方によりましては、ちようど組合の賃上げといくらか関係したような感じをうけるのでございますが、たとえば多数意見のほうは１２０ドル市議会に対し増額してもらいたい。また、少数の意見の方は９０ドル値上げしてもらいたいというような両方が値上げ額について争そつておりますが、この考え方は本員の判断といたしましては１２０ドルから９０ドルの範囲内において適正額を設定することを市議会に要請しておるのではないかというような感じを持つわけであります。従つて私たち議会といたしましては、中労委みたいな仲裁裁定するというみたいなものになるのではないかというふうに思うのでございます。　市議会といたしましては、私は何と申し上げましても少数意見を無視してはいけないと思います。少数意見を無視することはできないと思います。だからといつて多数意見も尊重しなければならないのであります。まあこういう考え方にたちまして、適正な額を私たち議会議員が決定することが現時点においてもつとも適正妥当な行政措置ではないかと私思料するものでございます。

　次に増俸額の増額の範囲について本員の私見を申し述べます。教育委員会の多数意見は、現報酬の７０ドルの約７１％にあたるところの大巾５０ドルの増額を要請しております。また、少数意見の方は２９％の２０ドル増額を要請いたしております。先に申し上げましたとおり議会が少数意見を無視することがなく多数意見を尊重するという基本的な考え方にたつということは、これはきわめて微妙な表現でまた立場であると思うのでございます。

従つて私たち議員間に幾らか誤差があるかもしれませんけれども、本員といたしましては多数派意見の現報酬額７０ドルの約４３％すなわち３０ドルが現時点においてもつとも適正な報酬額ではないかと思料するものでございます。

従つて現行の報酬額７０ドルを１００ドルに改正する措置がもつとも適切であると思います。

次に１６番議員の仲本議員から質疑がございました市三役、議員との比較について触れてみたいと思います。本議会におきまして市三役の給与がそれぞれ２０％増額になつております。それから私たち議員が先はどの議決によりまして約３３％増額になつております。教育委員は議員と同率の３３％値上げすると９３ドルが適当だというような御意見も中には持つていらつしやる方もおるかもしれませんけれども、先ほど申し上げましたとおり、教育委員間の意見の対立のために４カ年間も日の目をみなかつた増俸問題でございますのでこの値上げを議員の増額率より１０％ふやしまして４３％増の１００ドルが私もつとも適当な額だと思料いたします。

それから議員報酬の２００ドルに対して教育委員報酬の１００ドルは低くすぎるという御意見でございますが、本員といたしましては、市議会は市政の全般につきましての意思決定機関であります。議会の構成員の市議会議員の職務権限、一区の教育のみを担当する教育委員の職務権限を比較した場合相当の格差があることはすでに各位御承知であります。具体的にごく手近かな例を申し上げますと、教育行政運営の基本となりますところの各種の規則の制定、あるいは改廃等については議会の議決を必要とするのでございます。

　また、教育行政を運営するにあたつての財政措置でありますところの教育予算におきましても、市議会の議決を必要とするのであります。これは一例でございますけれども、このような制度になつている事実から判断いたしましても議員と教育委員との間には相当の格差があるということは十分御了解願えたと思うのでございます。

従つて私は市会議員の２００ドルと１００ドルの格差は適当であると思料いたします。以上修正案に対する賛成意見を申し述べたのでございますが、これは直接報酬額との関係はございませんが、議員のみなさま方のお手元に配布してあります教育予算の修正案が可決になりますと、従来教育委員のみなさま方は自分の報酬の中から交際費を支出しておつたのでありますが、交際費が教育委員会交際費として可決になりますと予算のほうから支出することができるようになるわけであります。

従つて直接ではございませんけれども、間接的に報酬にプラスになる面が出てくると思料いたします。以上長時間にわたる意見を申し述べたのでございますが、以上申し述べたことにつきましてぜひ議員全員の御賛同をお願いしたいと思います。私は原案に反対いたしまして委員会の修正案に賛成する意見を申し述べて私の討論を終わらしていただきます。






○仲本　安一君

　本員はただいま議題となつております議案第８７号、それの原案に賛成し修正案に反対する討論を行ないます。

先ほど２番議員から修正案反対、原案賛成討論がございました。ただいま渡口麗秀議員からその逆の修正案賛成の討論がございました。ただ莫然と聞いておりますと、渡口議員のこの討論はまことにごもつとものようにきこえます。さすがに長老議員だと本員ある面で感心をいたしておるわけでございますけれども、しかしながらその討論の中に非常にまやかしがあるということを本員は指摘したいのであります。

まず１番目に市政クラブは多数党である経済民生教育委員会の中において人民党の瀬長委員は９０ドル案を主張された。そして公明会の椿委員は原案の１２０ドル案を主張され、そして多数党たる市政クラブは、そこでやはり雅量を示してその調停役、いわゆる中労委的存在の行動をしたというようなことを言つておられます。これはまことにもつともなようなことでありますけれども、ところがそのようなことをされたのは本員が議員になりましてからこれが初めてであります。

２カ年になつておりますがこれが初めてである。少数党の意見も尊重するということを言つておりますが、今まで尊重されたためしはございません。

もちろん心の中ではなるほどだと思つておられますけれども、それが表面的に結果的にあらわれたことは１回もございません。市長の給与の問題であれ議員の報酬の問題であれ、そのように多数党は強引に押し切つておられます。しかし、事、教育委員の報酬問題については少数党の意見を聞かれた、これはまことに人民党さんに下駄をあずけ自分たちは高見の見物をしていかにも仲裁役をしたんだという言い分であります。それは明らかに詭弁であり、まやかしであると本員は断ぜざるを得ません。

もう１点このような手段をとるということは保守政党、保守政治家の常套手段であります。われわれは少なくとも西銘市長に対しましては、あくまでも市民の立場にたつて、西銘市長も市民の立場にたつており、われわれ社大党も野党議員であるが市民の立場にたつております。どつちがより市民のためになるかという観点にたつて論議をし意見が一致すればもちろん賛成します。意見が一致しなければ党利党略をぬきにして市民の立場から考えて反対する部面も出ております。その場合に申し上げたいことは政策対政策で少なくとも対決し負けたら負けたで少なくともこれは負けたのであるから一応西銘市長の行政手腕の結果を待とうというような気持ちを持つております。すべての議案すべての決定、決議に臨む場合にそのような態度でわれわれ社大党は臨んでおるつもりであります。しかしながらそのような、いわゆる現在７０ドルしかとつていないのでこれを１２０ドルにしよう。これを３００ドル、５００ドルにしようということじやない。１２０ドルにしようということでありますけれども、これをたまたま人民党が９０ドルにした、これ幸だと思つたかもしれませんけれども、しかも教育委員委員長以下が、いわゆる革新系、みなさんからみれば野党派が今主流派をなしておる、それに対する本員はあてつけとしか考えられません。そのような面でこれを削つてやろうということは少なくとも那覇市議会議員、そして特に多数を擁しておられる市政クラブの与党の良識あるみなさん方がとる態度ではないんじやないか。みなさん方でも胸に手をあててお考えになれば、少なくともわかつておられると思う、個人個人ではりつぱなみなさんでありますけれども、やはりそういつた面でやるということはおそらく寝心地が悪いだろうと本員は思うわけでございます。どうぞこの点は今後は種々御検討の上、そういつたようなありかたをかえていただきたいと思いまするしもう１点はこのような態度をとることこそいわゆる教育の中立性を侵すもんだと本員は申し上げたいのであります。

教育はあくまでも中立性であります、たとえ社大党推せん公認の委員が出ましようとも民主党委員が出ましようとも、人民党委員が出ましようともこの教育の場においては本員は少なくとも人民党の政策が出てきた、社大党の、あるいは民主党の政策が露骨に出たということは一度も聞いたことはありません。そのようなことは議会と違いますのでほとんど出していない、それぞれの教育委員としての人格において冷静な立場から教育行政を執行しておる。あるいは審議しておるということだと本員は考えております。そのような教育委員に対してこのような本員から申し上げれば、いやがらせとも思えるような行動をとるということはこれこそ教育の中立性を侵すもんだと本員は考えます。さらに渡口議員はその討論の中で教育委員と議員の任務は違うということでこざいましたがそれは認めます。ただ市会議員が２００ドルで教育委員が１００ドル、その半分が妥当だと仕事も半分程度じやなかろうかというようなことを言つておりますが、本員はそれに対しては異論がございます。確かに教育委員と市会議員というのは、その仕事と職責は違うということは本員認めます。しかしながらこれは金額において、ものさしにおいてはかれるものではないと思います。議員は議員のよつて立つ職務がございます。教育委員は教育におけるそのような重要な職責がございます。

そこで少なくとも客観的に妥当と思われる線は、もし市会議員が２００ドルの報酬をとるならば少なくとも１２０ドルじやなしに、むしろ１５０ドルは教育委員に与えるべきだと思います。

　もし市会議員が１５０ドルならば教育委員は１２０ドルが妥当じやないかと本員はこのように考えております。従つて本員は原案を支持し修正案に反対したわけでありますけれども、少なくとも質疑の中でも申し上げましたように調整権はあくまでも市長にあります。教育委員から本議会に提案されたわけじやありません、市長に相談して経由して議会に提案されます。少なくとも市長はその場合において調整の段階において目をとおされこれが市長の給与、さらに議員の報酬、教員の給与と関連して考えた場合は妥当な線だと思つて出されたと本員確信いたしております。

　しかしながら、ことここにいたつて自分の意にそつてやつたのか、意に反してやつたのか知るよしもありませんけれども、少なくとも皮肉にも与党の議員からそのような減額の修正が出されたという点は、むしろ市長も提案者として責任の一端を感じてしかるべきじやないかと本員は考えます。

　従つて本員はあくまでも１２０ドルが妥当であり修正案の１００ドルは妥当でないというような観点から原案を支持し修正案に反対の討論を終わります。






○瀬長　フミ君

　本員は議案第８７号の議案に反対し修正案にも反対するのであります。この問題におきまして渡口議員の賛成討論の中で少数意見が尊重されたということは私たちは非常に画期的な勝利と思いまして敬意を表しますが、今後もこのように少数意見を尊重し、これは聞いてもらうように要望するのでございますが、その意味におきまして少数意見を尊重し、市長の給与、市三役の俸給も値下げするように要望するのであります。

　議案第８７号の那覇教育区教育委員会報酬および費用弁償規則の一部を改正する規則制定についてならびに修正案についても反対であります。

教育委員会法第４１条（委員等の報酬および費用の弁償）「教育区は当該区委員会の委員、監査委員、市町村の選挙管理委員、選挙の実施に関する事務に従事する者並びに第３５条第２項及び第３項に規定する非常勤の職員に対し、報酬を支給しなければならない。ただし給料は支給しない。」第３項に「区委員会の委員に関しては、前２項に規定する報酬及び費用弁償の額は、当該市町村議員のそれをこえてはならない。」と規定されております。教育委員はあくまでも報酬としての給与であります。議員もそうであります。

私たちは議員報酬も１００ドルを主張してきましたが、多数の力で押し切られてしまつたのであります。教育委員の報酬もその意味で９０ドルを主張します。義務教育である小中校の教室不足でまじ切り教室や、すし詰め教室で、さらに備品、消耗品が本土に比べておそまつであります。ＰＴＡの父兄負担をなくして義務教育の国家負担をせよと日本政府に訴えつづけておる現状であり、沖縄の教育予算の貧弱化とＰＴＡの負担を勘案しましても大巾な値上げには賛成できません、報酬額が実質的生活給であるという御意見もございますが、教育委員や議員の報酬は一般労働者の受取る賃金とは同じ性格のものではありません。あくまでも市民の公僕として市民に奉仕するという立場から大巾な値上げは妥当でない、最低限にとめるべきである。よつて１２０ドル値上げに反対し、９０ドルに引き下げられるよう要望し、本議案に反対します。




○副議長（辺野喜　英興君）

　討論終結し、採決に入ります。修正案に御賛成の方起立を求めます。




○副議長（辺野喜　英興君）

　多数であります。よつて第８７号議案　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定については、ただいまの修正案どおり可決することに御賛成の方御起立を求めます。




○副議長（辺野喜　英興君）

　多数であります。よつて修正案は可決されました。




○副議長（辺野喜　英興君）

　次に修正案を除く原案どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○副議長（辺野喜　英興君）

　少数であります。よつて修正案を除く原案は否決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩します。

	（午後４時５７分　休憩）

	（午後５時０５分　再開）




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。日程第３３、議案第８８号　那覇教育区教育委員会関係職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定についてを議題として経済民生教育委員会の審査報告を求めま。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　議案第８８号「那覇教育区教育委員会関係職員退職金支給規則の一部を改正する規則制定について」審査の結果を報告いたします。

本案は「那覇教育区教育委員会事務局職員退職金支給規則」と「那覇教育区教育委員会関係職員退職金支給規則」の二つの規則を一本化し、教育委員会職員の退職金支給については同一とり扱いをしたい」として提案されたものであります。

当局の説明によると、現在、那覇教育区教育委員会職員の退職金支給については「那覇教育区教育委員会事務局職員退職金支給規則」と「那覇教育区教育委員会関係職員退職金支給規則」の二つの規則があり、しかも幼稚園教諭、幼稚園書記、補習学級専任教諭、学級書記補および教育研究所書記は勤務年数が１カ年、監視人、世話人および調理員は２カ年に達しなければ退職金は支給されないが、事務局職員については勤務年数が半年に達すれば支給される。という異なつた取扱いをしておるので、これを改め、勤務年数が半年以上のものについては退職金を支給できるようにしたい。ということであります。これに対して若干の質疑が交わされたのでありますが、委員会は当局の趣旨説明を了承して本案については全会一致可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同をお願いします。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第３４　議案第８９号　那覇教育区幼稚園教員給与等に関する規程の一部を改正する規程制定についてを議題として経済民生教育委員会の審査報告を求めます。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　議案第８９号「那覇教育区幼稚園教員給与等に関する規程の一部を改正する規程制定について」審査の結果を御報告いたします。

　当局の説明によると、従来幼稚園教員の給与については小中学校教育職員の給与および幼稚園教育補助金の交付に関する規則の給料表準則に基づいて定めておりますが、琉球政府におきましては期末手当４３パーセント、給料８．７パーセントの増額と１９６６年１２月１日からの遡及適用を主とした「一般職の職員の給与に関する立法」の一部改正案を立法勧告中であり、小中学校教育職員もその対象となつています。従つて幼稚園教員の給与についても、小中学校教育職員の給与基準にみあうように幼稚園教員給与を改めるため提案されております。

　質疑の主なるものを申しあげます。まず、現在の幼稚園の就学状況および幼稚園教員の給与に対する将来の対策についてただしましたところ、就学状況については、現在９３．２パーセントの高就学率を示しておるとのことであります。なお、幼稚園教員の給与については、１９６８年度は政府補助金が５０パーセントであるが、次年度は６０パーセントの増額が予想され年次的に増額されつつあるので、将来は８０パーセントまでは政府補助金でまかなうようにしたい。ということであります。

　次に、当教育委員会の給与はほとんど規則で定めているが、幼稚園教員給与については規程で定められているが、この二つの用語を併用している法的根拠については、現在のところ教育委員会には規則、規程を区別して用いなければならない明確な法的根拠がなく、この問題については、今後全面的に検討してゆきたい。ということであります。

なお、今回の給与改正で１２月１日に遡及して支給する総額については、８１，３７８ドルであり、その内訳は政府補助３，０１２ドル、区負担金５，３６６ドルとなる。ということであります。

　以上の質疑の他、なお若干の質疑が交わされたのでありますが、結論として本件については全会一致原案通り可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○仲本　安一君

　本員はこの議案に賛成でありますが、１点だけお尋ねしたいのは小さいことですが、別表の１のイ、１のロ、そしてまた１がありますが、これは何か過渡的な立場であろうと思いますが、整備できないものですか。その点では審査してないのか。１の２とか１の６とかというふうに整備すべきだつたと思いますが、委員会で審査しなかつたのか。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　それは委員会では審査されておりません。当局に説明いたさせます。






○教育次長（喜久山　添釆君）

　お答えいたします。別表の１のイ、１のロというのは段々必要がなくなりますのでこれは削りたいと思つております。




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑を終結し討論に入ります。（「討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　討論なしと認め採決に入ります。

　議案第８９号　那覇教育区幼稚園教員給与等に関する規程の一部を改正する規程制定について委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第３５　議案第９２号　那覇教育区債を起こすことについてを議題として経済民生教育委員会の審査報告を求めます。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　議案第９２号「那覇教育区債を起こすことについて」審査の結果を報告いたします。

　本案は学校給食共同調理場の建設費を那覇教育区債で充当するため、教育委員会法第５５条に基いて提案されております。当局の説明によると、現在那覇市の小中学校２０校が完全給食を実施してその効果をあげており、今回残りの１２校についても完全給食を実施するため、新たに共同調理場を建設する計画であるが、総工費１４万ドルのうち区教育委員会の負担分１０万ドルについては、財源の捻出が困難であるため、これを教育区債で充当したりということであります。

質疑の主なるものを申しあげますと、

△琉球銀行を借入れ先にした理由、および区債額１０万ドルの融資を受けることについて当局は借入れに自信があるか、ということに対して、当初琉球政府資金運用部から融資をうけるべく、主計課を介して折衝したが、運用部からの融資が見込めなくなつたので、琉球銀行から借り入れることにした。さらに琉球銀行からの融資については同銀行の内諾を得てある。

△共同調理場の敷地については、政府有地を予定しており、政府と折衝中とのことであります。

△借入れの時期の項に「工事または財政の都合により、起債額の全部または一部を翌年度に繰りこして、借り入れることもできる」としたのはくり越し事業をもくらんでの提案ではないか」ということに対して、当局の説明はくり越事業をみこんでそうしたのではなく、市の起債の場合の書式例にならつてそうした、ということであります。以上のほかなお若干の質疑が交わされたのでありますが、結論として委員会は当局の説明を了承し、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第３６、議案第９３号　学校建設事業費を継続費とすることについてを議題として経済民生教育委員会の審査報告を求めます。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　議案第９３号「学校建設事業費を継続費とすることについて」、本案は那覇中学校屋内運動場（体育館）建設工事、寄宮中学校舎建築工事、前島および与儀小学校舎建築工事が６７年度から６８年度にまたがる工事となるのでこれを継続費とするために提案されたものであります。

当局の説明によると、那覇中学校屋内運動場は政府補助金５６，４９９ドル寄附金８，６０１ドル、一般財源１０，０００ドルを財源として総工事費は７５，１００ドルで工期は１０カ月を要し、また寄宮中学校舎、前島および与義小学校舎建築は、全額政府補助金を得て施行するのであるが、これらの工事は設計および政府との調整に相当の日数を要し、工事着手がおくれたために、６８年度にまたがる工事となつた」ということであります。

委員会は以上の当局の説明を了承して本件については全会一致可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どうり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第３７、議案第９４号　牧志公設市場建設用地と市有地との交換について。日程第３８、議案第９５号　市有地を無償で貸し付けることについては関連いたしますので一括して上程し経済民生教育委員会の審査報告を求めます。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　議案第９４号「牧志公設市場建設用地と市有地との交換について」

　議案第９５号「市有地を無償で貸し付けることについて」以上二件は関連しますので一括して審査の結果を御報告いたします。

まず議案第９４号については先に又吉世沢から取得した牧志公設市場建設用地の形態を市場用地として整備するため、隣接の土地と交換したいということであります。すなわち、平川松所有の土地を市場用地および周辺の道路用地として１０８．９８坪を取得する必要があり、数回にわたつて折衝した結果、隣接地については面積対等で交換し、不足分は安謝の埋立地で補い、交換率は市場敷地にかゝる地番土地の分は６倍の面積、周辺道路用地にかゝる地番土地の分は４倍の面積でそれぞれ安謝埋立地と交換することに話し合いがまとまつたので本案を提出したということであります。

次に議案第９５号は９４号議案同様の目的で管理人である上原ウシと数回にわたり折衝した結果、隣接市有地６５坪と相手方土地７０坪と交換することに話し合いがまとまつたのであります。

しかしながらその交換手続の段階で、ハワイにいる該土地所有者上原カメの委任状が必要となるが、ハワイから委任状を取り寄せるまでの間相当の日数を要するので、市場建設に支障を来たさないよう該土地との交換を前提として、相互の土地を無償で貸し借りする、なお土地の貸し借り行為については相手方が現在所持する委任状によつて有効であると解し本案を提出したということであります。以上の説明に対する質疑の主なるものを申し上げますと、この二議案についての主管は総務部でなされるべきであると考えるが、これを経済民生部で取り扱つた理由についてただしましたところ、以前又吉世沢の土地を取得した際にも経済民生部が主体となつて取得議案を提出しており、今回もそれと同様に取得のための交換であるので経済民生部の方で提案したということであります。次に管理人の所有する委任状の法的根拠についてただしましたところ、該委任状の前段では全面委任とみなされるが、後段で特殊事情が生じた場合は本人に通知するようにとの但し書がついており、土地の交換および処分以外の転貸借関係は民法第９９条、第１００条、第１０３条の規定により有効と解される。従つて土地の交換となると後段の特殊事情に抵触するので地主の別の委任状を早急に取り寄せるべく努力中とのことであります。以上の説明に対し委員会は、市としても本件については誠意を示すべきだとの観点から、市長のハワイ滞在中に地主と直接折衝してもらうよう要望を付し、本件については全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○久高　友敏君

　委員長にお尋ねいたします。本員は本会議の場合にも意見を申し上げましたが、財産の取得、処分についてはあくまでも総務委員会が主管であるということを主張いたしましたが、これを経民委員会で審議され決定されております。その審議の中で又吉世沢氏の土地を購入する場合も経民が処理したから、あえて悪いことではないということで意見が一致したということでありますが、もちろん本員はある土地を取得するときにこれが条例に違反するということは感じていなかつたのであります。しかし、今度、今会期に限つて本案が提出されてはじめてこれは市町村自治法、条例罰則の委任の第１１条２項に、市町村は行政事務の処理に関しては法令に特別の定があるものを除くほか、条例でこれを定めなければならない。と委任されております。その委任を受けたのが現在の那覇市の事務分掌条例でありますし、さらに事務分掌規則であります。その事務分掌条例、ならびに事務分掌規則からした場合には土地の取得、処分については総務部の中に含まれております。土木部においてもその(2)に部所管工事にかかる用地の取得および建物、工作物等の補償に関することとあり係りにおいてしかできないと思うが、しかし本会議においてこれだけ質疑されたにもかかわらず委員会においてこの結論を出したということは、すなわち多数であれば条例違反をしてもいいというような考え方に立つてなされたのか。つまり前にもそういうことをやつているから今度もやつていいということでやつたのか、これは条例、自治法とそういうものに照らしてどの点で処理するか。経民委員会ではどういう審議をなされたのか。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　先ほど委員長報告で申したとおりでありまして御質問の点につきましては審議しませんでした。




○久高　友敏君

　本員の質問に対してまだ答えておられないのであります。ただ委員長の報告では前に又吉世沢氏の土地を取得する場合にも経民委で処理したから別に悪いことではないということで処理したということでありますが、私は本会議でも申し上げましたがこの取得の場合には本員はそれを感じなかつたのであります。したがつて、この提案のときにこの問題は総務で処理すべきじやないかというふうに本員は意見を申し上げております。それで経民委の方々も恐らくそういう面については十分審査をされてその結果、これは総務に属すべきであるということで、あるいは付託替えになるかと思つておりましたが、しかしこれは期待を裏切つて経民委のほうで結論を出したということであります。自治法における委任規定は違反した場合には罰則を設けてよろしいとされております。しかし那覇市が条例をふみにじつていいというような既成事実を作つてはいけないと思います。そこでこれについては審議されたかどうか。されてないとすれば当局から納得のゆく説明をしていただきたいと思います。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　そういうところまて根掘り葉掘りやつておりません。そこでそれについてお答えしたいんですけれどもやはり当局にお伺いしたほうがいいと思います。




○久高　友敏君

　いやしくも委員長代理である副委員長が、そのような根掘り葉掘りとかということは何事か。他の委員会の委員から質問を受けた。十分な審議もなされずこの質問が出たことに対し根掘り葉掘りとは……。






○総務部長（新里　博一君）

　お答えいたします。本会議でも申し上げましたとおりでございまして、普通財産の処分をする場合に、行政財産の場合は普通財産に移してから処分するのが正しいのでございます。ところが用地の取得につきましては管財課のほうで集中管理しておりますが、考え方といたしましては各工事にかかる用地の取得は主管部にさせるという考え方をもつております。この現れが建設部の庶務課、あるいは土木部の工事にかかる用地の取得であります。ただ経民の場合はそういつた用地の取得がその規則制定の場合にそう考えられなかつたのでこれを規則事項としてうたつてないだけでありまして、考え方としては主管工事にかかる用地の取得は各部でやるというふうな考え方をもつております。そこで、今度の場合の土地の交換も結局、平川さんの土地の取得というものを重点に考えて、その取得の方法としてどうしても安謝の埋立地と交換しなければならないというのが出たわけでございます。前の６月議会で御審議をお願いいたしました上原清善さんの土地と安謝の埋立地交換の場合にもこの議案が建設から出ているわけでありまして、同じような考え方に立つております。もう一つは今度交換する土地の中にはまだ普通財産になつてない土地があります。現在埋立中の土地があるわけでありまして私たち総務のあつかいとしては普通財産になる土地にしかないわけでありまして、今度の場合は、まだ普通財産にならない土地があるわけであります。ただ今まで折衝しておりました経済民生部のほうから提案したほうがいいという考え方で提案してございます。久高議員のおつしやいましたように筋といたしましてはどうしても普通財産に移して処分するのが筋でございますので、去つた本会議で４番議員からお話しがありました財産の取得の場合の集中管理がございますので、こういつた疑問がないように規則改正なり、こういつた面ですつきりしていきたいと考えておりますので、その意味で御了承願いたいと思います。




○久高　友敏君

　今当局が説明されておるようにまだ普通財産になつていないものと交換するというが、しからば那覇市の財産でないものを交換できるというのか疑問が出ております。普通財産でも何でもない、これはどういう説明なのか。




○総務部長（新里　博一君）

　これは実質的には那覇市のものでありますが、形式的なものを踏んでないのでまだ市の財産ということになつていないわけです。

現在建設中でございますのでこれが竣工いたしまして、それから現場から引きついでわれわれの普通財産になるわけです。実質上は市の土地にかわりはありません。そういうことです。




○久高　友敏君

　今の部長の説明ではまだ理解に苦しむばかりであります。実質的には市のものであるが、つまり形式的には市のものでないという非常にあいまいだが、議会で少なくとも議決するには市有地があれば議決できるわけです。ないものの土地の議決ができるか、それから目的、つまり将来那覇市が行政財産としての目的のために取得する場合にはその主管が取り扱う方針だとそういう説明をされておりますが、もしそういう目的で取得する場合にははつきり規則で、取得する場合は経民が行う、経民はどこの課で行うということを規則を改めるべきじやなかろうか。ただ規則や条例をそのままにしてあなたがたの主観においてやるということ自体に問題があると思います。




○総務部長（新里　博一君）

　市の土地には問違いないわけですが、現在工事施行中でございまして、これが完成いたしましてそれから引きつがれてはじめていわゆる普通財産になるということでございまして市の土地にはかわりありません。

今の規則改正は前にも申し上げましたとおり建設部と土木部に入つておりますけれども、その規則制定当時において経済民生部においてはそういつた仕事がないという予想でつくられましたので、前の４番議員との質問と関連いたしましてすつきりさせたいということであります。






○又吉　久正君

　本会議でも質問いたしましたが、議案第９５号の上原ウシと市が無償で借り受ける契約をなされるようでありますが、しかし所有者はハワイにおる上原カメとなつておりますが、委員会としましては、上原カメから上原ウシに対する管理委任状、そういつた契約書について検討されたかどうか、その点をお伺いします。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　お答えします。十二分に検討いたしました。法的にこの委任状が本当に効力があるかどうかという問題ですね、それに対して当局は十二分に検討しておるかという問に対して、当局の説明は顧問弁護士を通じてあらゆる法的根拠から絶対にこれは自信があるというような答弁でありました。




○又吉　久正君

　ただいまの委員長の答弁では顧問弁護士の見解では有効であるということでございますが、本員は少しこれに疑義を持つものでございます。はたして上原ウシが那覇市に無償で貸すということを上原カメとしては承諾しておるかどうか、その市と上原カメとの間に承諾書をとる必要があると思うが、そういつたことについては、何か委員会で審議なさつておるかどうか。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　審議しておりません。当局に一つ。




○又吉　久正君

　ただいまの本員の質問は、上原カメと市との間に無償借り受けの契約承諾書が必要と本員は感ずるが、当局はそれをしなくても、こういうふうに無償で貸付ける、上原ウシから借り受けてあとで上原カメから何か請求があるんじやないかと思われるが、そういうのがなくてもすむと思うかどうか。

当局の見解をお伺いします。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。この件につきましては、先の本会議でも御説明を申し上げましたように委任状がありまして、その前段においては「私の不動産に関する権限を委任いたします。」ということで全面委任みたいになつておりますが、後段で「ただし左の不動産について特殊の事情が起ります場合は、御通知の上御相談を下さいますようお願いいたします。」とこうあります。

問題は後段の問題であります。これにつきましては種々顧問弁護士とも相談をいたしましたところ、この「特殊の事情」ということは、これで考えられることはおそらく所有権移転とか処分とか、そういつたことであつて、委任状によつて現に管理者がほかの土地も貸して管理しておるとそういつたことからしてこれは代理権の点で十分可能であるということで先ほど委員長報告にもありました「民法第９９条代理行為の効力」「民法第１００条　本人のためにすることを示さない行為」「民法第１０３条　代理権の範囲」これからいたしまして十分に可能であるというふうに解釈されております。




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑終結し討論省略し採決に入ります。

　日程第３７、第９４号議案　牧志公設市場建設用地と市有地との交換について委員長報告どおり可決することに御賛成の方起立を求めます。






○副議長（辺野喜　英興君）

　賛成多数であります。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第３８、第９５号議案　市有地を無償で貸し付けることについて、委員長報告どおり可決することに御賛成の方起立を求めます。




○副議長（辺野喜　英興君）

　賛成多数であります。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第３９、第９６号議案　工事請負契約の変更について、を議題として建設委員会の審査報告を求あます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第９６号「工事請負契約の変更について」本委員会の審査の経過ならびに結果をご報告いたします。

この若松市場併存住宅工事につきましては、去年の８月の議会で同意を得、工事を着手したのでありますが、最初の土質調査において、まずさがあり、その深度において相当の異方性があり、２，２９６メートルのコンクリートパイルが、実施の段階において２，６７８メートルのコンクリートパイルを打ち込まなければならなくなり、その結果３８２メートルの増となり、このコンクリートパイルが特殊品で、製造と養生期間に４０日間の日時を要し、勢い工事の中止を余儀なくさせられた。

なお３８２メートルのコンクリートパイルの増による契約金額の変更については、去年の１１月の臨時議会で承認を得ております。

業者も誠心誠意工期内完了に努力して来のでありますが、設計変更による工事中止の４０日間のしわよせにより、止むなく７月１５日までの工期を延長せざるを得なくなつたということであります。

すなわち、着工前の土質調査のまずさと、特殊コンクリートパイルの製造のための４０日間の工事中止で工期延長をしたことを了承し、全会一致同意すべきものと決定致した次第であります。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり同意することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり。）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり同意されました。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第４０～４３までは一括上程します。

日程第４０、第９８号議案　工事請負契約の変更について。日程第４１、第９９号議案　工事請負契約の変更について。日程第４２、第１００号議案、工事請負契約の変更について。日程第４３、第１０１号議案　工事請負契約の変更について以上４件を一括して議題とします。

　建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直書）

　議案第　９８号、工事請負契約の変更について

　議案第　９９号、工事請負契約の変更について

　議案第１００号、工事請負契約の変更について

　議案第１０１号、工事請負契約の変更について

以上４件は関連いたしますので、一括してその審査の経過ならびに結果につき御報告申し上げます。

この第３次泊、安謝間公有水面埋立工事については、１９６６年１２月２２日に着工して順調に工事を進めて来ましたが、工期後半から、排水関係のヒユーム管が、製造と需要のバランスがとれないことと、５月下旬から、降雨が続いたため工事の進捗に多大の支障を来たし工事が遅延したのであります。

なお天気の回復次第、昼夜兼行で工事を続行し、年度末までに、道路の基礎工事もほとんど完了する予定でありますが、道路の輾圧および側溝の工事ならびに現場の後片付けに１ケ月位の日時を要するので、７月３１日まで工期を延長したいということであります。

なお若干の質疑が交わされたのでありますが、この工期の延長については５月からの降雨続きが原因となつており、工事の進捗が遅れたことは止むを得ないとの意見の一致をみて、本案については、おのおの全会一致原案を可決すべきものと決定致した次第であります。

よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第９８号、第９９号、第１００号、第１０１号についてはただいまの委員長報告どおりそれぞれ可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて第９８号議案　工事請負契約の変更について、第９９号議案　工事請負契約の変更について、第１００号議案　工事請負契約の変更について、第１０１号議案　工事請負契約の変更について、についてはそれぞれ可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第４４、第９７号議案　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第９７号　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて、その審査ならびに結果についてご報告いたします。

この工事は財産管理課横の道路新設工事でありますが、これは国県有地との換地承認とも関連し、これまで工事を着手することができなかつたのでありますが、去つた１月に、年度内で着工したい旨、民政府に折衝しましたところ、去る３月に承認され、早速実施測量に入り、現地における他の工事との関係で時間のずれが出て、年度内に完了する見込がないので、今回２，３５８ドルの、予算の繰越を致したいとの説明がなされたのであります。

これに対し若干の質疑が交わされたのでありますが、結論として、本委員会は、これを了承し、全会一致原案どおり可決すべきものと決定致しました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第４５、第１０５号議案　１９６７年度那覇市水道事業特別会計予算の繰越しについてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第１０５号　１９６７年度那覇市水道事業特別会計予算の繰越しにつついて本委員会における審査の経過、並びに結果についてご報告いたします。当局の説明によりますと、原水および浄水費の１，５００ドルにつきましては、浄水用薬品、液体塩素購入の６トン分、配水施設費９，２００ドルにつきましては自己資金による真玉橋、仲井間、石嶺町、大名町間の配管工事２件が、雨期のため道路復旧が予定どおり進捗しなかつた。

原水および浄水施設費５９，６９５ドルにつきましては泊浄水場水質試験室の新築工事で、設計事務に日時を要し、また工期も６ケ月を必要とするものであり、この建築工事の請負については議会の議決を必要とするので、議案第１０６号として提出してあります。また庁舎建設費１６，９３４ドルは、市の基本設計に基づいて実施し、設計書の作成を委託してありますが、７月末までかかる見込みであり、これらの予算については年度内に執行する見込みがなく、次年度に予算を繰越したいとの説明がなされたのであります。

これに対し、新聞報道によると、赤い水が出ているとのことであるが、これは水道管の連結作業に起因し、現在では原状に復し、給水しておる。

この件については、十分市民に納得のゆく説明をしたいとの説明がなされたのであります。なおこの繰越額について、公営企業会計ではどのような措置がなされるかということに対し、’６７年度の現行予算では、自治法の規定によつて繰越した場合は９月に繰越計算書を作成することになるが、’６８年度からは公営企業に移管されるので、’６７年度の決算は６月３０日をもつて終了するので当然予算繰越した分と、未払金、未収金の分については、企業会計予算の第３条の２において、未払金として、計上して処置されるとのことであります。

以上の当局説明を了承し、全会一致原案どおり可決すべきものと決定した次第であります。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第４６、第１０６号議案　工事請負契約を結ぶことについてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第１０６号　工事請負契約を結ぶことについて、本委員会における審査の経過ならびに結果についてご報告いたします。

この契約は、泊浄水場水質試験室の新築工事で設計事務に、若干の期日を要し、去つた６月１９日に関係業者を指名し、入札した結果、落札者なく、再入札に付しても落札者がなかつたので、最低入札者である喜納工務店と折衝したところ、市の予定価格以下で契約が可能となり、同日仮契約を締結したとの説明がなされたのであります。これに対し入札の結果についてただしたところ、

○第１回入札者と、その額は　　金正組４５，３００ドル、田原建設４５，４５０ドル、喜納工務店４４，０００ドル、安里組４５，６００ドル、丸元建設４５，０８０ドル、前田組４４，８００ドル。

○第２回入札者と結果は　　金正組４３，９８０ドル、田原建設４３，９５０ドル、喜納工務店４３，５００ドル、安里組４３，９８０ドル、丸元建設４３，９００ドル、前田組４３，９２０ドルとの説明がなされ、なお若干の質疑が交わされたのでありますが、結論として本案については全会一致原案どおり可決すべきものと決定した次第であります。

よろしく各位のご了承を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり。






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
















（「動議」という者あり）






○赤嶺　慎英君

　議事日程の変更について動議を提出いたします。本日の日程にはあと３分の１程度残つており、各議員にはあまりにも疲労の色がみえるように察せられます。

今回の会期日程をみました場合に、あしたまでになつております。明日の日程は決議と陳情の審議が残されておるのみであります。それで本日の日程を明日にくり下げて本日は日程第４９で終結いたしまして、そのあとは明日のほうにくり下げて審議していただきますよう動議を提出いたします。

（「賛成」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩します。

	（午後５時５８分　休憩）

	（午後５時５９分　再開）




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。ただいまの動議は成立しております。

おはかりいたします。本日は日程第４９までして、残りはあしたにくり下げることに賛成の方起立を求めます。






○副議長（辺野喜　英興君）

　賛成多数であります。よつて本日は日程第４９まで、その残りは明日にくり下げ審議することに決定いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第４７、第１０２号議案　１９６７年度那覇市一般会計予算の繰越しについてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第１０２号「１９６７年度那覇市一般会計予算の繰越しについて」審査結果を報告いたします。

１９６７年度の予算繰越しとなる事業を款を逐つて申し上げますと、

△２款役所費では、那覇市史資料編下巻の印刷費２，３７６ドル、

△４款土木費では、道路改修工事７本で３９，８６９ドル、排水工事６本で５７，４２７ドル、安里川上流河川の用地買収６件で１９，３７０ドル、第３次泊、安謝間埋立事業が１９９，８３６ドル、災害土木工事２本で４，１０５ドル、都市計画事業費は７本の工事と、不良住宅の物件補償で２３３，７８４ドルとなつております。

△６款の社会および労働施設費では、久場川団地のようへき工事７，８０８ドル、若松市営住宅建設工事３２，０５８ドルであります。

△７款保健衛生費は、ごみ処理場用地購入費の１，２００ドルであります。

△８款産業経済費では、若松市場建設工事２１，６５１ドルと真和志市場の設計委託料２，５３１ドルとなり、総額６３９，２７９ドルの予算繰越しとなる見込みでありますが、これらの事業の債務負担行為総額は１，７９１，４５２ドルとなつており、翌年度への繰越額は、３６．２％になります。

　次に予算繰越しとなつた理由を申し上げますと、

△工事関係事業は、入札に付しても落札者がなく、業者との調整に長期日を要し、年度後半に事業着手したため遅れたもの、さらに、政府補助事業について年度後半に入つてから補助指令を得て事業着手したため遅れたこと、その他埋立工事、横断橋工事は工事資材入荷が遅れたことまたは、資財不足によつて年度内の完成が見込めなくなつたものであります。

不良住宅街の障害物件補償については、移転先の金城町宅地造成工事が遅れたこと、また、安里川河川用地買収は地主との折衝と分筆測量等が遅れたことによるものであります。

△那覇市史資料編の印刷は契約当初は３４０頁であつたが、これを４７０頁に変更したことと校正回数がふえたこと、

△真和志市場の設計委託は、当初計画より建築面積を大きくして機械設備を入れた計画変更を行なつたことであります。これらの事業のほとんどは７月末で完成する見込みでありますが、一部政府補助事業も１２月末までには完成する見込みであるといわれております。

委員会は、以上の当局説明を了承し、本案は全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　よろしく各位の御賛同をお願いします。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第４８　議案第１０３号　予算外義務負担についてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第１０３号「予算外義務負担について」審査の結果を報告いたします。

本案は小禄地内道路改良工事を政府の補助を得て実施する計画で、１９６８年度予算案に計上されておりますが、１９６７年６月１０日付けで補助指令が出されております。

同指令によりますと１９６７年６月３０日までに債務負担行為を越こすよう条件が付されておりますので、市といたしましても早急に事業着手する必要があるとして追加提案されております。また、この案か提案される段階までには、仮契約もすまし、議会の議決を得れば本契約になり、年度内着工はできるという説明がなされております。

委員会は、以上の当局説明を了承し、本案は全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同をお願いします。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第４９、議案第１０７号　予算外義務負担についてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第１０７号「予算外義務負担について」その審査の経過並びに結果についてご報告いたします。

本案は１９６７年度都市計画事業費補助金として下水道工事に充当するためのもので、補助条件としては指令受理の日から３０日以内に事業着手しなければならないという条件が付されているため、１９６７年度内に、債務負担行為を起さなければならないので提案したとの説明がなされたのであります。委員会は採決の結果、賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定した次第であります。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○副議長（辺野喜　英興君）

　多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

本日はこれをもつて散会いたしまして明２７日午前１０時再開いたします。



（午後６時０５分　散会）




上会議録を調整し署名する。




１９６７年６月２６日










議長　　　　高良一　　　　㊞




副議長　　　辺野喜英興　　㊞




署名議員　　喜舎場盛一　　㊞




署名議員　　山川正平　　　㊞
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１９６７年第９３回那覇市議会定例会議事日程第７号

１９６７年６月２７日（火）午前１０時開議







第１　　　会議録署名議員の指名について




第２　　　議案第７９号　１９６８年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

（建設委員長審査報告）




第３　　　議案第８０号　１９６８年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算

（建設委員長審査報告）




第４　　　議案第８１号　１９６８年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

（建設委員長審査報告）




第５　　　議案第８３号　１９６８年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

（建設委員長審査報告）




第６　　　議案第８２号　１９６８年度那覇市水道事業会計予算

（建設委員長審査報告）




第７　　　議案第７７号　１９６８年度那覇市歳入歳出予算

（総務委員長審査報告）




第８　　　議案第１０４号　１９６８年度那覇市歳入歳出追加更正予算

（総務委員長審査報告）




第９　　　議案第９１号　１９６７年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算

（経済民生教育委員長審査報告）

第１０　　議案第９０号　１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算

（経済民生教育委員長審査報告）




第１１　　軍３号線の開放に関する要請決議

（議員平良真次郎外２７名提出）




第１２　　水源開発の早期実現に関する要請決議

（　　　　　〃　　　　　　　）




第１３　　所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて

（市長提出議案第１０８号）




第１４　　泊港海上清掃消毒事業について

（総務委員長審査報告）




第１５　　字樋川内排水溝開設方についての陳情

（建設委員長審査報告）




第１６　　旧潮渡橋改修に伴う陳情

（　　　　〃　　　　）




第１７　　排水溝新設について（請願）

（　　　　〃　　　　）




第１８　　安謝市営住宅附近の浸水対策について

（　　　　〃　　　　）




第１９　　真和志郵便局通りの道路改修工事施工方についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第２０　　汀良町内水道管布設工事方について

（　　　　〃　　　　）




第２１　　安謝川西方堤防護岸修築について（陳情）

（　　　　〃　　　　）




第２２　　市立保育所の改善方について

（経済民生教育委員長審査報告）




第２３　　復帰協に対する補助金交付方について

（総務委員長審査報告）




第２４　　久米町土地返還に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第２５　　公会堂建設に対する陳情

（　　　　〃　　　　）




第２６　　那覇市職員の生命と身体の安全保障に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第２７　　沖繩子供を守る会運営協力に対する陳情

（経済民生教育委員長審査報告）




第２８　　らい予防事業に対する補助について

（　　　　　　〃　　　　　　）




第２９　　国場川治水対策について

（建設委員長審査報告）




第３０　　樋川通り大平薬（食堂）横下水溝改修並びに道路工事方について

（建設委員長審査報告）




第３１　　牧志公設市場改築についてのお願い

（　　　　〃　　　　）




第３２　　牧志公設市場改築についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第３３　　寄宮地区土地区画整理に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第３４　　道路つぶれ地補償に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第３５　　区画整理地区指定の取消し陳情

（　　　　〃　　　　）




第３６　　那覇市の新幹線道路開南より神里原に通じる第一期工事区における下記二項目に対する反対陳情

（　　　　〃　　　　）




第３７　　非細分地料の一部を区画整理の費用に充当することについての陳情

（　　　　〃　　　　）




第３８　　王冠工場をポリエチレン工場に変更する件について

（　　　　〃　　　　）




第３９　　西武門会館用途変更に対する反対陳情

（　　　　〃　　　　）




第４０　　横断橋架設の必要性について

（　　　　〃　　　　）




第４１　　西新町地内道路新設について

（　　　　〃　　　　）




第４２　　国場地内排水溝設置について

（　　　　〃　　　　）




第４３　　古島地内の排水溝改修方について

（　　　　〃　　　　）




第４４　　道路改修および側溝設置について

（　　　　〃　　　　）




第４５　　小又原道路開設に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第４６　　水上店舗隣り南銀横通り舗装方に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第４７　　壺屋地内道路開設並びに補修について

（　　　　〃　　　　）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○会議に付した事件

（議事日程と同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～





○副議長（辺野喜　英興君）

　これより、本日の会議を開きます。

本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第７号のとおりであります。諸般の報告をいたします。

６月２４日付、「軍３号線の開放に関する要請決議」および「水源開発の早期実現に関する要請決議」案が、議員平良真次郎ほか２７名から、会議規則第１４条の規定により提出されておりました。

決議案は、お手元に配付してありますので、後刻、ご審議願います。

６月２４日付、総務委員長、建設委員長、経済民生教育委員長から会議規則第７１条の規定による「閉会中の継続審査申出書」が提出されておりました。写は、お手元に配付してあります。

６月２６日付、那総総第４，７８４号「議案の追加送付について」市長から文書が送付されておりました。

議案は、お手元に配付してあります。






○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第１「会議録署名議員の指名について」を議題にいたします。

本日の会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により議長において、儀間真祥君、瀬長フミ君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第２、議案第７９号「１９６８年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算」を議題として建設委員会の審査報告を願います。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第７９号、１９６８年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算、について本委員会の審査結果をご報告いたします。

本案の内容は、歳出第１款替費地処分収入１６，５３０ドルは、崇元寺工事区内にある４４坪２勺と、辻工事区内にある３８坪６合３勺の替費地処分による収入であり、崇元寺工事区の分については、当初道路計画の替費地として取つてあつたが、区画整理地区外にある道路計画地帯に建物ができたため、不要となり、処分することになつた。

歳入第３款清算金３９，９６３ドルの内訳については、現在実施中の仮清算による徴収金１１４筆分で３３，４２３ドル、仮清算金徴収利子２，８３５ドル、替費地清算金５５筆分で３，７０５ドルとなつている。

歳入第４款繰越金４，３０４ドルは、前年度からの繰越金である。

歳出第４款清算金４１，１４１ドルは、仮清算交付金および利子、替費地清算金による交付金を計上したもので、その内訳は、清算金、泊工区外５工区、３７，７７６ドル（５１筆）利子および割引料、泊工区外５工区３，０１４ドル（５７筆）替費地清算金、久米工事区外８工区３４９ドル（３３筆）となつている。

質疑の主なる論点を申し上げますと、現在まで仮清算した分の徴収金、交付金の合計は、また仮清算が完了したときの徴収金、交付金の総額はいくらかということに対し、１９６１年度から、１９６６年度までの合計は、徴収金２９２，５４８ドル７８セント、交付金９１，０６３ドル２０セント、差し引き２０１，４８５ドル５８セントとなつている。

なお、１９６１年度から、仮清算が完了する１９７０年度までの総計は、徴収金総計１０９３，２９４ドル８５セント、交付金総計８６３，５００ドル４８セント差し引き２２９，７９４ドル３７セントとなり、この処分については、換地処分の認可を得て、本清算の段階において、議会の議決を得て処理決定したい。

次に、去年の１２月定例議会で問題となつた、東工事区内の道路新設に伴う財産管理課の駐車場が道路用地にとられるため、海難審判庁および労働基準監督署の建物を撤去して新たに同建物を建築するということだつたが、その後、民政府との交渉の結果、政府建物は、撤去する必要はなくなり、そのかわり、財産管理課の駐車場を縮少して道路を新設してもよいという民政府の了解を得て、現在工事中である。

　以上の当局説明を各員了承し、本案については、全会一致原案どおり、可決すべきものと決定致しました。

よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　議案第７９号は第１地区の区画整理事業でありますが、確かこの事業が始まつたのは５３年ごろ、当間重剛市長時代であるというふうに記憶しております。

この事業が全部清算されるのに７０年ごろまでかかるということになると、１８年間もかかるというふうに考えられるわけでございます。

寄宮地区の区画整理事業の場合には人件費などは一般会計から繰り入れて支払うようになつてるが、この場合にすべて地主の負担ということになるわけであります。

それだけ長引けば長引くほど人件費などにも喰い込んでゆくというふうになつて地主の利益というのが少なくなるということがいえるわけでございます。そんなに長くかかつた大きな原因はどこにあるのか。

本土との国県有地との問題が多いかもしれませんが、長引いた大きな理由それが一つ。

さらに本土でもそういうふうに１７、８年もかかつて完成したような区画整理というのがあるかどうかですね。その２点をお尋ねいたします。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　第１点については審議されておりません。前の財産管理課の駐車場の道路問題を審議されたときに国県有地がまだはつきりしてないということで長引いたということを聞いたような記憶があります。

２点目の問題は質疑されておりません。当局に答弁させます。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。第１地区の区画整理が１７、８年もかかつてまだ完了してないが、日本本土でもそういう長引いた工事があるかということでございますが、現実にあります。しかも戦前の耕地整理法を準用して戦前着工した工事がまだ完了してないものもございます。区画整理事業は非常に複雑な事業でございますので最終的になかなか難しい問題が残ると長引くわけでございます。




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑を終結し討論に入ります。

（「討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　討論を省略し採決に入ります。

議案第７９号、１９６８年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算については委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第３、議案第８０号、１９６８年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算についてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第８０号、１９６８年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算について、本委員会の審査結果をご報告いたします。

本件について、当局の趣旨説明によると、現在事業認可取消請求事件として係争中であるが、そのための調査費ならびに訴訟の上告費用を計上してある。歳入については、全額一般会計からの繰入金で賄うことになり、歳入合計７，３９４ドルとなつている。

公判については、去つた４月２４日に予定していた裁判は、裁判官の病気のため延期となり、５月２２日に第８回公判が行なわれ、６月１５日に第９回公判が開かれた。

１０回目の公判は、来たる７月６日に予定され、その後行なわれる１１回目の公判で、第一審に対する判決が出るものと見ている。

裁判の経過の中で、目立つたものについては、口頭弁論はなく、書類審査だけで判決を下すことになつている。とのことであります。

これに対し、若干の質疑が交わされた後、本案については、賛成多数で原案どおり、可決すべきものと決定いたしました。

よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○副議長（辺野喜　英興君）

　多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第４、議案第８１号、１９６８年度那覇市土地区画事業山下地区特別会計歳入歳出予算についてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第８１号、１９６８年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算について、本委員会の審査結果をご報告いたします。

　本件については、本年度から本格的に事業を実施すべく、予算を計上したが、事業費負担については、政府、市、地主の三者負担として計画を立て、歳入財源は、一応政府補助金、ならびに、市からの繰入金をもつて充てることにしている。

以上の当局説明に対し、若干の質疑が交わされたのでありますが、その主なるものを申し上げますと、前に一部地主の反対があつたが、その後の進展如何ということに対し、地主を集めて話し合つた結果、減歩率の算定等については公平な算定がなされるようにという地主側の要望があり、これを受け容れて、該地区の区画整理事業を施行したいとの説明を聴取したのち採決の結果、本案については、賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同をお願い致します。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○副議長（辺野喜　英興君）

　多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第５、議案第８３号、１９６８年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算についてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第８３号、１９６８年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算についてを本委員会の審査結果を御報告いたします。

本案の内容については、歳入第１款政府支出金１，００９，４９４ドルは日本政府補助金で、内訳は１９６７年度分７５９，４９４ドル、１９６８年度分は、２５０，０００ドルとなつております。

歳入第２款繰入金７６，５７６ドルは下水道事業を行なうために必要な人件費需要費、公課費および下水道設計を行なうための測量、土質調査委託費、ならびに下水道事業利子にあてるための一般会計からの繰入金であります。

歳入第２款下水道事業建設費１９１，０００ドルは、下水道事業補助金に対する市負担分の対応費を起債により充当したものであります。

歳出第２款下水道事業建設費１，２２１，７７５ドルは下水道事業に要する職員手当、事業計画に必要な調査費、および工事請負費を計上したということであります。

主なる質疑の焦点は、６５年度より７３年度までの９カ年計画で下水道工事を完了させるが、年度別の政府補助金および市債は６５年度政府補助金２００，０００ドル、６６年度政府補助金７００，０００ドル、６７年度政府補助金７６０，０００ドル、６８年度政府補助金２５０，０００、市債１９１，０００ドル、６９年度政府補助金８００，０００ドル、市債８０，０００ドル、７０年度政府補助金１，１７０，０００ドル、市債１１７，７００ドル、７１年度政府補助金１，９４０，０００ドル、市債１９４，０００ドル、７２年度政府補助金２，１８０，０００ドル、市債２１８，０００ドル、７３年度政府補助金１，６２０，０００ドル、市債１６２，３００ドルとなり、総事業費１０，５９０，０００ドル、このうち市の対応費は９６３，０００ドルとなつているとのことであります。

以上のほか若干の質疑がかわされたのでありますが、本案については賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定したのであります。

よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

質疑討論なしと認め採決に入ります。本案については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○副議長（辺野喜　英興君）

　多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第６　　　議案第８２号、１９６８年度那覇市水道事業会計予算についてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第８２号「１９６８年度那覇市水道事業会計予算」について、本委員会の審査の経過および結果をご報告いたします。

当局の説明によりますと、公営企業としての経理に関しては従来の現金会計主義である官公庁会計を排除し、発生主義に基づく企業会計を採用することになつた。

官公庁予算と公営企業予算との相違点を述べますと第１に、消費経済体の官公庁会計にあつては予算が中心であり、決算は単に予算執行の結果を現わすにすぎないが、生産経済体の企業会計にあつては予算は事業効果を最大ならしめる管理予算の性格を持つとともに、決算もそれに現われた事業効果が重視されるという相違がある。

第２には、官公庁会計制度が、現金の収支のみを決算の対象として記帳する現金主義であるのに対し、企業会計制度は、現金の収支だけでなく、債権債務の発生、消滅、物品、役務の生産および消費等も同時に決算の対象として記録する発生主義を採用しているのである。

経理方法上の特色と相違点　１．現金主義でなく、債権債務発生主義であること。２．単式簿記でなく複式簿記であること。３．期間計算が可能であること。決算上の特色と相違点　１．一般会計においては、収入役が行うのに対し、公営企業の決算作成は管理者が行うことになる。

もちろん、監査委員、あるいは、議会との関係は、地方公共団体の長が当事者となることは一般会計と異なることはない。

２決算作成の時期は一般会計では８月末日までであるが、公営企業にあつては、発生主義を採用している関係上、一般会計の場合のように、出納閉鎖期間を必要とせず、事業年度終了後２ケ月以内に完了し、市長に送付、議会の認定に付す時期も年度終了後３ケ月後の最初に招集される議会に提出され、一般会計に比べ早くなる。つまり、決算重視の観点から、予算が実施されてから余り期間を経ない間に、決算を十分審査することができる。

３．公営企業にあつては決算重視の考えから、予算と比較した、決算対照表の他損益計算書、貸借対照表等が中心書類となつている。

官公会計制度と企業会計制度との利害得失。企業会計方式による予算および決算の官公庁会計方式による予算および決算に対する長所としては、１．官公庁制度の予算は支出に対する規制という点から、作成されているため、企業会計予算制度に比べ弾力性に乏しく、事情変更の手続が煩雑であり、経営活動の機動性を阻害するという欠点を有している。

公営企業会計の予算はその事業効果を最大ならしめる管理予算という性格を持つているため執行上、弾力性があり、企業経営の機動性に応じるものとなつている。

２，決算については、発生主義に基づく、複式簿記制度を採用するため

(イ)複式簿記の貸借平均の原理により、自動的に簿記記録の自己検証、すなわち内部牽制が可能となること。

(ロ)すべての費用および収益がその発生の事実に基づいて計上され、その発生した年度に正しく割り当てられるので、その年度における企業の正確な経営成績が明らかにされ、正しい原価計算が可能となり、料金の適正化にも資することとなる。

(ハ)すべての資産、負債および資本の増減および異動がその発生の事実に基づいて計上されるので、官公庁会計においては比較的閑却されている財産、物品、負債等の管理が常時適格に行われる。

(ニ)決算手続が迅速に行われるため、次の事業年度の予算に、前事業年度の決算の結果を反映させることができる。ということであり、委員会は「１９６８年度那覇市水道事業会計予算実施計画明細書」をもとに、その歳入歳出の款項を追つて審査に入つたのであります。

当局の説明によりますと、収入第１款「水道事業収益」第１項「営業収益」第１目「給水収益」中の「水道使用料」１，５６７，２４０ドルの内訳は、

１．一般家庭用については、１か月１件当り２０．８立方米を使用するとしてその使用料２ドル９２セントを見込み、さらに、今年度の新規加入件数３，４８０件の増加を見込んで年間収入見込み総額は、１，２７７，３２８ドルとなつている。

２．営業用については、１か月１件当りの使用量６２．６８立方米使用するとして、その金額は９ドル９０セントを見込んで、年間収入見込み総額は、２６０，２４８ドル４４セントとなつている。

３．共用栓用については、１か月栓当りの使用量２０．７７立方米を使用するとして、その使用料２ドル５４セントを見込んで、年間収入見込み総額は１９，１７１ドル９２セントとなつている。

４．量水器使用料については、年間収入見込み総額は、５８，６１１ドルとなつている。

支出第１款「水道事業」第１項「営業費用」について、本年度の配水計画は１日平均４２，０００トンでその内訳は、１．自己原水１１，５００トン、公社原水１２，５００トン、公社浄水１８，０００トンとなつており、それぞれ、受水費、動力費、薬品費を計上した。

２．さらに、経営の合理化、能率化を図るための、事務作業の委託制度として、

(イ)　集金の一部委託による資金の早期回収と、徴収効力を上げること。

(ロ)　量水器の修理を委託し、その強化を図ること。

(ハ)　量水器取替の一部委託により、その強化をはかり、適正水量を把握すること。

(ニ)　給水装置修理の委託により作業能率を上げること。

(ホ)　泊浄水場、資材集積所の守衛業務を委託すること。

この五つの委託制度を採用した。これら委託による関係職員は、需要者のサービス部門に適材適所に配置し、内部体制の強化を図つた。

３．人件費については、現在人員でもつて、重点的に配置を行ない、職員の待遇についても、一般会計と同様に給与の改定を行つた。

４．水源調査については、前年度に引継ぎ、自己水源の開発に意を注ぎ、地質、地下水の調査を重点的に行う計画である。

５．その他、消費的な経費については、極力圧縮し、費用の重点的配分を図つた。

次に、第３条予算の「資本的収入及び支出」については、サービスの継続的提供を維持発展させるため将来の経営活動に備えて行う建設改良と現在の経営活動に用いられている施設にかかる企業債の元金償還等の収支を示すものである。３条予算は貸借対照表勘定に関する予算であり、その取引のすべてを予算化することは複雑とならざるを得ないので、その取引中、現金支出を伴う性質のものを支出に計上しこれに対する財源を収入として挙げ、さらに収入が支出に達しないときは補塡財源をもつて充てることとされている。

したがつて、３条予算においてはこれら補塡財源は３条予算の収入そのものとはせず、２条予算の費用のうち、現金支出を伴わないものは３条予算に移行して資本的支出の財源に充てられることになる。資本的収入及び支出の見積りは収入において、第１款、企業債３５４，０００ドル。第２款、補助金、９０，０００ドル。第３款、その他資本収入２１，５９５ドル。収入合計４６５，５９５ドル。

支出においては、第１款、建設改良費９２３，８３９ドル。第２款、企業債償還金６８，６３２ドル。支出合計９９２，４７１ドルとなり差し引き△５２６，８７６ドルの不足となる。これの補塡財源として２条予算に計上した現金の支出を伴わない減価償却費等の当年度分損益勘定留保資金１９３，５０８ドルと２条予算の収入支出による当年度利益剰余処分額１５６，２２０ドルと６７年度歳計剰余金の引継金９１，４５０ドル及び引継貯蔵品８５，６９８ドルの合計５２６，８７６ドルをもつて充てることになつているとのことであります。

本案に対する質疑の焦点は、歳出第１款第１項第６目中「委託科」２０，６６２ドルの水道料金徴収委託についてただしたところ、現在、水道料金の徴収人は２３名おり毎年約３，５００件の新規加入者がありそのため毎年２名の集金人を採用してきたが新年度より公営企業の実施に伴い公営企業法に則つとり資金の早期回収、企業財源の確保、住民の福祉等の便宜をはかつていくという観点から総件数３９，１３１件のうち５５％に相当する２１，２２２件を１件当り１カ月８セントで民間に委託させるために計上した。

水道料金徴収については６９年度で全面的に委託に移行したい。

なお、この委託により集金人１１名は他の事務に配置転換し内部体制の強化をはかりたい。

この委託により６，８００ドルの経費節減ができる。

さらにこの徴収委託は市町村公営企業法第２１条第３項および同法施行規則第２８条により委託できると定められている。

次に同第１款第１項第６目中「請負工事費」のうち量水器修理請負４１，８２０ドルについてただしたところ、量水器修理業者は政府の認可を得ている宮真商事、国際検査株式会社（インテコ）の２社しかなく、この２社に月間２，０００件の修理件数を案分して修理請負させている。

従来、量水器の内部が金属製であるためそれに石灰分が付着し適正水量の把握ができないので２カ年前から石灰分の付着しないプラスチツク製を採用しており、現在[image: 画像]がプラスチツク製で残り[image: 画像]が金属製であり、これを年次的にプラスチツク製にとりかえる計画である。

従つて、６８年度の予定としては修理件数月間２，２００個のうち１，５００個は金属製、残り７００個をプラスチツク製にとりかえていきたい。

金属製の修理代は１個当り１ドル２０セント、プラスチツク製の修理代は１個当り２ドル３０セントとなつている。

その他に部品代として１個当り５セントを見込んでいる。

さらに、量水器取替請負９，７２０ドルについては現在量水器取替職員が８名いるが、そのうち４名分にあたる業務を修理請負させたい。

取替件数は月間約２，０００個でその内訳は、１３㎜～２０㎜の量水器１，９６０個、１個当りの修理代４０セント。

２０㎜～４０㎜の量水器４０個、１個当りの修理代６５セントである。なお４名の職員は他の業務に従事させたい。

その他の委託によりどの程度の経費節減ができるのか。ということに対し　漏水防止の委託により現在１日平均約３０件、年間約１１，０００件の漏水件数があるが、そのうち、５，０００件を委託させることにより年間約６，０００ドルの経費が節減され早急に漏水防止ができるので有収率が引上げられる。資材集積所巡視により約２，０００ドルの経費節減。

その他泊浄水場の清掃委託、巡視委託により約２，０００ドルの経費節減ができる。とのことであります。

以上のほかなお若干の質疑が交わされたのでありますが、結論として本案については賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定致しました。

よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　賛成多数であります。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第７、第７７号議案、１９６８年度那覇市歳入歳出予算を議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第７７号「１９６８年度那覇市歳入歳出予算」について審査の結果を報告いたします。

本案審査にあたりましては、歳入歳出別、款を逐つて審査いたしました。

先ず、歳入から審査の主なるものを申し上げますと、１款市税については、経済の発展、賃金の上昇による資産および所得の伸びと、これまでの実績を勘案して３，９７１，３０６ドル計上され、前年度と比較して７８０，０２２ドルの増となつております。

これを徴収実績からみますと、６６年度９０．２％、６７年度は８８．７％でありますが、６８年度においては、これら徴収実績より２％弱落として計上してあるという説明がなされております。

また、今後の徴収実績を上げる方法としては、現在、長崎市等で行われ実績を上げている納税組合による自主納税制を確立してゆく方向にむけたいという当局の見解も述べられております。

２款、市町村交付税については、これまでの実績を検討して、８４２，０１０ドル計上されております。

前年度より、４６３，０９３ドルの増でありますが、前年度の決定額に比べて２０５，５４９ドルの増となつております。

また、全琉の交付税総額を、年度別にみますと、６７年度７，６４５，６００ドル、６８年度１０，５６４，８３１ドルで２，９１９，２３１ドルの増になり、その伸び率は３８．２％になります。

今回の交付税、８４２，０１０ドルの計上にあたつては、この増加率も加味されております。

３款、公営企業および財産収入については、株式配当金と育英事業奨学金に充当するための奨学基金の利息収入および市有地の賃貸料と、軍用地収入ならびに土地売払代金等で４１１，３４６ドル計上されております。

このうち、ことに地所賃貸料については、一部、低いところがあるので、これらを、月３セント程度引き上げる予定をしたため、その分増額になつております。

また、株式配当金については、首里バス、東急ホテル、琉球水産、沖縄食糧の４社は、配当は見込まれておりません。

６款、使用料および手数料については、公設市場をはじめ、各種の営造物の使用料５７９，５００ドルと、条例、規則ならびに法規に基ずく手数料　７１，０４５ドルとあわせて、６５０，５４５ドルを計上し、前年度に比べ、１２２，８２３ドルの増となつておりますが、これは、市営住宅、公設市場および保育所等の施設が増えたこと、港湾施設使用料ならびに証明手数料の増によるものであります。

７款　政府支出金については、２，０７万０，２２０ドルを計上してあるが、前年度に比べ４４８，２８５ドルの増となつております。

増額になつた主なものについて申し上げますと、平和橋、大洋琉映間道路新設事業をはじめ、横断歩道橋、公園建設等の都市計画事業補助金、　７２１，４９６ドル、土木事業補助金４０，４７１ドル、それに児童保護措置費負担金老令年金支給事務委託金等の新規に計上した政府支出金６１，５２９ドル、その他８，１３０ドルでありますが、一方公営住宅建設補助金、清掃施設、設置補助金、宿所提供施設建設補助金等で３８３，３４１ドルの減となり、差引き款全体では４４８，２８５ドルの増となつております。

なお、１９６７年度予算に計上された政府補助事業の久茂地通産局間道路舗装工事ほか３件の工事が予算繰越しとなる見込みでありますので、これに対する政府補助金１３６，４８８ドルもあわせて計上されております。

また、殊にこの款で変つたものは、１項３目「児童保護措置費負担金」と、４目「老人健康診査負担金」であります。

これらは、児童福祉法にもとずいて、保護者の労働または疾病等の事由により、保育に欠けると認められる乳児、幼児を保育所に入所させて保育する経費を政府が９０％、市が１０％新年度から負担することになつておりますので、その政府負担分５０，７２８ドルの計上と、老人福祉法にもとずいて、市町村が、６５才以上の老人に対して、年１回の健康診査を実施するが、それに要する経費に対する負担金１，５９５ドルが新規に計上されていることであります。

９款は、那覇市債証券の償還金に充当するため、減債基金からの繰入金として４０，０００ドル計上されております。

１０款、繰越金については、６６８，０００ドル計上されて、前年度に比べ５４８，０００ドルの増で市税に次ぐ大巾な増となつております。

これは、１９６７年度に計上してある政府補助事業の開南交番、平和橋間道路工事ほか２件、自己財源による事業の牧志公設市場前道路新設工事ほか１件および災害土木事業等の未執行事業を１９６８年度に計上しておりますので、これに充当する財源として、２５０，０００ドル含まれております。

残りの４１８，０００ドルは市税および使用料その他自己財源収入の増収見込分と予算不用額等による決算剰余金を見込んだことによるものであります。１１款、雑収入は、物品売払代金、預金利子、市税、その他の収入の延滞金無地番賃貸料、その他競技場のへい使用料等で、２１３，９２３ドル計上されております。

ことに、３項６目の雑入は、前年度より、１，５７８ドル減になつておりますが、その主なものは、競技場のへい使用料を、従来５，０００ドルみていたが入札に付した結果、４，０００ドルしか見込めなくなつたので、その分の減によるものであります。

１２款、市債では、継続事業である１９６７年度公営住宅の建設債と１９６８年度に新しく市債を起こす第２次若松住宅、１９６８年度公営住宅建設事業に充当するための住宅建設債として６８７，０６０ドル、牧志公設市場、第２次若松市場および真和志市場建設事業に充当する公設市場建設債６６７，１７６ドルおよび奥武山漫湖整備事業に充当する都市計画事業債として、　１９６，０００ドル、合計１，５５万０，２３７ドルを計上されております。

次に歳出について申し上げますと、１款、議会費については、議員の報酬および事務局職員の給料、諸手当等の人件費と議会活動に要する経費として、１４８，９５４ドル計上されておりますが、議員報酬の増額、職員給与の改定のため前年度より、２６，３２４ドルの増となつております。

この款で変つておりますのは、１項２目「職員給」で速記者養成のため用人の賃金１，１３２ドル計上し、また、５目「需要費」では今回議員章の意しようが新しく変つたのでこれを備品として購入し貸与するための経費７６４ドルが計上されております。

殊にこの議員章の貸与については、新しい議員章は消耗品費で計上し、任期中に１個は支給すべきではないかとただしました。

これに対する事務局の考え方としては、この件については運用の問題として処理することも可能だし、４年毎に新たに替えようという考えはあるという説明がなされております。

２款、役所費では、市職員の給与、諸手当等の人件費その他一般事務経費を計上してありますが、今回は、新らしく公会堂建設に要する経費として設計委託料、土質調査費等を計上してあります。

この款は前年度に比べ４２２，３７９ドルの増となつておりまして、増額の主なものを申し上げますと、職員給与改定による経費が約１５５，０００ドルと増員のための経費約１９，０００余ドル、職員による宿日直の廃止に伴う守衛業務委託料、その他需要費で８，６００ドル、公会堂建設費の約６４，０００ドル等が主なものであります。

この款でことに新らしく、９項１目に市政モニター員謝礼５８０ドルが計上されておりますが、この市政モニター員の構成については、年令別、職業別等あらゆる階層の人から選任して、現在の市政の批判、将来の市政について討議してもらい、それを今後の市政にとり入れてゆきたいという説明がなされております。

３款、消防費については、２７７，１９８ドルを計上し、前年度に比べ、４４，３７８ドルの増となつておりますが消防職員の給与改定および増員による人件費ならびに消防司令車と消防車の購入経費を計上したことによるものであります。

また２項１目の工事請負費４，７６０ドルは、鏡原町に防火タンク１基を設置することと、従来、既設の防火タンクには消防車で運んでいたが、これを水道管と結ぶ必要があるので、その工事費を計上してあります。

港湾費では、泊港の管理運営と港湾施設の新設および改修に要する経費として、８５，２１３ドルを計上し前年度に比べて１１，００４ドルの減となつております。

これは前年度に計上しました泊港内の浚渫、構内の排水と舗装およびターミナルビル便所の改修等の事業が減となつたことによるものであります。

この款では殊に１項１目の港内水面清掃費２，４００ドルが前年度に比べて増額計上されております。

９款、財産費では、市有財産の管理に要する経費と市債証券の償還に充当するための減債基金積立金ならびに奨学基金条例に基づく特別基本財産造成のための積立金を計上してあります。

１０款、選挙費については、選挙管理委員会の委員報酬をはじめ事務職員の給料、手当等の人件費および事務費ならびに立法院議員選挙名簿調整費で、３９，１３７ドルを計上し、前年度に比べ５，５００ドルの増となつておりますが、これは職員の給与改定によるものであります。

この款でことに問題になりましたのは、今回の議員報酬の増額改定とも関連して、選挙管理委員会委員長ならびに委員の報酬も改定する考えはないかと質しましたが、当局の説明は、本土ならびに沖縄の他の市と比較いたしましても那覇市の方がはるかに高いので、今回は改定するのを見合したということであります。

これに対し、委員会では選挙管理委員長は条例上の責任の度合からいたしましても報酬をもつと引き上げるべきではないかという委員からの意見も述べられております。

１１款、公債費についてはこの款は一般会計市債の元利償還金と新規起債の手形利子のほか一時借入金の利息それに那覇市債証券償還のための事務費として合計４９４，４５９ドルを計上し前年度に比べ１１５，８５２ドルの増となつておりますが、これは、１９６６年度小禄公営住宅建設債その他前年度まで手形借入れの分が事業の完了に伴い、６８年度から新らしく元利償還が始まることによるものであります。

１２款、諸支出金については、この款には市が管理する指定文化財の維持管理、係争中の訴訟費用、市税の賦課徴収に要する経費と市税の過誤納還付金および各特別会計への繰出金ならびに各種団体への負担金および補助金を合せて１９８，７２１ドル計上し前年度に比べて１３，３１３ドルの減となつております。

これは寄宮地区土地区画整理事業が係争中のため事業が執行できないことによる繰出金の減が主なるものであります。

１３款、教育費負担金については、１９６８年度の市負担分として１，３２２，５９５ドル計上されております。

これは、１９６８年度那覇教育区予算総額６，３９１，５７７ドルの２０．７％になつております。

１４款、予備費には、１０，０００ドル計上されております。

次に、建設委員会、経済民生教育委員会に審査をお願いしてありました。

歳出、４款「土木費」、６款「社会及び労働施設費」、７款「保健衛生費」８款「産業経済費」については、それぞれ原案どおり可決すべきものと決定した旨、通知を受けました。

委員会は、以上のとおり審査したのち討論に入つたのであります。

まず、反対討論から申し上げますと、今議会に提案されている単独議案の中には、われわれが反対してきたものがあり、この予算案の中には、これらの事業費ならびに人件費が計上されているので、反対すると述べております。また、賛成討論といたしましては、歳入においては、現年度の徴収実績９０．２％に対し、１９６８年度の徴収見込みは８９．７％という巾のある適正な計上がなされておりますし、また、歳出においても人件費が増額されておりますが、これは、市民生活にかかすことのできないものである。

さらに、他の支出においても調和のとれた適正なものであり、賛成すると云う討論が述べられております。

採決の結果、賛成多数で本案は、原案どおり、可決すべきものと決定いたしました。よろしく、各位の御賛同をお願いします。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○儀間　真祥君

　お尋ねいたします。予算の７頁６款の使用料および手数料その中の２目、道路占用料というのがあります。これについて審議なされたかどうか。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　お答えいたします。道路占用料につきましては本委員会においては相当審査されております。

これが多くなつたのは当局説明によるとガス会社の分が今度から計上されたということであります。

ガス会社は経営不振のために今日まで免除されておりましたが、今度からいくらか条例どおりではないんですが計上するという説明でありましたので御了解願います。




○儀間　真祥君

　増額になつたのは要するに今度ガス会社から取るということで多くなつたということでありますが、３月の議会で新らしく牧志公設市場の予定地、そこで占用道路が三つなされております。

これは市道として認定しているわけでございますがその問題についてはどうなつていますか。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　お答えします。先般の議会で認定になりました牧志公設市場の占用道路、あれが占用料を徴収されてるかということは、儀間委員の御質問がありましたとおり確かに委員会でも審査されております。

そこで当局の答弁ですが、ざつくばらんにいうと取られておらんということであります。

まだ家がたつてるかどうかわかりませんが、取れる段階ではないという答弁でありましたが、それは議間議員もよく御承知のとおりであると思います。占用料が取れる段階ではないと思います。




○儀間　真祥君

　市道に認定してあるんだが道路占用料は取つてないということですが、一応条例で道路占用料を減免する場合には手続きがあります。その場合にどういう手続きがなされて減免されているか。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　どういう手続きによつて減免したということは委員会では審査されておりません。

その点は当局に説明を求めますけれども、過去の議会のことから勘案しました場合に、あの道路を市道に認定しましたのは確か政府からの都市計画上の助成を受けるためにどうしてもやらなければならんという格好で認定を受けたんじやないかと思います。そこでそういうことを勘案の上かどうかは知りませんが、本委員会としてはそこまで当局に対する質疑はなく全員この点を了解して質疑を打ち切られておりますので御了解願いたいと思います。

先ほどの点は当局に説明を求めます。






○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えします。道路の占用料の免除につきましては、相手側から免除の申請を出しまして、その内容を検討いたしまして、その内容によつて免除することにいたします。




○儀間　真祥君

　部長の説明では、相手側から道路占用料の減免の申請が出て、内容を検討するということになつておりますが、そうすると一応どういうふうな内容であつたのか、いつこれが当局に出されて、そして期間はいつまでだつたのかその点の御説明を願います。




○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えいたします。ただいまお答えいたしましたのは原則的なことを申し上げたのであります。

道路占用料を免除する場合に、相手側から申請を出して、その内容を検討するということを申し上げましたが、たたいまのは市場の問題だと思いますが、これは先だつての議会で認定道路に指定されたわけでございますが、事務的にまだそういう手続きがなされておりませんのでまだ占用料を取つておりません。




○儀間　真祥君

　市道に認定された場合に道路占用料を徴収する条例が適用されるわけでございます。

それによりますとちやんと３月の議会で市道に認定されている。ちやんと使用しておりますので、その使用している人は道路占用料を支払らう義務があると思います。こつちは使用料を取らなければいけないと思います。それをどうして取らないのか、予算にも計上されておりません。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　お説のとおりであります。これは道路占用料を取るために認定した道路じやなかつたと考えられますので、委員会ではそこまでは追求されておりません。

道路占用料という費目についてもおつしやるように質疑が交わされたのでありますが、占用料を取るためにあの道路を認定したわけではないという考えがあつたかどうか知りませんが、それは全員了解していただいております。事務的にやつたものをいちいち議決したから占用料を取れといわれるのも理論的にはけつこうでありますが、実情を各委員よく御賢察なさつて全会一致で質疑を打ち切られております。




○儀間　真祥君

　委員長の説明では、道路占用料を取るために市道を認定したんではないとおつしやつておりますが、道路占用科を取るために市道を認定するという道路はないわけでございます。

そういうことからいつて市道を認定した場合にはいかなる道であつても認定された道路からはちやんと規定によつて占用料を取るべきである。それが予算に計上されてないがどういう理由かはつきりしてもらいたいと思います。




○土木部長（金城　秀仁君）

　お答えします。御承知のとおり道路占用料を徴収するには、まず路線の認定をされて、これが工事されまして、次に道路区域の認定後工事がなされなければなりません。

まだそれがなされておりません。その次に道路区域の認定がなされましたら共用の開始、それが告示されます。

そういつた手続きがまだなされておりませんので道路占用料を取ることはできません。






○久高　友敏君

　委員会の中では全部了解したということを説明しておりますが、本件については総務委員会でもお尋ねしたわけでございます。

と申し上げますのは、あの道路の認定の場合においても私たちは反対いたしまました。というのは道路がすべて完成してのちに道路認定をすべきだという基本的な考えであるからであります。

したがつて、道路ができないのに道路を認定したことに問題があつたわけでございます。

私は総務委員会の席上で主計課長に聞いたら、主計課長も、道路を作つてから認定すべきであるということは私たちの主管でないので非常に答弁が苦しいということをいつております。

なる程そのとおりだと思います。取るとか、取らないとかは土木課のほうで決めるべきだが私が申し上げるのは、つまりこういつた道路ができない前に認定することに問題があると思います。

儀間議員が質問したのはそこにあると思います。でき上がらない前に認定して手続きがまだだということですが、しかし３月に道路を認定してその手続きがまだということは職務怠慢だとしかいえない。

認定しなければ那覇市の都市計画上いろいろ工事を進める上で支障を来たすという意味で多数決で押し切つて認定したが未だに手続きをしないということは、裏を返えせば仕事をやつてないということであります。

赤嶺委員長は全員了解したと説明しておりますが、主計課長では説明ができないので、そのままとおしましようということであつたわけで決して了解したということではないのであります。






○儀間　真祥君

　予算の議会費の２０頁、この中の６目の交際費というのがありますがこの点についてお尋ねいたします。これはどうして６００ドル増額になつているのか。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

これは討議されております。６００ドルの増は、商工観光事業が盛んになつてまいりましたので市にも訪れる観光客が多くなつております。今まで商工観光課の予算で出されておつたようでありますが、向こうから議会関係の方がおいでになるときは議会費から出してくれんかという内部調整があつて多くなつたという説明でございます。






○議会事務局長（義永　栄善君）

　現在の会計経理では１５０ドル残つております。




○儀間　真祥君

私は議会運営委員会で聞いたんですが、現時点でもこれだけ余つております。それをしいて増額する必要がありますか。会計年度はあと２、３日しかないが、その間にこんなたくさん増額する必要がありますか。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　委員会はあるということを認めて了承されておりますのでその点お含みおき願います。






○黒潮　隆君

　予算の歳出７２頁、説明では１０４頁になつております。負担金および交付金これは３２節でございます。

経民委で審査された分でありますが、１１，５５０ドルの補助金が沖縄信用保証協会、那覇商工会議所、那覇市琉球特産品協会、那覇市地区中小企業連合会、木工展示会、世界ロータリークラブ国際会議というふうに明らかにされておりますが、ここではじめて補助の対象として上がつて来ている世界ロータリークラブ国際会議に２，０００ドル補助金を出すようになつております。委員長報告の中には経済民生教育委員会に付託された分、建設委員会に付託された分は原案どおり可決されたということでありますが、ほかの委員はその内容を知らないのでお尋ねしたいと思います。

この世界ロータリークラブ国際会議という世界的な会議に一地方自治体が補助を出すのが妥当かどうかということに疑問を持つわけでございます。

したがつて、この会議の組織、内容、そしてここでどういう会議がどのようにもたれるか知りたいわけでございます。

そうしないとこの補助金は出していいのかどうかわからないわけであります。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　実は経民委にこの審査をお願いしてありますので経民委員長に答弁を求めます。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　御静聴願います。世界ロータリークラブ国際会議が沖縄に来て９月３０日から１０月１日まで２日間催されるわけでございます。

この会議は御承知のとおり、これは全世界の経済を通じて福祉事業関係に協力するというような大きな団体でございまして、それが各都市を廻わり国際会議があるわけでございます。

そういう意味で那覇市でやる前はどこで会議があつたかわかりませんが、いずれにしましても各都市を廻わりまして国際会議があるわけでございます。それでそれに対して２，０００ドルの補助を出すということになつたわけでございます。

この補助金はもうちよつと足らんから２，０００ドル出してくれんかという補助金とは違いまして、これは大会が開かれるごとに各都市においては一応御協力といいますか、金一封を上げるという祝儀の意味であります。

そういう慣例があるらしいです。向こうから那覇市に１，２００名の方々が見えますそうで、とりもなおさず那覇市にお金を落してくれるという点と、これは普通いうところの貧乏人を救うといことではなく、儀礼的なものであるということであります。




○黒潮　隆君

説明のとおりだとすると非常に問題だと思います。そこの運営が苦しいから助けてもらいたいとか、あるいは事業の内容が市民のためになるので市が補助しようという形ではなくして金一封だという。そうであるなら市長の交際費からやるべきじやないか。さらにもう１点、那覇市にそういつたたくさんの人がみえるので金が落ちるということでありますがそうすると毎年遺家族の方が何百名といつて沖縄に来るわけですが、この方々はおみやげ品店で買い物をして帰るわけでございますが、そうするとこうした方々にも金一封という祝儀を上げなければいけないと思います。毎年沖縄に何十万という観光客が来て金が落ちる、これにも金一封と。そういう補助のあり方は正しくないじやないか。これは副委員長の個人的な見解を述べたんじやないかと思いますのでこれをはつきりして下さい。それから、２日間会議が開かれるということですが、審査の過程において３日間ということですがどつちが本当か。会議を開く場合に那覇市も２，０００ドル出すというが１００ドルも出せば会場は借りられる。ここではどういう会議が開かれて、どういう審議がされるのか。一体会議を開くのにそんなにたくさんの費用がかかるのかという疑問があるためにお尋ねしているのです。世界的な組織であるならば政府か日本政府が出すならどうかと思いますが一地方自治体が出すような性格なものであるのか。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　先ほど２日間と申し上げましたが３日間でございます。私の問違いでございます。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。この申請は那覇ロータリークラブの会長から提出されておりまして今回沖縄で行われます。世界ローダリーラブ大会は毎年毎年各地区で行われております。今回の場合は第３５８地区で、と申しますことは東京地区と、沖縄地区、これを含めて第３５８地区というそうであります。そこで大会を開くということが決定されまして、結局その場所が沖縄に選定されて那覇でその大会が９月３０日から１０月２日まで行われることになつております。メンバーは各実業財団の代表者、あるいは法曹界の代表者、弁護団の代表者そういつた方々が主なものであります。約１，２００名から１，５００名の方が参加されるわけでありますが沖縄で開会される趣旨は、おおむねＪＣいわゆる青年会議所の大会がよく那覇で行われますが、特にインターナシヨナルＪＣ、あるいはハワイ、沖縄とのＪＣ、会議が行われましてやつたわけですが、その内容と似かよつておりまして、要するにお互の協力によつて沖縄における産業経済、文化社会、こういつた面で何か協力する点はないか、あるいは相互の発展のために連係することはないかというような研究討議がなされるわけです。

そのために約２万７，０００ドルの経費を必要とします。そのうち出席する会員の会費が１，８００ドル、それから寄付金が４，０００ドル、これは沖縄の会員の寄付金でございます。それから補助金５，０００ドルで、これは政府が３，０００ドル、那覇市が２，０００ドルで２万７，０００ドルになつております。これは恒例として開催地の都市でその経費のカバーをしてあげるということになつております。そういうことになつておりますので、内容的に各国を網羅した知名士、実業団、法曹人、学識経験者がおりますので、この方々をお招きすることは、沖縄を紹介して将来の沖縄に対して協力を求めるということになつて非常に有益であるということになつております。




○黒潮　隆君

　２万７，０００ドルの経費を使つて３日間那覇市で開かれると。沖縄の実業家、あるいは弁護団などが参加して、さらに本土から参加するものを含めて１，２００名ぐらいの会員が集り会議が開かれるということですが、この２万７，０００ドルは３日間の会議に要する費用であるのか、３日間で２万７，０００ドルの予算が使われるのか、会員が１万８，０００ドル負担する。沖縄で４，０００ドル経費を集める、あるいは政府、那覇市から５，０００ドルの補助金があり、その合計が２万７，０００ドルということでありますが、３日間の会議を開くのにこれだけの金を使うということは会議費だけなのか、あるいは旅費とか食糧費、そういつたものが含まれているのか、この世界ロータリークラブというのは「一都市に一つの単位の組織をつくり、そして一人一業主義のクラブで、社会奉仕と親睦とかねたものである、各支部が順番に回遊して懇親会を開くのでこの名がある」というふうに用語辞典で説明されております。だいたいライオンズクラブとは違いますが、少し似ておりますね。経済界の有力な実業界の法人団体であるということは、このライオンズクラブは、たとえば心臓の悪い子がいたらカンパを集めて本土に送り出して手術をする。こういつたことが新聞などで報道されたり、あるいはオリンピツクがきたときにその聖火リレーのあたる道路に記念木を植えたり、いろいろそういつたような社会奉仕というか、貧しい子がいると資金を出して上の学校に行つてもらう、むしろ慈善博愛、そういつたような感じの団体だというふうに用語辞典からみても、あるいは現在行つてきている内容からして本員はそう考えますが、そうする場合に、具体的にその予算がどういうふうに使われるかということは知らない。ただ会議を開くだけで２万７，０００ドル使うということはちよつとないんじやないか、これは国連総会の場合などは何万ドルと使うかもしれませんけれども、そこではそんなに使わないんじやないか。従つてその内容をそこまで知りたいと思います。自治法でいう慈善博愛、宗教団体、そういうのにひつかからないのかどうか。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。先ほどは収入の面だけを申し上げたんでそういう疑問が出てくると思いますが、支出の面におきましては、これはほとんど８，０００ドル近くが委員会の経費ということになつております。そのほかに宿泊費、会場費、広報費、そういつたことになつております。旅費は彼ら自体の負担であります。これは会議費だけでありまして、内容を申し上げますと、そのロータリークラブの定款でありますが、先ほど黒潮議員が説明になりましたがその第３条のロータリー綱領は尊ぶべき事業の基準として奉仕の理想を奨励し、かつ育成し特に次の事項を奨励育成するにあると。第１、奉仕の一つの機会として知り合いを広めていくこと。２つ、職業上の高き道徳的基準、すべての有用な職業の価値あることの認識、そして、社会に奉仕する好機会としての各自の業務を各ロータリアンによつて権威あらしめること。３つ、各ロータリアンはその個人生活、職業生活、社会生活の別なく、常にこれに奉仕の理想を適用すること。４つ、「奉仕の理想」に結ばれた職業人の世界的親交によつて、国際間への理解と友情と平和とを促進することにあります。非常に崇高なものでありましてその間におかれる会議の内容はおそらくそのむきにやられていく、具体的に貧乏の方々にどういう金が出ているかはわかりませんが、結局、沖縄の経済発展のためにいろいろ協議をし、できるだけ協力していこうということであります。

第２点にお答えします。自治法の点につきましては調査の結果抵触しないというふうに解しております。




○黒潮　隆君

　最後に１点だけお尋ねしますが１６２条に抵触しないという答弁ですが、この１，５００名のうち沖縄から何名参加するのか、それと那覇のクラブは何名ぐらいの会員がおり、どなたが代表者になつておるか、その点をお聞きしたいと思います。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。この申請者は那覇ロータリークラブ会長崎浜秀英さんになつておりまして、その文書の中には大会には一流実業家をはじめ１，５００名の東京地区ロータリー会員が参加するということになつておりまして、那覇地区には二つのロータリーがありまして、少なくともこのメンバーでも、４，５００名の会員がおるんじやないかと考えております。

（「休憩して下さい」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩します。

	（午前１１時３９分　休憩）

	（午前１１時４２分　再開）







○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。






○金城　吾郎君

　１点お尋ねいたします。第１０款の繰越金でございますけれども、額が余りにも多すぎるんだが、当局の執行能力がなかつたのかどうか。委員会においてどのように審議がなされたかお伺いいたします。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　お答えします。これは委員長報告にも相当詳しく報告申し上げたつもりであります。聞き漏らしたと思いますのでもう１回読みますか。具体的に御報告申し上げてあります。では金城吾郎議員のために朗読させていただきます。６６万８，０００ドル計上されて、前年度に比べて５４万８，０００ドルの増で市税に次ぐ大巾な増となつております。これは１９６７年度に計上してある政府補助事業の開南交番平和橋間道路工事ほか２件、自己財源による事業の牧志公設市場前道路新設工事ほか１件および災害土木事業等の未執行事業を１９６８年度に計上しておりますので、これに充当する財源として、２５万ドル含まれております。残りの４１万８，０００ドルは市税および使用料その他自己財源収入の増収見込分と予算不用額等による決算剰余金を見込んだことによるものであります。




○金城　吾郎君

　増収見込分を繰越金に入れてあるんですか、そういう予算の計上の仕方があるんですか、繰越というのはそういうものじやないでしよう、どういうことですか。






○主計課長（平山　登君）

　お答えいたします。１０款の繰越金という費目は６７年度の決算見込みの見込額が現在出ておるわけでありますけれども、収入から支出を差し引いた残り額が繰越金として上がるわけであります。




○金城　吾郎君

　今の主計課長の説明もおかしいけれども、委員長報告と今の主計課長との説明とはどういう関連があるんですか、さつぱり意味がわからんですがね、もう少し詳しく説明してくれませんか。




○主計課長（平山　登君）

　お答えいたします。６７年度におのおの予算計上してありますけれども、委員長が報告いたしましたのは、支出のうち一般財源を充当すべき事業のうち、約２５万ドルは６７年度の未執行事業に充当するために６８年度の予算に計上されておるわけであります。その分の充当財源として約２５万ドル繰越金としてみてあるということと。それと、おのおの市税、市町村交付税、公営企業及び財産収入、それになお使用料及び手数料というものが６７年度の予算に計上してある以上に収入が見込めるんだということになるわけです。従いまして、その分は歳計剰余金というような形で６８年度では経理されるわけであります。歳計剰余金というものが予算の費目からいたしますと繰越金に該当するということになるわけでございます。それで繰越金として予算化したということになるわけであります。




○金城　吾郎君

　事業繰越は２５万ドル、その他は純然たる剰余金的な繰越金であると、こういうふうに理解してよろしゆうございますか。






○久高　友敏君

　産業経済費のうちの畜産振興費についてお尋ねいたします。予算の７４ページであります。これについて、おそらく総務委員長では審議の内容はおわかりでないと思いますので経済民生委員長にお尋ねしたいと思います。

畜産振興費のうちの予防注射費、これの労務賃金が計上されておりますが、このブタの頭数が幾らあつて、これだけ予算を組まれておるか、予算からすると去年と今年とはあまりかわらないが、ブタの頭数はふえておるのか減つておるのかこれについてお尋ねいたします。

さらに、もしふえたとするならば、現在市が奨励しておるランドレース、これは一昨昨年これが非常に優良品種だということで１２０ドルかの予算を計上して奨励しておりますが、その総頭数のうちの何％が大体ランドレースになつておるか、従来すすめてきたチエスターホワイト、これもどの程度普及しておるか、その点について審議されておるとすれば審議の内容を説明願います。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　確かに審議いたしました。しかし現在予防注射を受けるところのブタが何頭おるかということについては記憶してないので当局に説明願います。




○久高　友敏君

　審議はされたけれども、頭数はわからないと、どのような審議をされたのか。つまりただ審議したということはどういつた面での審議か、審議はしたけれども頭数は覚えておらないと‥‥（笑声）




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩します。

	（午前１１時５０分　休憩）

	（午前１１時５１分　再開）







○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　１５番議員の御質問にお答えします。

ブタの全頭数でありますが、１９６６年１２月末現在で那覇市に１万３，２３９頭のブタがおります。もちろんこの３９頭という数字は有効限界であるかどうかはわかりませんが、１万３，０００余りのブタがおるということです。その中で市の有するチエスターホワイト７８頭、ランドレースが５４頭になつております。最近の傾向としましてはチエスターホワイトからランドレースにほとんどきりかえられつつあるということになつております。

現年度も３０頭余り購入しまして、首里、真和志、小祿地区の農家に貸付けを開始しております。予防注射の件につきまして適確な数字は覚えておりませんが、われわれとしては薬品、あるいは労力がある限りできるだけ多数にやりたい、これを残すということは病原菌を残すということになりますので、一応予算計上の数字は出ております。執行の段階でできるだけたくさんやりたいというふうに考えております。




○久高　友敏君

　今部長の説明は市の所有しておるブタのことについてしているが、これは財産表に出ておりますので、これを聞いておるのではないわけです。つまり本員がお尋ねしておるのは市の施策によつてランドレース、これを普及したいという趣旨でこれだけの金をかけて奨励しておるわけだが。はたして１万３，２９３頭のうちでどの程度ランドレースがふえておるのか、あるいはチエスターホワイトがどの程度ふえておるのかということを知りたいのであります。市の貸付けブタについては財産表に出ておりますのでそれは十分知つておりますが、この１万３，２３９頭のブタを予防接種し、さらにニワトリのほうも含まれておると思います。それもおそらく１０万５、６，０００の羽数がおると思いますが、はたしてこれだけのニワトリ、これだけのブタをくまなく予防接種するといつた場合はこれだけの賃金では足りないんじやないかというふうに考えます。

従つて今回は、去年もそうでありますが、特に今回は市長はじめ市会議員報酬も物価の上昇のため値上げしており、従つてこのような人夫賃も当然物価の上昇によつて値上げすべきじやないかというふうに考えるわけであります。このブタの頭数、ニワトリも年々ふえるけれども、そういつた人件費は、あまりふえていないのであります。各地方、つまり農村部落を回わつて市当局から何月何日に予防接種するからすぐ人夫を出しなさいということになると非常に地元では人夫のかり出しに困つておる。これだけの賃金では雇えない、つまり半日かかるそうでありますが、半日ではやる人が少ないということになりますが、これについて今回は増額したように見受けられますが、去年に比べて何ぼもふえていないが、しかしブタの頭数は大部ふえておる。そういつた面について考慮をはらわれたかどうか当局から説明を願います。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。先ほど私の聞き違いで何か答弁漏れがあつたようでございます。１万３，２３９頭のうち現在ランドレースが約３５％とみております。残りがチエスターホワイト、計算してみたらわかると思います。予防注射でありますが、１万３，２３９頭のうち予算としては１万７１１頭を計画しております。ただしこれは実施の段階で巾が出るものでございまして、先ほど申し上げましたとおり、できるだけたくさんの注射をしていきたい、ニワトリが１６万８，２５４羽おります。そのうち約８万羽を注射、ジフテリヤでありますとか、そういつた面でできるだけ努力をはらつていく、今回は特にランドレースの購入経費は上げておりませんが、これにつきましては、現年度で購入しましたランドレースの普及をまず飼育管理面の奨励をやつていこう、新年度での購入は一応見合わしていこうということで見合わしております。

従いまして、そういつた予算の差し引きかれこれからいきますと、表面的な金額は減になつておりますが、実質的には７００ドル余りの増になつておるもんだと考えております。




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑を終結し討論に入ります。






○黒潮　隆君

　議案第７７号１９６８年度那覇市歳入歳出予算の市長提出議案に反対討論を申し上げます。

反対の討論はごく簡単に項目だけを申し上げまして説明は省きたいと思います。なぜならば、たとえば議案第４８号、議案第４９号の３役の給与の引き上げ、さらに市会議員の報酬引き上げに反対したのが、これがこの予算の支出に含まれてる。あるいは歳入の場合には牧志公設市場に関する起債、そういつたようなわれわれが各議案に反対してまいりましたものが含まれてるわけでございます。たとえば、漫湖の埋立てについての起債が出ている。歳出の場合にもそういつたのが出て来たというのがありまして、議案６８号。

牧志公設市場の７１号。さらに議案８４号の下水道事業債を起こすことについて、そういつたのが含まれてるということと、さらに議会交際費で６００ドルを今度値上げしているという点であります。先ほどの質疑の中でも明らかにされましたとおり議会交際費が１５０ドル余つているがあと２、３日で交際するようなことがないのに６００ドルを値上げすることは当らない。

たとえば、特産品を奨励するために本土からくる議員にいちいち購入してプレゼントするということは当らないじやないか。そういうことはやはり沖縄の産業あるいは特産品をほかの面で延ばしてゆくんであつて、本土から那覇市に訪れる方々にいちいち渡していたら交際費をいくらつり上げても足りないんじやないか。現在でも１５０ドル使い残しているだけに値上げすべきじやないじやないか。生活費とは違うので物価が上がつたからという理由で引き上げるべきではないじやないか。沖縄の場合は本土から自治体関係の方々が来るのがなる程多いかもしれん。しかし、たとえば別府市の場合も観光地として他の自治体から訪れる議員の数は本土でも１、２番といわれております。しかしいくらあつても足りないということで、この交際費を大巾に引き上げるわけにはいかないので、できるだけ他の自治体から来る議員に対する経費を節約して極く簡単にしているということであります。したがつて交際費の場合は使い方によつては現在の交際費でも十分できるんじやないかと思います。またわれわれは全然交際をするなとはいつてないわけでございます。交際する場合にはそういうふうなやり方によつて随分節約できるんじやないかということで１，２００ドルについても値上げすべきでないと考えます。

先ほど出されておりました世界ロータリークラブに対する補助金も控えておくべきだと考えます。特に有力な実業家で組織されているそのような団体にはそういう補助金を出さなくても会議を運営してゆける力のある人々で組織されているわけでございます。むしろ市としては零細企業とか、あるいはその他の団体を保護育成するためにその方面に補助金を廻わしたほうがいいと考えます。つまり予算の運用であります。どこにどのように予算を配分するかという点ではむしろロータリークラブよりも他の面へ優先させたほうがいいんじやないかというふうに考えるわけでございます。それで議案の内容について討論をさけてまいりましたがこれを総括してまいりますと、この予算の配分については反市民的な面が強くあらわれているというふうに私たちは考えます。したがつて、この７７号議案については今申し述べたように、議案について反対して来た分、さらに交際費値上りの分、あるいはロータリークラブなどへの補助金はもつと貧しい団体を育成するために有効に使うべきだということを申し上げて反対の討論にかえたいと思います。






○喜舎場　盛一君

　本員は議案第７７号、１９６８年度那覇市歳入歳出予算について賛成の討論を行います。１９６８年度の那覇市歳入歳出予算案を見た場合に１，０００余万ドルを越える大型予算でありまして、本市がはじめて１，０００万ドル台の予算を見ることをできましたことは、西銘市長が常日ごろから財源獲得に積極的に努力して来たことが実を結んだものと思料するものであります。また施政方針でも述べているように近代的な都市作りの促進、市民生活に直結する生活環境の充実という基本施策の実現に明るい希望がもてることを市民とともに喜びに耐えない次第であります。また予算規模が大型化し、１，０００万ドル台の予算案ということではなく、自己財源の大巾増額はもとより、特に経常財源、すなわち市税つまり市町村交付税、財産収入、使用料等今後毎年確保できる財源の大巾増加を示していることであります。このことは従来、依存財源の構成比率が非常に高く貧弱であり依存度が高い程自主性に欠けるが、その点１９６８年度の自己財源の延びからして弾力性のある財政に移行しつつあり、ひいては健全財政の堅持という基本原則に即するものであると確信するものであります。参考までに数字をあげますと、自己財源で６８０万ドル、予算総額に対する構成比率６５．２％となつており、１９６７年度と比較すると１５０万ドルの増、構成比率８．１％の増となつており、これからしても先に述べた自主性のある財政に移り変わりつつあると信ずるものであります。なを経常財源につきましてもこのことが明らかで１９６８年度の５８８万ドルに対し１９６７年度は４４８万ドルで１４０万ドルの増加を見ておるのでありまして、西銘市長が就任以来自己財源の大巾確保を最大の目標にして来たことがこの予算ではつきり現われて来てるのであります。さらに、政府税の大巾移譲につきましても積極的に努力して来たことが伺われるのでありまして、税制審議会の最終答申に市長の要請が大巾に引き上げられ、税制審議会の行政主席に対する最終勧告に織り込まれているとおりで、行政府の財政の都合によつて日の目を見なかつたことは非常に残念ではありますが、西銘市長であれば必らず市民の期待する好結果が近年中に実現するものと信じております。一方、依存財源につきましても大巾に予算化されておりまして、１９６８年度は２０７万ドル、１９６７年度より４５万ドルの増となつておりまして、自己財源のみならず依存財源、すなわち政府補助金の獲得についても努力していることは、今後の住みよいまち作りに明るい希望が持てますので非常に喜ばしいことであります。反面、歳出予算をみました場合に、まず投資的経費についてどのように財源配分がなされているかと申しますと、市民生活と直結する、もつとも市民から要望の強い道路の維持新設改良、汚水、排水、都市計画事業等の経費２３７万ドル、予算総額に対する構成比率２３％と重点的に配分されてることは当を得た措置であると考えるのであります。これを１９６７年度の１００万ドルと比較すると実に１３７万ドルの大巾の増となつているのであります。次に塵芥処理事業につきましても１９６７年度では５０トンのコンポスト機械を設置したのでありますが、引き続き１９６８年度は３０トン処理能力のある塵芥焼却炉２基を設置するための予算が計上されておりまして、総工費約６０万ドルのうち５６万ドルは日政援助、琉球政府援助で充当することになつているので、これによつて多年の懸案であつた塵芥を１００％衛生的に処理することが可能となるのであります。その他重要事業、すなわち住宅難の解消策の一環として公営住宅、市営住宅、３０８戸の建設、保育にかける乳幼児育成事業として１２０人収用級の保育所建設、市民の買い物の便をはかる牧志公設市場、真和志市場、若松市場の建設についての経費、都市において欠くことのできない公園緑地の整備事業、文化施設として必要欠くことのできない公会堂の設計費、その他重要事業に配分されておりまして、いずれも緊急にして必要欠くことのできない経費ばかりでありまして、市長の予算編成に対する重点的配分、市民の要望についての予算が盛り込まれてることが伺われるのであります。この予算の苦心のあとが見られるのであり、まことに当を得た予算の配分がなされてると思料するのであります。この重要事業は一日も早く執行態勢に移るよう、万全の態勢を整えていただくことを希望するものであります。なお、消費的な経費につきましては特に人件費が延びて来ておりますが、これは職員待遇改善のための経費であり、政府または民間賃金ベースからしても妥当な額と思料するのであります。その他、物件費等については非常に低く抑えてあり経費配分からみても今回の予算は適正にして、かつ当を得たものと思料するものであります。

以上申し上げて１９６８年度那覇市歳入歳出予算について全面的に賛成するものであります。よろしく各位の御賛同をお願いいたします。




○副議長（辺野喜　英興君）

　討論を終結して採決に入ります。

議案第７７号、１９６８年度那覇市歳入歳出予算については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○副議長（辺野喜　英興君）

　多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第８、議案第１０４号、１９６８年度那覇市歳入歳出追加更正予算についてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第１０４号　「１９６８年度那覇市歳入歳出追加更正予算」について審査の結果を報告いたします。

先ず、歳入の追加は公営住宅用地購入の充当財源として起債収入６６０，０００ドルと１９６７年度の農道工事の予算繰越しに伴い、これの充当財源である政府補助金の収入時期が１９６８年度となりますので、この分の追加１３，８１０ドル、計６７３，８１０ドルの歳入追加がなされております。

また、歳入の減額分について申し上げますと、現在工事中の若松市場および住宅建設工事が予算繰越しとなり、完成時期が遅れますので、提案中の当初予算に計上してある年間分の使用料収入の減額９７９ドル、１９６７年度に収入予定しておりましたさきの農道工事に対する政府補助金が、１９６８年度に組替えられたことにより、繰越金の減額１２，８３１ドル、計１３，８１０ドルの更正がなされております。

次に、歳出について申し上げます。公営住宅用地購入費の追加計上されておりまする６款１０項住宅費については、建設委員会に審査をお願いしてありましたが、同委員会の審査結果、「原案どおり可決すべきものと決定」した旨、通知を受けました。

委員会は、以上の審査の結果、本案は、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく、各位の御賛同をお願いします。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○金城　吾郎君

　今の委員長報告でよくわからないんですが、先ほど本員は繰越金の問題について質問をいたしました際に、事業繰越しとして２５万ドル、さらに歳計剰余金として４１８，０００ドル、この４１８，０００ドルの歳計剰余金の見積り間違いということになつて減額になつてるのかこの点が明らかにされてないのであります。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　その点は当局に説明を求めます。






○主計課長（平山　登君）

　お答えいたします。今回追加予算でもつて減額してございますけれども、これは当初６７年度の農業関係の補助事業を６月３０日までに予定しておつたのでございますけれども、これがきのうの予算繰越しの議案で御審議いただきました２件の工事が６８年度に予算繰越してしまうというような形になりまして、予定しておりました政府補助金の収入が減つて来たわけでございます。したがいまして、その分を繰越金で落した分、を６８年度は政府補助をあててゆく。普通補助金の場合は工事が完成しなければ補助が得られないということでありますので、したがいまして６７年度から６８年度に繰り越した事業については一般財源をあててゆく。６８年度において政府補助を得てその分はほかの事業にあててゆくという形になります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑を終結し討論を省略して採決に入ります。　議案第１０４号、１９６８年度那覇市歳入歳出追加更正予算について委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　昼食のため休憩し午后１時２０分再開いたします。

	（午后１２時２１分　休憩）

	（午后　１時２２分　再開）







○副議長（辺野喜　英興君）

　午前に引き続き会議を開きます。日程第９、第９１号議案　１９６７年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算を議題として経済民生教育委員会の審査報告を求めます。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　議案第９１号「１９６７年度那覇教育区歳入歳出追加更正予算」について審査の結果を報告します。

まず、歳入の追加について申し上げますと、１款２項１目教育税過年度分３３，０００ドルと３款１項１目教職員給与負担金２６８，０５１ドル計３０１，０５１ドルの追加となつています。また更正の主なるものについて申し上げますと、　３款１項２目「教科書費負担金」１２９，９９８ドルの減は、従来教科書は教育委員会をとおして支給していたが、６７年度からは、政府が直接購入し支給することになつたので、１２９，９９８ドルの減となつております。また３目「校舎建築費負担金」の６０，５６７ドルの減については、小中学校の普通教室を政府補助金によつて当初４３教室建築する予定で計上したが、実際の割当は３９教室しかなかつたので、その分の減と学校建設事業の継続費としてして、くり越した分であります。

　２項政府補助金２目「学校教育補助金」の２５，７６８ドルの減は、当初、体育、視聴覚、音楽備品購入費として、６６年度の日政援助の実績３０，８０６ドルを見込み計上したが５，０３８ドルの補助が確定したので、その分を計上した。ということであります。次に４目の「幼稚園補助金」１，８９７ドルの減については、備品購入費として当初６６年度の実績５，２００ドル計上したが、実際の政府補助金は２００ドルしかなかつたため５，０００ドルの減になつたが、給与改定による給料３，０１２ドル、旅費９１ドル計３，１０３ドルの追加があり、差し引き１，８９７ドルの減となつております。

次に歳出について申し上げますと、１款１項２目の「事務局費」３，２４６ドルの主なるものは、今回の給与規則の改正により１２月１日から遡及して支給される給料ならびに期末手当を計上してあります。

２款１項小学校費の４目ならびに２項中学校費の４目「教育振興費」の減の主なるものは、教科書費と体育、視聴覚、音楽備品購入費の更正によるものであります。

また２款１項小学校費の５目ならびに２項中学校費の５目「学校建設費」の減の主なるものは、継続費として、繰越した分と、校舎建築の教室割当が当初計画より４教室削減された、その分の減であります。

次に３項１目「幼稚園管理費」の追加の主なるものは、給与改正による分が計上されております。

以上の説明に対し若干の質疑が交わされましたが結論として、本案は全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第１０、第９０号議案　１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算を議題として経済民生教育委員会の審査報告を求めます。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　議案第９０号、１９６８年度「那覇教育区歳入歳出予算」について審査の結果を御報告いたします。

まず歳入歳出ともに各款別の内容説明を聴取し、その後各款項目別にわたり多角的な面から質疑がかわされたのであります。質疑の主なるものを申し上げますと、予算編成の基本方針の中にＰＴＡ負担の廃止を掲げているが、学校によつては寄付金を徴収しているところもあると聞いており、これは委員会当局の指導、監督の不徹底ではないか。さらに区の寄付金については予算面にもあらわれていないがどうなつているか。寄付行為に対しては届け出るようになつており、さらに各学校に対しては当局の基本方針に協力するよう再三にわたり申し伝えてあるが、まだ十分なところまでには至つていないので今後とも調査しその徹底を期するよう努力する。

ということであり、本委員会としてはＰＴＡ負担廃止の周知徹底をはかる方法として、各小中学校の寄付金徴収の状況および学校で使用する教材費等の需要の度合いを調査し、その資料を提出するよう要望したのであります。

さらに歳出第１款１項１目の予算説明書中１０節の正・副委員長交際費、１２節役務費中の委員長電話は公平を欠くので、委員会法の趣旨によりこれを等しく委員全員にその恩恵をほどこすべきでないか。

委員会法第６条により教育委員長は委員会の代表権は認められていないが、実質的には委員会を代表する場合が多く対外的折衝面から勘案して交際費は必要である。さらに委員長の電話料についても各方面の連絡等に必要であるので計上した。

次に給食共同調理場の残飯処理について、学校によつては売り上げ金を備品費にまわしているところもあると聞くが、給食費に還元すべきである。また委員会の予算に現われていない理由についてただしたところ、委員会の運営方針として共同調理場の運営面の経費は予算に計上することになつているが、残飯の売り上げ金については現場の方で処理し、給食の材料費に還元することにしている。なお備品費にまわしているという点については調査し善処したい。　ということであります。以上で質疑を終結したのち次のような修正案が提出されたのであります。

修正案

　第１款「教育総務費」予算額１５５，２７８ドルを１５３，５９８ドルに修正、同様に１項「教育総務費」予算額１５５，２７８ドルを１５３，５９８ドルに、１目「教育委員会費」１３，２８２ドルを１１，６０２ドルに修正して、減額となる１，６８０ドルは第５款の予備費に繰り入れる。

従つて５款の予備費は６，６８０ドルの修正となる。さらに予算説明書中の１項「教育総務費」予算額１５５，２７８ドルを１５３，５９８ドルに、１目「教育委員会」予算額１３，２８２ドルを１１，６０２ドルに、１０節「交際費」１，０８０ドルを１，１５８ドルに、１２節「役務費」１１８ドルを４０ドルにそれぞれ修正する。

その内訳を申し上げますと、予算説明書中の１項１目１節教育委員報酬を１００ドルの１２カ月分８，４００ドルに修正、１２節役務費中通信運搬費７８ドルを全額削除して１０節の交際費に計上する。１０節交際費中の委員長、副委員長の欄を削り教育委員会に修正して計上額を１，１５８ドルとする。以上の修正案に対し討論に入つたのであります。

反対討論

　教育委員会の報酬の減額については賛成であるが、委員長交際費を削除することには反対である。すなわち教育委員長は法律上代表権は認められていないが、現実的には委員会の代表として事務上および対外的な交際等から勘案すると交際費は認めるべきである。よつて修正案に反対する。

賛成討論

　委員会法第６条の趣旨からして正副委員長の交際費および委員長の電話料は不適当である。すなわち教育委員会法第６条には「教育委員会はその委員の一人または一部の委員に行政上の職務を行うことを委任することは出来ない」とうたわれており、委員長に委員会を代表する代表権が認められていない。従つて委員会の委員全員に対し等しく恩恵を与えるべきである。

よつて修正案に賛成する。

賛成討論

　第８７号議案が委員会の決定として修正可決されたので、不本意ながら賛成する。

以上のような討論があり採決の結果賛成多数で本案については原案を修正し、修正案どおり可決すべきものと決定しました。

よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。






○金城　吾郎君

　交際費の修正の理由として教育委員会法第６条に規定する委任の禁止、これを前面に打ち出しておるわけですが、昨年の予算議会においては、これが問題にならずに、今回問題になつた理由がどういうものであつたのか。この条項については昨年もあつたはずであります。

昨年問題にならずに今年問題になつたのはどういう理由であるのか。さらに教育委員長はもちろん会を代表するものではないにしても、会議を主宰し、その他会議を招集する、いわゆる手続上、実質的には代表するものとしての職務を執行しておる。また対外的には委員会を代表していろいろの会合、行事に出席をしております。それで実質上委員長は委員会を代表するものであるという形で認められてきたし、またその職務上使用する費用についても、交際費も支出されておる。これが今までの姿である。今回これが削除されるにあたつては、先ほど申し上げたように第６条を打ち出しておるわけであります。昨年それが問題にならずに、今年それが問題になつた理由。これが委員会でどういうふうに審議されたか、説明を願います。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　お答えします。去年問題にされずに今年どうして問題にされたかというはつきりした原因というか理由は、去年ははじめて教育の予算が、教育税撤廃に伴つて廻わされてきたために、一応去年のことを言うてもさしつかえないけれども、不勉強の点もあつたんです。逐次真剣にこの教育規則、制度、そういうものを検討してみたときにいろいろ矛盾がございまして、たとえば議決権もあつて執行権もあると、法人組織であるが代表者がいない、いろいろな点が逐次わかつて、きずいたんです。これはちよつとおかしいじやないか、というわけで去年きずかぬ問題が今年はきずいて登場したということであります。




○金城　吾郎君

　そうすると、こういうことになりますか、経済民生委員会のみなさんは去年不勉強でわからなかつたけれども、１年間勉強したために発見をした。こういうことになりますか。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　そういう解釈もできます。




○金城　吾郎君

　これまでの教育委員会のあり方が間違いであつたということが委員会の中ではつきりしたということですね。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　そうです。




○金城　吾郎君

　間違いないですね、それじやあやまちを再びくりかえすことはないけれども、経済民生委員会の中で、そのような全体的なことで、それでもけつこうかと思いますけれども、しかし実質上委員長の果しておる役割り、これについては経済民生委員会としてはどういうふうにお考えになつておりますか。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　そういう面も具体的に一応検討してみました。たとえば委員長として委員を招集するところの仕事もある、しかしそれは実質的には事務局を通じて招集しておるんだと、実際電話かけたりするのは・・・。もう一つはたとえば交際費の場合ですと、運動会に招たいされる、あるいは卒業式に招待される同じ事がある場合、各委員が区域を担任しまして、実際一人でなくして全部でいつてることもあつたんです。そういう意味で交際費も全体の交際費として活用していくということが妥当であるという結論になつております。




○金城　吾郎君

　それじやこの教育委員長ならびに副委員長の交際費を削つて教育委員会に改める、さらに通信、運搬費７８ドル含めて１，１５８ドルにする。この交際費を使う場合の決裁はだれがやるんですか。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　委員会というのは７名の構成によつて法的に一本化されておるわけであります。バラバラじやできませんので委員会の７名の方々が申し合わせておやりになると思います。だれがやるということ、一人でやれるようなことじやないんです。権限もないわけです。




○金城　吾郎君

　私は、経済民生委員会において、あるいはきのうの渡口議員の討論もあつたようにこれが生活給的な方向に使われるおそれがあるので、実質上は交際費ではなくして教育委員の報酬にプラスすべき性格のものである。そういう話も聞いたし、きのうの討論にも出しておるが、それがどういうふうにして決裁をして交際費を実質的な報酬の面に廻わしていくのかということです。そういう審議はなさつたかどうか。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　今までは教育委員長、あるいは副委員長の交際費が計上されまして、実際招たいとかいろんな交際に使用しておりましたが、その他の委員の方々はそれがなくして自腹を切つておられるかもわからない、つまり、教育委員になつたがゆえに余分な交際費が出ておりまして、そういう場合は今までの自己負担が実質的に緩和されるんじやないかという見通しもあつたわけです。




○金城　吾郎君

　さつぱり意味がわからない、こういうことですか。かりに１００ドル報酬をもらう、その報酬の中から教育委員であるために消費する支出というのがある、それをカバーするために交際費をふりむけるという意味ですか。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　そういう内容も幾らかあるというわけですね。




○金城　吾郎君

　内容も幾らかあるということじやなしに、私はみなさんの経済民生委員会の審議の場で、この交際費というものはこうあるべきである、はつきりしたものをどのように打ち出したか。今のあんたの説明ではわからない。

○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　先ほど報告申し上げたわけじやないですか。




○金城　吾郎君

　わからぬです。ですから教育委員長の６０ドル、副委員長の３０ドルというものを削除して、これを教育委員会にうちかえるということだが、ところがきのうの討論もあつたように、実際上は各委員に割りふりして報酬の何というかプラスにするという形で配分する。これが一体交際費の本来の姿かということです。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　委員長、副委員長の交際費を削つたということは、交際費という総額の予算を削つたわけじやなくして、委員長、副委員長交際費という覧を削りまして、７名の委員全体の交際費として計上したわけです。それに対する運営とか活用というものはそれは委員会で適当に確実に正しくやつてもらえるというふうに信じております。




○金城　吾郎君

　７名でやる。それなら話はわかる。きのうの渡口議員の討論は、あやまりであつたということになるわけですか。実質上報酬になるという意味のことを言つております。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　そういう含みもあるということじやないですか。




○金城　吾郎君

　だからあなたのは一貫しない、委員会としてはどういう方向でこの交際費をうちかえたか。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　今先申し上げたとおりです。あまり言わさんで下さい。




○金城　吾郎君

　それじや教育委員長の果す役割り、職責というものに対する経済民生委員会としての評価はどういうものであつたかということを私は先ほどお伺いしたわけですが、それに対する答弁はなかつたけれども、教育委員長はただ会議を主宰するだけで、これまでの慣習に従つて委員会を代表する形で対外的な会議に出たり、あるいはその他の集会に出たりする。こういうことは今後はないわけですか。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　今後も引き続きありましよう。ありますけれども、委員会全体の交際費で使用されたらいいんじやないですか。できますからね、そういう意味でございます。




○金城　吾郎君

　それでは次に移ります。第５４条の規定に従つて教育委員会は市町村長に教育予算の見積を出す場合に、いろいろ説明資料を送られたり、さらに教育委員会の財産というものは、一体どこからどの範囲かということを質問いたしましたときにこの財産表の中に記載されておらない財産がある、これを整備していただきたいということを申し上げましたが、これがまだはつきり調整されておらないようであります。従つて市内にある小中高校の学校の保有する財産、これはすべて教育委員会のものであるのか、あるいは学校自体でもてるのか、あるいはＰＴＡが持てるのか、同窓会という形でもてるか、そういうことが委員会で審議されたかどうかお伺いいたします。




○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　審議されませんでした。当局にお願いします。






○教育次長（喜久山　添釆君）

　お答えいたします。こちらの財産表を出してありますのは主に土地とか校舎とかということでございますが、その他備品かれこれございますけれども、これはまだ整備中でちやんとできておりませんので作成してみなさんにおあげしようと思つております。




○金城　吾郎君

　現にある建物は全部教育委員会の財産になりますか、ＰＴＡが負担したものもありますが、また同窓会が負担する場合もありましようが、それは全部教育委員会の財産になりますか。




○教育次長（喜久山　添釆君）

　お答えいたします。現在そういうような建物等は全部委員会に寄付していただいて委員会の財産となつております。




○金城　吾郎君

　さらにそれを整備していただきたいということを要望申し上げておきましたけれども、１年たつてもこの財産表からぬけておる財産が相当ある。そういつたもので、寄付の手続きが正式にとられておるならば財産表に当然記載しなければいけないはずである。ところが出ておらないのが相当あります。私はチエツクしておりますけれども去年から幾らか整備された点もわかります。ところがまだ抜けておるのが相当ある。これは教育委員会のほうで綿密に調査されて教育委員会としてはどれだけの財産があるということをはつきり把握していただきたいこれを申し上げて終わります。






○大山　盛幸君

　本員は経済民生教育委員会のメンバーの一人でありまして、委員会において質問して取り上げるべきであるのでございますが、予算に直接上つていないことであり、なお予算審議のときにいろいろ修正問題で頭がいつぱいになりましたので遅延いたしましたのでこの場で質問することをお許し願います。昨今非行児の問題が社会問題として大きくクローズアツプいたしました。

この対策のために政府、当局においても、あるいはその他の機関においても、民間においても青少年健全育成協議会などがありまして、いろいろ対策を講じておりますけれども、まだまだその効果を上げたとはいえないのが現状でございます。

非行児の問題が統計的に、その年令が低年下しつつあるということは非常に憂えるべきことで、すなわちそれは在学中の生徒の非行化の傾向があらわれるということが、大きくなりつつということを物語るものでありまして、特に教育に関する関係者はこの問題について真剣にとつ組まなければならない大きな問題だと思料いたします。那覇連合区には浦添の中学校に特殊学級というのがあると聞いておりますが、那覇教育区には１１校の中学校に１か所も特殊教育の学級がないということを聞いております。それに反して各小学校ではほとんどの小学校が特殊学級というものをもつて特別の子供をその子供なりに応じた教育をほどこして効果を上げつつある。しかし中学校には特殊学級がないもんだから小学校においては５年までやつて６年には中学校になると、また一緒になるんだから、その特殊教育からはずして普通の学級編成をするような学校もあると聞いております。

こういうふうに、小学校においては熱心に特殊教育を施しておるにもかかわらず、中学校にそれがないために大きな問題を惹起しておるんじやないかと私は思考いたします。と申しますのは小学校でそういうふうに特殊教育を受けた子供たちが中学校に行つたらほかの一般の子供たちと同じような授業を受けなければならないシステムになつている。しかも那覇の学校では９０％近くの生徒が高校進学をめざして勉強しており、先生方もそれに即応したところの教育の指導をやつていると、そうなると知恵遅れの子供達は、ほかの子供についてゆけないような状態になると、自然と学校がいやになり嫌いになるとそれに輪をかけてほかからの非行児の誘惑にまけてしまつて、非行化への道を歩むのが普通の状態じやないかと思います。いかに中学校における特殊教育の必要が大きな責務を負うかということが考えられます。私は去年１１月東京のある学校の参観をいたしましたが、その学校における特殊教育のあり方、これを目でみまして非常に感激いたしました。その施設、備品の充実。本当に明るい顔で勉強している姿。その作品を見たときにこれはどんなことがあつても沖縄の中学教育に取り入れなければならないと痛感したのであります。那覇市の中学校の中には特殊教育の必要を教育委員会その他文教局に訴えている校長もいると思いますが、この問題を委員会において真剣になつて取り上げたことがあるかどうか。私個人として考えますときに１０万ドルの予算を計上して起債を起こして１２校の生徒の給食センターを作るために一生県命になつて予算化されておりますが、現在１２校の生徒は給食センターの個人経営の会社そこからちやんと給食をいただいて喰べている。それよりももつとこの特殊教育の問題が真つ先に取り上げられるべきじやないかと思います。とにかく委員会としてはこの中学校における特殊教育の問題を御検討なさつたことがあるかどうか。あるとすれば今後それに対する対策を講ぜられるおつもりであるかどうか。






○教育長（阿波根　直政君）

　お答えします。ただいまの大山議員の御意見は非常に有難い御意見でございまして、現在青少年問題は社会問題として大きく取り上げられておりますことはこれは沖縄だけではなしに全国的な問題として皆さんすでに御存知のとおりでございまして、なおそれに対しまして沖縄のほうでも青少年の健全育成の方面には十分なる努力をしております。今の大山議員の御質問は中学校のほうに特殊学級を置くかどうか、それについての検討を委員会のほうでやつたことがあるかということでございますが、実は特殊学校の問題は数年来沖縄全体としてこれは検討されておりまして文教局のほうでもこの問題については取り上げまして各連合区に助言いたしております。したがいまして、小学校のほうではその問題をいち早く取り上げたわけでございます。その取り上げました理由は第１に特殊学級を置くことによりまして教室事情の問題が一つございます。第２に教師の問題があります。第３には予算備品かれこれの問題もあるわけでございます。いわゆる教育過程の問題でございます。そういつたような問題で小学校の場合には、この問題が比較的早く解決を見たわけでございます。ところが中学校の場合には小学校と同じように委員会といたしましても各中学校に奨励をしたわけでございますが、これが教室事情が非常に悪い。未だに中学校の中には間仕切りをしなければならんような学校もありまして、その他、いろいろ教室を確保する上において各学校としては今のところそういつた特殊学級を設置する余裕がまだ出て来ないという問題が一つと。もう一つは教師の問題、その方面の研鑚、ある一定の年数を経て研修すれば教師が簡単にあるいは得られるかもしれませんが、この学級を作るからやつてくれということでは簡単に教育の効果は上がらないという面が一つ。今一つは教育過程の問題と予算の問題でございますが、このほうは比較的他の問題よりは簡単に解決がつくと思つております。現在のところそういつたような事情のために中学校、特に校長にわれわれとして強く呼びかけておりますけれども、今のところまだ特殊学級を作ろうというところまで決断がいつてないようでございまして、これはいつというわけではなしに、とにかく委員会といたしましても学校長と協力して早急に特殊学級が設置できるような方向にもつていきたい、こういう意図でございますのでさよう御了承願いたいと思います。




○大山　盛幸君

　ただいまの教育長の御答弁で諸般の事情で実施の段階に到つてないことはよくわかりました。しかし、御無礼な申し分ですが結論として熱意が足りないんじやないか。この現在の非行化の物凄い社会の悪条件がわかつておりながら、それに対する積極的な対策を講ずることができないということに対して非常に遺憾であるとかように思います。おつしやるとおり設備の問題が大きく取り上げられるでしようが、熱意さえあれば文教局も十分にその予算は出せると思います。なお内容、備品の充実も大きな問題でありましようが、熱意さえあれば市長がそのぐらいは市の予算で支出することは十分に可能だと思います。教師の問題もございましようが本当に熱意のあるそして訓練を経たところの教師が絶体に必要でございましよう。大へん耳痛い話しでございますが、現在行われている小学校においてもある教師のごときは勉強しない子供に、あんたそんなことをすると特殊学級にやるぞ、とかという先生もいると聞いております。もつてのほかでございます。暴言も甚しい。教師の罪悪であると断言いたします。特に中校においてもそういうことがあつた場合にはこういう子供たちにひがみを持たせないためにどういうことをしなければならないということは私が申し上げるまでもないと思います。そのために訓練を経たところのりつぱな教師を配在することも必要でございましようが、またほかの教師に対して十分な認識を与えることも大事でございましよう。いつということではないが、早急に実施したいとおつしやつております設備の問題は努力すれば来年度に間に合わせてできるかもしれません。内容の問題については市長と相談すれば、それぐらいの補正予算は９月、１２月でできるかもしれません。とにかく熱意の問題だと思います。その問題にとつ組んで来年度から実施するようにお願いしたいという学校があれば１校でもいいからテストケースで特殊学級を施設してもらいたいということを特に御要望申し上げまして質問を終ります。






○儀間　真祥君

　本員は１点お尋ねしたいと思います。委員長報告を聞いておりますと、ここに組まれております教育委員会の交際費ですが、勉強が不十分なため気づかなかつたのですが、前に出したのは間違つておりますので今度削つたということでございます。そこで去年間違つた支出をしたら今度これを取り返えさなければいけないと思います。それについてはどういう処置をとるか御説明願いたいと思います。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　去年は気付かなくて、今年は気付いた。去年のものは使つてしまつてないわけでございます。　（「爆笑あり」）

そういう愚問は駄目なんですよ。もう一つは、去年使つたものは私わかります。もう少し具体的に申し上げますと、委員長の性格というものが判然としなかつたんです。委員長が本当に代表者であると思つておつたのが、だんだんそれに取つ組んでゆきますと、１人では代表をなさないということがわかつたんです。それじや、予算を削るわけにはいかないから委員会全体で使うということが非常に合理的じやないかということで、人民党、公明党、新風会、市政クラブのみんなで妥結したわけです。結局みんなが賛成した問題なんです。そういうわけで難しく去年使つたやつをどうするかということは別個の問題だと思うんです。以上でございます。（「笑声あり」）




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩します。

	（午后２時１０分　休憩）

	（午后２時１３分　再開）







○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑を終結し討論に入ります。






○金城　吾郎君

　議案第９０号、１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算について修正案に反対し原案に賛成する討論を行います。きのうの教育委員の報酬問題でもわれわれの考え方を明らかにしておきましたけれども、今回のこの教育委員長ならびに副委員長の交際費の削除。さらに通信運搬費の７８ドルの削除は委員長の報告によれば勉強不足でわからなかつたということでありますけれどもこれまでの慣習として実際上教育委員長は会を代表するものではないにしても、対外的な面かれこれで実質上会を代表していろいろの行事に参加し、あるいは集会に列席しております。そのために伴う支出というものがあることも明らかであり、今日までまた実質上委員長はこのようなつとめをなして来ております。それを今回に限つてこれが削除されることは妥当ではないというふうに考えます。もしこのような考え方を押し進めてゆきますと、少なくとも那覇市の議会において今議長と副議長の交際費を出しておる。実際議会としての交際費はあるにしても議長、副議長の交際費はあつてはならない。これが原則であります。議長としてのつとめ、あるいは副議長として対外的な役割りはいろいろあるという立場から、慣習上議長、副議長の交際費を出している。もし教育委員会方式に考えるならば当然議長のもの、副議長のものも削つて議員平等の原則にしたがつて３０名に分配しなければならないはずであります。それは論議されておらない。単に教育委員会に関する限りうんぬんされるということは妥当ではないと考えております。きのうの討論にも現われておつたように、明らかにこれは感情的なものをむき出しにしておるものであります。こういうあり方は妥当ではない、こういうように考えます。私どもは少なくとも議案に対して正しいものは正しいとして賛成するし、政策的なものあるいはその他の立場上反対せざるを得ないものについてはその態度を明らかにして反対して来ておりますけれども、今度の教育委員会の報酬あるいは交際費の問題については何かすつきりしない面があります。

きのうの渡口議員の討論にもいろいろ出ておりましたが、少数意見をよく尊重するというふうなまやかしの言葉がありましたけれども、そういうことではなしにもつと　親身のある考え方に立つていただきたかつた。こういうふうに私ども考えております。教育委員長、副委員長の交際費を削り教育委員会にもつてゆく。なる程そういう考え方もわかりますけれども、これまでの慣習上教育委員会としては実際これを使う場合には、やはり教育委員会として使つてるわけであつて実質的に変わらない。このように考えます。これまでずつと行つて来た慣習を教育委員会の委員の構成の変更によつてこういうことがなされたんじやないかというふうな疑いを持たれる一連の行動があるということは私どもは怒りを覚えます。したがいまして、この修正案に反対し原案そのものを議員の皆さんが承認をしていただくようにお願い申し上げて修正案に反対し、原案に賛成する討論を終ります。






○喜久山　朝重君

　本員は市長提出にかかる議案第９０号、１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算の原案に反対し修正案に賛成するものであります。先ほどの賛成討論の中で議会と委員会との対象理由を上げておりましたが地方自治体の議会におきましては自治法の第４４条は、議長は、議場の秩序を保持し、議事を整理し、議会の事務を統理し、議会を代表する。という代表権という権限があります。教育委員法ではその第６条の委任の禁止によつて代表権がありません。以上説明して修正案の賛成理由を申し上げます。

まず修正の箇所である歳出第１款、１項、１目教育委員会費１節報酬を修正することについては先に議決になりました議案第８７号が修正議決されているのでこれに対しては別に意見を述べる必要はなく、第８７号議案の修正案の賛成意見と同趣旨であります。御承知のとおり報酬はその職務にあるものに対する反対給付であることはその道のものの述べたとおりであり、教育委員会法中にも規定されているとおり、教育委員会は教育長の助言により職務行為するのが行為とされております。その職務からして修正額は妥当なものと思考いたします。同じく１款１項１目教育委員会費の１０節交際費の説明の中に委員長、副委員長にあてがう為の交際費削除。これを委員会の交際費として効率的に使用すべく修正すべきであるということは教育委員会法第６条に明記されておるとおり、教育委員会はその委員の１人または１部の委員に行政上の職務を行うことを委任することはできないと規定されておるのであります。このことは、独任制ではなく全体制を意味するものであり、委員長および副委員長の特別な権限および職、すなわち代表権を認めるものではない。同法第２６条で委員長、副委員長を選挙するようになつてるが、同法第３項に規定されているとおり会議の主宰者にとどまるものであり、同法第２５条の区委員会の事務、ならびに第３５条で職員の任命等もすべて教育長の助言のもとに行われるものであります。市町村議会のように代表権を持つものでない。よつて代表権のない交際費は連体制の法意に従い委員会交際費に変えるべきである。次に、同じく１款、１項、１目１２節の役務費の通信運搬費としての委員長宅の電話料は全額削除すべきである。委員会の代表権のない委員長の行う事務行為は内部事務の決裁事件のみであり、教育長の事件にかかる事件の範囲から考えれば権限と事務決裁の分限からして、公表して通信費を計上する必要は認められない。市議会においてもこのような措置は行われてない。電話等のごときは執行的職務の常勤の管理者にあてがうべきものであり、非常勤のものに支出するものではない。以上申し述べ修正案に賛成するものであります。よろしく御賛同のほどお願いいたします。




○副議長（辺野喜　英興君）

　討論を終結し採決に入ります。議案第９０号、１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算について経済民生教育委員会提出修正案による修正部分について採決いたします。委員会提出の修正案に御賛成の方の御起立を求めます。






○副議長（辺野喜　英興君）

　賛成多数であります。よつて議案第９０号、１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算について経済民生教育委員会提出修正案については可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　先に可決されました修正部分を除く原案議案第９０号１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算について採決に入ります。修正部分を除いた原案に賛成の方の御起立を求めます。




○副議長（辺野喜　英興君）

　多数であります。よつて議案第９０号　１９６８年度那覇教育区歳入歳出予算については修正可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第１１、軍３号線の開放に関する要請決議、議員平良真次郎ほか２７名提出についてを議題として提案者の説明を求めます。






○金城　重正君

　決議案第３号　軍３号線の開放に関する要請決議の理由を簡単に説明申し上げます。現在の那覇市は人口の増加と著しい経済発展に伴ないまして交通事情は悪化の一途をたどつております。車両の増加に道路の整備が追いつかないのが現状でございます。これは抜本的に解決しなければならない問題でございまして、従来西銘市長がその面に多大の努力をそそいでおられることは喜ぶべきことでございますが、しかし客観状勢がこれを拒む現象がたびたび起こることはまことに遺憾でございます。殊に最近は小祿地区が文教地区住居地区とどんどん発展しておりまするが、そこに通ずる路線は７号線しかなくて朝夕はもちろん交通の悪化は著しく勤め人泣かせ、通学する学生泣かせの道路と市民の不満を買つております。そこにおきまして、旧県道すなわち都市計画道路になつておる３号線が那覇航空隊に独占使用されておりまして、住民の使用を全面的に禁止しております。

この道路は那覇市南部はもちろんのこと豊見城村、糸満地区の発展ののど元であることは議員諸候もよく御存知だと思います。これを開放することによりまして７号線はもちろん１号線その支線の交通緩和に大いに役立つという観点に立ちましていかなる事情があるとはいいましても、われわれ市民はもちろん沖縄住民のためにこの道路を開放していかなければならないとかように考えるわけでございます。そこにおきまして決議案を朗読いたしまして要請決議の説明にかえたいと思います。

軍３号線の開放に関する要請決議　沖縄の交通事情は年を逐つて悪化の一途をたどつている。那覇市においては、交通事情を緩和するため、都市計画道路の開設、横断歩道橋等を設置して、その対策を進めているが、車両の激増（年間約１万台）はいよいよ交通地獄の様相を呈しており、今日では大きな世論の焦点となつている。

殊に明治橋以南の道路については、現在一路線（７号線）しかなく、交通事情は最悪の状態にきており、これに対する何らかの対策を講じなければ、この地区の交通は、完全にマヒしてしまう。

この問題は、琉球政府ならびに米民政府の施策の一環として、早急に解決されるべきものである。現在、同地区には軍３号線（都市計画道路すなわち旧県道）が通つているが、第１ゲートから第２ゲートを結ぶ線を那覇航空隊が独占使用している。これを開放し、沖縄住民に使用させるならば、この地区の交通マヒも大きく緩和されるものと思考する。

よつて、米民政府は真に沖縄住民の切実な願いを理解し、その路線を速かに開放して戴くよう、市民の総意を代表し、ここに強く要請するものである。

１９６７年６月２７日　　　　　那覇市議会

議員各位の御賛同をお願いいたします。それからあて先でございますけれども、議会運営委員会で協議しましたところ、高等弁務官、民政官、行政主席、立法院議長、那覇航空隊司令官、それから嘉手納にあります３１３空車師団長あてに送付するようになつております。




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　１点だけ聞いてみたいと思いますが、以前はその道路は民間に使用させていたわけですね。それがどういう理由でこの道路が閉鎖されたかわからないので、今後開通してもらいたいという場合、また折衝するときにそういうのも知つておいたほうがいいと思いますので、それと、中に漢字の並びにがありますが平仮名にしたほうがいいと思いますがどうですか。






○金城　重正君

　御質問にお答えいたします。何年か前にはこの３号線も民のバス、さらに車両が通つておつたけれども現在はどうして、これが使用できないかということですが、本員が答弁するのがあたつておるかどうかはしりませんが、本員が知つた範囲内から申し上げますと、確か瀬長亀次郎さんの前の市長時代の前は開通しておつたそうですが、その後亀次郎さんが当選されたのでしめられたというようなことは承つておりますが、これが事実であるかどうかはまだ調べておりません。

それから並びの点でありますが、訂正いたしたいと思います。




○黒潮　隆君

　今の答弁が事実であるならば西銘市長が当選したならば開通されるべきである。瀬長氏の問題で閉じるというよりも軍事優先ということが出されたんだと思いますがどんなもんですか。




○金城　重正君

　確かに御質問のとおりどの市長でありましようとも、当然ここは旧県道であつたし、われわれ沖縄の住民が使用すべき道路だとは考えております。






○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論終結します。本案は全議員の提出でありますので全会一致可決されました。

なお、あて先は高等弁務官、民政官、行政主席、立法院議長、第３１３嘉手納空軍師団長、肺覇航空隊司令官、以上といたします。







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第１２、水源開発の早期実現に関する要請決議を議題として提案者の説明を求めます。






○真栄城　嘉園君

　水源開発の早期実現に関する要請決議案の提案理由を提出者を代表いたしまして簡単に御説明を申し上げます。

那覇市における水道事情は、毎年のごとく断水をくりかえし、市民に大きな苦痛を与えております。特に高台地区の周辺やアパート、高層建築物に住んでおられる市民には毎田のごとく水をよこせ水をよこせと訴え続けておるのが現状じやないかと考えております。

特に今年は４月からすでに断水、時間給水と市民に多くの不安と苦痛を与えております。昨日議決されました那覇市水道事業の基本計画によりましても５年後には現在水量の約２倍の９万３，０００トンの水が必要とされておりまして、那覇市の水源開発は５か年間で６５万ドル余を投じても７，０００トンしか取水できない状態であり、人口の都市集中化と水需要の増加、下水道事業の実施と相まつて前途ますます憂慮されることにたちいたつております。先ほど申し上げましたとおり、水源開発は莫大なる資金が必要でありまして到底一地方自治体の手におえるものではないのであります。本員は水よこせの運動は理論、理くつぬきで運動を進めていかなければならないというふうに考えております。

そこで米国民政府に対しましても為政者としての責任を果すという考え方にたちまして水不足を米国民政府は早急に解消されるよう強く要求すべきだというふうに考えております。

水よこせ水よこせという市民の叫びをただ単に市当局だけにまかすのではなくして、議会としても坐視するわけにはいかない現状にたちいたつております。そこで２７万市民の総意を代表いたしまして水よこせの要求を米国民政府において一日も早く実現され快適な市民生活がおくられるよう本案を提出した次第であります。

その趣旨にもとずきまして決議案に十分もられておりますので決議案を朗読いたしまして説明にかえたいと思います。

水源開発の早期実現に関する要請決議　　水道事業の重要性については、今更強調するまでもなく、日常生活において最も不可欠の要素であり、また都市機能においても、一日たりともゆるがせにできない重要な問題である。

那覇市における水不足は今に始まつたことではなく、毎年、時間給水、断水を繰り返し、市民に多くの苦難を与えてきた。

給水普及率並びに生活水準の向上、人口の都市集中化は、時間給水、断水にますます拍車をかける結果となり、市民に大きな不安と苦痛を与え、とくに夏季の最需要期を控え、一層憂慮される事態にたちいたつている。

自己水源の水量は需要量の約２３％程度しかまかなえず、不足量の７７％は、琉球水道公社に依存している現状である。

那覇市は全琉人口の約４分の１を擁し、今後とも人口の都市集中化と相まつて水需要も急激に増加の一途を辿ることは必至である。

かかる現状を抜本的に打開するには、北部の豊富な水源を開発する以外にはないと思考する。よつて米国民政府、琉球政府、立法院は、その責任において、速かに中部以南の市町村の水不足を解消すべく、北部水源開発を早急に実現されるよう、強く要請する。

１９６７年６月２７日　　　　　　那覇市議会

あて先でございますが、あて先は去つた議会運営委員会におきまして高等弁務官、民政官、行政主席、立法院議長、以上４か所となつております。なお、写を琉球水道公社に送付したいと思います。よろしく各位の御賛同を得たいと思います。






○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論終結いたします。提案者は全議員でありますので本案は全会一致可決されました。なおあて先は高等弁務官、民政官、行政主席、立法院議長、それに水道公社の総裁にも写を送付したいと思います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第１３、第１０８号議案　所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについてを議題として説明を求めます。






○総務部長（新里　博一君）

　議案第１０８号「所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて」の提案理由をご説明申し上げます。

この案は、１９６０年３月１５日および１９６５年２月１日づけで認可されました泊・安謝間公有水面埋立面積１，３６５，６８１．８８平方メートル、坪数にいたしまして４１３，１１８．７７坪のうち、字安謝義理地原地先の一部の１０２，４１２．０４平方メートル坪にして３０，９７９．６４坪の埋立が竣功し、１９６７年６月２６日づけで行政主席から該埋立地の竣功の認可を受けましたので、該土地を本市の行政区域に編入するため、市町村自治法第３条第１項および第３項の規定にもとづいて提案した次第であります。何卒よろしくご審議くださるようお願いいたします。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案については原案を可決することに御異議ありませんか。（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本案については可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第１４、泊港海上清掃消毒事業についてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　「泊港海上清掃消毒事業について」　審査の結果を報告いたします。

本件審査に当りましては、所管所長の出席を求め、当局の見解を質しました結果、当局といたしましては、泊港の海上清掃については、本陳情書の提出のあるなしにかかわらず、冬の６カ月間は以前から清掃の必要性を認め、年度毎に予算要求をして来たが、財政の都合で予算化することができなかつた。

’６８年度においては、１１月から翌年４月までの６カ月間の清掃費を月当り４００ドル、計２，４００ドル予算に計上してある。

また、この予算計上については、本陳情と関係づけたものではなく、実施に当つては、各業者の処理能力を十分検討して委託するということであります。委員会は、以上の当局見解を聴取し、検討した結果、本陳情の趣旨は、泊港海上は多くの浮遊物があり、また、非常に汚染されているので、早急に当社と契約させ、港湾清掃消毒をやらせてもらいたいということでありますが、議会がこれを採択し、委託する相手方を示して、契約を当局に強いることは執行権が長に専属することを勘案し、不適当である。

また、入札に付すべき事件は、原則として公入札に付すべきである。よつて、本陳情は、全会一致不採択すべきものと決定いたしました。よろしく、各位の御賛同をお願いします。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本件についてはただいまの委員長報告どおり不採択とすることに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本件についてはただいまの委員長報告どおり不採択と決定されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第１５、字樋川内排水溝開設方についての陳情を議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　陳情　字樋川地内排水溝開設方について　本委員会の審査結果をご報告いたします。

本件についての当局説明によると、本陳情個所は雨水排水五ケ年計画の中に入つており、６９年度において整備する予定であり、その間は、暫定措置をしたい。とのことであります。委員会は、これを了承し全会一致採択すべきものと決定いたしました。

なお、本陳情は、市町村自治法第６５条の規定により、これを市長に送付し、かつ、その処理の経過および結果の報告を請求することに決定いたしました。よろしく各位のご賛同をお願い致します。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本件についてはただいまの委員長報告どおり採択することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本件についてはただいまの委員長報告どおり採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第１６、旧潮渡橋改修に伴う陳情を議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　旧潮渡橋改修に伴う陳情

について審査の結果を報告いたします。　　本件について当局に説明を求めたところ、現在、若松附近は、大雨のたびごとに浸水しているが、これは同地内の排水溝の断面が狭いことと、潮渡川が一号線でゆきづまつているためである。

同地内の排水溝については、新年度予算に計上され整備することになつており、旧潮渡橋については民政府自から予算の目途がつき次第、改築するとの文書による回答を得ている。

なお、潮渡川についても、年次計画により、政府補助を得て改修したい、とのことであります。

以上の当局説明を各員了承し、全会一致採択すべきものと決定いたしました。なお、本陳情については当局において措置することを適当と認め、市町村自治法第６５条の規定に基づき、これを市長に送付し、かつその陳情の処理の経過および結果の報告を請求することもあわせて決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本件についてはただいまの委員長報告どおり採択することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本件についてはただいまの委員長報告どおり採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第１７、１８は一括上程します。日程第１７、排水溝新設について、日程第１８、安謝市営住宅付近の浸水対策についてを一括議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　排水講新設についての請願安謝市営住宅附近の浸水対策についての陳情。以上２件については関連いたしますので一括して、審査の結果を報告いたします。本件の審査にあたつて、当局の説明を求めたところ、

該地域の排水溝の排水断面が狭く、また安謝一号線附近の排水溝が曲折しているため、ゴミで排水溝がつまり、降雨のたびごとに浸水しているので、当局としても早急に整備すべきであるが、本排水溝改修工事は、雨水排水５か年計画の中に入つており、資金面の関係で、１９７１年度において、排水溝を本格的に改修することになつている。

資金の目途がつけば施行順位を繰り上げて改修したい。その間、暫定措置を講じて附近住民の不安を解消したい。とのことであります。

以上の当局説明を各員了承し、全会一致、それぞれ採択すべきものと決定いたしました。なお、本件については当局において措置することを適当と認め市町村自治法第６５条の規定に基づき、これを市長に送付し、かつ、その請願、陳情の処理の経過および結果の報告を請求することもあわせて決定いたしました。　よろしく各位のご賛同をお願い致します。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本２件についてはただいまの委員長報告どおり採択することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本２件についてはただいまの委員長報告どおり採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第１９、真和志郵便局通りの道路改修工事施工方についての陳情を議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　陳情　真和志郵便局通りの道路改修工事施工方について　本委員会における審査の経過ならびに結果についてご報告いたします。

この道路はアスフアルト工事で施工されているが宮城原売店前から上洲薬店前までの道路が凸凹となり、交通に支障を来たし、泥水が飛散し迷惑をかけている状態である。

この原因は該土地が泥土質でありかつ、市の水道パイプが腐蝕して漏水により道路が破損しているので、抜本的な改修工事をしていただきたいという陳情であります。当局の説明によりますと、この地域は、泥土質であり、地下水が湧出しているので、路面を徹底的に改良し、６８年度予算で工事費１５，０３８ドルを投じ改良したいとの説明もあり、なお水道パイプの腐蝕による流水で道路が破損しているのではないという当局の説明を了承し本陳情に対しては、全会一致採択すべきものと決定いたした次第であります。

なお、本陳情は市町村自治法第６５条の規定により、これを市長に送付し、かつ、その処理の経過および結果の報告を請求することに決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本件についてはただいまの委員長報告どおり採択することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本件についてはただいまの委員長報告どおり採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第２０、汀良町内水道管布設工事方について日程第２１、安謝川西方堤防護岸修築について二件を一括議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　陳情　汀良町内水道管布設工事方について　本委員会における審査の経過ならびに結果についてご報告いたします。

この地域は、戦前農耕地で、飲料水として適当な井戸もなく、現在まで衛生的にも文化的にも恩恵がなく、かつ飲料水や使用水にも不自由であるため、早急に水道施設工事を施行してもらいたいとのことであります。

これに対し、当局の水道計画についてただしたところ、この地域の計画は、６８年度予算で執行する計画書が立案されており、住民の要望に応えたい、との説明があり、本陳情については全会一致採択すべきものと決定いたし、本陳情は、市町村自治法第６５条の規定により、これを市長に送付しかつ、その処理の経過および結果の報告を請求することに決定しました。

よろしく各位のご賛同を得たいのであります。

安謝川西方堤防護岸修築について　本委員会における審査の経過ならびに結果についてご報告いたします。

当局の説明によると現在市には当護岸修築工事に要する財源がなく、新しく河川法が制定されることにより、政府事業として琉球政府が施工することになる。もし河川法が制定されない場合は政府に申請し、政府補助を得て施工する。政府補助も得られない場合は自己財源で施工するように努力する。とのことであります。

以上の当局説明を了承し早急にその実現をはかるよう要望し、本件については全会一致採択すべきものと決定、あわせて本陳情は市町村自治法第６５条の規定によりこれを市長に送付しかつ、その処理の経過および結果の報告を請求することに決定いたしました。

よろしく各位のご了承をお願い致します。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本二件についてはただいまの委員長報告どおり採択することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本二件についてはただいまの委員長報告どおり採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第２２、市立保育所の改善方についてを議題として経済民生教育委員会の審査報告を求めます。






○経済民生教育副委員長（宮良　永昌君）

　「市立保育所の改善方について」審査の結果を報告いたします。

本陳情提示趣旨である１項目の年令別保育は、政府も新年度から実施する運営方針でもあり、当局としてはすでに年令別保育にともなう必要な保母の増員および設備等の予算措置もされております。

２項目の主任保母制度、３項目の完全給食についても、必要性を認め、具体的な問題について検討中であります。

なお保育専門課の設置要請については老令年金法、母子福祉年金の立法化によつて、今後福祉業務が増大することが予想され、保育専門家だけをとりあげては片手おちになる恐れもあるとのことで、これらの業務量等も勘案して総合的に検討したい。ということであります。

さらに保育時間の延長については、保母１人増員されることによつて、時差出勤が可能となり、その面で解決される。ということであります。

委員会は以上の当局の説明を了承し、全会一致採択すべきものと決定いたしました。なお、本件については、当局において措置することを適当と認め、市町村自治法第６５条の規定に基づき、これを市長に送付し、かつその陳情の処理の経過および結果の報告を請求することに決定いたしました。

以上、報告申しあげ、各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本件についてはただいまの委員長報告どおり採択することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本件についてはただいまの委員長報告どおり採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第２３から日程第４７までの事件は、それぞれ、各常任委員長から、閉会中の継続審査申出書が提出されておりますので閉会中の継続審査に付することに御異議ありませんか。（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議ないものと認めます。よつて、日程第２３から　日程第４７までの２４件の事件は、閉会中の継続審査に付することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　以上をもちまして、第９３回議会定例会の日程は全部終了いたしました。






（午后２時５９分　閉会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




　上会議録を調整し署名する。

１９６７年６月２７日




議長　　　　高良一　　　㊞

副議長　　　辺野喜英興　㊞

署名議員　　儀間真祥　　㊞

署名議員　　瀬長フミ　　㊞
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